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本計算書の評価結果については，Ⅵ-2-9-3-4「原子炉建物基礎スラブの耐震性について

の計算書」による。 
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Ⅵ-2-2-6 制御室建物の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，制御室建物の地震時の構造強度

及び機能維持の確認について説明するものであり，その評価は地震応答解析による評価及

び応力解析による評価に基づき行う。 

制御室建物は，建物内部に「Ｓクラスの施設」が収納されている。このため，設計基準

対象施設においては「Ｓクラスの施設の間接支持構造物」に，重大事故等対処施設におい

ては「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備の間接支持構造物」に分

類される。また，制御室建物を構成する壁及びスラブの一部は，制御室建物の中央制御室

遮蔽に該当し，中央制御室遮蔽は，設計基準対象施設においては「Ｓクラスの施設」，重

大事故等対処施設においては「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備」

に分類される。 

以下，制御室建物の「Ｓクラスの施設の間接支持構造物」及び「常設耐震重要重大事故

防止設備及び常設重大事故緩和設備の間接支持構造物」としての分類に応じた耐震評価を

示す。 

なお，中央制御室遮蔽の「Ｓクラスの施設」，「常設耐震重要重大事故防止設備及び常

設重大事故緩和設備」としての分類に応じた耐震評価は，Ⅵ-2-8-4-3「中央制御室遮蔽（１，

２号機共用）の耐震性についての計算書」にて実施する。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

制御室建物の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 制御室建物の設置位置 

  

制御室建物 

 PN
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2.2 構造概要 

制御室建物は，4 階建の鉄筋コンクリート造の建物である。 

制御室建物の平面寸法は，22.0m＊（ＮＳ）×37.0m＊（ＥＷ）である。基礎スラブ底面

からの高さは 21.95m である。また，制御室建物は隣接する他の建物と構造的に分離し

ている。 

制御室建物の基礎は厚さ 1.5m のべた基礎で，岩盤に直接設置している。 

建物に加わる地震時の水平力はすべて耐震壁に負担させている。 

制御室建物の概略平面図及び概略断面図を図 2－2 及び図 2－3 に示す。 

 

注記＊：建物寸法は壁外面寸法とする。 
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図 2－2(1) 制御室建物の概略平面図（EL 1.6m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－2(2) 制御室建物の概略平面図（EL 8.8m） 
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図 2－2(3) 制御室建物の概略平面図（EL 12.8m） 
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図 2－2(4) 制御室建物の概略平面図（EL 16.9m） 
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図 2－2(5) 制御室建物の概略平面図（EL 22.05m） 
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図 2－3(1) 制御室建物の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 

 

PN

0.5 9.0 9.0 9.0 9.0

37.0

C5 C3 C2C4 C1

0.5

EL  1.6

EL  5.3

EL  8.8

EL 12.8

EL 16.9

EL  0.1

EL 22.05

2
1.

9
5

BB

(単位:m)
 

図 2－3(2) 制御室建物の概略断面図（Ｂ－Ｂ断面，ＥＷ方向） 
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2.3 評価方針 

制御室建物は，建物内部に「Ｓクラスの施設」が収納されている。このため，設計基

準対象施設においては「Ｓクラスの施設の間接支持構造物」に，重大事故等対処施設に

おいては「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備の間接支持構造物」

に分類される。 

制御室建物の設計基準対象施設としての評価においては，基準地震動Ｓｓによる地震

力に対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）及び保有水平耐力の評価

を行うこととし，それぞれの評価は，Ⅵ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」の結果

を踏まえたものとする。制御室建物の評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き，地震応答解析による評価においては耐震壁のせん断ひずみ，接地圧及び保有水平耐

力の評価を，応力解析による評価においては，基礎スラブの断面の評価を行うことで，

制御室建物の地震時の構造強度及び機能維持の確認を行う。評価にあたっては，材料物

性の不確かさを考慮する。表 2－1 に材料物性の不確かさを考慮する解析ケースを示す。 

また，重大事故等対処施設としての評価においては，Ｓｓ地震時に対する評価及び保

有水平耐力の評価を行う。ここで，制御室建物では，運転時，設計基準事故時及び重大

事故等時の状態において，圧力，温度等の条件について有意な差異がないことから，重

大事故等対処施設としての評価は，設計基準対象施設としての評価と同一となる。 

図 2－4 に制御室建物の評価フローを示す。 
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表 2－1 材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％，＋20％） 
 

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％，－20％） 
 

ケース 4 

（積雪） 
設計基準強度 標準地盤 

積雪荷重との 

組合せを考慮 

 

 

 

注記*：Ⅵ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」の結果を踏まえた評価を行う。 

 

図 2－4 制御室建物の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において，適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

・発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学

会，2003） 

・2015 年版 建築物の構造関係技術基準解説書（国土交通省国土技術政策総合研

究所・国立研究開発法人建築研究所） 
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3. 地震応答解析による評価方法 

制御室建物の構造強度については，Ⅵ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」に基づき，

材料物性の不確かさを考慮した耐震壁の最大応答せん断ひずみ及び最大接地圧が許容限

界を超えないこと並びに保有水平耐力が必要保有水平耐力に対して妥当な安全余裕を有

することを確認する。 

また，支持機能の維持については，Ⅵ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」に基づき，

材料物性の不確かさを考慮した耐震壁の最大応答せん断ひずみが許容限界を超えないこ

とを確認する。 

地震応答解析による評価における制御室建物の許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本

方針」に基づき，表 3－1 及び表 3－2 のとおり設定する。 
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表 3－1 地震応答解析による評価における許容限界 

（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

(評価基準値) 

― 
構造強度を有

すること 

基準地震動 

Ｓｓ 

耐震壁＊1 

最大応答せん断ひ

ずみが構造強度を

確保するための許

容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

基礎地盤 

最大接地圧が地盤

の支持力度を超え

ないことを確認 

極限支持力度＊2 

（9.8×103kN/m2） 

保有水平 

耐力 

構造物 

全体 

保有水平耐力が必

要保有水平耐力に

対して妥当な安全

余裕を有すること

を確認 

必要保有 

水平耐力 

支持 

機能＊3 

機器・配管系

等の設備を支

持する機能を

損なわないこ

と 

基準地震動 

Ｓｓ 
耐震壁＊1 

最大応答せん断ひ

ずみが支持機能を

維持するための許

容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

注記＊1：建物全体としては，耐震壁で地震力を全て負担する構造となっており，剛性の高

い耐震壁の変形に追従する柱，はり，間仕切壁等の部材の層間変形は十分小さい

こと，また，全体に剛性の高い構造となっており複数の耐震壁間の相対変形が小

さく床スラブの変形が抑えられることから，各層の耐震壁の最大応答せん断ひず

みが許容限界を満足していれば，建物・構築物に要求される機能は維持される。 

＊2：支持地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

＊3：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響の確認」が含まれ

る。 
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表 3－2 地震応答解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

(評価基準値) 

― 
構造強度を有

すること 

基準地震動 

Ｓｓ 

耐震壁＊1 

最大応答せん断ひ

ずみが構造強度を

確保するための許

容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

基礎地盤 

最大接地圧が地盤

の支持力度を超え

ないことを確認 

極限支持力度＊2 

（9.8×103kN/m2） 

保有水平 

耐力 

構造物 

全体 

保有水平耐力が必

要保有水平耐力に

対して妥当な安全

余裕を有すること

を確認 

必要保有 

水平耐力 

支持 

機能＊3 

機器・配管系

等の設備を支

持する機能を

損なわないこ

と 

基準地震動 

Ｓｓ 
耐震壁＊1 

最大応答せん断ひ

ずみが支持機能を

維持するための許

容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

注記＊1：建物全体としては，耐震壁で地震力を全て負担する構造となっており，剛性の高

い耐震壁の変形に追従する柱，はり，間仕切壁等の部材の層間変形は十分小さい

こと，また，全体に剛性の高い構造となっており複数の耐震壁間の相対変形が小

さく床スラブの変形が抑えられることから，各層の耐震壁の最大応答せん断ひず

みが許容限界を満足していれば，建物・構築物に要求される機能は維持される。 

＊2：支持地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

＊3：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響の確認」が含まれ

る。 
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4. 応力解析による評価方法 

4.1 評価対象部位及び評価方針 

制御室建物の応力解析による評価対象部位は，基礎スラブとし，Ｓｓ地震時に対して

以下の方針に基づき評価を行う。 

Ｓｓ地震時に対する評価は，3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾塑性応力解析によること

とし，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力又はひずみが，「発電

用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学会，2003）」

（以下「ＣＣＶ規格」という。）又は「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同

解説（（社）日本建築学会，2005 制定）」（以下「ＲＣ－Ｎ規準」という。）に基づき

設定した許容限界を超えないことを確認する。 

3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾塑性応力解析にあたっては，Ⅵ-2-2-5「制御室建物の

地震応答計算書」により得られた結果を用いて，荷重の組合せを行う。応力解析による

評価フローを図 4－1 に示す。 
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注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

 

図 4－1 応力解析による評価フロー 

  

評価開始 
Ⅵ-2-2-5「制御室建物の

地震応答計算書」 

固定荷重及び積載荷重 地震荷重＊ 

断面の評価 

荷重の組合せ 

許容限界の設定 

（「ＣＣＶ規格」又は「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき設定） 

評価終了 

解析モデル及び諸元の設定 

応力解析 
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重及

び荷重の組合せを用いる。 

 

4.2.1 荷重 

(1) 固定荷重及び積載荷重 

固定荷重及び積載荷重は，建物自重，機器，配管等の重量を考慮する。 

 

(2) 地震荷重 

a. 地震荷重 

水平地震力及び鉛直地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析より算定

される動的地震力及び軸力係数より設定する。このとき，基準地震動Ｓｓに対す

る地震応答解析より算定される動的地震力及び軸力係数は，Ⅵ-2-2-5「制御室建

物の地震応答計算書」に基づき，材料物性の不確かさを考慮して設定する。 

地震荷重を表 4－1～表 4－3 に示す。 
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表 4－1 水平地震荷重（せん断力） 

(a) ＮＳ方向 

部 位 
せん断力（×103kN） 

Ｓｓ 

耐震壁（C1 通り） 20.9 

耐震壁（C2 通り） 23.1 

耐震壁（C4 通り） 23.1 

耐震壁（C5 通り） 20.9 

 

(b) ＥＷ方向 

部 位 
せん断力（×103kN） 

Ｓｓ 

耐震壁（CA 通り） 60.2 

耐震壁（CE 通り） 60.2 
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表 4－2 水平地震荷重（曲げモーメント） 

(a) ＮＳ方向 

部 位 
曲げモーメント（×104kN・m） 

Ｓｓ 

耐震壁（C1 通り） 49.1 

耐震壁（C2 通り） 16.6 

耐震壁（C4 通り） 16.6 

耐震壁（C5 通り） 49.1 

 

(b) ＥＷ方向 

部 位 
曲げモーメント（×104kN・m） 

Ｓｓ 

耐震壁（CA 通り） 92.5 

耐震壁（CE 通り） 92.5 

 

 

表 4－3 鉛直地震荷重（軸力係数） 

部 位 
軸力係数 

Ｓｓ 

上部構造物 0.83 

基礎スラブ 0.48 

 

b. 地震時土圧荷重 

制御室建物の周囲にはタービン建物，廃棄物処理建物，１号機タービン建物及

び１号機廃棄物処理建物が隣接しており，側面地盤と接する外壁はないため，地

震時土圧荷重を考慮しない。 
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4.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－4 に示す。 

 

表 4－4 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｓｓ ：地震荷重 
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4.3 許容限界 

応力解析による評価における制御室建物の基礎スラブの許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能

維持の基本方針」に記載の構造強度上の制限及び機能維持の方針に基づき，表 4－5 及

び表 4－6 のとおり設定する。 

また，コンクリート及び鉄筋の許容応力度を表 4－7 及び表 4－8 に，コンクリート及

び鉄筋の許容ひずみを表 4－9 に示す。 

 

表 4－5 応力解析による評価における許容限界 

（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の

性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

(評価基準値) 

－ 
構造強度を有

すること 

基準地震動 

Ｓｓ 
基礎スラブ 

部材に生じる応力

及びひずみが構造

強度を確保するた

めの許容限界を超

えないことを確認 

・ひずみ＊1 

コンクリート 

3.0×10-3（圧縮） 

鉄筋 

5.0×10-3 

（圧縮及び引張） 

・面外せん断力＊2 

短期許容せん断力＊3 

支持 

機能＊4 

機器・配管系

等の設備を支

持する機能を

損なわないこ

と 

基準地震動 

Ｓｓ 
基礎スラブ 

部材に生じる応力

及びひずみが支持

機能を維持するた

めの許容限界を超

えないことを確認 

・ひずみ＊1 

コンクリート 

3.0×10-3（圧縮） 

鉄筋 

5.0×10-3 

（圧縮及び引張） 

・面外せん断力＊2 

短期許容せん断力＊3 

注記＊1：「ＣＣＶ規格」に基づく。 

＊2：「ＲＣ－Ｎ規準」に基づく。 

＊3：許容限界は終局耐力に対し妥当な安全余裕を有したものとして設定することと

し，さらなる安全余裕を考慮して短期許容せん断力とする。 

＊4：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響の確認」が含まれ

る。 
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表 4－6 応力解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の

性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

(評価基準値) 

－ 
構造強度を有

すること 

基準地震動 

Ｓｓ 
基礎スラブ 

部材に生じる応力

及びひずみが構造

強度を確保するた

めの許容限界を超

えないことを確認 

・ひずみ＊1 

コンクリート 

3.0×10-3（圧縮） 

鉄筋 

5.0×10-3 

（圧縮及び引張） 

・面外せん断力＊2 

短期許容せん断力＊3 

支持 

機能＊4 

機器・配管系

等の設備を支

持する機能を

損なわないこ

と 

基準地震動 

Ｓｓ 
基礎スラブ 

部材に生じる応力

及びひずみが支持

機能を維持するた

めの許容限界を超

えないことを確認 

・ひずみ＊1 

コンクリート 

3.0×10-3（圧縮） 

鉄筋 

5.0×10-3 

（圧縮及び引張） 

・面外せん断力＊2 

短期許容せん断力＊3 

注記＊1：「ＣＣＶ規格」に基づく。 

＊2：「ＲＣ－Ｎ規準」に基づく。 

＊3：許容限界は終局耐力に対し妥当な安全余裕を有したものとして設定することと

し，さらなる安全余裕を考慮して短期許容せん断力とする。 

＊4：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響の確認」が含まれ

る。 
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表 4－7 コンクリートの短期許容応力度 

 （単位：N/mm2） 

設計基準強度Ｆｃ せん断 

22.1 1.06 

 

表 4－8 鉄筋の短期許容応力度 

 （単位：N/mm2） 

種別 引張及び圧縮 せん断 

SD35 

（SD345 相当） 
345 345 

 

表 4－9 コンクリート及び鉄筋の許容ひずみ 

コンクリート 

（圧縮ひずみ） 

鉄筋 

（圧縮ひずみ及び引張ひずみ） 

0.003 0.005 
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4.4 解析モデル及び諸元 

4.4.1 モデル化の基本方針 

(1) 基本方針 

応力解析は，3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾塑性応力解析とする。解析には，解

析コード「ＡＢＡＱＵＳ」を用いる。また，解析コードの検証及び妥当性確認等の

概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

基礎スラブについては，EL 0.1m～EL 1.6m をモデル化する。上部構造について

は，EL 1.6m～EL 22.05m をモデル化し，剛性を考慮する。応力解析における評価対

象部位は，基礎スラブであるが，各部の荷重伝達を考慮するために周辺部を含むモ

デルを用いることとした。解析モデルを図 4－2 に示す。 

 

(2) 使用要素 

解析モデルに使用するＦＥＭ要素は，基礎スラブについては積層シェル要素とす

る。基礎スラブより立ち上がっている壁については，EL 1.6m～EL 8.8m を積層シ

ェル要素，EL 8.8m～EL 22.05m をはり要素として剛性を考慮する。基礎スラブの

積層シェル要素は，鉄筋層をモデル化した異方性材料による要素である。 

各要素には，板の曲げと軸力を同時に考えるが，板の曲げには面外せん断変形の

影響も考慮する。 

解析モデルの節点数は 2260，要素数は 3490 である。 

 

(3) 境界条件 

3 次元ＦＥＭモデルの基礎スラブ底面に，Ⅵ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算

書」に示す地盤ばねを離散化して，水平方向及び鉛直方向のばねを設ける。3 次元

ＦＥＭモデルの水平方向のばねについては，地震応答解析モデルのスウェイばねを，

鉛直方向のばねについては，地震応答解析モデルのロッキングばねを基に設定を行

う。 

なお，Ⅵ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」より，基礎浮上りが発生しない

ために必要な付着力が設定付着力を超えないことから，基礎スラブ底面の地盤ばね

は線形ばねとする。 
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(a) 全体鳥瞰図 

 

 

(b) 基礎スラブ要素分割図 

 

図 4－2 解析モデル 

  

Ｙ 

Ｘ 

EL 8.8m  

EL 1.6m  

 PN

Ｙ 

Ｘ 
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4.4.2 解析諸元 

使用材料の物性値を表 4－10 及び表 4－11 に示す。 

 

表 4－10 コンクリートの物性値 

部 位 
設計基準強度 

Ｆｃ(N/mm2) 

ヤング係数 

Ｅ(N/mm2) 

ポアソン比 

ν 

基礎スラブ・壁 22.1 2.20×104 0.2 

 

表 4－11 鉄筋の物性値 

部 位 鉄筋の種類 
降伏応力 

σ
ｙ
（N/mm2） 

ヤング係数 

Ｅ（N/mm2） 

基礎スラブ 
SD35 

（SD345 相当） 
345 2.05×105 
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4.4.3 材料構成則 

材料構成則を図 4－3 に示す。 

コンクリートのヤング係数及び圧縮強度については，設計基準強度に基づき算定

した値とする。 

 

Ｆｃ：コンクリートの設計基準強度 

 

項目 設定 

圧縮強度 σ
ｃ
＝-0.85Ｆｃ（「ＣＣＶ規格」） 

終局圧縮ひずみ -3000×10-6（「ＣＣＶ規格」） 

圧縮側のコンクリート構成則 
CEB-FIP Model code に基づき設定 

（引用文献(1)参照） 

ひび割れ発生後の引張軟化曲線 
出雲ほか（1987）による式 

（ｃ＝0.4）（引用文献(2)参照） 

引張強度 

σ
ｔ
＝0.38√Ｆｃ 

（鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応

力度設計法－（（社）日本建築学会，1999 改定）） 

注：引張方向の符号を正とする。 

(a) コンクリートの応力－ひずみ関係 

 

図 4－3(1) 材料構成則  

ひずみε 

(×10-6) 

0 

応力σ 

(N/mm2) 

0.38√Ｆｃ 
-3000 -2000 

-0.85Ｆｃ 
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σ
ｙ
：鉄筋の降伏応力 

 

項目 設定 

鉄筋の構成則 バイリニア型（「ＣＣＶ規格」） 

終局ひずみ ±5000×10-6（「ＣＣＶ規格」） 

注：引張方向の符号を正とする。 

(b) 鉄筋の応力－ひずみ関係 

 

図 4－3(2) 材料構成則 

 

  

応力σ 

（N/mm2） 

ひずみε 

（×10-6） 

0 

-σ
ｙ
 

-5000 

5000 

σ
ｙ
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4.5 評価方法 

4.5.1 応力解析方法 

制御室建物の基礎スラブについて，Ｓｓ地震時に対して 3 次元ＦＥＭモデルを用

いた弾塑性応力解析を実施する。 

 

(1) 荷重ケース 

Ｓｓ地震時の応力は，次の荷重を組み合わせて求める。 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

ＳｓＳＮ ：Ｓ→Ｎ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＮＳ ：Ｎ→Ｓ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＥＷ ：Ｅ→Ｗ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＷＥ ：Ｗ→Ｅ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＵＤ ：鉛直方向（下向き） Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＤＵ ：鉛直方向（上向き） Ｓｓ地震荷重 
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(2) 荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 4－12 示す。 

水平地震力と鉛直地震力の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程 ＪＥＡ

Ｃ４６０１-2008（（社）日本電気協会）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係数は

1.0 と 0.4）を用いるものとする。 

 

表 4－12 荷重の組合せケース 

外力の状態 ケース No. 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 

1 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＵＤ 

2 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＤＵ 

3 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＵＤ 

4 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＤＵ 

5 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＵＤ 

6 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＤＵ 

7 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＵＤ 

8 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＤＵ 

9 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＵＤ 

10 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＤＵ 

11 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＵＤ 

12 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＤＵ 

13 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＵＤ 

14 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＤＵ 

15 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＵＤ 

16 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＤＵ 
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(3) 荷重の入力方法 

a. 地震荷重 

基礎スラブに上部構造物から作用する水平地震力については，上部構造物から

のせん断力及び曲げモーメントを基礎スラブの当該位置の節点に離散化して節

点荷重として入力する。 

基礎スラブに上部構造物から作用する鉛直地震力については，上部構造物から

の軸力とし，鉛直力に置換し，モデル上の各節点における支配面積に応じた節点

荷重として入力する。 

基礎スラブ内に作用する荷重については，地震時の上部構造物からの入力荷重

と基礎スラブ底面に発生する荷重の差をＦＥＭモデルの各要素の大きさに応じ

て分配し，節点荷重として入力する。 

 

b. 地震荷重以外の荷重 

地震荷重以外の荷重については，ＦＥＭモデルの各節点又は各要素に，集中荷

重又は分布荷重として入力する。 
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4.5.2 断面の評価方法 

軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面外せん

断力が，各許容値を超えないことを確認する。断面力成分を図 4－4 に示す。 

 

ｚ

Ｍｘ
Ｑｘ

ｙ

Ｑｙ

Ｍｙ
Ｎｙ

Ｎｘ

Ｎｙ Ｍｙ
Ｑｙ

ｘ

Ｎｘ
Ｍｘ

Ｑｘ
ｚ

 

 

図 4－4 断面力成分 

  

Ｍｘ，Ｍｙ：曲げモーメント  kN・m/m 

Ｑｘ，Ｑｙ：せん断力  kN/m 

Ｎｘ，Ｎｙ：軸力   kN/m 

応力の符号（矢印の方向を正とする。） 
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(1) 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみが，「ＣＣＶ規格」

に基づき，表 4－9 に示す許容ひずみを超えないことを確認する。 

 

(2) 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき行う。 

面外せん断力が，次式を基に算定した許容面外せん断力を超えないことを確認す

る。 

 

ＱＡ＝ｂ・ｊ・{α・ｆｓ＋0.5・ｗｆｔ（ｐｗ－0.002）} 

 

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ ：断面の幅（mm） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

α ：許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1 未満の場合は 1 とする。また，引張軸応力

度が 2N/mm2 を超える場合は 1 とする。） 

α＝
4

Ｍ／(Ｑ・ｄ)＋1
 

Ｍ ：曲げモーメント（N・mm） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 

ｆｓ ：コンクリートの短期許容せん断応力度で，表 4－7 に示す値（N/mm2） 

ｗｆｔ ：せん断補強筋の短期許容引張応力度で，表 4－8 に示す値（N/mm2） 

ｐｗ ：せん断補強筋比で，次式による。（0.002 以上とする。＊） 

ｐ
ｗ
=

ａ
ｗ

ｂ・ｘ
 

ａ
ｗ
 ：せん断補強筋の断面積（mm2） 

ｘ ：せん断補強筋の間隔（mm） 

注記＊：せん断補強筋がない領域については，第 2 項を 0 とする。 

（なお，制御室建物の基礎スラブには，面外せん断補強筋は入っ

ていない。） 
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5. 地震応答解析による評価結果 

5.1 耐震壁のせん断ひずみの評価結果 

鉄筋コンクリート造耐震壁について，Ｓｓ地震時の各層の最大応答せん断ひずみが許

容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認する。 

材料物性の不確かさを考慮した最大応答せん断ひずみは 0.60×10-3（ＮＳ方向，Ｓｓ

－Ｄ，ケース 2，要素番号 3）であり，許容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認し

た。各要素の耐震壁の最大応答せん断ひずみ一覧を表 5－1 に示す。各表において，各

要素の最大応答せん断ひずみのうち最も大きい値について，せん断スケルトン曲線上に

プロットした図を図 5－1 に示す。 
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表 5－1(1) 最大応答せん断ひずみ一覧（ＮＳ方向） 

 

注：ハッチングは各要素の最大応答せん断ひずみのうち最も大きい値を表示。 

 

 

  

22.05～16.9 1 0.33

16.9～12.8 2 0.43

12.8～8.8 3 0.60

8.8～1.6(C1,C5) 4 0.14

8.8～1.6(C2,C4) 5 0.20

EL
(m)

要素
番号

最大応答
せん断ひずみ

(×10-3)

許容限界

(×10-3)

2.0

EL 22.05
(m)

EL 16.9

EL 12.8

EL  8.8

EL  1.6

EL  0.1

5

1

2

3

4 7

6

(5)

(1)

(2)

(3)

(4)

(6)

C1,C5 C2,C4
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表 5－1(2) 最大応答せん断ひずみ一覧（ＥＷ方向） 

 

注：ハッチングは各要素の最大応答せん断ひずみのうち最も大きい値を表示。 

 

 

  

22.05～16.9 1 0.16

16.9～12.8 2 0.40

12.8～8.8 3 0.53

8.8～1.6 4 0.48

EL
(m)

要素
番号

最大応答
せん断ひずみ

(×10-3)

許容限界

(×10-3)

2.0

5

1

2

3

4

6 (5)

(1)

(2)

(3)

(4)

EL 22.05
(m)

EL 16.9

EL 12.8

EL  8.8

EL  1.6

EL  0.1
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(a) ＮＳ方向（Ｓｓ－Ｄ，ケース 2，要素番号 3） 

 

 

(b) ＥＷ方向（Ｓｓ－Ｄ，ケース 1，要素番号 3） 

 

図 5－1 せん断スケルトン曲線上の最大応答せん断ひずみ 
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5.2 接地圧の評価結果 

Ｓｓ地震時の最大接地圧が，地盤の許容限界を超えないことを確認する。 

材料物性の不確かさを考慮した地震時の最大接地圧が 0.691×103kN/m2（Ｓｓ－Ｄ，

ＮＳ方向，ケース 4）であることから，岩盤の極限支持力度（9.8×103kN/m2）を超えな

いことを確認した。 

Ｓｓ地震時の最大接地圧を表 5－2 に示す。 

 

表 5－2 Ｓｓ地震時の最大接地圧 

検討ケース 
ＮＳ方向 ＥＷ方向 

Ｓｓ－Ｄ，ケース 4 Ｓｓ－Ｄ，ケース 3 

鉛直力 

Ｎ(×104kN) 
7.75 8.63 

転倒モーメント 

Ｍ(×106kN・m) 
1.46 2.12 

最大接地圧 

(×103kN/m2) 
0.691 0.628 
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5.3 保有水平耐力の評価結果 

各層において，保有水平耐力Ｑｕが必要保有水平耐力Ｑｕｎに対して妥当な安全余裕を

有していることを確認する。 

必要保有水平耐力Ｑｕｎと保有水平耐力Ｑｕの比較結果を表 5－3 に示す。各層におい

て，保有水平耐力Ｑｕが必要保有水平耐力Ｑｕｎに対して妥当な安全余裕を有しているこ

とを確認した。 

なお，必要保有水平耐力Ｑｕｎに対する保有水平耐力Ｑｕの比は最小で 2.92 である。 

 

表 5－3 必要保有水平耐力Ｑｕｎと保有水平耐力Ｑｕの比較結果 

(a) ＮＳ方向 

EL 

(m) 

必要保有水平耐力 

Ｑｕｎ（×103kN） 

保有水平耐力 

Ｑｕ（×103kN） 
Ｑｕ／Ｑｕｎ 

22.05～16.9 19.93 70.31 3.52 

16.9～12.8 28.59 95.71 3.34 

12.8～8.8 33.99 99.34 2.92 

8.8～1.6 38.99 168.09 4.31 

 

(b) ＥＷ方向 

EL 

(m) 

必要保有水平耐力 

Ｑｕｎ（×103kN） 

保有水平耐力 

Ｑｕ（×103kN） 
Ｑｕ／Ｑｕｎ 

22.05～16.9 17.98 109.93 6.11 

16.9～12.8 27.09 124.25 4.58 

12.8～8.8 32.83 126.90 3.86 

8.8～1.6 38.99 167.40 4.29 
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6. 応力解析による評価結果 

「4.5.2 断面の評価方法」に基づいた断面の評価結果を以下に示す。また，3 次元ＦＥ

Ｍモデルの配筋領域図を図 6－1 に，配筋一覧を表 6－1 に示す。 

断面の評価結果を記載する要素は，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリー

トのひずみ並びに面外せん断力に対する評価において，発生値に対する許容値の割合が最

小となる要素とする。 

選定した要素の位置を図 6－2 に，評価結果を表 6－2 に示す。 

Ｓｓ地震時において，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ並

びに面外せん断力が，各許容値を超えないことを確認した。 

  



 

40 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-6
 R
0 

PN

18.5 18.5

37.0

C5 C3 C1

CA
CC

CE

1
0.
5

1
1.

5

 
2
2.
0

(単位:m)

AB

D

E

B A

C

E

B

FF

A

C

B

DC

CD C CD D D

 

図 6－1 配筋領域図 

 

表 6－1 配筋一覧 

領域 
上ば筋 下ば筋 

方向 配筋 方向 配筋 

Ａ 
ＮＳ D25@300 ＮＳ D25@300 

ＥＷ D25@300 ＥＷ D25@300 

Ｂ 
ＮＳ D25@300 ＮＳ D25@300 

ＥＷ D25@300 ＥＷ D25@150 

Ｃ 
ＮＳ D25@300 ＮＳ D25@150 

ＥＷ D25@300 ＥＷ D25@300 

Ｄ 
ＮＳ D25@300 ＮＳ D25@150 

ＥＷ D25@300 ＥＷ D25@150 

Ｅ 
ＮＳ D25＋D32@150(交互) ＮＳ D32@150 

ＥＷ D25@300 ＥＷ D25@150 

Ｆ 
ＮＳ D25@300 ＮＳ D32@150 

ＥＷ D25@300 ＥＷ D25@150 
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(a) 軸力＋曲げモーメント 

 

 

(b) 面外せん断力 

図 6－2 選定した要素の位置 

  

 PN

要素番号：585 

ＮＳ方向 

要素番号：134 

ＮＳ方向 

 PN

要素番号：131 

ＥＷ方向 
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表 6－2 評価結果 

評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
発生値 許容値 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

コンクリート圧縮ひずみ 

（×10-3） 
ＮＳ 134 3 0.159 3.00 

鉄筋引張ひずみ 

（×10-3） 
ＮＳ 585 5 0.223 5.00 

面外せん断力 
面外せん断力 

（×103kN/m） 
ＥＷ 131 3 1.82 2.50 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，タービン建物の地震時の構造強

度及び機能維持の確認について説明するものであり，その評価は，地震応答解析による評

価及び応力解析による評価により行う。 

タービン建物は，建物内部に基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対して機能維

持が要求される施設が収納されており，設計基準対象施設においては「Ｓクラスの施設の

間接支持構造物」に，重大事故等対処施設においては「常設重大事故緩和設備及び常設重

大事故防止設備（設計基準拡張）（当該施設が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの）

の間接支持構造物」に分類される。 

以下，タービン建物の「Ｓクラスの施設の間接支持構造物」及び「常設重大事故緩和

設備及び常設重大事故防止設備（設計基準拡張）の間接支持構造物」としての分類に応

じた耐震評価を示す。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

タービン建物の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 タービン建物の設置位置 

 

  

 PN

タービン建物 
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2.2 構造概要 

タービン建物は，地上 3 階（一部地上 4 階），地下 1 階建の鉄筋コンクリート造

（一部鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造）の建物である。 

タービン建物の平面寸法は 72.0m（一部 51.4m）＊（ＮＳ）×138.0m＊（ＥＷ）であ

る。基礎スラブ底面からの高さは 41.6m である。また，タービン建物は隣接する他の

建物と構造的に分離している。 

タービン建物の基礎は厚さ 2.0m～2.5m のべた基礎で，岩盤に直接設置している。 

建物に加わる地震時の水平力は，すべて耐震壁及びフレームに負担させている。 

タービン建物の概略平面図及び概略断面図を図 2－2 及び図 2－3 に示す。 

 

注記＊：建物寸法は壁外面寸法とする。 
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図 2－2(1) タービン建物の概略平面図（EL 2.0m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－2(2) タービン建物の概略平面図（EL 5.5m）  
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図 2－2(3) タービン建物の概略平面図（EL 12.5m） 

 

蒸気タービンの基礎

T1T2T3T4T5T6T7T8T9T10T11T12T13T14

TA
TB

TC
TD

TE
TF

TG
TH

TX
TY

TZ

0
.
5

5
.
5

7
.
0

7
.
0

6
.
0

7
.
0

7
.
0

7
.
0

9
.
4

8
.
1

7
.
0

0
.
5

7
2.

0

PN

0.511.010.58.08.09.012.512.011.512.011.512.08.011.00.5

138.0

(単位:m)  

図 2－2(4) タービン建物の概略平面図（EL 20.6m） 
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図 2－2(5) タービン建物の概略平面図（EL 32.0m） 
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図 2－2(6) タービン建物の概略平面図（EL 41.6m） 
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図 2－3(1) タービン建物の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 
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図 2－3(2) タービン建物の概略断面図（Ｂ－Ｂ 断面，ＥＷ 方向） 
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2.3 評価方針 

タービン建物は，建物内部に基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対して機能

維持が要求される施設が収納されており，設計基準対象施設においては「Ｓクラスの施

設の間接支持構造物」に，重大事故等対処施設においては「常設重大事故緩和設備及び

常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該施設が属する耐震重要度分類がＳクラス

のもの）の間接支持構造物」に分類される。 

タービン建物の設計基準対象施設としての評価においては，基準地震動Ｓｓによる地

震力に対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。），弾性設計用地震動Ｓ

ｄによる地震力に対する評価（以下「Ｓｄ地震時に対する評価」という。）及び保有水

平耐力の評価を行うこととし，それぞれの評価は，Ⅵ-2-2-7「タービン建物の地震応答

計算書」の結果を踏まえたものとする。タービン建物の評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の

基本方針」に基づき，地震応答解析による評価においては耐震壁のせん断ひずみ，接地

圧及び保有水平耐力の評価を，応力解析による評価においては，基礎スラブの断面の評

価を行うことで，タービン建物の地震時の構造強度及び機能維持の確認を行う。評価に

あたっては，材料物性の不確かさを考慮する。表 2－1 に材料物性の不確かさを考慮す

る解析ケースを示す。 

また，重大事故等対処施設としての評価においては，Ｓｓ地震時に対する評価及び保

有水平耐力の評価を行う。ここで，タービン建物では，運転時，設計基準事故時及び重

大事故等時の状態において，圧力，温度等の条件について有意な差異がないことから，

重大事故等対処施設としての評価は，設計基準対象施設としての評価と同一となる。 

図 2－4 にタービン建物の評価フローを示す。 

図 2－5 に基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対する機能維持要求エリアを

示す。 
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表 2－1 材料物性の不確かさを考慮する解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％，＋20％） 
 

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％，－20％） 
 

ケース 4 

（積雪） 
設計基準強度 標準地盤 

積雪荷重との 

組合せを考慮 

 

 

 

注記＊：Ⅵ-2-2-7「タービン建物の地震応答計算書」の結果を踏まえた評価を行う。 

 

図 2－4 タービン建物の評価フロー 

評価開始 

基本方針 

耐震壁のせん断 

ひずみの評価 

〇構造強度の確認 

〇機能維持の確認 

・支持機能の維持 

保有水平耐力の評価 

〇構造強度の確認 

評価終了 

基礎スラブの 

断面の評価 

〇構造強度の確認 

〇機能維持の確認 

・支持機能の維持 

 

接地圧の評価 

〇構造強度の確認 

 

応力解析による評価＊ 地震応答解析による評価＊ 
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:Ｓｓ機能維持要求エリア（EL 2.0ｍ）

 

図 2－5(1) 基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対する機能維持要求エリア 
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:Ｓｓ機能維持要求エリア（EL 5.5ｍ）

 

図 2－5(2) 基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対する機能維持要求エリア 
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（EL 12.5ｍ）

 

図 2－5(3) 基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対する機能維持要求エリア 
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:Ｓｄ機能維持要求エリア（EL 20.6ｍ）

 

図 2－5(4) 基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対する機能維持要求エリア 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において，適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

・発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学

会，2003） 

・2015 年版 建築物の構造関係技術基準解説書（国土交通省国土技術政策総合研

究所・国立研究開発法人建築研究所） 
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3. 地震応答解析による評価方法 

タービン建物の構造強度については，Ⅵ-2-2-7「タービン建物の地震応答計算書」に基

づき，材料物性の不確かさを考慮した耐震壁の最大応答せん断ひずみ及び最大接地圧が許

容限界を超えないこと並びに保有水平耐力が必要保有水平耐力に対して妥当な安全余裕

を有することを確認する。 

また，支持機能の維持については，Ⅵ-2-2-7「タービン建物の地震応答計算書」に基づ

き，材料物性の不確かさを考慮した耐震壁の最大応答せん断ひずみが許容限界を超えない

ことを確認する。 

地震応答解析による評価におけるタービン建物の許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基

本方針」に基づき，表 3－1 及び表 3－2 のとおり設定する。  
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表 3－1 地震応答解析による評価における許容限界 

（設計基準対象施設としての評価） 

要求 
機能 

機能設計上の 
性能目標 

地震力 部位 
機能維持の 

ための考え方 
許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を有 
すること 

基準地震動 
Ｓｓ 

耐震壁＊1 

最大応答せん断ひ
ずみが構造強度を
確保するための許
容限界を超えない
ことを確認 

せん断ひずみ 
2.0×10-3 

弾性設計用
地震動 
Ｓⅾ 

せん断ひずみ 
2.0×10-3 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎地盤 
最大接地圧が地盤
の支持力度を超え
ないことを確認 

極限支持力度*2

（9.8×103kN/m2） 

保有 
水平耐力 

構造物 
全体 

保有水平耐力が必
要保有水平耐力に
対して妥当な安全
余裕を有すること
を確認 

必要保有 
水平耐力 

支持 
機能＊3 

機器・配管系
等の設備を支
持する機能を
損なわないこ
と 

基準地震動 
Ｓｓ 

耐震壁＊1 

最大応答せん断ひ
ずみが支持機能を
維持するための許
容限界を超えない
ことを確認 

せん断ひずみ 
2.0×10-3 

弾性設計用
地震動 
Ｓⅾ 

せん断ひずみ 
2.0×10-3 

注記＊1：建物全体としては，耐震壁で地震力を負担する構造となっており，剛性の高い耐

震壁の変形に追従する柱，はり，間仕切壁等の部材の層間変形は十分小さいこと，

また，全体に剛性の高い構造となっており複数の耐震壁間の相対変形が小さく床

スラブの変形が抑えられることから，各層の耐震壁の最大応答せん断ひずみが許

容限界を満足していれば，建物・構築物に要求される機能は維持される。 

＊2：支持地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

＊3：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響の確認」が含まれ

る。 
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表 3－2 地震応答解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 
機能 

機能設計上の 
性能目標 

地震力 部位 
機能維持の 

ための考え方 
許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を有 
すること 

基準地震動 
Ｓｓ 

耐震壁＊1 

最大応答せん断ひ
ずみが構造強度を
確保するための許
容限界を超えない
ことを確認 

せん断ひずみ 
2.0×10-3 

基礎地盤 
最大接地圧が地盤
の支持力度を超え
ないことを確認 

極限支持力度*2

（9.8×103kN/m2） 

保有 
水平耐力 

構造物 
全体 

保有水平耐力が必
要保有水平耐力に
対して妥当な安全
余裕を有すること
を確認 

必要保有 
水平耐力 

支持 
機能＊3 

機器・配管系
等の設備を支
持する機能を
損なわないこ
と 

基準地震動 
Ｓｓ 

耐震壁＊1 

最大応答せん断ひ
ずみが支持機能を
維持するための許
容限界を超えない
ことを確認 

せん断ひずみ 
2.0×10-3 

注記＊1：建物全体としては，耐震壁で地震力を負担する構造となっており，剛性の高い耐

震壁の変形に追従する柱，はり，間仕切壁等の部材の層間変形は十分小さいこと，

また，全体に剛性の高い構造となっており複数の耐震壁間の相対変形が小さく床

スラブの変形が抑えられることから，各層の耐震壁の最大応答せん断ひずみが許

容限界を満足していれば，建物・構築物に要求される機能は維持される。 

＊2：支持地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

＊3：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響の確認」が含まれ

る。 
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4. 応力解析による評価方法

4.1 評価対象部位及び評価方針 

タービン建物の応力解析による評価対象部位は，基礎スラブとし，Ｓｓ地震時に対し

て以下の方針に基づき評価を行う。 

Ｓｓ地震時に対する評価は，3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾塑性応力解析によること

とし，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力又はひずみが，「発電

用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学会，2003）」

（以下「ＣＣＶ規格」という。）又は「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同

解説（（社）日本建築学会，2005 制定）」（以下「ＲＣ－Ｎ規準」という。）に基づき

設定した許容限界を超えないことを確認する。 

3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾塑性応力解析にあたっては，Ⅵ-2-2-7「タービン建物

の地震応答計算書」により得られた結果を用いて，荷重の組合せを行う。応力解析によ

る評価フローを図 4－1 に示す。 
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注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

図 4－1 応力解析による評価フロー 

評価開始 
Ⅵ-2-2-7「タービン建物

の地震応答計算書」 

固定荷重及び積載荷重 地震荷重＊ 

断面の評価 

荷重の組合せ 

許容限界の設定 

（「ＣＣＶ規格」又は「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき設定） 

評価終了 

解析モデル及び諸元の設定 

応力解析 
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重及

び荷重の組合せを用いる。 

4.2.1 荷重 

(1) 固定荷重及び積載荷重

固定荷重及び積載荷重は，建物自重，機器，配管等の重量を考慮する。浮力

（19.6kN/m2）を考慮する。 

(2) 地震荷重

a. 地震荷重

水平地震力及び鉛直地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析より算定

される動的地震力及び軸力係数より設定する。このとき，基準地震動Ｓｓに対す

る地震応答解析より算定される動的地震力及び軸力係数は，Ⅵ-2-2-7「タービン

建物の地震応答計算書」に基づき，材料物性の不確かさを考慮して設定する。 

地震荷重を表 4－1～表 4－3 に示す。 
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表 4－1(1) 地震荷重（せん断力） 

(a) ＮＳ方向

部 位 
せん断力（×103kN） 

Ｓｓ 

耐震壁(T1 通り) 79.1 

耐震壁(T2 通り) 1.61 

耐震壁(T3 通り) 157 

耐震壁(T4 通り) 94.2 

耐震壁(T5 通り) 58.3 

耐震壁(T6 通り) 79.6 

耐震壁(T7 通り,TA 通り側) 54.6 

耐震壁(T7 通り,TF 通り側) 43.8 

耐震壁(T8 通り,TA 通り側) 26.7 

耐震壁(T8 通り,TF 通り側) 5.16 

耐震壁(T9 通り,TA 通り側) 26.1 

耐震壁(T9 通り,TF 通り側) 5.24 

耐震壁(T10 通り,TA 通り側) 35.7 

耐震壁(T10 通り,TF 通り側) 21.4 

耐震壁(T11 通り) 46.0 

耐震壁(T12 通り) 159 

耐震壁(T13 通り) 81.2 

耐震壁(T14 通り) 58.7 
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表 4－1(2) 地震荷重（せん断力） 

(b) ＥＷ方向

部 位 

せん断力 

（×103kN） 

Ｓｓ 

耐震壁(TX 通り) 27.6 

耐震壁(TY 通り) 269 

耐震壁(TZ 通り,T1 通り側) 84.4 

耐震壁(TZ 通り,T14 通り側) 10.0 

耐震壁(TA 通り,T1 通り側) 119 

耐震壁(TA 通り,T14 通り側) 53.8 

耐震壁(TB 通り,T1 通り側) 70.8 

耐震壁(TB 通り,T14 通り側) 6.17 

耐震壁(TC 通り,T1 通り側) 0.52 

耐震壁(TC 通り,T14 通り側) 3.23 

耐震壁(TD 通り,T1 通り側) 20.2 

耐震壁(TD 通り,T14 通り側) 5.43 

耐震壁(TE 通り) 81.6 

耐震壁(TF 通り) 315 

耐震壁(TG 通り) 48.5 

耐震壁(TH 通り) 90.8 
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表 4－2(1) 地震荷重（曲げモーメント） 

(a) ＮＳ方向 

部 位 

曲げモーメント 

（×104kN･m） 

Ｓｓ 

耐震壁(T1 通り) 147 

耐震壁(T2 通り) 6.03 

耐震壁(T3 通り) 376 

耐震壁(T4 通り) 167 

耐震壁(T5 通り) 184 

耐震壁(T6 通り) 112 

耐震壁(T7 通り,TA 通り側) 129 

耐震壁(T7 通り,TF 通り側) 62.4 

耐震壁(T8 通り,TA 通り側) 66.2 

耐震壁(T8 通り,TF 通り側) 6.76 

耐震壁(T9 通り,TA 通り側) 62.3 

耐震壁(T9 通り,TF 通り側) 6.62 

耐震壁(T10 通り,TA 通り側) 83.6 

耐震壁(T10 通り,TF 通り側) 24.0 

耐震壁(T11 通り) 161 

耐震壁(T12 通り) 294 

耐震壁(T13 通り) 133 

耐震壁(T14 通り) 190 
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表 4－2(2) 地震荷重（曲げモーメント） 

(b) ＥＷ方向

部 位 

曲げモーメント 

（×104kN･m） 

Ｓｓ 

耐震壁(TX 通り) 18.7 

耐震壁(TY 通り) 568 

耐震壁(TZ 通り,T1 通り側) 131 

耐震壁(TZ 通り,T14 通り側) 97.7 

耐震壁(TA 通り,T1 通り側) 275 

耐震壁(TA 通り,T14 通り側) 237 

耐震壁(TB 通り,T1 通り側) 129 

耐震壁(TB 通り,T14 通り側) 3.01 

耐震壁(TC 通り,T1 通り側) 1.51 

耐震壁(TC 通り,T14 通り側) 1.64 

耐震壁(TD 通り,T1 通り側) 32.2 

耐震壁(TD 通り,T14 通り側) 5.70 

耐震壁(TE 通り) 108 

耐震壁(TF 通り) 748 

耐震壁(TG 通り) 60.9 

耐震壁(TH 通り) 179 

表 4－3 鉛直地震荷重（軸力係数） 

部 位 
軸力係数 

Ｓｓ 

上部構造物 0.81 

基礎スラブ 0.34 
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b. 地震時土圧荷重 

地震時土圧荷重は，地震時土圧により地下外壁を介して作用する荷重として，

「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日

本電気協会）」に基づき算出し，常時土圧に地震時増分土圧を加えて算定した地

震時土圧を設定する。地震時土圧荷重を表 4－4 に，地震時土圧による荷重分布

を図 4－2 に示す。なお，南側は原子炉建物，廃棄物処理建物及び制御室建物，

東側の一部は 1 号機タービン建物，北側の一部は取水槽が隣接しており，構造物

が隣接する部分については，地震時土圧荷重を考慮しない。 

 

表 4－4 地震時土圧荷重 

EL 

(m) 

地震時土圧荷重（kN/m2） 

北側 東側 西側 

15.0

～2.0 
－ － 

186.2＋0.5・γ・ｈ 

（TB 通り－TF 通り間） 

8.5～

2.0 

186.2＋0.5・γ・ｈ 

（T1 通り－T7 通り間） 

（T10 通り－T14 通り間） 

186.2＋0.5・γ・ｈ 

（TX 通り－TC 通り間） 

 

186.2＋0.5・γ・ｈ 

（TY 通り－TB 通り間） 

γ：土の単位体積重量(kN/m3) 

ｈ：地表面からの深さ(m) 
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(a) 北側（T1 通り－T7 通り間，T10 通り－T14 通り間）

(b) 東側（TX 通り－TC 通り間）

図 4－2(1) 地震時土圧による荷重分布 
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(c) 西側（TB 通り－TF 通り間） 

 

(d) 西側（TY 通り－TB 通り間） 

 

図 4－2(2) 地震時土圧による荷重分布 
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4.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－5 に示す。 

表 4－5 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｓｓ ：地震荷重（地震時土圧荷重を含む） 
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4.3 許容限界 

応力解析による評価におけるタービン建物の基礎スラブの許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機

能維持の基本方針」に記載の構造強度上の制限及び機能維持の方針に基づき，表 4－6

及び表 4－7 のとおり設定する。 

また，コンクリート及び鉄筋の許容応力度を表 4－8 及び表 4－9 に，コンクリート及

び鉄筋の許容ひずみを表 4－10 に示す。 

表 4－6 応力解析による評価における許容限界 

（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を有

すること 

基準地震動 

Ｓｓ 
基礎スラブ 

部材に生じる応力

及びひずみが構造

強度を確保するた

めの許容限界を超

えないことを確認 

・ひずみ＊1

コンクリート

3.0×10-3（圧縮）

鉄筋 

5.0×10-3 

  （圧縮及び引張） 

・面外せん断力＊2

短期許容せん断力＊3

支持 

機能＊4

機器・配管系

等の設備を支

持する機能を

損なわないこ

と 

基準地震動 

Ｓｓ 
基礎スラブ 

部材に生じる応力

及びひずみが支持

機能を維持するた

めの許容限界を超

えないことを確認 

・ひずみ＊1

コンクリート

3.0×10-3（圧縮）

鉄筋 

5.0×10-3 

  （圧縮及び引張） 

・面外せん断力＊2

短期許容せん断力＊3

注記＊1：「ＣＣＶ規格」に基づく。 

＊2：「ＲＣ－Ｎ規準」に基づく。 

＊3：許容限界は終局耐力に対し妥当な安全余裕を有したものとして設定することと

し，さらなる安全余裕を考慮して短期許容せん断力とする。 

＊4：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響の確認」が含まれ

る。 
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表 4－7 応力解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を有

すること 

基準地震動 

Ｓｓ 
基礎スラブ 

部材に生じる応力

及びひずみが構造

強度を確保するた

めの許容限界を超

えないことを確認 

・ひずみ＊1

コンクリート

3.0×10-3（圧縮）

鉄筋 

5.0×10-3 

  （圧縮及び引張） 

・面外せん断力＊2

短期許容せん断力＊3

支持 

機能＊4

機器・配管系

等の設備を支

持する機能を

損なわないこ

と 

基準地震動 

Ｓｓ 
基礎スラブ 

部材に生じる応力

及びひずみが支持

機能を維持するた

めの許容限界を超

えないことを確認 

・ひずみ＊1

コンクリート

3.0×10-3（圧縮）

鉄筋 

5.0×10-3 

  （圧縮及び引張） 

・面外せん断力＊2

短期許容せん断力＊3

注記＊1：「ＣＣＶ規格」に基づく。 

＊2：「ＲＣ－Ｎ規準」に基づく。 

＊3：許容限界は終局耐力に対し妥当な安全余裕を有したものとして設定することと

し，さらなる安全余裕を考慮して短期許容せん断力とする。 

＊4：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響の確認」が含まれ

る。 
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表 4－8 コンクリートの短期許容応力度 

（単位：N/mm2） 

設計基準強度Ｆｃ せん断 

23.5 1.08 

表 4－9 鉄筋の短期許容応力度 

（単位：N/mm2） 

種別 引張及び圧縮 せん断 

SD35 

（SD345 相当） 
345 345 

表 4－10 コンクリート及び鉄筋の許容ひずみ 

コンクリート

（圧縮ひずみ） 

鉄筋 

（圧縮ひずみ及び引張ひずみ） 

0.003 0.005 
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4.4 解析モデル及び諸元 

4.4.1 モデル化の基本方針 

(1) 基本方針 

応力解析は，3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾塑性応力解析とする。解析には，解

析コード「ＡＢＡＱＵＳ」を用いる。また，解析コードの検証及び妥当性確認等の

概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

基礎スラブについては，EL 0.0m～EL 2.0m をモデル化する。上部構造について

は，EL 2.0m～EL 20.6m をモデル化し，剛性を考慮する。応力解析における評価対

象部位は，基礎スラブであるが，各部の荷重伝達を考慮するために周辺部を含むモ

デルを用いることとした。解析モデルを図 4－3 に示す。 

 

(2) 使用要素 

解析モデルに使用するＦＥＭ要素は，基礎スラブについては積層シェル要素とす

る。上部構造として，基礎スラブより立ち上がっている壁については，EL 2.0m～

EL 20.6m を積層シェル要素として剛性を考慮する。また，EL 5.5m～ EL 20.6m の

床スラブについては，積層シェル要素として剛性を考慮する。基礎スラブの積層シ

ェル要素は，鉄筋層をモデル化した異方性材料による要素である。 

各要素には，板の曲げと軸力を同時に考えるが，板の曲げには面外せん断変形の

影響も考慮する。 

解析モデルの節点数は 9929，要素数は 12652 である。 

 

(3) 境界条件 

3 次元ＦＥＭモデルの基礎スラブ底面に，Ⅵ-2-2-7「タービン建物の地震応答計

算書」に示す地盤ばねを離散化して，水平方向及び鉛直方向のばねを設ける。3 次

元ＦＥＭモデルの水平方向のばねについては，地震応答解析モデルのスウェイばね

を，鉛直方向のばねについては，地震応答解析モデルのロッキングばねを基に設定

を行う。 

なお，基礎スラブ底面の地盤ばねについては，引張力が発生したときに浮上りを

考慮する。 
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(a) 全体鳥瞰図 

 

 

 

(b)  全体鳥瞰断面図（Ａ－Ａ’断面） 

 

 

(c) 基礎スラブ要素分割図 

 

図 4－3 解析モデル 
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Ｘ 
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4.4.2 解析諸元 

使用材料の物性値を表 4－11 及び表 4－12 に示す。 

 

表 4－11 コンクリートの物性値 

部 位 
設計基準強度 

Ｆｃ（N/mm2） 

ヤング係数 

Ｅ（N/mm2） 

ポアソン比 

ν 

基礎スラブ・壁・ 

床スラブ 
23.5 2.25×104 0.2 

 

 

表 4－12 鉄筋の物性値 

部 位 鉄筋の種類 
降伏応力 

σ
ｙ
（N/mm2） 

ヤング係数 

Ｅ（N/mm2） 

基礎スラブ 
SD35 

（SD345 相当） 
345 2.05×105 
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4.4.3 材料構成則 

材料構成則を図 4－4 に示す。 

コンクリートのヤング係数及び圧縮強度については，設計基準強度に基づき算定 

した値とする。 

 

Ｆｃ：コンクリートの設計基準強度 

 

項目 設定 

圧縮強度 σ
ｃ
＝-0.85Ｆｃ（「ＣＣＶ規格」） 

終局圧縮ひずみ -3000×10-6（「ＣＣＶ規格」） 

圧縮側のコンクリート構成則 
CEB-FIP Model code に基づき設定 

（引用文献(1)参照） 

ひび割れ発生後の引張軟化曲線 
出雲ほか（1987）による式 

（ｃ＝0.4）（引用文献(2)参照） 

引張強度 

σ
ｔ
＝0.38√Ｆｃ 

（鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応

力度設計法－（（社）日本建築学会，1999 改定）） 

注：引張方向の符号を正とする。 

(a) コンクリートの応力－ひずみ関係 

 

図 4－4(1) 材料構成則  

ひずみε 

(×10-6) 

0 

応力σ 

(N/mm2) 

0.38√Ｆｃ 
-3000 -2000 

-0.85Ｆｃ 
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σ
ｙ
：鉄筋の降伏応力 

 

項目 設定 

鉄筋の構成則 バイリニア型（「ＣＣＶ規格」） 

終局ひずみ ±5000×10-6（「ＣＣＶ規格」） 

注：引張方向の符号を正とする。 

(b) 鉄筋の応力－ひずみ関係 

 

図 4－4(2) 材料構成則 

  

応力σ 

（N/mm2） 

ひずみε 

（×10-6） 

0 

-σ
ｙ
 

-5000 

5000 

σ
ｙ
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4.5 評価方法 

4.5.1 応力解析方法 

タービン建物の基礎スラブについて，Ｓｓ地震時に対して 3 次元ＦＥＭモデルを

用いた弾塑性応力解析を実施する。 

 

(1) 荷重ケース 

Ｓｓ地震時の応力は，次の荷重を組み合わせて求める。 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

ＳｓＳＮ ：Ｓ→Ｎ方向 Ｓｓ地震荷重（地震時土圧を含む） 

ＳｓＮＳ ：Ｎ→Ｓ方向 Ｓｓ地震荷重（地震時土圧を含む） 

ＳｓＥＷ ：Ｅ→Ｗ方向 Ｓｓ地震荷重（地震時土圧を含む） 

ＳｓＷＥ ：Ｗ→Ｅ方向 Ｓｓ地震荷重（地震時土圧を含む） 

ＳｓＵＤ ：鉛直方向（下向き） Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＤＵ ：鉛直方向（上向き） Ｓｓ地震荷重 
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(2) 荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 4－13 に示す。 

水平地震力と鉛直地震力の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程 ＪＥＡ

Ｃ４６０１-2008（（社）日本電気協会）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係数は

1.0 と 0.4）を用いるものとする。 

 

表 4－13 荷重の組合せケース 

外力の状態 ケース No. 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 

1 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＵＤ 

2 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＵＤ 

3 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＤＵ 

4 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＤＵ 

5 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＵＤ 

6 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＵＤ 

7 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＤＵ 

8 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＤＵ 

9 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＵＤ 

10 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＵＤ 

11 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＤＵ 

12 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＤＵ 

13 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＵＤ 

14 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＵＤ 

15 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＤＵ 

16 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＤＵ 
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(3) 荷重の入力方法 

a. 地震荷重 

基礎スラブに上部構造物から作用する水平地震力については，上部構造物から

のせん断力及び曲げモーメントを基礎スラブの当該位置の節点に離散化して節

点荷重として入力する。 

基礎スラブに上部構造物から作用する鉛直地震力については，上部構造物から

の軸力とし，鉛直力に置換し，モデル上の各節点における支配面積に応じた節点

荷重として入力する。 

基礎スラブ内に作用する荷重については，地震時の上部構造物からの入力荷重

と基礎スラブ底面に発生する荷重の差をＦＥＭモデルの各要素の大きさに応じ

て分配し，節点荷重として入力する。 

 

b. 地震荷重以外の荷重 

地震荷重以外の荷重については，ＦＥＭモデルの各節点又は各要素に，集中荷

重又は分布荷重として入力する。 
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4.5.2 断面の評価方法 

軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面外せん 

断力が，各許容値を超えないことを確認する。断面力成分を図 4－5 に示す。 

なお，3 次元ＦＥＭモデルを用いた応力の算定において，ＦＥＭ要素に応力集中 

等が見られる場合については，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき，応力の再配分等を考慮 

してある一定の領域の応力を平均化したうえで断面の評価を行う。 

 

ｚ

Ｍｘ
Ｑｘ

ｙ

Ｑｙ

Ｍｙ
Ｎｙ

Ｎｘ

Ｎｙ Ｍｙ
Ｑｙ

ｘ

Ｎｘ
Ｍｘ

Ｑｘ
ｚ

 

 

 

 

図 4－5 断面力成分 

 

  

Ｍｘ，Ｍｙ：曲げモーメント  kN・m/m 

Ｑｘ，Ｑｙ：せん断力  kN/m 

Ｎｘ，Ｎｙ：軸力   kN/m 

応力の符号（矢印の方向を正とする。） 
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(1) 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみが，「ＣＣＶ規

格」に基づき，表 4－10 に示す許容ひずみを超えないことを確認する。 

 

(2) 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき行う。 

面外せん断力が，次式を基に算定した許容面外せん断力を超えないことを確認    

する。 

 

ＱＡ＝ｂ・ｊ・{α・ｆｓ＋0.5・ｗｆｔ（ｐｗ－0.002）} 

 

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ ：断面の幅（mm） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

α ：許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1 未満の場合は 1 とする。また，引張軸応力

度が 2N/mm2 を超える場合は 1 とする。） 

α＝
4

Ｍ／(Ｑ・ｄ)＋1
 

Ｍ ：曲げモーメント（N・mm） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 

ｆｓ ：コンクリートの短期許容せん断応力度で，表 4－8 に示す値（N/mm2） 

ｗｆｔ ：せん断補強筋の短期許容引張応力度で，表 4－9 に示す値（N/mm2） 

ｐｗ ：せん断補強筋比で，次式による。（0.002 以上とする。＊） 

ｐ
ｗ
=

ａ
ｗ

ｂ・ｘ
 

ａ
ｗ
 ：せん断補強筋の断面積（mm2） 

ｘ ：せん断補強筋の間隔（mm） 

注記＊：せん断補強筋がない領域については，第 2 項を 0 とする。 
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5. 地震応答解析による評価結果 

5.1 耐震壁のせん断ひずみの評価結果 

鉄筋コンクリート造耐震壁について，Ｓｓ地震時及びＳｄ地震時の最大応答せん断ひ

ずみが許容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認する。 

Ｓｓ地震時における材料物性の不確かさを考慮した最大応答せん断ひずみは 0.75×

10-3（ＮＳ方向，Ｓｓ－Ｄ，ケース 3，要素番号 23）であり，許容限界（2.0×10-3）を

超えないことを確認した。また，Ｓｄ地震時における材料物性の不確かさを考慮した最

大応答せん断ひずみは 0.34×10-3（ＥＷ方向，Ｓｄ－１，ケース 3，要素番号 19）であ

り，許容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認した。 

Ｓｓ地震時及びＳｄ地震時における各要素の耐震壁の最大応答せん断ひずみ一覧を

表 5－1 及び表 5－2 に示す。各表において，各要素の最大応答せん断ひずみのうち最も

大きい値について，せん断スケルトン曲線上にプロットした図を図 5－1 及び図 5－2 に

示す。 
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表 5－1(1) 最大応答せん断ひずみ一覧（Ｓｓ地震時，ＮＳ方向） 

 

注：ハッチングは各要素の最大応答せん断ひずみのうち最も大きい値を表示。 

 

  

12.5～5.5 12 0.69

5.5～2.0 13 0.36

12.5～5.5 17 0.22

5.5～2.0 18 0.23

12.5～5.5 22 0.49

5.5～2.0 23 0.75

12.5～5.5 29 0.18

5.5～2.0 30 0.32

T14 12.5～2.0 34 0.15

T3-T6

T7-T10(TA側)

T7-T10(TF側)

T11-T13

許容限界

(×10
-3
)

2.0

部位
EL

(m)

要素

番号

最大応答

せん断ひずみ

(×10
-3
)

振動方向

EL 30.55 EL 33.7

EL 20.48

EL 33.7

EL 9.0

EL 30.55

EL 13.0

T/G

T1-T2

28

29

30

31 26

17

27

25

16

21

35

34

11

12
4

33

1

2

3

6

15

32
19

20

14

18

13 7
5

9

8

10

24

23

22

EL 32.0

EL 20.6

EL 12.5

EL  5.5

EL  2.0

EL 41.6

EL  0.0

(m)

(31)

(32)

(33)

(34) (29)

(23)
(30)

(28)

(22)

(18)

(37)

(12)

(13)
(4)

(1)

(2)

(3)

(6)

(21)
(35)

(16)

(17)

(20)
(15)

(14) (7)

(5)

(8)

(10)

(11)

(25)

(27)

(24)

(26) (19)
(9)

(36)

T3T4-T6T7-T10T11-T13T14
TA側

TF側
TA側

TF側
TA側

TF側
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表 5－1(2) 最大応答せん断ひずみ一覧（Ｓｓ地震時，ＥＷ方向） 

 

注：ハッチングは各要素の最大応答せん断ひずみのうち最も大きい値を表示。 

 

  

TX-TZ(T14側) 12.5～5.5 4 0.63

TX-TZ(T1側) 8.8～5.5 7 0.11

TX-TZ 5.5～2.0 8 0.25

TA-TC(T14側) 5.5～2.0 13 0.47

TA-TC(T1側) 5.5～2.0 15 0.42

12.5～5.5 19 0.74

5.5～2.0 20 0.51

12.5～5.5 23 0.56

5.5～2.0 24 0.53

TC-TF

TG-TH

最大応答

せん断ひずみ

(×10
-3
)

許容限界

(×10
-3
)

2.0

部位
EL

(m)

要素

番号

振動方向

EL 33.7

EL 30.55

EL 8.8

T/G

19 15

16

17

22

21

20

14

13

26

25

24

23

6

11

3
10

5

1

8

2
9

EL 32.0

EL 20.6

EL 12.5

EL  5.5

EL  2.0

EL 41.6

EL  0.0

EL 20.48

EL 13.0

18

12

7

4

(m)

(21) (17)

(18)

(19)

(24)

(23)

(22)

(16)

(15)

(27)

(7)

(3)

(11)
(6)

(1)
(9)

(2)
(10)

(20)

(13)

(8)

(4)

(5)

(12)

(14)

(25)

(26)

TX-TZ
T14側

T1側

TA-TC
T14側

T1側

TC-TFTG-TH
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表 5－2(1) 最大応答せん断ひずみ一覧（Ｓｄ地震時，ＮＳ方向） 

 

注：ハッチングは各要素の最大応答せん断ひずみのうち最も大きい値を表示。 

 

  

20.6～12.5 21 0.33

12.5～5.5 22 0.24

20.6～12.5 28 0.11

12.5～5.5 29 0.11

T7-T10(TF側)

T11-T13

許容限界

(×10
-3
)

2.0

部位
EL
(m)

要素
番号

最大応答
せん断ひずみ

(×10-3)

振動方向

EL 30.55 EL 33.7

EL 20.48

EL 33.7

EL 9.0

EL 30.55

EL 13.0

T/G

T1-T2

28

29

30

31 26

17

27

25

16

21

35

34

11

12
4

33

1

2

3

6

15

32
19

20

14

18

13 7
5

9

8

10

24

23

22

EL 32.0

EL 20.6

EL 12.5

EL  5.5

EL  2.0

EL 41.6

EL  0.0

(m)

(31)

(32)

(33)

(34) (29)

(23)
(30)

(28)

(22)

(18)

(37)

(12)

(13)
(4)

(1)

(2)

(3)

(6)

(21)
(35)

(16)

(17)

(20)
(15)

(14) (7)

(5)

(8)

(10)

(11)

(25)

(27)

(24)

(26) (19)
(9)

(36)

T3T4-T6T7-T10T11-T13T14
TA側

TF側
TA側

TF側
TA側

TF側
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表 5－2(2) 最大応答せん断ひずみ一覧（Ｓｄ地震時，ＥＷ方向） 

 

注：ハッチングは各要素の最大応答せん断ひずみのうち最も大きい値を表示。 

 

  

TA-TC 20.6～12.5 11 0.27

TA-TC(T14側) 12.5～5.5 12 0.23

20.6～12.5 18 0.12

12.5～5.5 19 0.34
TC-TF

2.0

最大応答
せん断ひずみ

(×10-3)

許容限界

(×10-3)
部位

EL
(m)

要素
番号

振動方向

EL 33.7

EL 30.55

EL 8.8

T/G

19 15

16

17

22

21

20

14

13

26

25

24

23

6

11

3
10

5

1

8

2
9

EL 32.0

EL 20.6

EL 12.5

EL  5.5

EL  2.0

EL 41.6

EL  0.0

EL 20.48

EL 13.0

18

12

7

4

(m)

(21) (17)

(18)

(19)

(24)

(23)

(22)

(16)

(15)

(27)

(7)

(3)

(11)
(6)

(1)
(9)

(2)
(10)

(20)

(13)

(8)

(4)

(5)

(12)

(14)

(25)

(26)

TX-TZ
T14側

T1側

TA-TC
T14側

T1側

TC-TFTG-TH
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(a) ＮＳ方向（Ｓｓ－Ｄ，ケース 3，要素番号 23） 

 

 

(b) ＥＷ方向（Ｓｓ－Ｄ，ケース 3，要素番号 19） 

 

図 5－1 せん断スケルトン曲線上の最大応答せん断ひずみ（Ｓｓ地震時） 

  

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0 1 2 3 4

τ（N/mm2）

γ（×10-3）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0 1 2 3 4

τ（N/mm2）

γ（×10-3）



 

46 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2-

8 
R0
 

 

(a) ＮＳ方向（Ｓｄ－Ｄ，ケース 3，要素番号 21） 

 

 

(b) ＥＷ方向（Ｓｄ－１，ケース 3，要素番号 19） 

 

図 5－2 せん断スケルトン曲線上の最大応答せん断ひずみ（Ｓｄ地震時）  
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5.2 接地圧の評価結果 

Ｓｓ地震時の最大接地圧が，地盤の許容限界を超えないことを確認する。 

材料物性の不確かさを考慮した地震時の最大接地圧が 0.660×103kN/m2（Ｓｓ－Ｎ１，

ＮＳ方向，ケース 3）であることから，岩盤の極限支持力度（9.8×103kN/m2）を超えな

いことを確認した。 

Ｓｓ地震時の最大接地圧を表 5－3 に示す。 

 

表 5－3 Ｓｓ地震時の最大接地圧 

検討ケース 
ＮＳ方向 ＥＷ方向 

Ｓｓ－Ｎ１，ケース 3 Ｓｓ－Ｄ，ケース 3 

鉛直力 

Ｎ（×104kN） 
90.9 133 

転倒モーメント 

Ｍ（×106kN・m） 
26.1 29.0 

最大接地圧 

（×103kN/m2） 
0.660 0.525 
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5.3 保有水平耐力の評価結果 

各層において，保有水平耐力Ｑｕが必要保有水平耐力Ｑｕｎに対して妥当な安全余裕を

有していることを確認する。なお，各層の保有水平耐力Ｑｕは昭和 59 年 9 月 17 日付け

59 資庁第 8283 号にて認可された工事計画のⅣ-2-7「タービン建物の耐震性についての

計算書」によるものとする。 

必要保有水平耐力Ｑｕｎと保有水平耐力Ｑｕの比較結果を表 5－4 に示す。各層におい

て，保有水平耐力Ｑｕが必要保有水平耐力Ｑｕｎに対して妥当な安全余裕を有しているこ

とを確認した。 

なお，必要保有水平耐力Ｑｕｎに対する保有水平耐力Ｑｕの比は最小で 1.72 である。 

 

表 5－4 必要保有水平耐力Ｑｕｎと保有水平耐力Ｑｕの比較結果 

(a) ＮＳ方向 

EL 

（m） 

必要保有水平耐力 

Ｑｕｎ（×103kN） 

保有水平耐力 

Ｑｕ（×103kN） 
Ｑｕ/Ｑｕｎ 

41.6～32.0 145.99 251.64 1.72 

32.0～20.6 268.20 488.57 1.82 

20.6～12.5 402.70 864.75 2.14 

12.5～5.5 504.81 1067.55 2.11 

5.5～2.0 546.43 1261.92 2.30 

 

(b) ＥＷ方向 

EL 

（m） 

必要保有水平耐力 

Ｑｕｎ（×103kN） 

保有水平耐力 

Ｑｕ（×103kN） 
Ｑｕ/Ｑｕｎ 

41.6～32.0 96.31 276.35 2.86 

32.0～20.6 214.68 569.67 2.65 

20.6～12.5 374.16 1061.96 2.83 

12.5～5.5 495.06 1143.16 2.30 

5.5～2.0 546.43 1533.76 2.80 
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6. 応力解析による評価結果 

「4.5.2 断面の評価方法」に基づいた断面の評価結果を以下に示す。また，3 次元ＦＥ

Ｍモデルの配筋領域図を図 6－1 に，配筋一覧を表 6－1 に示す。 

断面の評価結果を記載する要素は，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリー 

トのひずみ並びに面外せん断力に対する評価において，発生値に対する許容値の割合が最 

小となる要素とする。 

選定した要素の位置を図 6－2 に，評価結果を表 6－2 に示す。 

Ｓｓ地震時において，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ並 

びに面外せん断力が，各許容値を超えないことを確認した。  
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(b) 主筋（上ば筋） 

 

図 6－1(1) 配筋領域図 
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(c) せん断補強筋 

 

図 6－1(2) 配筋領域図  
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表 6－1(1) 配筋一覧 

(a) 主筋（下ば筋） 

領域 方向 配筋 

Ａ 
ＮＳ 3-D32@200 

ＥＷ 3-D32@200 

Ｂ 
ＮＳ 2-D32@200 

ＥＷ 2-D32@200 

Ｃ 
ＮＳ 2-D32@200＋D32@400 

ＥＷ 2-D32@200＋D32@400 

Ｄ 
ＮＳ D32@200＋D32@400 

ＥＷ 2-D32@200 

Ｅ 
ＮＳ 2-D32@200 

ＥＷ D32@200＋D32@400 

Ｆ 
ＮＳ D32@200 

ＥＷ D32@200 
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表 6－1(2) 配筋一覧 

(b) 主筋（上ば筋） 

領域 方向 配筋 

Ａ 
ＮＳ 2-D38@200＋D32@400 

ＥＷ 2-D38@200＋D32@200 

Ｂ 
ＮＳ 2-D32@200＋D32@400 

ＥＷ 2-D32@200＋D32@400 

Ｃ 
ＮＳ 2-D32@200 

ＥＷ 2-D32@200 

Ｄ 
ＮＳ D32@200＋D32@400 

ＥＷ 2-D32@200 

Ｅ 
ＮＳ 2-D32@200 

ＥＷ D32@200＋D32@400 

Ｆ 
ＮＳ D32@200＋D32@400 

ＥＷ D32@200＋D32@400 

Ｇ 
ＮＳ D32@200 

ＥＷ D32@200 

 

 (c) せん断補強筋 

領域 配筋 

a D32@400×400 

b D38@400×400 
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(a) 軸力＋曲げモーメント 

 

(b) 面外せん断力 

 

図 6－2 選定した要素の位置 

 PN

要素番号：636 

ＥＷ方向 

要素番号：614 

ＥＷ方向 

 PN

要素番号：638 

ＥＷ方向 



55 

表 6－2 評価結果（Ｓｓ地震時） 

評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース
発生値 許容値 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

コンクリート圧縮ひずみ

（×10-3） 
ＥＷ 636 8 0.344 3.00 

鉄筋圧縮ひずみ 

（×10-3） 
ＥＷ 614 7 0.576 5.00 

面外せん断力 
面外せん断力 

（×103kN/m） 
ＥＷ 638 4 2.98＊ 4.83 

注記＊：応力の再配分等を考慮して，応力平均化を行った結果。 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，緊急時対策所の地震時の構造強

度及び機能維持の確認について説明するものであり，その評価は，地震応答解析による評

価及び応力解析による評価により行う。 

緊急時対策所は，設計基準対象施設においては「Ｃクラスの施設」に，重大事故等対処

施設においては「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備の間接支持構

造物」に分類される。また，緊急時対策所を構成する壁及び屋根スラブの一部は緊急時対

策所遮蔽に該当し，その緊急時対策所遮蔽は，重大事故等対処施設において「常設重大事

故緩和設備」に分類される。 

以下，「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備の間接支持構造物」

としての分類に応じた耐震評価を示す。 

なお，緊急時対策所遮蔽の「常設重大事故緩和設備」としての分類に応じた耐震評価は，

Ⅵ-2-8-4-5「緊急時対策所遮蔽の耐震性についての計算書」にて実施する。  
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2. 基本方針 

2.1 位置 

緊急時対策所の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

図 2－1 緊急時対策所の設置位置 

  

緊急時対策所 

 PN
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2.2 構造概要 

緊急時対策所は，地上 1 階建の鉄筋コンクリート造の建物である。 

緊急時対策所の平面寸法は，30.5m＊（ＮＳ）×23.0m＊（ＥＷ）である。基礎スラブ底

面からの高さは 8.35m である。 

緊急時対策所の基礎は厚さ 2.0m のべた基礎で，岩盤に直接設置している。 

建物に加わる地震時の水平力はすべて耐震壁に負担させている。 

緊急時対策所の概略平面図及び概略断面図を図 2－2 及び図 2－3 に示す。 

 

注記＊：建物寸法は壁外面寸法とする。 
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図 2－2(1) 緊急時対策所の概略平面図（EL 50.25m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－2(2) 緊急時対策所の概略平面図（EL 56.6m） 

  



 

5 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
2 
R0
 

EL 50.0(GL)

EL 48.25

EL 50.25

EL 56.6

8
.
3
5

A

A

EAEBECEDEEEFEG

2.50.5 6.5 4.5 4.5 7.0 4.75 0.25
30.5

(単位:m)
 

図 2－3(1) 緊急時対策所の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 
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図 2－3(2) 緊急時対策所の概略断面図（Ｂ－Ｂ 断面，ＥＷ 方向） 
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2.3 評価方針 

緊急時対策所は，設計基準対象施設においては「Ｃクラスの施設」に，重大事故等対

処施設においては「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備の間接支

持構造物」に分類される。 

緊急時対策所の評価においては，基準地震動Ｓｓによる地震力に対する評価（以下 

「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）及び保有水平耐力の評価を行うこととし，それ

ぞれの評価は，Ⅵ-2-2-11「緊急時対策所の地震応答計算書」の結果を踏まえたものと

する。緊急時対策所の評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，地震応答解

析による評価においては耐震壁のせん断ひずみ，接地圧及び保有水平耐力の評価を，応

力解析による評価においては基礎スラブの断面の評価を行うことで，緊急時対策所の地

震時の構造強度及び機能維持の確認を行う。評価にあたっては，材料物性の不確かさを

考慮する。表 2－1 に材料物性の不確かさを考慮する解析ケースを示す。 

図 2－4 に緊急時対策所の評価フローを示す。  
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表 2－1 材料物性の不確かさを考慮する解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％，＋20％） 
 

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％，－20％） 
 

ケース 4 

（積雪） 
設計基準強度 標準地盤 

積雪荷重との 

組合せを考慮 

 

 

 

注記＊：Ⅵ-2-2-11「緊急時対策所の地震応答計算書」の結果を踏まえた評価を行う。 

 

図 2－4 緊急時対策所の評価フロー  

評価開始 

基本方針 

耐震壁のせん断 

ひずみの評価 

〇構造強度の確認 

〇機能維持の確認 

・支持機能の維持 

保有水平耐力の評価 

〇構造強度の確認 

評価終了 

基礎スラブの 

断面の評価 

〇構造強度の確認 

〇機能維持の確認 

・支持機能の維持 

 

接地圧の評価 

〇構造強度の確認 

 

応力解析による評価＊ 地震応答解析による評価＊ 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において，適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

・発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学

会，2003） 

・2015 年版 建築物の構造関係技術基準解説書（国土交通省国土技術政策総合研

究所・国立研究開発法人建築研究所） 
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3. 地震応答解析による評価方法 

緊急時対策所の構造強度については，Ⅵ-2-2-11「緊急時対策所の地震応答計算書」に

基づき，材料物性の不確かさを考慮した耐震壁の最大応答せん断ひずみ及び最大接地圧が

許容限界を超えないこと並びに保有水平耐力が必要保有水平耐力に対して妥当な安全余

裕を有することを確認する。 

また，支持機能の維持については，Ⅵ-2-2-11「緊急時対策所の地震応答計算書」に基

づき，材料物性の不確かさを考慮した耐震壁の最大応答せん断ひずみが許容限界を超えな

いことを確認する。 

地震応答解析による評価における緊急時対策所の許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基

本方針」に基づき，表 3－1 のとおり設定する。  
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表 3－1 地震応答解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を有 

すること 

基準地震動 

Ｓｓ 

耐震壁＊1 

最大応答せん断ひ

ずみが構造強度を

確保するための許

容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

基礎地盤 

最大接地圧が地盤

の支持力度を超え

ないことを確認 

極限支持力度＊2 

(9.8×103kN/m2) 

保有 

水平耐力 

構造物 

全体 

保有水平耐力が必

要保有水平耐力に

対して妥当な安全

余裕を有すること

を確認 

必要保有 

水平耐力 

支持 

機能＊3 

機器・配管系

等の設備を支

持する機能を

損なわないこ

と 

基準地震動 

Ｓｓ 
耐震壁＊1 

最大応答せん断ひ

ずみが支持機能を

維持するための許

容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

注記＊1：建物全体としては，耐震壁で地震力を全て負担する構造となっており，剛性の高

い耐震壁の変形に追従する柱，はり，間仕切壁等の部材の層間変形は十分小さい

こと，また，全体に剛性の高い構造となっており複数の耐震壁間の相対変形が小

さく床スラブの変形が抑えられることから，各層の耐震壁の最大応答せん断ひず

みが許容限界を満足していれば，建物・構築物に要求される機能は維持される。 

＊2：支持地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

＊3：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響の確認」が含まれ

る。  
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4. 応力解析による評価方法 

4.1 評価対象部位及び評価方針 

緊急時対策所の応力解析による評価対象部位は，基礎スラブとし，Ｓｓ地震時に対し

て以下の方針に基づき評価を行う。 

Ｓｓ地震時に対する評価は，3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析によることと

し，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が「原子力施設鉄筋コン

クリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005 制定）」（以下「ＲＣ－Ｎ

規準」という。）に基づき設定した許容限界を超えないことを確認する。 

3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析にあたっては，Ⅵ-2-2-11「緊急時対策所の

地震応答計算書」より得られた結果を用いて，荷重の組合せを行う。応力解析による評

価フローを図 4－1 に示す。 

 

 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

 

図 4－1 応力解析による評価フロー  

評価開始 

鉛直荷重 地震荷重 * 

許容限界の設定 

解析モデル及び諸元の設定 

Ｓｓ地震時の応力解析 

断面の評価 

評価終了 

Ⅵ-2-2-11 

「緊急時対策所の地震応答計算書」 

荷重の組合せ 
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重及

び荷重の組合せを用いる。 

 

4.2.1 荷重 

(1) 固定荷重及び積載荷重 

固定荷重及び積載荷重は，建物自重，機器，配管等の重量を考慮する。  

 

(2) 地震荷重 

水平地震力及び鉛直地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析より算定さ

れる動的地震力及び軸力係数より設定する。このとき，基準地震動Ｓｓに対する地

震応答解析より算定される動的地震力及び軸力係数は，Ⅵ-2-2-11「緊急時対策所

の地震応答計算書」に基づき，材料物性の不確かさを考慮して設定する。 

地震荷重を表 4－1～表 4－3 に示す。 
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表 4－1 水平地震荷重（せん断力） 

(a) ＮＳ方向 

部 位 
せん断力（×103kN） 

Ｓｓ 

耐震壁（E1 通り） 23.1 

耐震壁（E3 通り EA-EB 間） 0.20 

耐震壁（E3 通り ED-EG 間） 6.41 

耐震壁（E5 通り） 26.0 

 

(b) ＥＷ方向 

部 位 
せん断力（×103kN） 

Ｓｓ 

耐震壁（EA 通り） 7.71 

耐震壁（EB 通り） 17.3 

耐震壁（ED 通り） 6.79 

耐震壁（EF 通り） 27.5 

耐震壁（EG 通り E1-E3 間） 4.40 

耐震壁（EG 通り E3-E4 間） 0.27 
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表 4－2 水平地震荷重（曲げモーメント） 

(a) ＮＳ方向 

部 位 
曲げモーメント（×104kN･m） 

Ｓｓ 

耐震壁（E1 通り） 16.8 

耐震壁（E3 通り EA-EB 間） 2.10 

耐震壁（E3 通り ED-EG 間） 6.59 

耐震壁（E5 通り） 19.4 

 

(b) ＥＷ方向 

部 位 
曲げモーメント（×104kN･m） 

Ｓｓ 

耐震壁（EA 通り） 5.95 

耐震壁（EB 通り） 13.7 

耐震壁（ED 通り） 6.65 

耐震壁（EF 通り） 19.7 

耐震壁（EG 通り E1-E3 間） 2.99 

耐震壁（EG 通り E3-E4 間） 0.38 

 

表 4－3 鉛直地震荷重（軸力係数） 

部 位 
軸力係数 

Ｓｓ 

上部構造物 0.81 

基礎スラブ 0.81 
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4.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－4 に示す。 

 

表 4－4 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｓｓ ：地震荷重 
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4.3 許容限界 

応力解析による評価における緊急時対策所の基礎スラブの許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機

能維持の基本方針」に基づき，表 4－5 のとおり設定する。 

また，表 4－6 及び表 4－7 にコンクリート及び鉄筋の許容応力度を示す。 

 

表 4－5 応力解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を有

すること 

基準地震動 

Ｓｓ 
基礎スラブ 

部材に生じる応力

が構造強度を確保

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」

に基づく 

終局耐力＊1 

支持 

機能＊2 

機器・配管系

等の設備を支

持する機能を

損なわないこ

と 

基準地震動 

Ｓｓ 
基礎スラブ 

部材に生じる応力

が支持機能を維持

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」 

に基づく 

終局耐力＊1 

注記＊1：曲げモーメントに対する評価については，「平 12 建告第 2464 号」に基づき，鉄

筋の基準強度を 1.1 倍とする。せん断力に対する評価については，短期許容応力

度を適用する。 

＊2：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響の確認」が含まれ

る。  
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表 4－6 コンクリートの短期許容応力度 

（単位：N/mm2） 

設計基準強度Ｆｃ 圧縮 せん断 

30.0 20.0 1.18 

 

表 4－7 鉄筋の許容応力度 

（単位：N/mm2） 

種別 引張及び圧縮 せん断 

SD345 345＊ 345 

注記＊：材料強度は許容応力度（引張及び圧縮）を 1.1 倍して算

定する。 
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4.4 解析モデル及び諸元 

4.4.1 モデル化の基本方針 

(1) 基本方針 

応力解析は，3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析とする。解析には，解析

コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いる。また，解析コードの検証及び妥当性

確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

基礎スラブについては，EL 48.25m～EL 50.25m をモデル化する。上部構造につい

ては，EL 50.25m～EL 56.6m をモデル化し，剛性を考慮する。基礎スラブの解析モ

デルを図 4－2 に示す。 

 

(2) 使用要素 

解析モデルに使用するＦＥＭ要素は，基礎スラブについてはシェル要素とする。

また，基礎スラブより立ち上がっている壁については，EL 50.25m～EL 56.6m をは

り要素として剛性を考慮する。解析モデルの節点数は 1782，要素数は 1891 である。 

 

(3) 境界条件 

3 次元ＦＥＭモデルの基礎スラブ底面に，Ⅵ-2-2-11「緊急時対策所の地震応答計

算書」に示す地盤ばねを離散化して，水平方向及び鉛直方向のばねを設ける。3 次

元ＦＥＭモデルの水平方向のばねについては，地震応答解析モデルのスウェイばね

を，鉛直方向のばねについては，地震応答解析モデルのロッキングばねを基に設定

を行う。 

なお，基礎スラブ底面の地盤ばねについては，引張力が発生したときに浮上りを

考慮する。 
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図 4－2 基礎スラブの解析モデル図 

 

4.4.2 解析諸元 

使用材料の物性値を表 4－8 に示す。 

 

表 4－8 使用材料の物性値 

コンクリートの 

設計基準強度 

Ｆｃ（N/mm2） 

ヤング係数 

Ｅ（N/mm2） 

ポアソン比 

ν 

30.0 2.44×104 0.2 

  

：耐震壁 

：耐震壁以外   （単位：m） 
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4.5 評価方法 

4.5.1 応力解析方法 

緊急時対策所の基礎スラブについて，Ｓｓ地震時に対して 3 次元ＦＥＭモデルを

用いた弾性応力解析を実施する。 

 

(1) 荷重ケース 

Ｓｓ地震時の応力は，次の荷重を組み合わせて求める。 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

ＳｓＳＮ ：Ｓ→Ｎ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＮＳ ：Ｎ→Ｓ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＥＷ ：Ｅ→Ｗ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＷＥ ：Ｗ→Ｅ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＵＤ ：鉛直方向（下向き） Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＤＵ ：鉛直方向（上向き） Ｓｓ地震荷重 
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(2) 荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 4－9 に示す。 

水平地震力と鉛直地震力の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程 ＪＥＡ

Ｃ４６０１-2008（（社）日本電気協会）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係数は

1.0 と 0.4）を用いるものとする。 

 

表 4－9 荷重の組合せケース 

外力の状態 ケース No. 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 

1 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＵＤ 

2 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＵＤ 

3 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＤＵ 

4 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＤＵ 

5 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＵＤ 

6 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＵＤ 

7 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＤＵ 

8 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＤＵ 

9 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＵＤ 

10 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＵＤ 

11 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＤＵ 

12 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＤＵ 

13 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＵＤ 

14 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＵＤ 

15 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＤＵ 

16 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＤＵ 

 

  



 

22 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
2 
R0
 

(3) 荷重の入力方法 

a. 地震荷重 

基礎スラブに上部構造物から作用する水平地震力については，上部構造物から

のせん断力及び曲げモーメントを基礎スラブの当該位置の節点に離散化して節

点荷重として入力する。 

基礎スラブに上部構造物から作用する鉛直地震力については，上部構造物から

の軸力とし，鉛直力に置換し，モデル上の各節点における支配面積に応じた節点

荷重として入力する。 

基礎スラブ内に作用する荷重については，地震時の上部構造物からの入力荷重

と基礎スラブ底面に発生する荷重の差をＦＥＭモデルの各要素の大きさに応じ

て分配し，節点荷重として入力する。 

 

b. 地震荷重以外の荷重 

地震荷重以外の荷重については，ＦＥＭモデルの各節点又は各要素に，集中荷

重又は分布荷重として入力する。 
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4.5.2 断面の評価方法 

(1) 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

各断面は，軸力及び曲げモーメントを受ける鉄筋コンクリート造長方形仮想柱と

して算定する。 

軸力及び曲げモーメントによる必要鉄筋比が設計鉄筋比を超えないことを確認

する。 

 

(2) 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき行う。 

面外せん断力が，次式を基に算定した許容面外せん断力を超えないことを確認す

る。 

 

ＱＡ＝ｂ・ｊ・{α・ｆｓ＋0.5・ｗｆｔ（ｐｗ－0.002）} 

 

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ ：断面の幅（mm） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

α ：許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1 未満の場合は 1 とする。また，引張軸応力

度が 2N/mm2 を超える場合は 1 とする。） 

α＝
4

Ｍ／(Ｑ・ｄ)＋1
 

Ｍ ：曲げモーメント（N・mm） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 

ｆｓ ：コンクリートの短期許容せん断応力度で，表 4－6 に示す値（N/mm2） 

ｗｆｔ ：せん断補強筋の短期許容引張応力度で，表 4－7 に示す値（N/mm2） 

ｐｗ ：せん断補強筋比で，次式による。（0.002 以上とする。＊） 

ｐ
ｗ

=
ａ

ｗ

ｂ・ｘ
 

ａ
ｗ
 ：せん断補強筋の断面積（mm2） 

ｘ ：せん断補強筋の間隔（mm） 

注記＊：せん断補強筋がない領域については，第 2 項を 0 とする。 
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5. 地震応答解析による評価結果 

5.1 耐震壁のせん断ひずみの評価結果 

鉄筋コンクリート造耐震壁について，Ｓｓ地震時の最大応答せん断ひずみが許容限界

(2.0×10-3)を超えないことを確認する。 

材料物性の不確かさを考慮した最大応答せん断ひずみは 0.10×10-3（ＥＷ方向，Ｓｓ

－Ｄ，ケース 4，要素番号 1）であり，許容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認し

た。耐震壁の最大応答せん断ひずみを表 5－1 に示す。各表において，最大応答せん断

ひずみをせん断スケルトン曲線上にプロットした図を図 5－1 に示す。 
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表 5－1(1) 最大応答せん断ひずみ（ＮＳ方向） 

EL 

（m） 

要素 

番号 

最大応答せん断ひずみ 

（×10-3） 

許容限界 

（×10-3） 

56.6～50.25 1 0.08 2.0 

 

 

 

表 5－1(2) 最大応答せん断ひずみ（ＥＷ方向） 

EL 

（m） 

要素 

番号 

最大応答せん断ひずみ 

（×10-3） 

許容限界 

（×10-3） 

56.6～50.25 1 0.10 2.0 

 

1

2

3

(1)

(2)

EL 56.6

EL 50.25

EL 48.25

(m)

1

2

3

(1)

(2)

EL 56.6

EL 50.25

EL 48.25

(m)
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(a) ＮＳ方向（Ｓｓ－Ｄ，ケース 4，要素番号 1） 

 

 

 

(b) ＥＷ方向（Ｓｓ－Ｄ，ケース 4，要素番号 1） 

 

図 5－1 せん断スケルトン曲線上の最大応答せん断ひずみ  
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5.2 接地圧の評価結果 

Ｓｓ地震時の最大接地圧が，地盤の許容限界を超えないことを確認する。 

材料物性の不確かさを考慮した地震時の最大接地圧が 0.512×103kN/m2（Ｓｓ－Ｄ，

ＥＷ方向，ケース 4）であることから，岩盤の極限支持力度（9.8×103kN/m2）を超えな

いことを確認した。 

Ｓｓ地震時の最大接地圧を表 5－2 に示す。 

 

表 5－2 Ｓｓ地震時の最大接地圧 

検討ケース 
ＮＳ方向 ＥＷ方向 

Ｓｓ－Ｄ，ケース 4 Ｓｓ－Ｄ，ケース 4 

鉛直力 

Ｎ（×104kN） 
7.06 7.06 

転倒モーメント 

Ｍ（×106kN・m） 
0.626 0.632 

最大接地圧 

（×103kN/m2） 
0.321 0.512 
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5.3 保有水平耐力の評価結果 

保有水平耐力Ｑｕが必要保有水平耐力Ｑｕｎに対して妥当な安全余裕を有しているこ

とを確認する。なお，保有水平耐力Ｑｕは，Ⅵ-2-2-11「緊急時対策所の地震応答計算書」

に示すせん断力のスケルトン曲線のτ３に基づき算定する。 

必要保有水平耐力Ｑｕｎと保有水平耐力Ｑｕの比較結果を表 5－3 に示す。保有水平耐

力Ｑｕが必要保有水平耐力Ｑｕｎに対して妥当な安全余裕を有していることを確認した。 

なお，必要保有水平耐力Ｑｕｎに対する保有水平耐力Ｑｕの比は最小で 15.51 である。 

 

表 5－3 必要保有水平耐力Ｑｕｎと保有水平耐力Ｑｕの比較結果 

(a) ＮＳ方向 

EL 

（m） 

必要保有水平耐力 

Ｑｕｎ（×103kN） 

保有水平耐力 

Ｑｕ（×103kN） 
Ｑｕ/Ｑｕｎ 

56.6～50.25 15.97 400.01 25.04 

 

(b) ＥＷ方向 

EL 

（m） 

必要保有水平耐力 

Ｑｕｎ（×103kN） 

保有水平耐力 

Ｑｕ（×103kN） 
Ｑｕ/Ｑｕｎ 

56.6～50.25 20.76 322.09 15.51 
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6. 応力解析による評価結果 

「4.5.2 断面の評価方法」に基づいた断面の評価結果を以下に示す。また，3 次元ＦＥ

Ｍモデルの配筋領域図を図 6－1 に，配筋一覧を表 6－1 に示す。 

断面の評価結果を記載する要素は，軸力及び曲げモーメントに対する評価については，

設計鉄筋比に対する軸力及び曲げモーメントによる必要鉄筋比の割合が最大となる要素

を選定し，面外せん断力に対する評価については，短期許容せん断力に対する面外せん断

力の割合が最大となる要素をそれぞれ選定する。 

選定した要素の位置を図 6－2 に，評価結果を表 6－2 に示す。 

Ｓｓ地震時において，軸力及び曲げモーメントによる必要鉄筋比が設計鉄筋比を超えな

いことを確認した。また，面外せん断力が短期許容せん断力を超えないことを確認した。 
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(b) せん断補強筋 

 

図 6－1 配筋領域図  
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表 6－1 配筋一覧 

(a) 主筋 

領域 方向 上ば筋 下ば筋 

Ａ 
ＮＳ 2-D38@200 2-D38@200 

ＥＷ 2-D38@200 2-D38@200 

Ｂ 
ＮＳ D38@200＋D38@400 D38@200＋D38@400 

ＥＷ D38@200＋D38@400 D38@200＋D38@400 

 

(b) せん断補強筋 

領域 配筋 

a D29@400×200 

b D29@400×400 
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(a) 軸力＋曲げモーメント 

 

(b) 面外せん断力 

 

図 6－2 選定した要素の位置 

要素番号：449 

ＥＷ方向 

 

要素番号：449 

ＥＷ方向 
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表 6－2 評価結果 

評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
発生値 許容値 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

必要鉄筋比 

（％） 
ＥＷ 449 8 0.408 0.570 

面外せん断力 
面外せん断力 

（×103kN/m） 
ＥＷ 449 8 3.56 4.95 
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Ⅵ-2-2-17 ガスタービン発電機建物の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，ガスタービン発電機建物の地震

時の構造強度及び機能維持の確認について説明するものであり，その評価は，地震応答解

析による評価及び応力解析による評価により行う。 

ガスタービン発電機建物は，重大事故等対処施設において「常設耐震重要重大事故防止

設備及び常設重大事故緩和設備の間接支持構造物」に分類される。 

以下，「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備の間接支持構造物」

としての分類に応じた耐震評価を示す。 

なお，ガスタービン発電機建物に内包するガスタービン駆動補機に関して，仮想的に回

転体の損壊を想定しても，ケーシング板厚はタービンミサイルの防護上必要な板厚を上回

ることから，損壊した回転体がケーシングを貫通することなくケーシング内部に留まるた

め，タービンミサイルは発生しない設計としている。仮想的損壊時のミサイル評価結果は，

Ⅵ-1-1-10「発電用原子炉施設の蒸気タービン，ポンプ等の損壊に伴う飛散物による損傷

防護に関する説明書」にて実施する。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

ガスタービン発電機建物の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 ガスタービン発電機建物の設置位置 

  

ガスタービン発電機建物 

 PN
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2.2 構造概要 

ガスタービン発電機建物は，地上 2 階建の鉄骨鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）の

建物である。 

ガスタービン発電機建物の平面寸法は，43.0m＊（ＮＳ）×43.5m＊（ＥＷ）である。基

礎スラブ底面からの高さは 17.5m である。 

ガスタービン発電機建物の基礎は厚さ 3.5m のべた基礎で，岩盤に直接設置している。 

建物に加わる地震時の水平力はすべて耐震壁に負担させている。 

ガスタービン発電機建物の概略平面図及び概略断面図を図 2－2 及び図 2－3 に示す。 

 

注記＊：建物寸法は壁外面寸法とする。 
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図 2－2(1) ガスタービン発電機建物の概略平面図（EL 47.5m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－2(2) ガスタービン発電機建物の概略平面図（EL 54.5m） 
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図 2－2(3) ガスタービン発電機建物の概略平面図（EL 61.5m） 
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図 2－3(1) ガスタービン発電機建物の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 
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図 2－3(2) ガスタービン発電機建物の概略断面図（Ｂ－Ｂ 断面，ＥＷ 方向） 
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2.3 評価方針 

ガスタービン発電機建物は，重大事故等対処施設において「常設耐震重要重大事故防

止設備及び常設重大事故緩和設備の間接支持構造物」に分類される。 

ガスタービン発電機建物の評価においては，基準地震動Ｓｓによる地震力に対する評

価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）及び保有水平耐力の評価を行うことと

し，それぞれの評価は，Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発電機建物の地震応答計算書」の結

果を踏まえたものとする。ガスタービン発電機建物の評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基

本方針」に基づき，地震応答解析による評価においては耐震壁のせん断ひずみ，接地圧

及び保有水平耐力の評価を，応力解析による評価においては基礎スラブの断面の評価を

行うことで，ガスタービン発電機建物の地震時の構造強度及び機能維持の確認を行う。

評価にあたっては，材料物性の不確かさを考慮する。表 2－1 に材料物性の不確かさを

考慮する解析ケースを示す。 

図 2－4 にガスタービン発電機建物の評価フローを示す。 
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表 2－1 材料物性の不確かさを考慮する解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％，＋20％） 
 

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％，－20％） 
 

ケース 4 

（積雪） 
設計基準強度 標準地盤 

積雪荷重との 

組合せを考慮 

 

 

注記＊：Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発電機建物の地震応答計算書」の結果を踏まえた評価を

行う。 

 

図 2－4 ガスタービン発電機建物の評価フロー  

評価開始 

基本方針 

耐震壁のせん断 

ひずみの評価 

〇構造強度の確認 

〇機能維持の確認 

・支持機能の維持 

保有水平耐力の評価 

〇構造強度の確認 

評価終了 

基礎スラブの 

断面の評価 

〇構造強度の確認 

〇機能維持の確認 

・支持機能の維持 

 

接地圧の評価 

〇構造強度の確認 

 

応力解析による評価＊ 地震応答解析による評価＊ 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において，適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

・発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学

会，2003） 

・2015 年版 建築物の構造関係技術基準解説書（国土交通省国土技術政策総合研

究所・国立研究開発法人建築研究所） 
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3. 地震応答解析による評価方法 

ガスタービン発電機建物の構造強度については，Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発電機建物

の地震応答計算書」に基づき，材料物性の不確かさを考慮した耐震壁の最大応答せん断ひ

ずみ及び最大接地圧が許容限界を超えないこと並びに保有水平耐力が必要保有水平耐力

に対して妥当な安全余裕を有することを確認する。 

また，支持機能の維持については，Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発電機建物の地震応答計

算書」に基づき，材料物性の不確かさを考慮した耐震壁の最大応答せん断ひずみが許容限

界を超えないことを確認する。 

地震応答解析による評価におけるガスタービン発電機建物の許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機

能維持の基本方針」に基づき，表 3－1 のとおり設定する。 
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表 3－1 地震応答解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を有 

すること 

基準地震動 

Ｓｓ 

耐震壁＊1 

最大応答せん断ひ

ずみが構造強度を

確保するための許

容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

基礎地盤 

最大接地圧が地盤

の支持力度を超え

ないことを確認 

極限支持力度＊2 

(3.9×103kN/m2) 

保有 

水平耐力 

構造物 

全体 

保有水平耐力が必

要保有水平耐力に

対して妥当な安全

余裕を有すること

を確認 

必要保有 

水平耐力 

支持 

機能＊3 

機器・配管系

等の設備を支

持する機能を

損なわないこ

と 

基準地震動 

Ｓｓ 
耐震壁＊1 

最大応答せん断ひ

ずみが支持機能を

維持するための許

容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

注記＊1：建物全体としては，耐震壁で地震力を全て負担する構造となっており，剛性の高

い耐震壁の変形に追従する柱，はり，間仕切壁等の部材の層間変形は十分小さい

こと，また，全体に剛性の高い構造となっており複数の耐震壁間の相対変形が小

さく床スラブの変形が抑えられることから，各層の耐震壁の最大応答せん断ひず

みが許容限界を満足していれば，建物・構築物に要求される機能は維持される。 

＊2：支持地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

＊3：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響の確認」が含まれ

る。 
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4. 応力解析による評価方法 

4.1 評価対象部位及び評価方針 

ガスタービン発電機建物の応力解析による評価対象部位は，基礎スラブとし，Ｓｓ地

震時に対して以下の方針に基づき評価を行う。 

Ｓｓ地震時に対する評価は，3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析によることと

し，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が「原子力施設鉄筋コン

クリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005 制定）」（以下「ＲＣ－Ｎ

規準」という。）に基づき設定した許容限界を超えないことを確認する。 

3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析にあたっては，Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発

電機建物の地震応答計算書」より得られた結果を用いて，荷重の組合せを行う。応力解

析による評価フローを図 4－1 に示す。 

 

 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

 

図 4－1 応力解析による評価フロー 

  

評価開始 

鉛直荷重 地震荷重 * 

許容限界の設定 

解析モデル及び諸元の設定 

Ｓｓ地震時の応力解析 

断面の評価 

評価終了 

Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発電機 

建物の地震応答計算書」 

荷重の組合せ 
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重及

び荷重の組合せを用いる。 

 

4.2.1 荷重 

(1) 固定荷重及び積載荷重 

固定荷重及び積載荷重は，建物自重，機器，配管等の重量を考慮する。  

 

(2) 地震荷重 

水平地震力及び鉛直地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析より算定さ

れる動的地震力及び軸力係数より設定する。このとき，基準地震動Ｓｓに対する地

震応答解析より算定される動的地震力及び軸力係数は，Ⅵ-2-2-16「ガスタービン

発電機建物の地震応答計算書」に基づき，材料物性の不確かさを考慮して設定する。 

地震荷重を表 4－1～表 4－3 に示す。 
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表 4－1 水平地震荷重（せん断力） 

(a) ＮＳ方向 

部 位 
せん断力（×103kN） 

Ｓｓ 

耐震壁（G1 通り） 76.9 

耐震壁（G3 通り） 51.3 

耐震壁（G5 通り） 50.8 

耐震壁（G7 通り） 76.2 

 

(b) ＥＷ方向 

部 位 
せん断力（×103kN） 

Ｓｓ 

耐震壁（GA 通り） 48.1 

耐震壁（GC 通り） 102 

耐震壁（GE 通り） 20.1 

耐震壁（GF 通り） 92.4 
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表 4－2 水平地震荷重（曲げモーメント） 

(a) ＮＳ方向 

部 位 
曲げモーメント（×104kN･m） 

Ｓｓ 

耐震壁（G1 通り） 73.5 

耐震壁（G3 通り） 71.1 

耐震壁（G5 通り） 76.1 

耐震壁（G7 通り） 79.3 

 

(b) ＥＷ方向 

部 位 
曲げモーメント（×104kN･m） 

Ｓｓ 

耐震壁（GA 通り） 65.9 

耐震壁（GC 通り） 139 

耐震壁（GE 通り） 31.6 

耐震壁（GF 通り） 92.6 

 

表 4－3 鉛直地震荷重（軸力係数） 

部 位 
軸力係数 

Ｓｓ 

上部構造物 0.72 

基礎スラブ 0.58 
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4.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－4 に示す。 

 

表 4－4 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｓｓ ：地震荷重 

  



 

17 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
7 
R0
 

4.3 許容限界 

応力解析による評価におけるガスタービン発電機建物の基礎スラブの許容限界は，Ⅵ

-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，表 4－5 のとおり設定する。 

また，表 4－6 及び表 4－7 にコンクリート及び鉄筋の許容応力度を示す。 

 

表 4－5 応力解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を有

すること 

基準地震動 

Ｓｓ 
基礎スラブ 

部材に生じる応力

が構造強度を確保

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」

に基づく 

終局耐力＊1 

支持 

機能＊2 

機器・配管系

等の設備を支

持する機能を

損なわないこ

と 

基準地震動 

Ｓｓ 
基礎スラブ 

部材に生じる応力

が支持機能を維持

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

「ＲＣ－Ｎ規準」 

に基づく 

終局耐力＊1 

注記＊1：曲げモーメントに対する評価については，「平 12 建告第 2464 号」に基づき，鉄

筋の基準強度を 1.1 倍とする。せん断力に対する評価については，短期許容応力

度を適用する。 

＊2：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響の確認」が含まれ

る。 

  



 

18 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
7 
R0
 

表 4－6 コンクリートの短期許容応力度 

 （単位：N/mm2） 

設計基準強度Ｆｃ 圧縮 せん断 

30.0 20.0 1.18 

 

表 4－7 鉄筋の許容応力度 

 （単位：N/mm2） 

種別 引張及び圧縮 せん断 

SD345 345＊ 345 

注記＊：材料強度は許容応力度（引張及び圧縮）を 1.1 倍して

算定する。 
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4.4 解析モデル及び諸元 

4.4.1 モデル化の基本方針 

(1) 基本方針 

応力解析は，3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析とする。解析には，解析

コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いる。また，解析コードの検証及び妥当性

確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

基礎スラブについては，EL 44.0m～EL 47.5m をモデル化する。上部構造につい

ては，EL 47.5m～EL 61.5m をモデル化し，剛性を考慮する。基礎スラブの解析モデ

ルを図 4－2 に示す。 

 

(2) 使用要素 

解析モデルに使用するＦＥＭ要素は，基礎スラブについてはシェル要素とする。

また，基礎スラブより立ち上がっている壁については，EL 47.5m～EL 61.5m をは

り要素として剛性を考慮する。解析モデルの節点数は 1248，要素数は 1349 である。 

 

(3) 境界条件 

3 次元ＦＥＭモデルの基礎スラブ底面に，Ⅵ-2-2-16「ガスタービン発電機建物の

地震応答計算書」に示す地盤ばねを離散化して，水平方向及び鉛直方向のばねを設

ける。3 次元ＦＥＭモデルの水平方向のばねについては，地震応答解析モデルのス

ウェイばねを，鉛直方向のばねについては，地震応答解析モデルのロッキングばね

を基に設定を行う。 

なお，基礎スラブ底面の地盤ばねについては，引張力が発生したときに浮上りを

考慮する。 
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図 4－2 基礎スラブの解析モデル図 

 

4.4.2 解析諸元 

使用材料の物性値を表 4－8 に示す。 

 

表 4－8 使用材料の物性値 

コンクリートの 

設計基準強度 

Ｆｃ（N/mm2） 

ヤング係数 

Ｅ（N/mm2） 

ポアソン比 

ν 

30.0 2.44×104 0.2 

 

  

：耐震壁    （単位：m） 
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4.5 評価方法 

4.5.1 応力解析方法 

ガスタービン発電機建物の基礎スラブについて，Ｓｓ地震時に対して 3 次元ＦＥ

Ｍモデルを用いた弾性応力解析を実施する。 

 

(1) 荷重ケース 

Ｓｓ地震時の応力は，次の荷重を組み合わせて求める。 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

ＳｓＳＮ ：Ｓ→Ｎ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＮＳ ：Ｎ→Ｓ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＥＷ ：Ｅ→Ｗ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＷＥ ：Ｗ→Ｅ方向 Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＵＤ ：鉛直方向（下向き） Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＤＵ ：鉛直方向（上向き） Ｓｓ地震荷重 
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(2) 荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 4－9 に示す。 

水平地震力と鉛直地震力の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程 ＪＥＡ

Ｃ４６０１-2008（（社）日本電気協会）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係数は

1.0 と 0.4）を用いるものとする。 

 

表 4－9 荷重の組合せケース 

外力の状態 ケース No. 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 

1 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＵＤ 

2 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＵＤ 

3 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＤＵ 

4 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＤＵ 

5 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＵＤ 

6 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＵＤ 

7 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＤＵ 

8 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＤＵ 

9 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＵＤ 

10 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＵＤ 

11 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＤＵ 

12 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＤＵ 

13 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＵＤ 

14 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＵＤ 

15 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＤＵ 

16 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＤＵ 

 

  



 

23 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
7 
R0
 

(3) 荷重の入力方法 

a. 地震荷重 

基礎スラブに上部構造物から作用する水平地震力については，上部構造物から

のせん断力及び曲げモーメントを基礎スラブの当該位置の節点に離散化して節

点荷重として入力する。 

基礎スラブに上部構造物から作用する鉛直地震力については，上部構造物から

の軸力とし，鉛直力に置換し，モデル上の各節点における支配面積に応じた節点

荷重として入力する。 

基礎スラブ内に作用する荷重については，地震時の上部構造物からの入力荷重

と基礎スラブ底面に発生する荷重の差をＦＥＭモデルの各要素の大きさに応じ

て分配し，節点荷重として入力する。 

 

b. 地震荷重以外の荷重 

地震荷重以外の荷重については，ＦＥＭモデルの各節点又は各要素に，集中荷

重又は分布荷重として入力する。 
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4.5.2 断面の評価方法 

(1) 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

各断面は，軸力及び曲げモーメントを受ける鉄筋コンクリート造長方形仮想柱と

して算定する。 

軸力及び曲げモーメントによる必要鉄筋比が設計鉄筋比を超えないことを確認

する。 

 

(2) 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき行う。 

面外せん断力が，次式を基に算定した許容面外せん断力を超えないことを確認す

る。 

 

ＱＡ＝ｂ・ｊ・{α・ｆｓ＋0.5・ｗｆｔ（ｐｗ－0.002）} 

 

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ ：断面の幅（mm） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

α ：許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1 未満の場合は 1 とする。また，引張軸応力

度が 2N/mm2 を超える場合は 1 とする。） 

α＝
4

Ｍ／(Ｑ・ｄ)＋1
 

Ｍ ：曲げモーメント（N・mm） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 

ｆｓ ：コンクリートの短期許容せん断応力度で，表 4－6 に示す値（N/mm2） 

ｗｆｔ ：せん断補強筋の短期許容引張応力度で，表 4－7 に示す値（N/mm2） 

ｐｗ ：せん断補強筋比で，次式による。（0.002 以上とする。＊） 

ｐ
ｗ

=
ａ

ｗ

ｂ・ｘ
 

ａ
ｗ
 ：せん断補強筋の断面積（mm2） 

ｘ ：せん断補強筋の間隔（mm） 

注記＊：せん断補強筋がない領域については，第 2 項を 0 とする。 
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5. 地震応答解析による評価結果 

5.1 耐震壁のせん断ひずみの評価結果 

鉄筋コンクリート造耐震壁について，Ｓｓ地震時の各層の最大応答せん断ひずみが許

容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認する。 

材料物性の不確かさを考慮した最大応答せん断ひずみは 0.15×10-3（ＥＷ方向，Ｓｓ

－Ｄ，ケース 4，要素番号 2）であり，許容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認し

た。耐震壁の最大応答せん断ひずみ一覧を表 5－1 に示す。各表において，各要素の最

大応答せん断ひずみのうち最も大きい値について，せん断スケルトン曲線上にプロット

した図を図 5－1 に示す。 
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表 5－1(1) 最大応答せん断ひずみ一覧（ＮＳ方向） 

EL 

（m） 

要素 

番号 

最大応答せん断ひずみ 

（×10-3） 

許容限界 

（×10-3） 

61.5～54.5 1 0.14 2.0 

54.5～47.5 2 0.11 2.0 

注：ハッチングは各要素の最大応答せん断ひずみのうち最も大きい値を表示。 

 

 

表 5－1(2) 最大応答せん断ひずみ一覧（ＥＷ方向） 

EL 

（m） 

要素 

番号 

最大応答せん断ひずみ 

（×10-3） 

許容限界 

（×10-3） 

61.5～54.5 1 0.13 2.0 

54.5～47.5 2 0.15 2.0 

注：ハッチングは各要素の最大応答せん断ひずみのうち最も大きい値を表示。 
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(a) ＮＳ方向（Ｓｓ－Ｄ，ケース 4，要素番号 1） 

 

 

 

(b) ＥＷ方向（Ｓｓ－Ｄ，ケース 4，要素番号 2） 

 

図 5－1 せん断スケルトン曲線上の最大応答せん断ひずみ 
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5.2 接地圧の評価結果 

Ｓｓ地震時の最大接地圧が，地盤の許容限界を超えないことを確認する。 

材料物性の不確かさを考慮した地震時の最大接地圧が 0.491×103kN/m2（Ｓｓ－Ｄ，

ＥＷ方向，ケース 4）であることから，岩盤の極限支持力度（3.9×103kN/m2）を超えな

いことを確認した。 

Ｓｓ地震時の最大接地圧を表 5－2 に示す。 

 

表 5－2 Ｓｓ地震時の最大接地圧 

検討ケース 
ＮＳ方向 ＥＷ方向 

Ｓｓ－Ｄ，ケース 4 Ｓｓ－Ｄ，ケース 4 

鉛直力 

Ｎ（×104kN） 
25.3 25.3 

転倒モーメント 

Ｍ（×106kN・m） 
4.39 4.34 

最大接地圧 

（×103kN/m2） 
0.483 0.491 
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5.3 保有水平耐力の評価結果 

各層において，保有水平耐力Ｑｕが必要保有水平耐力Ｑｕｎに対して妥当な安全余裕を

有していることを確認する。なお，各層の保有水平耐力Ｑｕは，Ⅵ-2-2-16「ガスタービ

ン発電機建物の地震応答計算書」に示すせん断力のスケルトン曲線のτ３に基づき算定

する。 

必要保有水平耐力Ｑｕｎと保有水平耐力Ｑｕの比較結果を表 5－3 に示す。各層におい

て，保有水平耐力Ｑｕが必要保有水平耐力Ｑｕｎに対して妥当な安全余裕を有しているこ

とを確認した。 

なお，必要保有水平耐力Ｑｕｎに対する保有水平耐力Ｑｕの比は最小で 12.00 である。 

 

表 5－3 必要保有水平耐力Ｑｕｎと保有水平耐力Ｑｕの比較結果 

(a) ＮＳ方向 

EL 

（m） 

必要保有水平耐力 

Ｑｕｎ（×103kN） 

保有水平耐力 

Ｑｕ（×103kN） 
Ｑｕ/Ｑｕｎ 

61.5～54.5 37.26 521.57 13.99 

54.5～47.5 70.20 1323.01 18.84 

 

(b) ＥＷ方向 

EL 

（m） 

必要保有水平耐力 

Ｑｕｎ（×103kN） 

保有水平耐力 

Ｑｕ（×103kN） 
Ｑｕ/Ｑｕｎ 

61.5～54.5 35.30 596.37 16.89 

54.5～47.5 84.24 1011.42 12.00 

 

  



 

30 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-1
7 
R0
 

6. 応力解析による評価結果 

「4.5.2 断面の評価方法」に基づいた断面の評価結果を以下に示す。また，3 次元ＦＥ

Ｍモデルの配筋領域図を図 6－1 に，配筋一覧を表 6－1 に示す。 

断面の評価結果を記載する要素は，軸力及び曲げモーメントに対する評価については，

設計鉄筋比に対する軸力及び曲げモーメントによる必要鉄筋比の割合が最大となる要素

を選定し，面外せん断力に対する評価については，短期許容せん断力に対する面外せん断

力の割合が最大となる要素をそれぞれ選定する。 

選定した要素の位置を図 6－2 に，評価結果を表 6－2 に示す。 

Ｓｓ地震時において，軸力及び曲げモーメントによる必要鉄筋比が設計鉄筋比を超えな

いことを確認した。また，面外せん断力が短期許容せん断力を超えないことを確認した。 
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(b) せん断補強筋 

 

図 6－1 配筋領域図  
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表 6－1 配筋一覧 

(a) 主筋 

領域 方向 上ば筋 下ば筋 

Ａ 
ＮＳ 2-D38@200 2-D38@200 

ＥＷ 2-D38@200 2-D38@200 

Ｂ 
ＮＳ 2-D38@200 3-D38@200 

ＥＷ 2-D38@200 2-D38@200 

Ｃ 
ＮＳ 2-D38@200 3-D38@200 

ＥＷ 2-D38@200 3-D38@200 

 

(b) せん断補強筋 

領域 配筋 

a D29@600×400 
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(a) 軸力＋曲げモーメント 

 

(b) 面外せん断力 

 

図 6－2 選定した要素の位置 

要素番号：228 

ＮＳ方向 

要素番号：319 

ＮＳ方向 
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表 6－2 評価結果 

評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
発生値 許容値 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

必要鉄筋比 

（％） 
ＮＳ 228 5 0.072 0.356 

面外せん断力 
面外せん断力 

（×103kN/m） 
ＮＳ 319 6 1.29 5.57 
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Ⅵ-2-2-22 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 

の地震応答計算書 
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1. 概要

本資料は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づき実施するＢ－ディーゼル燃

料貯蔵タンク格納槽の地震応答解析について説明するものである。 

本地震応答解析は，Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽が耐震性に関する技術基

準へ適合することを確認するために用いる応答値を抽出するものである。その際，耐震

評価に用いる応答値は，この地震応答解析により構造物に発生する変形，断面力及び基

礎地盤に発生する接地圧とする。また，機器・配管系が耐震性に関する技術基準へ適合

することを確認するために用いる応答値の抽出を行う。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

図 2－1 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 位置図 
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2.2 構造概要 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽の平面図を図 2－2 に，断面図を図 2－3 及び図

2－4 に示す。 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽は，非常用ディーゼル発電設備 Ｂ－ディーゼル

燃料貯蔵タンク等を間接支持する幅 19.22m（EW 方向）×約 22.9m（NS 方向），高さ約

10.55m の鉄筋コンクリート造の地中及び半地下構造物であり，直接十分な支持性能を有

するＣＭ級岩盤に支持される。 

図 2－2 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 平面図 
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図 2－3 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 2－4 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 
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2.3 解析方針 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に

基づき，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対して地震応答解析を実施す

る。 

図 2－5 にＢ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽の地震応答解析フローを示す。 

地震応答解析は,「2. 基本方針」に基づき，「3.1 評価対象断面」に示す断面に

おいて，「3.2 解析方法」に示す水平地震動と鉛直地震動の同時加振による時刻歴応

答解析により行うこととし，地盤物性のばらつきを適切に考慮する。 

時刻歴応答解析は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」及び「3.5 解析モデル及び諸

元」に示す条件を基に，「3.4 入力地震動」により設定する入力地震動を用いて実施

する。 

地震応答解析による応答加速度は，機器・配管系の設計用床応答スペクトルの作成

に用いる。また，変形，断面力及び基礎地盤の接地圧は，Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タ

ンク格納槽の耐震評価に用いる。
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図 2－5 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 

地震応答解析フロー 

検討開始 

解析方針 

評価対象断面及び解析方法の選定 

荷重及び荷重の組合せの選定 

常時応力解析 

地震応答解析 

（２次元時刻歴応答解析） 

基準地震動Ｓｓ及び 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

耐震評価に用いる 

変形，断面力及び接地圧 

機器・配管系への 

応答加速度 

解析モデル及び諸元の設定 

（地盤物性のばらつきを考慮） 

入力地震動の算定 

（一次元波動論による 

地震応答解析） 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定）

・コンクリート標準示方書[設計編]（土木学会，2017 年制定）

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，

2005 年）

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987（日本電気協会）

・松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日松江市規則第 234 号）
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3. 解析方法

3.1 評価対象断面 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽の評価対象断面位置図を図 3－1 に示す。構造

物の耐震設計における評価対象断面及び機器・配管系に対する応答加速度抽出断面

は，図 3－1 のＡ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面とする。 

評価対象断面図を図 3－2 及び図 3－3 に示す。 

図 3－1 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 評価対象断面位置図 

\\

￥

\\

￥
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図 3－2 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 評価対象断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

 

 

  

図 3－3 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 評価対象断面図（Ｂ－Ｂ断面）  



 

10 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2
-2
2 
R0
 

3.2 解析方法 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析

の基本方針」のうち，「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを

踏まえて実施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法解析を用

いて，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに基づき設定した水平地震動と鉛直

地震動の同時加振による逐次時間積分の時刻歴応答解析により行う。Ｂ－ディーゼル

燃料貯蔵タンク格納槽の周辺は，埋戻コンクリートが敷設され，その外側や局所的に

分布する液状化検討対象層の液状化等の影響を受けないと判断し，全応力解析とす

る。 

構造部材については，非線形はり要素を用いることとし，構造部材の非線形特性に

ついては，ファイバーモデルで考慮する。また，地盤については，地盤のひずみ依存

性を適切に考慮できるようモデル化する。 

地震応答解析については，解析コード「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。なお，解析コー

ドの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コー

ド）の概要」に示す。 

 

3.2.1 構造部材 

鉄筋コンクリート部材は，ファイバーモデルによる非線形はり要素でモデル化

する。ファイバーモデルは，はり要素の断面を層状に分割し各層に材料の非線形

特性を考慮する材料非線形モデルであり（図 3－4 参照），図 3－5 に示すコンク

リートの応力－ひずみ関係及び図 3－6 に示す鉄筋の応力－ひずみ関係を考慮す

る。 

 

図 3－4 ファイバーモデルの概念図  
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（コンクリート標準示方書[設計編]（土木学会，2017 年制定）より引用） 

図 3－5 構造部材の非線形特性（コンクリートの応力－ひずみ関係） 

 

 

（コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定）より引用） 

図 3－6 構造部材の非線形特性（鉄筋の応力－ひずみ関係） 
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3.2.2 地盤 

地盤物性のばらつきの影響を考慮するため,表 3－1 に示す解析ケースを設定す

る。 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽は，岩盤上に設置され，側面には埋戻コ

ンクリートが敷設されている。周辺には埋戻土のような動的変形特性にひずみ依

存性がある地盤が分布しておらず，主にＣＭ級及びＣＨ級岩盤が分布していること

から，これらの地盤が地震時の構造物への応答に大きく影響を与えると判断し，

岩盤の動せん断弾性係数のばらつきを考慮する。 

動せん断弾性係数の標準偏差σを用いて設定した解析ケース②及び③を実施す

ることにより，地盤物性のばらつきの影響を網羅的に考慮する。 

詳細な解析ケースの考え方は，「3.2.4 地震応答解析の解析ケースの選定」に

示す。 

表 3－1 解析ケース 

解析ケース 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断弾性係数） 

ケース①

（基本ケース） 
平均値 平均値 

ケース② 平均値 平均値＋１σ 

ケース③ 平均値 平均値－１σ 
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3.2.3 減衰定数 

構造部材の減衰定数は，粘性減衰及び履歴減衰で考慮する。 

粘性減衰は，固有値解析にて求められる固有周期と各材料の減衰比に基づき，

質量マトリックス及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の Rayleigh 減

衰を解析モデル全体に与える。固有値解析結果に基づき設定したα，βを表 3－2

に示す。 

[C]＝α[M]＋β[K] 

[C] ：減衰係数マトリックス

[M] ：質量マトリックス

[K] ：剛性マトリックス

α，β：係数 

表 3－2 Rayleigh 減衰における係数α，βの設定結果 

評価対象断面 α β 

Ａ－Ａ断面 1.197 5.501×10-4 

Ｂ－Ｂ断面 1.787 3.621×10-4 
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3.2.4 地震応答解析の解析ケースの選定 

(1) 耐震評価における解析ケース 

耐震評価においては，基準地震動Ｓｓ全波（６波）及びこれらに位相反転を考

慮した地震動（６波）を加えた全 12 波を用いて，表 3－3 に示す解析ケース①

（基本ケース）を実施する。解析ケース①において，曲げ・軸力系の破壊，せん

断破壊及び地盤の支持力照査の照査項目ごとに照査値が 0.5 を超える照査項目に

対して，最も厳しい地震動を用いて，表 3－3 に示す解析ケース②及び③を実施す

る。すべての照査項目の照査値がいずれも 0.5 以下の場合は，照査値が最も厳しくな

る地震動を用いてケース②及び③を実施する。耐震評価における解析ケースを表 3

－3 に示す。 

 

表 3－3 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

＋－＊ ○   

－－＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位

相を反転させたケースを示す。 

  

基準地震動Ｓｓ（6 波）に位相反転を考
慮した地震動（6 波）を加えた全 12 波
に対し，ケース①（基本ケース）を実施
し，曲げ・軸力系の破壊，せん断破壊及
び基礎地盤の支持力照査の各照査項目ご
とに照査値が 0.5 を超える照査項目に対
して，最も厳しい（許容限界に対する裕
度が最も小さい）地震動を用いてケース
②及び③を実施する。 
すべての照査項目の照査値がいずれも
0.5 以下の場合は，照査値が最も厳しく
なる地震動を用いてケース②及び③を実
施する。 
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(2) 機器・配管系に対する応答加速度抽出のための解析ケース 

機器・配管系に対する応答加速度抽出においては，基準地震動Ｓｓ全波（６

波）及びこれらに位相反転を考慮した地震動（６波）を加えた全 12 波を用いて表

3－4(1)に示す解析ケース①～③を行う。  

弾性設計用地震動による機器・配管系の耐震評価に適用する解析ケースについ

ては，表 3－4(2)に示す解析ケース①～③について，弾性設計用地震動Ｓｄ全波

（７波）及びこれらに位相反転を考慮した地震動（９波）を加えた全 16 波を用い

て解析を行う。 

 

表 3－4(1) 機器・配管系の応答加速度抽出のための解析ケース（基準地震動Ｓｓ） 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

＋－＊ ○ ○ ○ 

－－＊ ○ ○ ○ 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表す。 
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表 3－4(2) 機器・配管系の応答加速度抽出のための解析ケース（弾性設計用地震動Ｓｄ） 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③

基本ケース 

地盤物性のばらつ

き（＋１σ）を考

慮した解析ケース 

地盤物性のばらつ

き（－１σ）を考

慮した解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
）

Ｓｄ－Ｄ 

＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

＋－＊ ○ ○ ○ 

－－＊ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

Ｓｄ－１ 

＋＋＊ ○ ○ ○ 

－＋＊ ○ ○ ○ 

＋－＊ ○ ○ ○ 

－－＊ ○ ○ ○ 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表す。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

3.3.1 耐震評価上考慮する状態 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽の地震応答解析において，地震以外に考

慮する状態を以下に示す。 

(1) 運転時の状態

発電用原子炉施設が運転状態にあり，通常の条件下におかれている状態。ただ

し，運転時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。

(3) 設計用自然条件

積雪を考慮する。風の影響は地震力と比較して小さいため考慮しない。

(4) 重大事故等時の状態

重大事故等時の影響を受けないことから考慮しない。

3.3.2 荷重 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽の地震応答解析において，考慮する荷重

を以下に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ）

固定荷重として，躯体自重，機器・配管荷重を考慮する。

(2) 積載荷重（Ｐ）

積載荷重として，積雪荷重Ｐｓを考慮する。

(3) 積雪荷重（Ｐｓ）

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測

された観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数

0.35 を考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則に

より，積雪量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

(4) 地震荷重（Ｓｓ）

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。

(5) 地震荷重（Ｓｄ）

弾性設計用地震動Ｓｄによる荷重を考慮する。
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3.3.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－5 に示す。 

 

表 3－5 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

地震時（Ｓｄ）＊ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｄ 

注記＊：機器・配管系の耐震設計に用いる。 

 

Ｇ：固定荷重 

Ｐ：積載荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 

Ｓｄ：地震荷重（弾性設計用地震動Ｓｄ） 
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3.4 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓ及

び弾性設計用地震動Ｓｄを一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価し

たものを用いる。なお，入力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地

盤の支持性能に係る基本方針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデ

ル」を用いる。

図 3－7 に入力地震動算定の概念図を，図 3－8～図 3－41 に入力地震動の加速度時

刻歴波形及び加速度応答スペクトルを示す。入力地震動の算定には，解析コード「Ｓ

ＨＡＫＥ」及び「ｍｉｃｒｏＳＨＡＫＥ／３Ｄ」を使用する。解析コードの検証及び

妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示

す。 

図 3－7 入力地震動算定の概念図 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－16 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－17 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－18 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－19 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－20 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－21 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－22 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－23 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－24 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－25 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－26 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｆ１，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－27 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｆ１，ＮＳ方向） 

  

-1500

-750

0

750

1500

0 10 20 30 40 50 60 70 80

加
速
度

(c
m

/s
2

)

時刻 (s)

MAX  167cm/s² (8.06s)

0

500

1000

1500

2000

0.01 0.1 1 10

加
速
度

(c
m

/s
2

)

周期 (s)

h=0.05



 

40 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2
-2
2 
R0
 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－28 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｆ１，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－29 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｆ１，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－30 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｆ２，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－31 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｆ２，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－32 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｆ２，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－33 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｆ２，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－34 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－35 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－36 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｎ２，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－37 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｎ２，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－38 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｎ２，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－39 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｎ２，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－40 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－41 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－１） 
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3.5 解析モデル及び諸元 

3.5.1 解析モデル 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽の地震応答解析モデルを図 3－42 及び図 3

－43 に示す。 

(1) 解析領域 

解析領域は，側方境界及び底面境界が構造物の応答に影響しないよう，構造物

と側方境界及び底面境界との距離を十分に大きく設定する。 

(2) 境界条件 

解析領域の側方及び底面には,エネルギーの逸散効果を考慮するため，粘性境界

を設ける。 

(3) 構造物のモデル化 

鉄筋コンクリート部材は，非線形はり要素によりモデル化する。 

なお，Ｂ－Ｂ断面（地中部）における鉄筋コンクリート部材は，非線形のはり

要素及び平面応力要素でモデル化する。 

機器・配管荷重は解析モデルに付加重量として与えることで考慮する。 

(4) 地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。また，埋戻土は，地盤の非線形

性をマルチスプリング要素で考慮した平面ひずみ要素でモデル化する。  

(5) 隣接構造物のモデル化 

Ａ－Ａ断面の解析モデル範囲において隣接構造物となる原子炉建物は，埋戻土

としてモデル化する。 

(6) 埋戻コンクリートとＭＭＲのモデル化 

埋戻コンクリートとＭＭＲは，無筋コンクリートとして線形の平面ひずみ要素

でモデル化する。 

(7) ジョイント要素の設定 

地震時の「地盤と構造物」，「構造物と埋戻コンクリート」，「ＭＭＲと埋戻

コンクリート」，「地盤とＭＭＲ」及び「地盤と埋戻コンクリート」の接合面に

おける接触，剥離及びすべりを考慮するため，これらの接合面にジョイント要素

を設定する。 
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図 3－42 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 

地震応答解析モデル図（Ａ－Ａ断面） 

  

（西） （東） 
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図 3－43 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 

地震応答解析モデル図（Ｂ－Ｂ断面） 

  

（北） （南） 
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3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－6 に，材料の物性値を表 3－7 に示す。 

 

表 3－6 使用材料 

材料 仕様 

構造物 設計基準強度 24.0N/mm2 

鉄筋 SD345 

ＭＭＲ 設計基準強度 15.6N/mm2 

埋戻コンクリート 設計基準強度 18.0N/mm2 

 

 

 表 3－7 材料の物性値  

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

構造物 2.50×104 24.0＊1 

0.2 ＭＭＲ 2.08×104 
22.6＊2 

埋戻コンクリート 2.20×104 

注記＊1：鉄筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

＊2：無筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

 

 

3.5.3 地盤の物性値 

地盤については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定してい

る物性値を用いる。 
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3.5.4 地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき設定す

る。設計地下水位の一覧を表 3－8 に示す。 

 

表 3－8 設計地下水位の一覧 

施設名称 解析断面 設計地下水位（EL m） 

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク

格納槽 

Ａ－Ａ断面 
15.0 

Ｂ－Ｂ断面 
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4. 解析結果 

4.1 Ａ－Ａ断面の解析結果 

耐震評価のために用いる応答加速度として，解析ケース①（基本ケース）につい

て，すべての基準地震動Ｓｓに対する最大加速度分布図を図 4－1～図 4－12 に示す。

また，機器・配管系の応答加速度抽出のための解析ケース②及び③のすべての基準地

震動Ｓｓに対する最大加速度分布図を図 4－13 及び図 4－36 に示す。これらに加え，

解析ケース①～③のすべての弾性設計用地震動Ｓｄに対する最大加速度分布図を図 4

－37～図 4－84 に示す。 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－1 最大応答加速度分布図（1/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－2 最大応答加速度分布図（2/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 鉛直 

 

 

図 4－3 最大応答加速度分布図（3/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （－－） 鉛直 

 

 

図 4－4 最大応答加速度分布図（4/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－5 最大応答加速度分布図（5/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－6 最大応答加速度分布図（6/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－7 最大応答加速度分布図（7/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－8 最大応答加速度分布図（8/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－9 最大応答加速度分布図（9/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－10 最大応答加速度分布図（10/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－11 最大応答加速度分布図（11/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－12 最大応答加速度分布図（12/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－13 最大応答加速度分布図（13/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－14 最大応答加速度分布図（14/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 鉛直 

 

 

図 4－15 最大応答加速度分布図（15/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （－－） 鉛直 

 

 

図 4－16 最大応答加速度分布図（16/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－17 最大応答加速度分布図（17/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－18 最大応答加速度分布図（18/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－19 最大応答加速度分布図（19/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－20 最大応答加速度分布図（20/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－21 最大応答加速度分布図（21/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－22 最大応答加速度分布図（22/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－23 最大応答加速度分布図（23/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－24 最大応答加速度分布図（24/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－25 最大応答加速度分布図（25/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－26 最大応答加速度分布図（26/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 鉛直 

 

 

図 4－27 最大応答加速度分布図（27/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （－－） 鉛直 

 

 

図 4－28 最大応答加速度分布図（28/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－29 最大応答加速度分布図（29/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－30 最大応答加速度分布図（30/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－31 最大応答加速度分布図（31/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－32 最大応答加速度分布図（32/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－33 最大応答加速度分布図（33/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－34 最大応答加速度分布図（34/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－35 最大応答加速度分布図（35/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－36 最大応答加速度分布図（36/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－37 最大応答加速度分布図（37/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－38 最大応答加速度分布図（38/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （＋－） 鉛直 

 

 

図 4－39 最大応答加速度分布図（39/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （－－） 鉛直 

 

 

図 4－40 最大応答加速度分布図（40/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ１ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ１ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－41 最大応答加速度分布図（41/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－42 最大応答加速度分布図（42/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－43 最大応答加速度分布図（43/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－44 最大応答加速度分布図（44/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－45 最大応答加速度分布図（45/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－46 最大応答加速度分布図（46/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－47 最大応答加速度分布図（47/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－48 最大応答加速度分布図（48/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－49 最大応答加速度分布図（49/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－１ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－50 最大応答加速度分布図（50/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－１ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （＋－） 鉛直 

 

 

図 4－51 最大応答加速度分布図（51/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－１ （－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （－－） 鉛直 

 

 

図 4－52 最大応答加速度分布図（52/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－53 最大応答加速度分布図（53/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－54 最大応答加速度分布図（54/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （＋－） 鉛直 

 

 

図 4－55 最大応答加速度分布図（55/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （－－） 鉛直 

 

 

図 4－56 最大応答加速度分布図（56/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ１ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ１ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－57 最大応答加速度分布図（57/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－58 最大応答加速度分布図（58/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－59 最大応答加速度分布図（59/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１ （－＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－60 最大応答加速度分布図（60/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－61 最大応答加速度分布図（61/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－62 最大応答加速度分布図（62/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－63 最大応答加速度分布図（63/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－64 最大応答加速度分布図（64/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－65 最大応答加速度分布図（65/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－１ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－66 最大応答加速度分布図（66/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－１ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （＋－） 鉛直 

 

 

図 4－67 最大応答加速度分布図（67/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－１ （－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （－－） 鉛直 

 

図 4－68 最大応答加速度分布図（68/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－69 最大応答加速度分布図（69/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－70 最大応答加速度分布図（70/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （＋－） 鉛直 

 

 

図 4－71 最大応答加速度分布図（71/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （－－） 鉛直 

 

 

図 4－72 最大応答加速度分布図（72/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ１ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ１ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－73 最大応答加速度分布図（73/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－74 最大応答加速度分布図（74/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－75 最大応答加速度分布図（75/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－76 最大応答加速度分布図（76/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－77 最大応答加速度分布図（77/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－78 最大応答加速度分布図（78/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－79 最大応答加速度分布図（79/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－80 最大応答加速度分布図（80/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－81 最大応答加速度分布図（81/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－１ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （－＋） 鉛直 

 

 

 

図 4－82 最大応答加速度分布図（82/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－１ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （＋－） 鉛直 

 

 

図 4－83 最大応答加速度分布図（83/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－１ （－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （－－） 鉛直 

 

 

 

図 4－84 最大応答加速度分布図（84/84）（解析ケース③） 
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4.2 Ｂ－Ｂ断面の解析結果 

耐震評価のために用いる応答加速度として，解析ケース①（基本ケース）につい

て，すべての基準地震動Ｓｓに対する最大加速度分布図を図 4－85～図 4－96 に示

す。また，機器・配管系の応答加速度抽出のための解析ケース②及び③のすべての基

準地震動Ｓｓに対する最大加速度分布図を図 4－97～図 4－120 に示す。これらに加

え，解析ケース①～③のすべての弾性設計用地震動Ｓｄに対する最大加速度分布図を

図 4－121～図 4－168 に示す。 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－85 最大応答加速度分布図（1/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－86 最大応答加速度分布図（2/84）（解析ケース①） 

  



 

147 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2
-2
2 
R0
 

 

(a) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 鉛直 

 

 

図 4－87 最大応答加速度分布図（3/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （－－） 鉛直 

 

 

図 4－88 最大応答加速度分布図（4/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－89 最大応答加速度分布図（5/84）（解析ケース①） 

  



 

150 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2
-2
2 
R0
 

 

(a) Ｓｓ－Ｆ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－90 最大応答加速度分布図（6/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－91 最大応答加速度分布図（7/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－92 最大応答加速度分布図（8/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－93 最大応答加速度分布図（9/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－94 最大応答加速度分布図（10/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－95 最大応答加速度分布図（11/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－96 最大応答加速度分布図（12/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－97 最大応答加速度分布図（13/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－98 最大応答加速度分布図（14/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 鉛直 

 

 

図 4－99 最大応答加速度分布図（15/84）（解析ケース②） 

  



 

160 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2
-2
2 
R0
 

 

(a) Ｓｓ－Ｄ （－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （－－） 鉛直 

 

 

図 4－100 最大応答加速度分布図（16/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－101 最大応答加速度分布図（17/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－102 最大応答加速度分布図（18/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－103 最大応答加速度分布図（19/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－104 最大応答加速度分布図（20/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－105 最大応答加速度分布図（21/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－106 最大応答加速度分布図（22/84）（解析ケース②） 

  



 

167 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2
-2
2 
R0
 

 

 

(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－107 最大応答加速度分布図（23/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－108 最大応答加速度分布図（24/84）（解析ケース３） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－109 最大応答加速度分布図（25/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－110 最大応答加速度分布図（26/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋－） 鉛直 

 

 

図 4－111 最大応答加速度分布図（27/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ （－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （－－） 鉛直 

 

 

図 4－112 最大応答加速度分布図（28/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－113 最大応答加速度分布図（29/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－114 最大応答加速度分布図（30/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－115 最大応答加速度分布図（31/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－116 最大応答加速度分布図（32/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－117 最大応答加速度分布図（33/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－118 最大応答加速度分布図（34/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－119 最大応答加速度分布図（35/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－120 最大応答加速度分布図（36/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－121 最大応答加速度分布図（37/84）（解析ケース①） 

  



 

182 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2
-2
2 
R0
 

 

(a) Ｓｄ－Ｄ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－122 最大応答加速度分布図（38/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （＋－） 鉛直 

 

 

図 4－123 最大応答加速度分布図（39/84）（解析ケース①） 

  



 

184 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2
-2
2 
R0
 

 

(a) Ｓｄ－Ｄ （－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （－－） 鉛直 

 

 

図 4－124 最大応答加速度分布図（40/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ１ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ１ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－125 最大応答加速度分布図（41/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－126 最大応答加速度分布図（42/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－127 最大応答加速度分布図（43/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－128 最大応答加速度分布図（44/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－129 最大応答加速度分布図（45/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－130 最大応答加速度分布図（46/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－131 最大応答加速度分布図（47/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－132 最大応答加速度分布図（48/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－133 最大応答加速度分布図（49/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－１ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－134 最大応答加速度分布図（50/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－１ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （＋－） 鉛直 

 

 

図 4－135 最大応答加速度分布図（51/84）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｄ－１ （－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （－－） 鉛直 

 

 

図 4－136 最大応答加速度分布図（52/84）（解析ケース①） 

  



 

197 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2
-2
2 
R0
 

 

(a) Ｓｄ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－137 最大応答加速度分布図（53/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－138 最大応答加速度分布図（54/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （＋－） 鉛直 

 

 

図 4－139 最大応答加速度分布図（55/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （－－） 鉛直 

 

 

図 4－140 最大応答加速度分布図（56/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ１ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ１ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－141 最大応答加速度分布図（57/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－142 最大応答加速度分布図（58/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－143 最大応答加速度分布図（59/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－144 最大応答加速度分布図（60/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－145 最大応答加速度分布図（61/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－146 最大応答加速度分布図（62/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－147 最大応答加速度分布図（63/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－148 最大応答加速度分布図（64/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－149 最大応答加速度分布図（65/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－１ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－150 最大応答加速度分布図（66/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－１ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （＋－） 鉛直 

 

 

 

図 4－151 最大応答加速度分布図（67/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－１ （－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （－－） 鉛直 

 

 

図 4－152 最大応答加速度分布図（68/84）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－153 最大応答加速度分布図（69/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－154 最大応答加速度分布図（70/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （＋－） 鉛直 

 

 

図 4－155 最大応答加速度分布図（71/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｄ （－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｄ （－－） 鉛直 

 

 

図 4－156 最大応答加速度分布図（72/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ１ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ１ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－157 最大応答加速度分布図（73/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｆ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｆ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－158 最大応答加速度分布図（74/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－159 最大応答加速度分布図（75/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ１ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ１ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－160 最大応答加速度分布図（76/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－161 最大応答加速度分布図（77/84）（解析ケース③） 

  



 

222 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2
-2
2 
R0
 

 

(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＮＳ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－162 最大応答加速度分布図（78/84）（解析ケース③） 

  



 

223 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2
-2
2 
R0
 

 

(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－163 最大応答加速度分布図（79/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－Ｎ２ （ＥＷ） （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－164 最大応答加速度分布図（80/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－１ （＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－165 最大応答加速度分布図（81/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－１ （－＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （－＋） 鉛直 

 

 

図 4－166 最大応答加速度分布図（82/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－１ （＋－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （＋－） 鉛直 

 

 

図 4－167 最大応答加速度分布図（83/84）（解析ケース③） 
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(a) Ｓｄ－１ （－－） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｄ－１ （－－） 鉛直 

 

 

図 4－168 最大応答加速度分布図（84/84）（解析ケース③） 
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Ⅵ-2-2-28 取水管の耐震性についての計算書 
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1. 概要

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持

の設計方針に基づき，取水管が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度及び通水機能を

有していることを確認するものである。 

取水管に要求される機能の維持を確認するにあたっては，地震応答解析及び応力解析

に基づく構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価により行う。 
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2. 基本方針

2.1 位置 

取水管の位置図を図 2－1 に示す。 

図 2－1 取水管 位置図 
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2.2 構造概要 

取水管の平面図を図 2－2 に，縦断面図を図 2－3 及び図 2－4 に，断面図を図 2－5 及

び図 2－6 に示す。 

取水管は，延長約 140m，内径 φ4.3m，厚さ 17mm 及び 23mm の鋼製管 2 条で構成され

る。 

取水管は，取水口から敷地護岸法先までの砕石埋戻し区間と敷地護岸法先から取水槽

取付部までのコンクリ－ト巻き立て区間に大別される。 

砕石埋戻し区間は，基盤となる岩盤を掘削し設置され，周辺を砕石で埋め戻されてい

る。また，砕石上には被覆コンクリ－ト（厚さ 1.0m）を打設している。コンクリ－ト巻

き立て区間は，基盤となる岩盤を掘削し設置され，コンクリ－トで巻き立てている。ま

た，取水管には，海水による腐食防止のため，電気防食が施されている。 

図 2－2 取水管 平面図 

（単位:mm） 
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図 2－3 取水管Ⅰ 縦断面図（A-A 断面） 

図 2－4 取水管Ⅱ 縦断面図（B-B 断面） 

図 2－5 取水管 断面図（砕石埋戻し区間） 
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図 2－6 取水管 断面図（コンクリート巻き立て区間） 
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2.3 評価方針 

取水管は，設計基準対象施設においては，非常用取水設備として屋外重要土木構造物

に，重大事故等対処施設においては，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事

故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。 

取水管の耐震評価フロ－を図 2－7 に，地震応答解析及び応力解析の詳細フローを図

2－8 に示す。 

取水管は，設計基準対象施設及び重大事故等対処施設として，表 2－1 に示すとおり，

構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を行う。構造部材の健全性評価及び

基礎地盤の支持性能評価を実施することで，構造強度を有することを確認し，これによ

り屋外重要土木構造物，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備及

び常設重大事故緩和設備の機能を維持することができる。 

構造部材の健全性評価については，地震応答解析及び応力解析に基づく発生応力が，

許容限界以下であることを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価については，基礎地盤に発生する接地圧が許容限界以下であ

ることを確認する。 
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図 2－7 取水管 耐震評価フロー 

評価方針 

評価開始 

評価対象断面の設定 

解析方法の設定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

解析モデル及び諸元の設定 

（地盤物性のばらつきを考慮） 

常時応力解析 

地震時応答解析 

応力解析 

許容限界の設定 

基準地震動 Ss 

入力地震動の算定 

評価終了 

図 2－8 

基礎地盤の支持性能評価 構造部材の健全性評価 

入力地震動 
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図 2－8 取水管の地震応答解析及び応力解析フロ－ 

（ 管 軸 方 向 の 応 力 解 析 ）
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表 2－1 取水管の評価項目 

評価方針 評価項目 部 位 評価方法 許容限界 

構造強度を有す

ること 

構造部材の 

健全性 
鋼製管 

発生する応力が

許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する接地圧が

許容限界以下であ

ることを確認 

極限支持力度＊ 

通水機能を有する

こと 

構造部材の 

健全性 
鋼製管 

発生する応力が

許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601－1987（日本電気協会，1987）

・コンクリ－ト標準示方書（土木学会，2002）

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（日本建築学会，2005 改定）

・水道用埋設鋼管路耐震設計基準 WSP 029－2006（日本水道鋼管協会，2006.2.2）

・水道用埋設鋼管路耐震設計基準 WSP 030－99（日本水道鋼管協会，1999 年）

・道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編（日本道路協会，平成 29 年）
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3. 管周方向の地震応答解析

3.1 評価対象断面 

取水管管周方向の評価対象断面位置図を図 3－1 に示す。耐震設計における評価対象断面は，

砕石埋戻し区間とし，評価対象断面図を図 3－2に示す。 

図 3－1 取水管 評価対象断面位置図 

図 3－2 取水管 評価対象断面図 
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3.2 解析方法 

取水管の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち，「2.3 屋外重要土

木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法解析を用いて，基

準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による直接積分法による時

刻歴応答解析により行う。取水管は，周辺を砕石で囲まれていることから，解析手法は全応力

解析とする。 

地震応答解析については，解析コ－ド「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。なお，解析コ－ドの検証

及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ－ド）の概要」に示す。 

3.2.1 構造部材 

取水管は，はり要素でモデル化する。 
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3.2.2 地盤 

地盤及び砕石は，線形平面ひずみ要素でモデル化する。また，地盤物性のばらつきの影

響を考慮するため,動せん断弾性係数の標準偏差σを用いて設定した解析ケース②及び③

を実施する。地盤剛性のばらつきを考慮した解析ケースを表 3－1に示す。 

詳細な解析ケ－スの考え方は，「3.2.4 地震応答解析の解析ケ－スの選定」に示す。 

表 3－1 解析ケ－ス 

解析ケ－ス 

地盤物性 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断弾性係数） 

ケ－ス①

（基本ケ－ス） 
平均値 

ケ－ス② 平均値＋１σ 

ケ－ス③ 平均値－１σ 
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3.2.3 減衰定数 

構造部材の減衰定数は，粘性減衰で考慮する。 

粘性減衰は，固有値解析にて求められる固有周期と各材料の減衰比に基づき，質量マト

リックス及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の Rayleigh 減衰を解析モデル

全体に与える。固有値解析結果に基づき設定したα，βを表 3－2に示す。 

[C]＝α[M]＋β[K] 

[C] ：減衰係数マトリックス

[M] ：質量マトリックス

[K] ：剛性マトリックス

α，β：係数 

表 3－2 Rayleigh 減衰における係数α，βの設定結果 

α β 

1.598 1.536×10－4 
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3.2.4 地震応答解析の解析ケースの選定 

耐震評価における解析ケ－スを表 3－3に示す。耐震評価においては，すべての基準地震

動Ｓｓに対し，解析ケ－ス①（基本ケ－ス）を実施する。解析ケ－ス①において，取水管

の管周方向における発生応力，また取水管の管軸方向における発生ひずみを算定するため

の地盤ひずみを算定する。その中で，取水管の管周方向の発生応力及び管軸方向における

発生応力を算定するための地盤ひずみが最も大きくなる地震動を用いて，表 3－1 に示す

解析ケ－ス②及び③を実施する。 

表 3－3 耐震計価における解析ケ－ス 

解析ケ－ス 

ケ－ス① ケ－ス② ケ－ス③

基本ケ－ス 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮した

解析ケ－ス 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮した

解析ケ－ス 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

＋－＊ ○   

－－＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ －＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位相を反

転させたケースを示す。 

基準地震動Ｓｓ（6波）に位相反転を考慮
した地震動（6波）を加えた全 12 波に対
し，ケ－ス①（基本ケ－ス）を実施し，解
析ケ－ス①において，取水管の管周方向
における発生応力，また取水管の管軸方
向における発生応力を算定するための地
盤ひずみを算定する。その中で，取水管
の管周方向の発生応力及び管軸方向にお
ける発生応力を算定するための地盤ひず
みが最も大きくなる地震動を用いて，表
3－1に示す解析ケ－ス②及び③を実施す
る。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.3.1 耐震評価上考慮する状態 

取水管の地震応答解析において，地震以外に考慮する状態を以下に示す。 

(1) 運転時の状態 

発電用原子炉施設が運転状態にあり，通常の条件下におかれている状態。ただし，運転

時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態 

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

(3) 設計用自然条件 

海中に設置された構造物であることから積雪及び風荷重は考慮しない。 

(4) 重大事故時の状態 

重大事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

 

 

3.3.2 荷重 

取水管の地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重を考慮する。 

(2) 積載荷重（Ｐ） 

積載荷重として，土圧及び取水管の内圧による荷重を考慮する。 

(3) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 

 

3.3.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－4に示す。 

 

表 3－4 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

Ｇ：固定荷重 

Ｐ：積載荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 
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3.4 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構造物」に

示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを一次元波

動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入力地震動の設定に

用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」のうち「7.1 入力地震

動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 3－3 に入力地震動算定の概念図を，図 3－4～図 3－14 に入力地震動の加速度時刻歴波形

及び加速度応答スペクトルを示す。入力地震動の算定には，解析コ－ド「ＳＨＡＫＥ」及び「ｍ

ｉｃｒｏＳＨＡＫＥ／３Ｄ」を使用する。解析コ－ドの検証及び妥当性確認の概要については，

Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ－ド）の概要」に示す。 
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図 3－3 入力地震動算定の概念図 

（ＴＤＡＰⅢ ） 

地下構造モデル 構造物位置地盤モデル 
地震応答解析モデル 

（取水管） 

EL -10m 

EL -215m 

EL -12m 

EL -100m 

EL -215m 

EL -12m 

EL -100m 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－4 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｄ，水平方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｄ，鉛直方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｆ１，水平方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｆ１，鉛直方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｆ２，水平方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｆ２，鉛直方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｎ１，水平方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｎ１，鉛直方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ），水平方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ），水平方向） 

MAX 576cm/s² (25.88s)

-1500

-750

0

750

1500

0 10 20 30 40 50 60

加
速
度
（

cm
/s

2
）

時刻（s）

h=0.05

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0.01 0.1 1 10

加
速
度
（

cm
/s

2
）

周期（s）Ss-N2-EW 水平



29 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2
-2
8 
R0
 

(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ），鉛直方向） 
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3.5 解析モデル及び諸元 

3.5.1 解析モデル 

取水管の地震応答解析モデルを図 3－15 に示す。 

(1) 解析領域

解析領域は，側方境界及び底面境界が構造物の応答に影響しないよう，構造物と側方境

界及び底面境界との距離を十分に大きく設定する。 

(2) 境界条件

解析領域の側方及び底面には,エネルギ－の逸散効果を考慮するため，粘性境界を設け

る。 

(3) 構造物のモデル化

取水管は，はり要素でモデル化する。

(4) 地盤のモデル化

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。また，砕石は，地盤の非線形性を考慮し

た平面ひずみ要素でモデル化する。 

(5) ジョイント要素の設定

地震時の「地盤と構造物」の接合面における接触，剥離及びすべりを考慮するため，こ

れらの接合面にジョイント要素を設定する。 
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（取水管まわり拡大） 

図 3－15 取水管 地震応答解析モデル図 
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3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－4に，材料の物性値を表 3－5に示す。 

表 3－4 使用材料 

材料 仕様 

鋼製管 SS400 

表 3－5 材料の物性値 

材料 項目 材料諸元 

鋼製管 

単位体積重量 

(kN/m3) 
77.0 

ヤング係数

(N/mm2)
2.00×105 

ポアソン比 0.3 

3.5.3 地盤及び砕石の物性値 

地盤及び砕石については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定してい

る物性値を用いる。 
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3.6 地震応答解析結果 

耐震評価のために用いる応力分布として，解析ケース①（基本ケース）について，すべての

基準地震動Ｓｓに対する応力分布図を図 3－16～図 3－27 に示す。また，解析ケース①におい

て，応答ひずみが最大となる地震動に対しての解析ケース②及び③の応力分布図を図 3－28 及

び図 3－29 に示す。なお，本図は，取水管に発生する曲げ応力及びせん断応力が最大となる時

刻における応力分布を示している。 
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注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。 

図 3－16 取水管管周方向の応力分布図（1/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｄ（＋＋）） 

（曲げ応力分布、t=23.66s）
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注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。 

 

図 3－17 取水管管周方向の応力分布図（2/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｄ（－＋）） 

  

（曲げ応力分布、t=23.66s）
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注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。 

図 3－18 取水管管周方向の応力分布図（3/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｄ（＋－）） 

（曲げ応力分布、t=23.66s）
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注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。 

図 3－19 取水管管周方向の応力分布図（4/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｄ（－－）） 

（曲げ応力分布、t=23.66s）
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注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。 

 

図 3－20 取水管管周方向の応力分布図（5/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｆ１（－＋）） 

（曲げ応力分布、t=8.67s）
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注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。 

 

図 3－21 取水管管周方向の応力分布図（6/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｆ２（－＋）） 

（曲げ応力分布、t=15.84s）
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注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。 

 

図 3－22 取水管管周方向の応力分布図（7/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｎ１（＋＋）） 
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注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。 

図 3－23 取水管管周方向の応力分布図（8/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｎ１（－＋）） 

（曲げ応力分布、t=7.60s）
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注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。 

 

図 3－24 取水管管周方向の応力分布図（9/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｎ２（ＮＳ）（＋＋）） 

  

（曲げ応力分布、t=25.68s）
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注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。 

図 3－25 取水管管周方向の応力分布図（10/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｎ２（ＮＳ）（－＋）） 

（曲げ応力分布、t=25.68s）
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注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。 

図 3－26 取水管管周方向の応力分布図（11/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｎ２（ＥＷ）（＋＋）） 

（曲げ応力分布、t=24.84s）
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注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。 

 

図 3－27 取水管管周方向の応力分布図（12/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ―Ｎ２（ＥＷ）（－＋）） 

 

 

 

 

 

（曲げ応力分布、t=24.84s）
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注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。 

 

図 3－28 取水管管周方向の応力分布図（13/14） 

（解析ケース②，Ｓｓ―Ｆ２（－＋）） 

（曲げ応力分布、t=15.87s）
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注：横軸の角度θは，管頂から反時計回りの位置を示す。 

 

図 3－29 取水管管周方向の応力分布図（14/14） 

（解析ケース③，Ｓｓ―Ｆ２（－＋）） 
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4. 管軸方向の地震応答解析 

4.1 評価対象箇所 

評価対象箇所は，砕石埋戻し区間とする。本地震応答解析にて求まる砕石のひずみを考慮し

た応力解析を，「5．管軸方向の応力解析」にて実施する。 

 

4.2 解析方法 

取水管の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち，「2.3 屋外重要土

木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実施する。 

地震応答解析は，取水管砕石埋戻し区間が設置される箇所周辺の岩盤形状を考慮し，２次元

動的有限要素法を用いた周波数応答解析に基づき行う。 

地震応答解析については，解析コ－ド「ＳｕｐｅｒＦＬＵＳＨ／２Ｄ」を使用する。なお，

解析コ－ドの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ－ド）

の概要」に示す。 

 

4.2.1 地盤 

取水管周辺の砕石については，動せん断弾性係数及び減衰定数の非線形特性を考慮する。

岩盤は線形材料とする。 

 

4.2.2 減衰定数 

地盤の減衰定数は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している値を

用いる。 

 

4.3 入力地震動 

入力地震動は，「3.4 入力地震動」で示した水平方向の地震動を用いる。 
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4.4 解析モデル及び諸元 

4.4.1 解析モデル 

取水管管軸方向の地震応答解析モデルを図 4－1に示す。取水管管軸方向については，軸

直方向及び管軸方向の地盤ひずみを評価するため，解析モデルの面内方向（軸直方向）及

び面外方向（管軸方向）について地震応答解析を行う。 

(1) 解析領域 

解析領域は，側面境界及び底面境界が，砕石の応答に影響しないよう，砕石と側面境界

及び底面境界との距離を十分に広く設定する。 

(2) 境界条件 

エネルギ－の逸散効果を評価するため，解析領域の側面にはエネルギ－伝達境界を，底

面には粘性境界を設ける。 

(3) 地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。また，砕石は，地盤の非線形性を考慮し

た平面ひずみ要素でモデル化する。 
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（モデル全体） 

 

 

（砕石部拡大） 

 

図 4－1 取水管管軸方向の地震応答解析モデル 
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4.4.2 地盤及び砕石の物性値 

地盤及び砕石については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定

している物性値を用いる。 
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4.5 地震応答解析結果 

耐震評価のために用いる砕石の水平方向の最大応答変位分布図として，解析ケース①

（基本ケース）について，すべての基準地震動Ｓｓに対する最大応答変位分布図を図 4

－2 及び図 4－3 に示す。また，解析ケース①において，応答ひずみが最大となる地震動

に対しての解析ケース②及び③の最大応答変位分布図を図 4－4 及び図 4－5 に示す。 

また，水平地盤変位及び地震動の波長から求まる地盤ひずみについて，解析ケース①

を表 4－1 に，解析ケース②，③を表 4－2 に示す。  
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注：横軸は，砕石下端を基準とした相対変位を示す。 

図 4－2 砕石の最大応答変位分布図（面内加振）（1/4）（解析ケース①） 

 

 

注：横軸は，砕石下端を基準とした相対変位を示す。 

図 4－3 砕石の最大応答変位分布図（面外加振）（2/4）（解析ケース①） 
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注：横軸は，砕石下端を基準とした相対変位を示す。 

図 4－4 砕石の最大応答変位分布図（面内加振）（3/4）（解析ケース②，③） 

注：横軸は，砕石下端を基準とした相対変位を示す。 

図 4－5 砕石の最大応答変位分布図（面外加振）（4/4）（解析ケース②，③） 
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表 4－1 地盤の最大ひずみ（1/2）（解析ケース①） 

 

解析 

ケース 
地震動 

面内加振 面外加振 

最大変位 

Ｕ０
＊ 

（㎜） 

波長 

Ｌ 

（m） 

最大地盤 

ひずみ 

（％） 

最大変位 

Ｕ０
＊ 

（㎜） 

波長 

Ｌ 

（m） 

最大地盤 

ひずみ 

（％） 

 

 

ケース① 

Ｓｓ－Ｄ 3.30 8.0 0.259 4.35 9.4 0.291 

Ｓｓ－Ｆ１ 2.37 7.8 0.191 3.20 9.0 0.223 

Ｓｓ－Ｆ２ 3.16 8.0 0.248 4.28 9.4 0.286 

Ｓｓ－Ｎ１ 1.51 7.6 0.125 1.93 8.6 0.141 

Ｓｓ－Ｎ２(ＮＳ） 1.65 7.6 0.136 2.14 8.7 0.155 

Ｓｓ－Ｎ２(ＥＷ） 2.12 7.7 0.173 2.90 9.0 0.202 

 注記＊：最大水平変位Ｕ０は，取水管中心座標高位置における変位 

 

表 4－2 地盤の最大ひずみ（2/2）（解析ケース②，③） 

 

解析 

ケース 
地震動 

面内加振 面外加振 

最大変位 

Ｕ０
＊ 

（㎜） 

波長 

Ｌ 

（m） 

最大地盤 

ひずみ 

（％） 

最大変位 

Ｕ０
＊ 

（㎜） 

波長 

Ｌ 

（m） 

最大地盤 

ひずみ 

（％） 

ケース② Ｓｓ－Ｄ 3.94 9.1 0.272 4.38 10.4 0.265 

ケース③ Ｓｓ－Ｄ 2.61 4.9 0.335 4.30 9.0 0.300 

注記＊：最大水平変位Ｕ０は，取水管中心座標高位置における変位 
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5. 管軸方向の応力解析 

取水管管軸方向の応力解析は，「4. 管軸方向の地震応答解析」より，取水管の耐震性

に最も影響を及ぼす地震動を対象に実施するものとし，地震応答解析結果を基に算出した

地盤ひずみが最大となる解析ケース③（Ｓｓ－Ｄ）を対象とする。 

 

5.1 評価対象箇所 

評価対象箇所は，延長が長く，管軸方向の応力が大きくなる取水管Ⅱとする。 

 

  



 

57 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2
-2
8 
R0
 

5.2 解析方法 

管軸方向の応力については，砕石に生じる地盤ひずみを考慮し，管軸方向の曲げ応力

及び軸力を組み合わせる。 

管軸方向の応力解析の概念図を図 5－1 に示す。 

管軸方向の応力解析は，解析ケース③（Ｓｓ－Ｄ）による砕石の最大水平変位振幅，

地震波の波長及び地震波の入射角を考慮する。 

応力解析には，解析コ－ド「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用する。解析コ－ドの検証及

び妥当性の確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ－ド）の概要」

に示す。 

 

 

図 5－1 管軸方向の応力解析の概念図 

  

x 

x' 

入射角 θ 

取水管（平面図）  

 

 ：水平変位（m）  

 ：管軸位置の地盤の水平方向最大応答変位（m）（応答解析の結果より）  

 ：地震動の波長（m）  

 ：地震動に沿った距離（m）  

 ：地震動の位相（°）  

 ：入射角（°）  
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5.2.1 地震動の入射角 

地震動の入射角は，管軸方向の曲げ応力が最大となる 0°及び軸応力が最大とな

る 45°を考慮する。 

5.2.2 地盤変位 

取水管位置における地盤の応答変位は，｢4. 管軸方向の地震応答解析｣にて求め

た最大水平変位を基に以下の式で求める。 














 


＋x

L
UxU h

2
sin)( 0

ここで， 

U h ：最大水平変位(m) 

U 0 ：地震応答解析における最大水平変位(m) 

L ：地震動の波長(m)  

x ：地震動に沿った距離(m) 

 ：地震動の位相(°)で 15°ピッチで与える

入射角 0°の場合の最大水平変位Ｕ0 は，２次元有限要素法解析における面内加

振のものを用い，入射角 45°の場合の最大水平変位Ｕ0 は，面内加振と面外加振の

最大水平変位を合成したものを用いる。 

5.2.3 管軸方向応力の合成 

管軸方向合成応力は，管軸方向の曲げ応力及び軸応力から，以下の式で求める。 

    2

0

2

45123
 

,B

 

,AL   .  

ここで， 

 L ：管軸方向合成応力

 A,45：入射角 45°の場合の管軸方向応力（軸応力）

 B,0：入射角 0°の場合の管軸方向応力（曲げ応力）
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5.3 解析モデル及び諸元 

5.3.1 解析モデル 

図 5－2 に，管軸方向の応力解析モデルを示す。 

取水管は，線形のはり要素でモデル化し，軸方向と軸直方向に地盤ばねを設ける。 

モデル端部については，取水管が取水口及び巻き立てコンクリートにて拘束され

ることから，固定端とし，伸縮継手が設置される箇所は，自由端とする。 

地盤ばねは，岩盤の掘削形状を考慮した２次元有限要素法解析モデル及び３次元

有限要素法モデルにおいて，強制変位を与えた場合の地盤反力から求める。 

表 5－1 に，設定した地盤ばね定数を示す。 

図 5－2 管軸方向の応力解析モデル 

表 5－1 地盤ばね定数 

地震動  
地盤ばね定数(kN/m2) 

管軸直方向  管軸方向  

Ｓｓ－Ｄ  766.3 237.0 

5.3.2 仕様材料及び材料定数 

使用材料は，「3.5.2 使用材料及び材料定数」に示したものと同様とする。 

敷地方向 

取水口方向 



 

60 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2
-2
8 
R0
 

5.4 応力解析結果 

管軸方向の応力解析結果を図 5－3 に示す。 

本図は，地震動の位相を 15°ピッチで与えた結果のうち，各要素に生じた最大応力を

示している。 

 

 

（0°入射と 45°入射の軸方向応力の合成） 

注記＊：横軸は，取水口との接続部からの軸方向距離を示す。 

図 5－3 管軸方向の応力解析結果（解析ケース③，Ｓｓ－Ｄ） 
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6. 耐震評価

6.1 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

6.1.1 構造部材の健全性に対する許容限界 

構造部材となる鋼製管の曲げ及びせん断破壊に対する許容限界は，「鋼構造設計

基準-許容応力度法-（日本建築学会，2005）」に基づき，許容限界とする。 

鋼製管の許容限界を表 6－1 に示す。 

表 6－1 鋼製管の許容限界 

鋼材の種類 項 目 
短期許容応力度 

（N/mm2） 

SS400 
曲げ 235 

せん断 135 

6.1.2 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，岩盤及び砕石の極限支持力とする。 

基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 6－2 に示す。 

表 6－2 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

基礎地盤 
極限支持力度 

（N/mm2） 

ＣＭ級岩盤 9.8 

砕石 0.57 
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6.2 評価方法 

6.2.1 取水管の曲げ及びせん断評価 

取水管は，「3. 管周方向の地震応答解析」に基づく管周方向曲げ応力と「5. 管

軸方向の応力解析」に基づく管軸方向合成応力及びせん断応力を組み合わせた合成

応力が，「6.1 許容限界」で設定した許容限界以下であることを確認する。また，

「3. 管周方向の地震応答解析」に基づくせん断応力が，「6.1 許容限界」で設定

した許容限界以下であることを確認する。 

合成応力は，管周方向の曲げ応力及び管軸方向の応力から，以下の式で求める。 

23
22

SCLCL  

ここで， 

σ：合成応力(N/mm2) 

σL：管軸方向合成応力(N/mm2) 

σC：管軸方向合成応力(N/mm2) 

τS：管軸方向せん断応力(N/mm2) 

6.2.2 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価は，「3. 管周方向の地震応答解析」に基づく基礎岩盤

及び砕石に生じる最大接地圧が，「6.1 許容限界」で設定した許容限界を以下であ

ることを確認する。 
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7. 耐震評価結果 

7.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

7.1.1 管周方向の評価結果 

管周方向の曲げ及びせん断評価の最大照査値を表 7－1 及び表 7－2 に示す。 

取水管の曲げ応力度及びせん断応力度が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 7－1 管周方向の曲げ評価結果 

解析 

ケース 
地震動 

曲げ応力度 

σ（N/mm2） 

許容曲げ応力度 

σａ（N/mm2） 

照査値 

σ／σａ 

ケース③ 
Ｓｓ－Ｆ２ 

（－＋） 
27.6 235 0.12 

    

 

表 7－2 管周方向のせん断評価結果 

解析 

ケース 
地震動 

せん断応力度 

τ（N/mm2） 

許容せん断応力度 

τａ（N/mm2） 

照査値 

τ／τａ 

ケース③ 
Ｓｓ－Ｆ２ 

（－＋） 
0.2 135 0.01 
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7.1.2 合成応力による評価結果 

合成応力による評価結果の最大照査値を表 7－3 に示す。 

取水管に発生する合成応力は，許容限界以下であることを確認した。 

 

表 7－3 取水管の合成応力による評価結果 

管周方向 

解析 

ケース 
地震動 

曲げ応力 

σ c（N/mm2） 
合成応力 

σ（N/mm2） 

許容応力度 

σａ（N/mm2） 

照査値＊ 

σ／σａ 
ケース

③ 

Ｓｓ－Ｆ２ 

（－＋） 
27.6 

管軸方向 

解析 

ケース 
地震動 

合成応力 

σ L（N/mm2） 

せん断応力 

τ s（N/mm2） 

87.8 235 0.38 

ケース

③ 
Ｓｓ－Ｄ 44.3 35.4 

注記＊：照査値として採用するのは管周方向と管軸方向の最も厳しい地震動同士の合成 

応力とする。 
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7.2 基礎地盤の支持性能評価結果 

基礎地盤の支持性能評価の照査結果を表 7－4 及び表 7－5 に示す。 

取水管の基礎地盤に作用する最大接地圧は，極限支持力以下であることを確認した。 

表 7－4 基礎地盤の支持性能評価結果（岩盤） 

解析 

ケース
地震動 

最大接地圧 

Ｒd（N/mm2） 

極限支持力 

Ｒu（N/mm2） 

照査値 

Ｒd／Ｒu 

ケース①
Ｓｓ－Ｄ 

（－－） 
0.2 9.8 0.03 

表 7－5 基礎地盤の支持性能評価結果（砕石） 

解析 

ケース
地震動 

最大接地圧 

Ｒd（N/mm2） 

極限支持力 

Ｒu（N/mm2） 

照査値 

Ｒd／Ｒu 

ケース③
Ｓｓ－Ｆ２ 

（－＋） 
0.2 0.56 0.30 
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Ⅵ-2-2-29 取水口の耐震性についての計算書 
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1. 概要

本資料は,Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の

設計方針に基づき,取水口が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度及び通水機能を有し

ていることを確認するものである。 

取水口に要求される機能の維持を確認するにあたっては，地震応答解析に基づく構造部

材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価により行う。



2 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
2-
29
 R
0 

2. 基本方針

2.1 位置 

取水口の位置図を図 2－1 に示す。 

図 2－1 取水口 位置図 
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2.2 構造概要 

取水口の平面図を図 2－2 及び図 2－3 に，断面図を図 2－4 に，鳥瞰図を図 2－5 に示す。 

取水口は，直径 18.6m，高さ 13.0m の円筒状の鋼製構造物である。 

図 2－2 取水口 平面図（全体平面図） 

Ａ

Ａ

取水口Ⅱ 

取水口Ⅰ 
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図 2－3 取水口 平面図（詳細図） 

図 2－4 取水口 断面図（Ａ－Ａ断面） 

（単位:mm） 
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（取水口上方から望む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取水口下方から望む） 

注：Ｕデッキは，アッパーデッキを示す。Ｌデッキは，ロアーデッキを示す。 

 

図 2－5 取水口 鳥瞰図 
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2.3 評価方針 

取水口は，設計基準対象施設においては，非常用取水設備として屋外重要土木構造物

に，重大事故等対処施設においては，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事

故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。 

取水口の耐震評価フローを図 2－6 に示す。 

取水口は，設計規準対象施設及び重大事故対処施設として，表 2－1 に示すとおり，

構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を行う。構造部材の健全性評価及び

基礎地盤の支持性能評価を実施することで，構造強度を有することを確認し，これによ

り屋外重要土木構造物，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備及

び常設重大事故緩和設備の機能を維持することができる。 

構造部材の健全性評価については，地震応答解析から得られた荷重を用いた応力解析

に基づく発生応力が，許容限界以下であることを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価については，地震応答解析により得られた結果に基づき，基

礎地盤に発生する接地圧が許容限界以下であることを確認する。 
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図 2－6 取水口 耐震評価フロー 

 

評価開始 

評価方針 

評価対象断面の設定 

解析手法の設定 

解析モデル及び諸元の設定 

（地盤物性のばらつきを考慮） 

 

地震応答解析 

（２次元有限要素法解析） 

基準地震動Ｓｓ 

荷重及び荷重の組合せの設定 

常時応力解析 入力地震動の算定 

応力解析 

（３次有限要素法解析） 

許容限界の設定 

曲げ，せん断評価 基礎地盤の支持性能評価 

評価終了 

入力地震動 
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表 2－1 取水口 評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を有す

ること 

構造部材の

健全性 
構造部材 

発生する応力

が許容限界以

下であること

を確認 

短期許容応力度 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する接地

圧が許容限界

以下であるこ

とを確認 

極限支持力度＊ 

通水機能を有す

ること 

構造部材の

健全性 
構造部材 

発生する応力

が許容限界以

下であること

を確認 

短期許容応力度 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会，1987） 

・コンクリート標準示方書（土木学会，2002） 

・鋼構造設計基準－許容応力度法－（日本建築学会，2005 年改定） 
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3. 地震応答解析 

3.1 評価対象断面 

取水口の評価対象断面位置図を図 3－1 に示す。構造物の耐震設計における評価対象

断面は，図 3－2 の南北断面（Ａ－Ａ断面）とする。 

 

図 3－1 取水口 評価対象断面位置図 

 

 

図 3－2 取水口 評価対象断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

（単位:mm） 
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3.2 解析方法 

取水口の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち，「2.3 屋外

重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法解析を用い

て，基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次時

間積分の時刻歴応答解析により行う。取水口は，岩盤上に設置されていることから，解

析手法は全応力解析とする。 

地震応答解析については，解析コード「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。なお，解析コード

の検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の

概要」に示す。 

 

3.2.1 構造部材 

構造部材は，曲げ及びせん断剛性を考慮した質点系モデルとする。 

 

3.2.2 地盤 

地盤は，線形平面ひずみ要素でモデル化する。 

また，地盤物性のばらつきの影響を考慮するため,動せん断弾性係数の標準偏差

σを用いて設定した解析ケース②及び③を実施する。地盤物性のばらつきを考慮し

た解析ケースを表 3－1 に示す。 

詳細な解析ケースの考え方は，「3.2.4 地震応答解析の解析ケースの選定」に

示す。 

 

表 3－1 解析ケース 

解析ケース 
地盤物性 

岩盤（Ｇｄ：動せん断弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
平均値 

ケース② 平均値＋１σ 

ケース③ 平均値－１σ 
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3.2.3 減衰定数 

構造部材の減衰定数は，粘性減衰で考慮する。 

粘性減衰は，固有値解析にて求められる固有周期と各材料の減衰比に基づき，質

量マトリックス及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の Rayleigh 減衰

を解析モデル全体に与える。固有値解析結果に基づき設定したα，βを表 3－2 に

示す。 

 

[C]＝α[M]＋β[K] 

[C] ：減衰係数マトリックス 

[M] ：質量マトリックス 

[K] ：剛性マトリックス 

α，β：係数 

 

表 3－2 Rayleigh 減衰における係数α，βの設定結果 

評価対象断面 α β 

南北断面 1.017 7.370×10-4 
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3.2.4 地震応答解析の解析ケースの選定 

耐震評価における解析ケースを表 3－3 に示す。耐震評価においては，すべての

基準地震動Ｓｓに対し，解析ケース①（基本ケース）を実施する。解析ケ－ス①に

おいて，取水口の水平相対変位最大時刻における応答加速度分布を算定する。その

中で，取水口における応答加速度が最も大きくなる地震動を用いて，表 3－1 に示

す解析ケ－ス②及び③を実施する。 

 

表 3－3 耐震計価における解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

＋－＊ ○   

－－＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位相

を反転させたケースを示す。 

  

基準地震動Ｓｓ（6 波）に位相反転を考
慮した地震動（6 波）を加えた全 12 波に
対し，ケース①（基本ケース）を実施し，
取水口の水平相対変位最大時刻におけ
る応答加速度分布を算定する。その中
で，取水口における応答加速度が最も
大きくなる地震動において，ケース②
及び③を実施する。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.3.1 耐震評価上考慮する状態 

取水口の地震応答解析において，地震以外に考慮する状態を以下に示す。 

(1) 運転時の状態 

発電用原子炉施設が運転状態にあり，通常の条件下におかれている状態。ただし，

運転時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態 

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

(3) 設計用自然条件 

海中に設置された構造物であることから積雪及び風荷重は考慮しない。 

(4) 重大事故等時の状態 

重大事故等時の影響を受けないことから考慮しない。 

 

3.3.2 荷重 

取水口の地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重を考慮する。 

(2) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 
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3.3.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 
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3.4 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構造

物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを一

次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入力地

震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」の

うち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 3－8 に入力地震動算定の概念図を，図 3－9～図 3－19 に入力地震動の加速度時刻

歴波形及び加速度応答スペクトルを示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡ

ＫＥ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

図 3－8 入力地震動算定の概念図 

 

 

 

 

EL-10m 

EL-215m EL-215m 

EL-100m EL-100m 

地下構造モデル 構造物位置地盤モデル 
地震応答解析モデル 

（取水口） 

一次元波動論 

による応答計算 

一次元波動論 

による応答計算 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｄ，水平方向） 

 

  

-1500

-750

0

750

1500

0 10 20 30 40 50 60

加
速

度
(c

m
/s

2
)

時刻 (s)

MAX  826cm/s² (8.48s)

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0.01 0.1 1 10

加
速

度
(c

m
/s

2
)

周期 (s)

h=0.05



 

18 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
2-
29
 R
0 
 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｄ，鉛直方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｆ１，水平方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｆ２，鉛直方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｆ２，水平方向） 

  



 

22 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
2-
29
 R
0 
 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｆ２，鉛直方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｎ１，水平方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－16 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｎ１，鉛直方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－17 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ），水平方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－18 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ），水平方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－19 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（Ｓｓ－Ｎ２，鉛直方向） 
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3.5 解析モデル及び諸元 

3.5.1 解析モデル 

取水口の地震応答解析モデルを図 3－20，図 3－21 に示す。 

(1) 解析領域 

解析領域は，側方境界及び底面境界が構造物の応答に影響しないよう，構造物と

側方境界及び底面境界との距離を十分に大きく設定する。 

(2) 境界条件 

解析領域の側方及び底面には,エネルギーの逸散効果を考慮するため，粘性境界

を設ける。 

(3) 構造物のモデル化 

取水口は，多質点のはり質点系モデルとし，アンカーコンクリートが設置されて

いる範囲について周辺地盤の要素と剛ばり要素で連結する。 

(4) 地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。 

(5) ジョイント要素の設定 

地震時の「地盤と構造物」の接合面における接触，剥離及びすべりを考慮するた

め，これらの接合面にジョイント要素を設定する。 

 

 

 

図 3－20 取水口の地震応答解析モデル 

 

:第①速度層

:第②速度層

:第③速度層

EL 

EL 

EL 

EL 

EL 

EL EL 
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注：Ｕデッキは，アッパーデッキを示す。Ｌデッキは，ロアーデッキを示す。 

            （取水口断面図）    （取水口部解析モデル） 

 

質点番号 

重 量 

(kN) 
慣性モーメント 

(kN･m2) 

水平方向 鉛直方向 

［1］ 24.88 19.22 399.6 

［2］ 167.2 30.71 1,650 

［3］ 1,250 613.3 51,480 

［4］ 1,250 662.2 53,900 

 

図 3－21 取水口の地震応答解析モデル（取水口部） 

 

 

  



 

30 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
2-
29
 R
0 
 

3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－5 に，材料の物性値を表 3－6 に示す。 

 

表 3－5 使用材料 

部 位 名 称 断面形状 材 料 

Ｕデッキ 

デッキプレート PL-16 

SS400 

主桁 BCT-250×100×12×19 

クロスビーム 

FB-100×12 

FB-140×16 

FB-160×16 

BCT-250×100×12×19 

Ｕデッキ 

～ 

Ｌデッキ 

ストラット φ457.2×t12 

斜材 φ216.3×t8 

メインスクリーン H-294×200×8×12 

補助スクリーン CT-200×200×8×12 

スクリーン FB-200×16 

Ｌデッキ 

デッキプレート PL-16 

デッキ外縁材 FB-257×9 

クロスビーム 

FB-140×16 

FB-180×16 

L-200×90×9×14 

L-250×90×10×15 

砂止め 
FB-1,000×12 

FB-1,213.8×12 

Ｌデッキ主桁 
主桁 

BCT-(250～500)×150×12×19 

BCT-(500～725)×(150～350)×12×(19

～25) 

BCT-725×350×19×25 

BCT-1,325×350×19×25 

サイドポール φ457.2×t12 

鉛直管 

鉛直管口 PL-16 

鉛直管 PL-25 

鉛直管底 PL-25 

接続管 

接続管 PL-23 

スティフナー 
BCT-350×500×16×19 

BCT-(350～1223)×500×16×19 

アンカー 

フレーム 

底板 PL-12 

主桁 H-400×400×13×21 

接続管位置桁 H-400×400×13×21 

クロスビーム 
H-200×200×8×12 

H-400×200×8×13 

斜材 H-400×200×8×13 
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表 3－6 材料の物性値 

材料 項目 材料諸元 

鋼材 

ヤング係数 

(N/mm2) 
2.00×105 

ポアソン比 0.3 

 

3.5.3 地盤の物性値 

地盤については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している

物性値を用いる。 

 

  



 

32 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
2-
29
 R
0 
 

3.6 地震応答解析結果 

3.6.1 南北断面の解析結果 

耐震評価のために用いる応答加速度として，解析ケース①（基本ケース）につい

て，すべての基準地震動Ｓｓに対する加速度分布図を図 3－22(1)～図 3－22(12)に

示す。また，解析ケース①において，加速度が最大となる地震動に対しての解析ケ

ース②及び③の最大加速度分布図を図 3－22(13)及び図 3－22(14)に示す。 

 

  



 

33 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
2-
29
 R
0 
 

 

(a) 水平 

 

 

(b) 鉛直 

 

図 3－22(1) 最大応答加速度分布図（1/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）） 
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(a) 水平 

 

 

(b) 鉛直 

 

図 3－22(2) 最大応答加速度分布図（2/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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(a) 水平 

 

 

(b) 鉛直 

 

図 3－22(3) 最大応答加速度分布図（3/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋－）） 
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(a) 水平 

 

 

(b) 鉛直 

 

図 3－22(4) 最大応答加速度分布図（4/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（－－）） 
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(a) 水平 

 

 

(b) 鉛直 

 

図 3－22(5) 最大応答加速度分布図（5/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｆ１（＋＋）） 
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(a) 水平 

 

 

(b) 鉛直 

 

図 3－22(6) 最大応答加速度分布図（6/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｆ２（＋＋）） 
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(a) 水平 

 

 

(b) 鉛直 

 

図 3－22(7) 最大応答加速度分布図（7/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）） 
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(a) 水平 

 

 

(b) 鉛直 

 

図 3－22(8) 最大応答加速度分布図（8/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｎ１（－＋）） 
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(a) 水平 

 

 

(b) 鉛直 

 

図 3－22(9) 最大応答加速度分布図（9/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋）） 
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(a) 水平 

 

 

(b) 鉛直 

 

図 3－22(10) 最大応答加速度分布図（10/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋）） 
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(a) 水平 

 

 

(b) 鉛直 

 

図 3－22(11) 最大応答加速度分布図（11/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋）） 
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(a) 水平 

 

 

(b) 鉛直 

 

図 3－22(12) 最大応答加速度分布図（12/14） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋）） 
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(a) 水平 

 

 

(b)  鉛直 

 

図 3－22(13) 最大応答加速度分布図（13/14） 

（解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（＋＋））  

1690

1449

812

781

0

2 (m)

構造スケール

0 1000 (cm/s2)

応答値スケール

104

104

103

102

0

2 (m)

構造スケール

0 1000 (cm/s2)

応答値スケール



 

46 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
2-
29
 R
0 
 

 

(a) 水平 

 

(b) 鉛直 

 

図 3－22(14) 最大応答加速度分布図（14/14） 

（解析ケース③，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）） 
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4. 応力解析 

取水口の応力解析は，鋼材をシェル要素又ははり要素で，アンカーコンクリートをソリ

ッド要素でモデル化した 3 次元静的ＦＥＭ解析を行う。 

取水口の応力解析は，「3. 地震応答解析」より取水口の耐震性に最も影響を及ぼす地

震動を対象に実施するものとし，解析ケース①（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））を対象とする。 

 

4.1 評価対象部位 

取水口の応力解析は，鋼板部材及び通水機能を有する鉛直管を含めた鋼管部材の全構

造部材を評価対象部位とする。 

 

4.2 解析方法 

取水口の応力解析は，「3. 地震応答解析」により得られる荷重を考慮する。 

応力解析には「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性

確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

4.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

4.3.1 耐震計価上考慮する状態 

取水口の地震応答解析において，地震以外に考慮する状態を以下に示す。 

(1) 運転時の状態 

発電用原子炉施設が運転状態にあり，通常の条件下におかれている状態。ただし，

運転時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態 

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

(3) 設計用自然条件 

海中に設置された構造物であることから積雪及び風荷重は考慮しない。 

(4) 重大事故等時の状態 

重大事故等時の状態の影響を受けないことから考慮しない。 
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4.3.2 荷重 

取水口の耐震安全性評価において，考慮する荷重を以下に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重を考慮する。 

(2) 積載荷重（Ｐ） 

積載荷重として，水圧による荷重を考慮する。 

(3) 地震荷重（Ｓs) 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 

 

4.3.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓs） Ｇ＋Ｐ＋Ｓs 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｓs ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 

 

4.4 解析モデル及び諸元 

取水口の 3 次元解析モデルを図 4－1 に示す。 

(1) 境界条件 

アンカーフレームには，地盤ばねを設け基礎地盤の反力を考慮する。地盤ばねに

引張力が作用した場合，地盤ばねは作用しないものとし，取水口と基礎地盤の剥離

を考慮する。 

(2) 構造部材のモデル化 

構造部材は線形のシェル要素又ははり要素でモデル化する。 

(3) 地震荷重の作用方法 

取水口の各構造部材には，「3. 地震応答解析」にて得られた応答加速度を考慮

する。 
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図 4－1 取水口の 3 次元解析モデル 

 

 

  

Ｘ 

Ｙ 
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5. 耐震評価 

5.1 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

5.1.1 構造部材の健全性に対する許容限界 

鋼材及び鋼製管部材の許容限界は，「鋼構造設計基準－許容応力度法－（日本建

築学会，2005 年改定）」に基づき，短期許容応力度とする。構造部材の短期許容応

力度を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 鋼材の短期許容応力度 

鋼材の種類 項 目 
短期許容応力度 

(N/mm2) 

SS400 

短期許容圧縮応力度 cf  別途算出＊ 

短期許容引張応力度 tf  235 

短期許容せん断応力度 sf  135 

注記＊：短期許容圧縮応力度 cf については，以下の式にて算出する。 

 

λ≦Λ のとき 

            𝑓𝑐 =

{1 − 0.4 (
λ

Λ
)

2

} F

V
× 1.5 

λ＞Λ のとき 

            𝑓𝑐 =
0.277F

(
λ

Λ
)

2 × 1.5 

 

ここで， 

  ：圧縮材の細長比 

  ：
2

3
+

2

3
(
λ

Λ
)

2

 
F    ：SM490A で 487.5N/mm2，SM400A 及び STK400 で 352.5N/mm2 

    ：限界細長比で√𝜋2𝐸

0.6F
 

E  ：ヤング係数 
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(1) 鋼板部材 

鋼板部材に生じる垂直応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「鋼構造設

計基準－許容応力度法－（日本建築学会，2005 年改定）」に基づく次式により算定

し，鋼材の短期許容引張応力度以下であることを確認する。 

 

                 𝜎𝑚 ≦ 𝑓𝑡 

     x = √𝜎𝑥
 2 + 𝜎𝑦

 2 − 𝜎𝑥𝜎𝑦 + 3𝜏𝑥𝑦
  2 

ここで， 

     𝜎𝑥  ：要素座標系におけるｘ方向直応力 

     𝜎𝑦  ：要素座標系におけるｙ方向直応力 

     𝜏𝑥𝑦  ：要素座標系におけるｘｙ面内せん断力 

𝜎𝑚  ：組合せ応力度（N/mm2） 

     𝑓𝑡    ：鋼材の許容引張応力度（=235N/mm2） 

 

(2) 鋼管部材 

鋼管部材に生じる垂直応力度及びせん断応力度が，「鋼構造設計基準－許容応力

度法－（日本建築学会，2005 年改定）」に基づく次式を満足することを確認する。 

a. 圧縮力と曲げモーメントを受ける部材 

 
𝜎𝑐

𝑓𝑐
+

𝜎𝑏

𝑓𝑏
≦ 1 かつ 

𝜎𝑏−𝜎𝑐

𝑓𝑡
≦ 1 

ここで， 

𝑓𝑐 ：許容圧縮応力度 

𝑓𝑏 ：許容曲げ応力度 

𝑓𝑡 ：許容引張応力度 

𝜎𝑐 ：平均圧縮応力度 

𝜎𝑏 ：曲げ応力度 

 

b. 引張力と曲げモーメントを受ける部材 
𝜎𝑡+𝜎𝑏

𝑓𝑡
≦ 1  かつ  

𝜎𝑏−𝜎𝑡

𝑓𝑏
≦ 1 

ここで， 

𝜎𝑡 ：平均引張応力度 
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c. せん断力を受ける鋼管部材 

  
𝜏

𝑓𝑠
≦ 1 

ここで， 

𝑓𝑠 ：許容せん断応力度 

𝜏  ：せん断応力度 

 

5.1.2 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 5－2 に示す。 

 

表 5－2 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

基礎地盤 
極限支持力度 

（N/mm2） 

ＣL 級岩盤 3.9 

 

 

5.2 評価方法 

取水口の耐震評価は，「4. 応力解析」に基づく発生応力が，「5.1 許容限界」で設

定した許容限界以下であることを確認する。また，基礎地盤の支持性能評価は，「4. 応

力解析」に基づく最大接地圧が，「5.1 許容限界」で設定した許容限界以下であること

を確認する。 
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6. 耐震評価結果 

6.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

構造部材の応力度に対する各評価位置での最大照査値を表 6－1 に示す。 

取水口の応力が許容限界以下であることを確認した。 
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表 6－1(1) 応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，シェル要素） 

部位 評価位置＊ 
解析 

ケース 
地震動 

応力σ 

(N/mm2) 
照査値 

U ﾃﾞｯｷ 

ﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄ 

ケース 

① 

Ｓｓ－Ｄ

（＋＋） 

27.5 0.12 

ﾋﾞｰﾑ交差部 71.6 0.31 

主桁 111.9 0.48 

斜材交差部 63.6 0.28 

ｸﾛｽﾋﾞｰﾑ 18.9 0.09 

U ﾃﾞｯｷ 

～ 

L ﾃﾞｯｷ 

ﾒｲﾝｽｸﾘｰﾝ 73.1 0.32 

補助ｽｸﾘｰﾝ 20.4 0.09 

L ﾃﾞｯｷ 

ﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄ 37.3 0.16 

ﾃﾞｯｷ外縁材 19.7 0.09 

ｸﾛｽﾋﾞｰﾑ 34.2 0.15 

砂止め 25.6 0.11 

L ﾃﾞｯｷ 

主桁 

主桁 78.7 0.34 

ｻｲﾄﾞﾎﾟｰﾙ 37.5 0.16 

鉛直管 鉛直管 141.0 0.60 

接続管 
接続管 183.4 0.79 

接続管 ｽﾃｨﾌﾅｰ 185.6 0.79 

ｱﾝｶｰﾌﾚｰﾑ 

底板 1.4 0.01 

主桁 4.3 0.02 

接続管位置桁 3.1 0.02 

ｸﾛｽﾋﾞｰﾑ 2.5 0.02 

注記＊：照査値が最大となる要素の位置を図 6－1 に示す。 
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表 6－1(2) 応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，はり要素） 

部位 評価位置＊1 
解析 

ケース 
地震動 

照査値 

圧縮と曲げ 引張と曲げ 
せん断 

＊2 ＊3 ＊4 ＊5 

U ﾃﾞｯｷ 

～ 

L ﾃﾞｯｷ 

ｽﾄﾗｯﾄ 

ケース 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 

0.19 0.15 0.14 0.13 0.04 

斜材 0.56 0.14 0.48 0.16 0.20 

L ﾃﾞｯｷ 

主桁 

ｻｲﾄﾞﾎﾟｰﾙ 

[一般部] 
0.13 0.09 0.11 0.10 0.02 

ｻｲﾄﾞﾎﾟｰﾙ 

 [接続管部] 
0.19 0.15 - - 0.03 

注記＊1：照査値が最大となる要素の位置を図 6－1 に示す。 

＊2：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，σ c/fc+σb/fb  

＊3：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σc)/ft  

＊4：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σt+σb)/ft  

＊5：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σt)/fb  
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図 6－1 最大照査値発生箇所位置図 

  

最大照査値発生箇所（はり要素） 

最大照査値発生箇所（シェル要素） 

Ｘ 

Ｙ 
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6.2 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

基礎地盤の支持性能に対する評価結果の最大照査値を表 6－2 に示す。また，最大接

地圧分布図を図 6－2 に示す。 

取水口の基礎地盤に発生する最大接地圧が，許容限界を下回ることを確認した。 

 

表 6－2 基礎地盤の支持性能に対する照査結果 

解析 

ケース 
地震動 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

ケース① 
Ｓｓ－Ｄ 

（－－） 
0.32 3.9 0.09 

 

 

 

図 6－2 基礎地盤の最大接地圧分布図 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（－－）） 
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Ⅵ-2-2-36 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の 

耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持

の設計方針に基づき，ガスタービン発電機用軽油タンク基礎が基準地震動Ｓｓに対して

十分な構造強度を有していることを確認するものである。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎に要求される機能の維持を確認するにあたって

は，地震応答解析に基づく構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価により行

う。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

図 2－1 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 位置図 
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2.2 構造概要 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の平面図を図 2－2，断面図を図 2－3，概略配

筋図を図 2－4 に示す。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は，内径 9.8m，容量 560m3 のタンク 1 基を支

持する平面寸法 18.0m×18.0m，厚さ 1.4m の鉄筋コンクリート造の構造物であり，マン

メイドロック（以下「ＭＭＲ」という。）を介して十分な支持性能を有するＣ L 級岩盤

に支持される。 

 

 

図 2－2 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 平面図 

  

Ａ  

Ａ  

［単位：mm］ 
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図 2－3 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 Ａ－Ａ断面図 

  

［単位：mm］ 
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2.3 評価方針 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は，常設耐震重要重大事故防止設備及び常設

重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設に分類される。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の耐震評価フローを図 2－5 に示す。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は，Ⅵ-2-2-35「ガスタービン発電機用軽油タ

ンク基礎の地震応答計算書」より得られた地震応答解析の結果に基づき，重大事故等

対処施設の評価として，表 2－1 に示すとおり，構造部材の健全性評価及び基礎地盤の

支持性能評価を行う。構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施する

ことで，構造強度を有することを確認し，これにより常設耐震重要重大事故防止設備

及び常設重大事故緩和設備を支持する機能を維持することを確認する。 

また，ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の付帯設備のうち常設耐震重要大事故

防止設備及び常設重大事故緩和設備であるガスタービン発電機燃料配管等を間接支持

する防油堤について，耐震評価を実施する。付帯設備（防油堤）の耐震評価について

は，別紙に示す。 

構造部材の健全性評価については，Ⅵ-2-2-35「ガスタービン発電機用軽油タンク基

礎の地震応答計算書」より得られた水平方向及び鉛直方向の荷重を用いた 3 次元静的

線形解析（線形シェル要素）により応答値を算定し，曲げ・軸力系の破壊に対しては

照査用曲げモーメントが許容限界を下回ることを確認する。せん断破壊に対しては照

査用せん断力が許容限界を下回ることを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価については，Ⅵ-2-2-35「ガスタービン発電機用軽油タンク

基礎の地震応答計算書」より得られた地震応答解析の結果に基づき，基礎地盤に発生

する接地圧が許容限界を下回ることを確認する。 
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注記＊ ：地盤物性のばらつきを考慮する。 

 

図 2－5 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の耐震評価フロー 
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表 2－1 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を 

有すること 

構造部材の 

健全性 

ガスタービ

ン発電機用

軽油タンク

基礎 

照査用曲げモーメ

ント及び照査用せ

ん断力が許容限界

を下回ることを確

認 

曲げ・軸力 曲げ耐力＊ 

せん断力 せん断耐力＊ 

基礎地盤の 

支持性能 
基礎地盤 

発生する接地圧が

許容限界を下回る

ことを確認 

岩盤の極限支持力＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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2.4 適用規格・基準等 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の耐震性評価において適用する規格・基準等

を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002 年制定） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電   

気協会） 

・松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日松江市観測第 234 号） 

・Ｅの数値を算出する方法並びにＶ 0及び風力係数の数値を定める件（平成 12 年 5

月 31 日建設省告示第 1454 号） 
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3. 耐震評価 

3.1 地震時荷重算出断面 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の地震時荷重算定断面位置図を図 3－1 に示

す。地震時荷重算出断面は，構造物の対称性からＡ－Ａ断面とする。 

 

 

図 3－1 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 地震時荷重算出断面位置図 

  

Ａ  

Ａ  

［単位：mm］ 
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3.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－1，材料の物性値を表 3－2 に示す。 

 

表 3－1 使用材料 

材料 仕様 

コンクリート 設計基準強度 24N/mm2 

鉄筋 SD345 

 

表 3－2 材料の物性値 

材料 項目 材料諸元 

鉄筋コンクリート 
単位体積重量 

（kN/m3） 
24.0 

コンクリート 

ヤング係数 

（N/mm2） 
2.50×104 

ポアソン比 0.2 
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3.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.3.1 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の健全性に対する許容限界 

(1) 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界

は，コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002 年）（以下

「コンクリート標準示方書」という。）に基づき，曲げ耐力とする。 

 

(2) せん断破壊に対する許容限界 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎のせん断破壊に対する許容限界は，コン

クリート標準示方書に基づき，棒部材式で求まるせん断耐力とする。 

 

3.3.2 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎周辺の岩級分布（Ａ－Ａ断面）を図 3－

2，基礎岩盤（ＣＬ級）の極限支持力及びガスタービン発電機用軽油タンク基礎直

下のＭＭＲの支圧強度を表 3－3 に示す。 

基礎岩盤（ＣＬ級）に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支

持性能に係る基本方針」に基づき，基礎岩盤（ＣＬ級）の極限支持力とする。 

また，ＭＭＲについては，接地圧に対する許容限界をコンクリート標準示方書

に基づくコンクリートの支圧強度とする。 

基礎地盤の支持性能に対する許容限界は，基礎岩盤（ＣＬ級）とＭＭＲの許容限

界を比較し，小さい値の基礎岩盤（ＣＬ級）の許容限界を使用する。 
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図 3－2 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎岩級分布図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

表 3－3 基礎岩盤（ＣＬ級）の極限支持力及びＭＭＲの支圧強度 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

基礎岩盤（ＣL級） 極限支持力 3.9 

ＭＭＲ 支圧強度 18.0 

  

凡例 
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3.4 評価方法 

3.4.1 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の健全性評価 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の健全性評価においては，鉄筋コンクリ

ート部材を線形シェル要素でモデル化し，3 次元構造解析により水平 2 方向及び鉛

直方向の荷重に対する評価を行う。3 次元構造解析には，解析コード「ＮＸ ＮＡ

ＳＴＲＡＮ」を用いる。なお，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要につい

ては，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

3 次元構造解析の入力荷重は，Ⅵ-2-2-35「ガスタービン発電機用軽油タンク基

礎の地震応答計算書」の地震応答解析において，鉄筋コンクリート部材の評価に

支配的な荷重が最大となる時刻を選定し，当該時刻における地震時応答から設定

する。 

3 次元構造解析により算定した鉄筋コンクリート部材の照査用曲げモーメント及

び照査用せん断力が，「3.3 許容限界」に示す許容限界以下であることを確認す

る。 

 

(1) 解析モデル 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は，線形シェル要素でモデル化する。モ

デルの概念図を図 3－3，要素分割図を図 3－4 に示す。 

構造物の底面には，地盤ばねを配置する。地震時解析においては，表 3－4 に

示す振動アドミッタンス理論に基づき求めた水平ばね及び鉛直ばねの地盤反力係

数を用いる。 

  



 

15 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-2
-3
6 
R0
 

 

図 3－3 3 次元構造解析モデル概念図 

 

 

図 3－4 要素分割図 

 

［単位：mm］ 
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表 3－4 地盤反力係数 

物性のばらつき 
地盤反力係数（kN/m3） 

水平ばね 鉛直ばね 

平均値 3.506×105 1.115×106 

平均値＋σ 4.960×105 1.580×106 

平均値－σ 2.290×105 7.268×105 

 

(2) 照査時刻 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎はガスタービン発電機用軽油タンクを間

接支持する構造物であり，その耐震評価にはガスタービン発電機用軽油タンクか

らの外力が支配的である。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の照査時刻は，Ⅵ-2-2-35「ガスタービ

ン発電機用軽油タンク基礎の地震応答計算書」における地震応答解析の全解析ケ

ース（ケース①～ケース③）について，ガスタービン発電機用軽油タンク基礎頂

版部の曲げモーメントが最大となる時刻とする。 

 

(3) 入力荷重 

3 次元構造解析の入力荷重は，設計値及びⅥ-2-2-35「ガスタービン発電機用軽

油タンク基礎の地震応答計算書」より得られた地震応答解析に基づく「(2) 照査

時刻」で選定した照査時刻における応答値を用いて算定する。入力荷重の一覧を

表 3－5 に示す。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は平面形状が正方形のため，水平 2 方向

及び鉛直方向の荷重を使用する。水平１方向目は，「(2) 照査時刻」で選定した

照査時刻における地震動の応答値を使用する。水平 2 方向目は，水平 1 方向目の

地震動と直交する地震動（直交する地震動を設定していない場合は同一の地震

動）の同時刻における応答値を使用する。鉛直方向は，地震動（鉛直成分）の同

時刻における応答値を使用する。 

なお，方向性を持たない地震動を水平 1 方向目とする場合には，保守的に，水

平 2 方向目に同一の地震動を使用する。 
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表 3－5 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の耐震評価における入力荷重 

区分 種別 考慮する荷重 

常時 

荷重 

固定荷重 
ガスタービン発電機用軽油タンク基礎自重， 

機器荷重 

積載荷重 積雪荷重，風荷重 

地震時 

荷重 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎に作用する慣性力＊1， 

地震時機器荷重＊2 

 注記＊1：「(2) 照査時刻」で選定した照査時刻における応答加速度から算定する。 

＊2：地震応答解析から機器を支持する位置で求められた断面力に基づき算定する。 

 

3.4.2 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価においては，Ⅵ-2-2-35「ガスタービン発電機用軽油タ

ンク基礎の地震応答計算書」に基づく地震応答解析により算定した基礎地盤に発

生する接地圧が，「3.3 許容限界」に示す許容限界以下であることを確認する。 
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4. ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の地震時応答 

水平 2 方向及び鉛直方向の荷重による 3 次元構造解析に基づくガスタービン発電機用

軽油タンク基礎の曲げ・軸力照査における最大照査値での断面力分布を図 4－1 及び図 4

－2 に，せん断力照査における最大照査値での断面力分布を図 4－3 に示す。 

 

 

（a）軸力（Ｎｘ） 

 

（b）軸力（Ｎｙ） 

図 4－1 曲げ・軸力系の破壊に対する断面力分布図 

（解析ケース③，Ｓｓ－Ｄ，t＝15.268s） 

（圧縮） 

（引張） 

（圧縮） 

（引張） 
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（a）曲げモーメント（Ｍｘ） 

 

（b）曲げモーメント（Ｍｙ） 

図 4－2 曲げ・軸力系の破壊に対する断面力分布図 

（解析ケース③，Ｓｓ－Ｄ，t＝15.268s） 
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（a）せん断力（Ｑｘ） 

 

（b）せん断力（Ｑｙ） 

図 4－3 せん断破壊に対するせん断力分布図 

（解析ケース③，Ｓｓ－Ｄ，t＝15.268s） 
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5. 耐震評価結果 

5.1 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の健全性に対する評価結果 

水平 2 方向及び鉛直方向の荷重によるガスタービン発電機用軽油タンク基礎の曲

げ・軸力系の破壊に対する最大照査値を表 5－1 に，せん断破壊に対する最大照査値を

表 5－2 に示す。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の照査用曲げモーメント及び照査用せん断力

が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 5－1 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

解析 

ケース 
地震動＊ 時刻 

照査用曲げモーメント 

Ｍｄ（kN・m） 

曲げ耐力 

Ｍｕ（kN・m） 

照査値 

Ｍｄ/Ｍｕ 

③ Ｓｓ－Ｄ 15.268s 1201 2329 0.52 

注記＊：水平２方向目：Ｓｓ－Ｄ，鉛直方向：Ｓｓ－Ｄ（ＵＤ） 

 

 

表 5－2 せん断破壊に対する最大照査値 

解析 

ケース 
地震動＊ 時刻 

照査用せん断力 

Ｖｄ(kN)  

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN) 

照査値 

Ｖｄ/Ｖｙｄ 

③ Ｓｓ－Ｄ 15.268s 793 1245 0.64 

注記＊：水平２方向目：Ｓｓ－Ｄ，鉛直方向：Ｓｓ－Ｄ（ＵＤ） 
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5.2 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

水平 2 方向及び鉛直方向の荷重による基礎地盤の支持性能に対する照査結果を表 5

－3 に示す。また，最大照査値発生位置を図 5－1 に示す。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の基礎地盤に発生する最大接地圧が，極限支

持力を下回ることを確認した。 

 

表 5－3 基礎地盤の支持性能に対する照査結果 

解析 

ケース 
地震動＊ 時刻 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

③ Ｓｓ－Ｄ 15.268s 0.42 3.9 0.11 

注記＊：水平２方向目：Ｓｓ－Ｄ，鉛直方向：Ｓｓ－Ｄ（ＵＤ） 

 

 

 

図 5－1 最大照査値発生位置図（解析ケース③，Ｓｓ－Ｄ，t＝15.268s） 
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別紙 付帯設備の耐震評価 
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1. 概要 

本資料は，ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の付帯設備のうち常設耐震重要重大

事故防止設備及び常設重大事故緩和設備であるガスタービン発電機燃料配管等を間接支

持する防油堤が，基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有していることを確認する

ものである。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の付帯設備に要求される機能の維持を確認する

にあたっては，Ⅵ-2-2-35「ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の地震応答計算書」よ

り得られた地震応答解析の結果に基づき，片持ち梁の理論式による構造部材の健全性評

価を実施する。 

 

2. 基本方針 

2.1 構造概要 

評価対象とする防油堤の配置図を図 2－1，断面図を図 2－2 に示す。 

防油堤は幅 0.3m，高さ 2.5m の鉄筋コンクリート造で，ガスタービン発電機用軽油

タンク基礎を取り囲むように設置されている。 

 

 

図 2－1 防油堤 配置図 

  

Ａ  

Ａ  

［単位：mm］ 
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図 2－2 防油堤 断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

2.2 評価方針 

付帯設備の耐震評価フローを図 2－3 に示す。 

付帯設備の耐震評価は，Ⅵ-2-2-35「ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の地震応

答計算書」より得られた地震応答解析の結果に基づき，片持ち梁の理論式により断面

力を算定し，鉄筋コンクリート部材の照査用曲げモーメント及び照査用せん断力が表

2－1 に示す許容限界以下であることを確認する。 

 

［単位：mm］ 
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図 2－3 付帯設備の耐震評価フロー 

 

 

表 2－1 付帯設備 評価項目 

付帯設備 評価項目 評価方法 許容限界 

防油堤 
構造部材の 

健全性 

照査用曲げモーメント及び照査

用せん断力が許容限界を下回る

ことを確認 

曲げ・軸力 曲げ耐力＊ 

せん断力 せん断耐力＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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3. 耐震評価 

3.1 評価対象断面 

防油堤の評価対象断面位置図を図 3－1，概略配筋図を図 3－2 に示す。 

 

 

図 3－1 防油堤 評価断面位置図 

  

Ａ  

Ａ  

［単位：mm］ 
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図 3－2 防油堤 概略配筋図（Ａ－Ａ断面） 

  

［単位：mm］ 
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3.2 解析モデル 

防油堤の解析モデルを図 3－3 に示す。防油堤は片持ち梁でモデル化し，図 3－4 に

示す理論式により断面力を算定する。 

 

図 3－3 防油堤の解析モデル 

 

 

図 3－4 断面力算定の理論式 
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3.3 材料特性 

構造物の使用材料を表 3－1，材料の物性値を表 3－2 に示す。 

 

表 3－1 使用材料 

材料 仕様 

コンクリート 設計基準強度 24N/mm2 

鉄筋 SD345 

 

表 3－2 材料の物性値 

材料 項目 材料諸元 

鉄筋コンクリート 
単位体積重量 

（kN/m3） 
24.0 

コンクリート 

ヤング係数 

（N/mm2） 
2.50×104 

ポアソン比 0.2 
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3.4 照査用震度 

防油堤の照査用水平震度は，Ⅵ-2-2-35「ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の地

震応答計算書」における地震応答解析の全解析ケース（ケース①～ケース③）から，

防油堤における最大応答加速度（水平方向）を用いて算定する。 

照査用鉛直震度は，水平震度の算定に用いた最大応答加速度（水平方向）と同時刻

の防油堤における最大応答加速度（鉛直方向）を用いて算定する。 

照査用震度を表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 照査用震度の設定 

解析 

ケース 
地震動＊1 時刻 

照査用震度 

水平震度Ｋｈ 鉛直震度Ｋｖ
＊2 

③ Ｓｓ－Ｄ 11.155s 2.40 -0.03 

注記＊1：鉛直方向：Ｓｓ－Ｄ（ＵＤ） 

  ＊2：鉛直震度は正の値が鉛直上向き，負の値が鉛直下向きを表す。 

 

 

3.5 入力荷重 

防油堤の耐震評価における入力荷重を表 3－4 に示す。防油堤の入力荷重は，「3.4 

照査用震度」で設定した照査用震度，固定荷重，積載荷重を用いて算定する。 

なお，積載荷重にはⅥ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等による損

傷の防止に関する基本方針」に基づく積雪荷重及び風荷重を考慮する。 

 

表 3－4 防油堤の耐震評価における入力荷重 

区分 種別 考慮する荷重 

常時 

荷重 

固定荷重 防油堤自重，機器荷重 

積載荷重 積雪荷重，風荷重 

地震時 

荷重 
慣性力 防油堤に作用する慣性力 
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3.6 許容限界 

(1) 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

防油堤の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界は，コンクリート標準示方書に基

づき，曲げ耐力とする。 

 

(2) せん断破壊に対する許容限界 

防油堤のせん断破壊に対する許容限界は，コンクリート標準示方書に基づき，コ

ンクリートのせん断耐力とする。 
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4. 耐震評価結果 

4.1 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果 

防油堤の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値を表 4－1 に示す。 

防油堤の照査用曲げモーメントが許容限界以下であることを確認した。 

 

表 4－1 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

解析 

ケース 
地震動＊ 時刻 

照査用曲げモーメント 

Ｍ（kN・m） 

曲げ耐力 

Ｍｕ（kN・m） 

照査値 

Ｍ/Ｍｕ 

③ Ｓｓ－Ｄ 11.155s 58 99 0.59 

注記＊：鉛直方向：Ｓｓ－Ｄ（ＵＤ） 

 

 

4.2 せん断破壊に対する評価結果 

防油堤のせん断破壊に対する最大照査値を表 4－2 に示す。 

防油堤の照査用せん断力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 4－2 せん断破壊に対する最大照査値 

解析 

ケース 
地震動＊ 時刻 

照査用せん断力 

Ｖｄ(kN) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN) 

照査値 

Ｖｄ/Ｖｙｄ 

③ Ｓｓ－Ｄ 11.155s 46 111 0.42 

注記＊：鉛直方向：Ｓｓ－Ｄ（ＵＤ） 
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1. 概要 

本資料は，核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の耐震計算の手法及び条件の整理につ

いて説明するものである。 

 

2. 耐震評価条件整理 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設に対して，設計基準対象施設の耐震重要度分類，

重大事故等対処設備の設備分類を整理した。既設の設計基準対象施設については，耐震

評価における手法及び条件について，既に認可を受けた実績との差異の有無を整理した。

また，重大事故等対処設備のうち，設計基準対象施設であるものについては，重大事故

等対処設備の評価条件と設計基準対象施設の評価条件の差異の有無を整理した。結果を

表 2－1 に示す。 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の耐震計算は表 2－1 に示す計算書に記載するこ

ととする。 
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表 2－1 耐震評価条件整理一覧表（1/3） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象 

施設との評価 

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

核
燃
料
物
質
の
取
扱
施
設
及
び
貯
蔵
施
設 

使
用
済
燃
料
貯
蔵
設
備 

燃料プール Ｓ 無 Ⅵ-2-4-2-1 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅵ-2-4-2-1 

キャスク置場 Ｓ 無 Ⅵ-2-4-2-1 ― ― ― 

使用済燃料貯蔵ラック Ｓ 有 Ⅵ-2-4-2-2 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅵ-2-4-2-2 

制御棒・破損燃料貯蔵 

ラック 
Ｓ 有 Ⅵ-2-4-2-3 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅵ-2-4-2-3 

燃料プール水位・温度 

（ＳＡ） 
Ｃ ―＊2 ― 

常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-4-2-4 

燃料プール水位（ＳＡ） ― ―＊2 ― 
常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-4-2-5 

使
用
済
燃
料
貯
蔵
槽
冷
却
浄
化
設
備 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系 

燃料プール冷却系 

熱交換器 
Ｂ ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-4-3-1-1 

燃料プール冷却 

ポンプ 
Ｂ ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-4-3-1-2 
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表 2－1 耐震評価条件整理一覧表（2/3） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象 

施設との評価 

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

核
燃
料
物
質
の
取
扱
施
設
及
び
貯
蔵
施
設 

使
用
済
燃
料
貯
蔵
槽
冷
却
浄
化
設
備 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系 

 

燃料プール ― ― ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-4-2-1 

主配管 Ｓ 有 Ⅵ-2-4-3-1-3 常設耐震／防止 無 Ⅵ-2-4-3-1-3 

主配管 Ｂ ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-4-3-1-3 

主配管 ― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-4-3-1-3 

燃
料
プ
ー
ル 

ス
プ
レ
イ
系 

燃料プール ― ― ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-4-2-1 

主配管 ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-4-3-2-1 
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表 2－1 耐震評価条件整理一覧表（3/3） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象 

施設との評価 

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

核
燃
料
物
質
の
取
扱
施
設
及
び
貯
蔵
施
設 

そ
の
他 

燃料プール監視 

カメラ（ＳＡ） 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-4-4-1 

燃料プール監視 

カメラ用冷却設備 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-4-4-2 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備， 

「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：本工事計画で新規に申請する設備であることから，差異比較の対象外 

 



Ⅵ-2-4-2 使用済燃料貯蔵設備の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-4-2-1 燃料プール（キャスク置場を含む）の 

耐震性についての計算書 
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別紙 1 鉄筋コンクリート構造物の重大事故等時の高温による影響（燃料プール及びキャス

ク置場） 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，燃料プール及びキャスク置場

の地震時の構造強度及び機能維持の確認について説明するものであり，その評価は，応

力解析による評価により行う。 

燃料プール及びキャスク置場は，設計基準対象施設においては「Ｓクラスの施設」に，

燃料プールは，重大事故等対処施設においては「常設耐震重要重大事故防止設備及び常

設重大事故緩和設備」に分類される。 

以下，それぞれの分類に応じた耐震評価を示す。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

燃料プール及びキャスク置場は原子炉建物の一部を構成している。燃料プール及び

キャスク置場を含む原子炉建物の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 燃料プール及びキャスク置場を含む原子炉建物の設置位置 
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2.2 構造概要 

燃料プール及びキャスク置場は原子炉建物の燃料取替階（EL 42.8m＊）付近に位置す

る鉄筋コンクリート構造物で，使用済燃料，制御棒及び使用済燃料輸送容器が収容さ

れる。 

燃料プール内には，収容される機器の遮蔽及び冷却のため常時水が張られている。 

燃料プール内面はステンレス鋼でライニングされており，漏水を防ぐとともに，保

守，点検についても考慮されている。なお，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥ

ＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）」（以下「ＪＥＡＧ４６０１-1987」とい

う。）に基づき，鋼製ライナは耐漏洩機能を，鉄筋コンクリート部分は支持機能を有

する。 

また，原子炉ウェルをはさんで燃料プールの反対側には，燃料交換時に蒸気乾燥器

と気水分離器を仮置きする蒸気乾燥器・気水分離器ピットがある。（以下，燃料プー

ル，キャスク置場，原子炉ウェル及び蒸気乾燥器・気水分離器ピットのすべてを示す

場合は，これを「プール部」という。） 

燃料プールの大きさは，内面寸法で平面 14.00m×13.50m，深さ 8.90m～11.97m，主

要な壁厚 2.00m，底面スラブ厚 2.03m であり，キャスク置場の平面寸法は 3.80m×3.80m，

壁厚 0.60m で，底面スラブ及び壁の一面はそれぞれ燃料プール底面及び壁面と共有す

る。 

燃料プール及びキャスク置場を含む原子炉建物の概略平面図及び概略断面図を図 2－

2 及び図 2－3 に，燃料プール及びキャスク置場周りの概略平面図及び概略断面図を図

2－4 に示す。 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－2 燃料プール及びキャスク置場を含む原子炉建物の概略平面図 

（EL 34.8m） 
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図 2－3 燃料プール及びキャスク置場を含む原子炉建物の概略断面図 

（Ａ－Ａ断面） 
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（単位:m） 

図 2－4 燃料プール及びキャスク置場周りの概略平面図及び概略断面図 
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2.3 評価方針 

燃料プール及びキャスク置場は，設計基準対象施設においては「Ｓクラスの施設」

に，燃料プールは，重大事故等対処施設においては「常設耐震重要重大事故防止設備

及び常設重大事故緩和設備」に分類される。 

燃料プール及びキャスク置場の設計基準対象施設としての評価においては，弾性設

計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力（以下

「Ｓｄ地震時」という。）に対する評価及び基準地震動Ｓｓによる地震力（以下

「Ｓｓ地震時」という。）に対する評価を行うこととし，それぞれの評価は，Ⅵ-2-2-

2「原子炉建物の地震応答計算書」の結果を踏まえたものとする。 

燃料プール及びキャスク置場の評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時の荷重の組合せに分類し，応力解析による評価において断

面の評価を行うことで，燃料プール及びキャスク置場の地震時の構造強度の確認を行

う。 

なお，燃料プール及びキャスク置場の地震時の構造強度の確認には，地震応答解析

による評価においてせん断ひずみ及び保有水平耐力の評価が必要であるが，燃料プー

ル及びキャスク置場が原子炉建物の一部であることを踏まえ，原子炉建物全体として

の評価結果をⅥ-2-2-3「原子炉建物の耐震性についての計算書」に示すこととする。

評価にあたっては，Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」による材料物性の不確

かさを考慮する。表 2－1 に材料物性の不確かさを考慮する解析ケースを示す。 

また，燃料プールの重大事故等対処施設としての評価においては，Ⅵ-2-1-9「機能

維持の基本方針」に基づき，Ｓｓ地震時に対する評価を行う。 

ここで，燃料プールでは，運転時，設計基準事故時及び重大事故等時の状態におい

て，温度の条件が異なるが，コンクリートの温度が上昇した場合においても，コンク

リートの圧縮強度の低下は認められず，剛性低下は認められるが，その影響は小さい

と考えられる（別紙 1「鉄筋コンクリート構造物の重大事故等時の高温による影響（燃

料プール及びキャスク置場）」参照）こと，また，「発電用原子力設備規格 コンク

リート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学会，2003）」（以下「ＣＣＶ規格」

という。）では要素内の温度差及び拘束力により発生する熱応力は自己拘束的な応力

であり十分な塑性変形能力がある場合は終局耐力に影響しないこととされていること

から，重大事故等対処施設としての評価は，設計基準対象施設としての評価と同一と

なる。 

燃料プール及びキャスク置場の評価フローを図 2－5 に示す。 
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表 2－1 材料物性の不確かさを考慮する解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％，＋20％） 
 

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％，－20％） 
 

ケース 4 

（積雪） 
設計基準強度 標準地盤 

積雪荷重との 

組合せを考慮 

 

 

図 2－5 燃料プール及びキャスク置場の評価フロー 

  

評価開始 

基本方針 

断面の評価 

○構造強度の確認 

評価終了 

Ⅵ-2-2-3「原子炉建物の耐

震性についての計算書」に

て評価 

応力解析による評価＊ 地震応答解析による評価＊ 

注記＊：Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」の結果を踏まえた評価を行う。 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において，適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０

１・補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，

2005 制定） 

・発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械

学会，2003） 
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3. 応力解析による評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

燃料プール及びキャスク置場の応力解析による評価対象部位は，燃料プール及びキ

ャスク置場を構成する壁及び底面スラブとし，3 次元ＦＥＭモデルを用いた応力解析に

より評価を行う。3 次元ＦＥＭモデルを用いた応力解析にあたっては，Ⅵ-2-2-2「原子

炉建物の地震応答計算書」，昭和 60 年 12 月 25 日付け 60 資庁第 11431 号にて認可され

た工事計画のⅣ-2-5-3「燃料プール（キャスク置場を含む）の耐震性についての計算

書」及び平成 14 年 3 月 26 日付け平成 13・12・13 原第 4 号にて認可された工事計画の

「Ⅰ 工事計画書」（以下「既工認」という。）による荷重を用いて，荷重の組合せ

を行う。 

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時の荷重の組合せに対しては，以下の(1)及び(2)の方針に

基づき断面の評価を行う。また，応力解析による評価フローを図 3－1 に示す。 

 

(1) Ｓｄ地震時に対する評価 

Ｓｄ地震時に対する評価は，燃料プール及びキャスク置場について，地震力と

地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が，「ＣＣＶ規格」に基づき設

定した許容限界を超えないことを確認する。 

 

(2) Ｓｓ地震時に対する評価 

Ｓｓ地震時に対する評価は，燃料プール及びキャスク置場について，地震力と

地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力及びひずみが，「ＣＣＶ規格」

に基づき設定した許容限界を超えないことを確認する。 
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図 3－1 応力解析による評価フロー 

  

評価開始 

荷重の組合せ 

評価終了 

固定荷重，積載荷重，運転時温度荷重 
地震荷重＊ 

（動水圧荷重を含む） 

許容限界の設定 

解析モデル及び諸元の設定 

断面の評価 

Ｓｄ地震時＋温度の応力解析 Ｓｄ地震時の応力解析 Ｓｓ地震時の応力解析 

Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の 

地震応答計算書」 

Ｓｄ地震時＋温度に対する評価 Ｓｄ地震時に対する評価 Ｓｓ地震時に対する評価 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

既工認 
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3.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重

及び荷重の組合せを用いる。 

 

3.2.1 荷重 

(1) 固定荷重，積載荷重及び運転時温度荷重 

固定荷重，積載荷重及び運転時温度荷重は，既工認に基づき，次のものを考慮

する。 

 

・鉄筋コンクリート構造体の自重・・・・24kN/m3 

・燃料プールに格納される使用済燃料及びその他の機器重量 

・・・・152kN/m2 

・燃料プールの内容水による静水圧（水面を EL 42.53m（水深 11.7m）とす

る。）・・・・115kN/m2 

・運転時温度荷重 

運転時において，プール部に生じる温度変化による荷重及びプール部の内

部と外部との温度差によって生じる荷重で，内外表面の温度を表 3－1 のとお

り設定する。 

 

表 3－1 運転時内外表面温度 

（単位：℃） 

 季節 位置 

燃料プール 

壁 底面スラブ 

運転時 

夏 
内面 52.0 52.0 

外面 43.0 43.0 

冬 
内面 52.0 52.0 

外面 18.0 18.0 
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(2) 地震荷重 

a. Ｓｄ地震荷重 

水平地震力は，弾性設計用地震動Ｓｄに対する地震応答解析より算定される

動的地震力及び地震層せん断力係数 3.0・Ｃｉより算定される静的地震力より設

定する。 

鉛直地震力は，鉛直震度として設定する。鉛直震度は，弾性設計用地震動

Ｓｄに対する地震応答解析より算定される鉛直震度及び静的震度を基準とし，

静的震度は，建物・構築物の振動特性，地盤の種類等を考慮し，高さ方向に一

定として求めた鉛直震度より設定する。 

弾性設計用地震動Ｓｄに対する地震応答解析より算定される動的地震力は，

Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」に基づき，材料物性の不確かさを考

慮して設定する。 

Ｓｄ地震荷重を表 3－2～表 3－4 に示す。 

 

b. Ｓｓ地震荷重 

水平地震力及び鉛直地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析より算

定される動的地震力及び鉛直震度より設定する。 

基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析より算定される動的地震力は，Ⅵ-2-2-

2「原子炉建物の地震応答計算書」に基づき，材料物性の不確かさを考慮して設

定する。 

Ｓｓ地震荷重を表 3－5～表 3－7 に示す。 
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表 3－2 Ｓｄ地震荷重（せん断力） 

(a) ＮＳ方向 

EL 

(m) 

せん断力（×103kN） 

Ｓｄ 静的地震力 

42.8 

 

34.8 

36.8 30.2 

34.8 

 

30.5 

56.6 31.2 

 

(b) ＥＷ方向 

EL 

(m) 

せん断力（×103kN） 

Ｓｄ 静的地震力 

42.8 

 

34.8 

69.8 49.2 

34.8 

 

30.5 

19.2 11.3 
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表 3－3 Ｓｄ地震荷重（曲げモーメント） 

(a) ＮＳ方向 

EL 

(m) 

曲げモーメント（×104kN･m） 

Ｓｄ 静的地震力 

42.8 

 

34.8 

0.00 

 

29.4 

0.00 

 

24.2 

34.8 

 

30.5 

29.4 

 

53.7 

24.2 

 

37.6 

 

(b) ＥＷ方向 

EL 

(m) 

曲げモーメント（×104kN･m） 

Ｓｄ 静的地震力 

42.8 

 

34.8 

28.7 

 

27.2 

19.9 

 

19.5 

34.8 

 

30.5 

16.3 

 

18.9 

3.73 

 

1.14 

回転ばね＊ 61.9 43.1 

注記＊：プール壁がドライウェル外側壁の回転変形を拘束する影響を考慮した回転ばね。 
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表 3－4 Ｓｄ地震荷重（鉛直震度） 

EL 

(m) 

鉛直震度 

Ｓｄ 静的地震力 

42.8 

 

34.8 

0.68 0.24 

34.8 

 

30.5 

0.63 0.24 
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表 3－5 Ｓｓ地震荷重（せん断力） 

(a) ＮＳ方向 

EL 

(m) 

せん断力（×103kN） 

Ｓｓ 

42.8 

 

34.8 

74.9 

34.8 

 

30.5 

78.9 

 

(b) ＥＷ方向 

EL 

(m) 

せん断力（×103kN） 

Ｓｓ 

42.8 

 

34.8 

84.0 

34.8 

 

30.5 

31.8 
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表 3－6 Ｓｓ地震荷重（曲げモーメント） 

(a) ＮＳ方向 

EL 

(m) 

曲げモーメント（×104kN･m） 

Ｓｓ 

42.8 

 

34.8 

0.00 

 

59.9 

34.8 

 

30.5 

59.9 

 

91.9 

 

(b) ＥＷ方向 

EL 

(m) 

曲げモーメント（×104kN･m） 

Ｓｓ 

42.8 

 

34.8 

38.0 

 

36.0 

34.8 

 

30.5 

38.0 

 

38.6 

回転ばね＊ 86.3 

注記＊：プール壁がドライウェル外側壁の回転変形を拘束する影響を考慮した回転ばね。 
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表 3－7 Ｓｓ地震荷重（鉛直震度） 

EL 

(m) 

鉛直震度 

Ｓｓ 

42.8 

 

34.8 

1.28 

34.8 

 

30.5 

1.15 
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c. 地震時動水圧荷重 

燃料プールに作用する地震時動水圧荷重は，「原子力発電所耐震設計技術指

針ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）」における Housner 理論に基

づき，Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」に示す弾性設計用地震動Ｓｄ

及び基準地震動Ｓｓによる応答解析結果から衝撃圧及び揺動圧を算定する。地

震時動水圧荷重を表 3－8 に示す。 

 

表 3－8 地震時動水圧荷重 

（単位：kN/m2） 

Ｓｄ地震時動水圧荷重＊1 Ｓｓ地震時動水圧荷重＊2 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

    

注記＊1：Ｓｄ地震荷重と同時に作用するものとする。 

  ＊2：Ｓｓ地震荷重と同時に作用するものとする。 

  

11.9 11.6 

56.3 

23.8 

82.4 

23.4 

87.1 61.6 
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3.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－9 に示す。 

 

表 3－9 荷重の組合せ 

外力の状態 
荷重 

番号 
荷重の組合せ 

 Ｓｄ地震時＊ 1 Ｇ＋Ｐ＋Ｔ＋Ｓｄ 

Ｓｓ地震時 2 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

注記＊：運転時温度荷重がない場合も考慮する。 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｔ ：運転時温度荷重 

Ｓｄ，Ｓｓ ：地震荷重（地震時動水圧荷重を含む） 
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3.3 許容限界 

応力解析による評価における燃料プール及びキャスク置場の許容限界は，Ⅵ-2-1-9

「機能維持の基本方針」に記載の構造強度上の制限の方針に基づき，表 3－10 及び表 3

－11 のとおり設定する。 

また，コンクリート及び鉄筋の許容応力度を表 3－12 及び表 3－13 に，コンクリー

ト及び鉄筋の許容ひずみを表 3－14 に示す。 

 

表 3－10 応力解析による評価における許容限界 

（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
外力の状態 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を有

すること 

Ｓｄ地震時 

壁及び 

底面 

スラブ 

部材に生じる応力

が構造強度を確保

するための許容限

界を超えないこと

を確認 

「ＣＣＶ規格」 

に基づく 

荷重状態Ⅲ 

の許容値 

Ｓｓ地震時 

壁及び 

底面 

スラブ 

部材に生じる応力

及びひずみが構造

強度を確保するた

めの許容限界を超

えないことを確認 

「ＣＣＶ規格」 

に基づく 

荷重状態Ⅳ 

の許容値 

 

表 3－11 応力解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
外力の状態 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を有

すること 
Ｓｓ地震時 

壁及び 

底面 

スラブ 

部材に生じる応力

及びひずみが構造

強度を確保するた

めの許容限界を超

えないことを確認 

「ＣＣＶ規格」 

に基づく 

荷重状態Ⅳ 

の許容値 
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表 3－12 コンクリートの許容応力度 

（単位：N/mm2） 

外力の状態 

設計基準強度Ｆｃ＝23.5 

応力状態1＊1 応力状態2＊2 

圧縮 せん断 圧縮 せん断 

Ｓｄ地震時 15.6 1.08 17.6 1.08 

Ｓｓ地震時 15.6＊3 1.08 ― ― 

注記＊1：「応力状態 1」とは，各荷重状態において温度荷重により生じる応力を除

いた応力が生じている状態をいう。 

  ＊2：「応力状態 2」とは，各荷重状態において温度荷重による応力が生じてい

る状態をいう。 

  ＊3：軸力の検討に用いる許容圧縮応力度を示す。 

 

表 3－13 鉄筋の許容応力度 

（単位：N/mm2） 

外力の状態 
引張及び圧縮 せん断 

SD35（SD345 相当） SD35（SD345 相当） 

Ｓｄ地震時 345 345 

 

表 3－14 コンクリート及び鉄筋の許容ひずみ 

外力の状態 
コンクリート 

（圧縮ひずみ） 

鉄筋 

（圧縮ひずみ及び引張ひずみ） 

Ｓｓ地震時 0.003 0.005 
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3.4 解析モデル及び諸元 

3.4.1 モデル化の基本方針 

(1) 基本方針 

応力解析は，3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析を実施する。解析には，

解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いる。解析コードの検証及び妥当性

確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示

す。 

応力解析モデルは，燃料プールのほか，原子炉ウェル及び蒸気乾燥器・気水分

離器ピットを一体としたモデルである。応力解析における評価対象部位は，燃料

プール及びキャスク置場の壁及び底面スラブであるが，各部の荷重伝達を考慮す

るために周辺部を含むモデルを用いることとした。なお，プール部は東西軸に対

して，ほぼ対象であるため，南側半分をモデル化する。解析モデル概要図を図 3－

2 に示す。 

 

(2) 使用要素 

解析モデルに使用するＦＥＭ要素は，プール部についてはシェル要素とする。

使用する要素は四辺形及び三角形で，この要素は均質等方性材料によるシェル要

素である。各要素には，板の曲げと軸力を同時に考えるが，板の曲げには面外せ

ん断変形の影響も考慮する。また，プール壁に取り付く燃料取替階（EL 42.8m）

の床スラブについては，はり要素として剛性を考慮する。 

解析モデルの節点数は 587，要素数は 570 である。 

 

(3) 境界条件 

a. 水平地震力作用時及び温度荷重時以外 

応力解析モデルのドライウェル外側壁との接続部について鉛直方向変位及び

回転を拘束し，内部ボックス壁下端について鉛直方向変位を拘束する。 

 

b. 水平地震力作用時 

応力解析モデルのドライウェル外側壁との接続部を固定とし，内部ボックス

壁端部にはプール部と周辺構造物との間で生じる荷重の伝達を考慮し，鉛直方

向の外力を与える。 

 

c. 温度荷重時 

応力解析モデルの内部ボックス壁下端について鉛直方向変位を拘束する。原

子炉ウェルの脚部には温度荷重によりドライウェル外側壁に生じる変位を与え

る。  
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(a) 全体鳥瞰図 

 

 

(b) 燃料プール要素分割図 

図 3－2 解析モデル概要図 
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3.4.2 解析諸元 

使用材料の物性値を表 3－15 及び表 3－16 に示す。 

 

表 3－15 コンクリートの物性値 

コンクリートの 

設計基準強度 

Ｆｃ（N/mm2） 

ヤング係数 

Ｅ（N/mm2） 

ポアソン比 

ν 

23.5 2.25×104 0.2 

 

 

表 3－16 鉄筋の物性値 

鉄筋の種類 
ヤング係数 

Ｅ（N/mm2） 

SD35 

（SD345 相当） 
2.05×105 
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3.5 評価方法 

3.5.1 応力解析方法 

燃料プール及びキャスク置場について，3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解

析を実施する。 

 

(1) 荷重ケース 

それぞれの外力の状態の応力は，次の荷重による応力を組み合わせて求める。 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｔ ：運転時温度荷重 

ＳｄＳＮ  ：Ｓ→Ｎ方向 Ｓｄ地震荷重（Ｓｄ地震時動水圧荷重を含む） 

ＳｄＷＥ  ：Ｗ→Ｅ方向 Ｓｄ地震荷重（Ｓｄ地震時動水圧荷重を含む） 

ＳｄＵＤ  ：鉛直方向（下向き） Ｓｄ地震荷重 

ＳｓＳＮ ：Ｓ→Ｎ方向 Ｓｓ地震荷重（Ｓｓ地震時動水圧荷重を含む） 

ＳｓＷＥ ：Ｗ→Ｅ方向 Ｓｓ地震荷重（Ｓｓ地震時動水圧荷重を含む） 

ＳｓＵＤ ：鉛直方向（下向き） Ｓｓ地震荷重 
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(2) 荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 3－17 に示す。 

水平地震力と鉛直地震力の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程 ＪＥ

ＡＣ４６０１-2008（（社）日本電気協会）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係

数は 1.0 と 0.4）を用いるものとする。 
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表 3－17(1) 荷重の組合せケース 

外力の状態 ケースNo. 荷重の組合せ 

Ｓｄ地震時 

1-1 Ｇ＋Ｐ＋[Ｔ]＋1.0ＳｄＳＮ＋0.4ＳｄＵＤ  

1-2 Ｇ＋Ｐ＋[Ｔ]－1.0ＳｄＳＮ＋0.4ＳｄＵＤ 

1-3 Ｇ＋Ｐ＋[Ｔ]－1.0ＳｄＷＥ＋0.4ＳｄＵＤ 

1-4 Ｇ＋Ｐ＋[Ｔ]＋1.0ＳｄＷＥ＋0.4ＳｄＵＤ 

1-5 Ｇ＋Ｐ＋[Ｔ]＋1.0ＳｄＳＮ－0.4ＳｄＵＤ 

1-6 Ｇ＋Ｐ＋[Ｔ]－1.0ＳｄＳＮ－0.4ＳｄＵＤ 

1-7 Ｇ＋Ｐ＋[Ｔ]－1.0ＳｄＷＥ－0.4ＳｄＵＤ 

1-8 Ｇ＋Ｐ＋[Ｔ]＋1.0ＳｄＷＥ－0.4ＳｄＵＤ 

1-9 Ｇ＋Ｐ＋[Ｔ]＋0.4ＳｄＳＮ＋1.0ＳｄＵＤ 

1-10 Ｇ＋Ｐ＋[Ｔ]－0.4ＳｄＳＮ＋1.0ＳｄＵＤ 

1-11 Ｇ＋Ｐ＋[Ｔ]－0.4ＳｄＷＥ＋1.0ＳｄＵＤ 

1-12 Ｇ＋Ｐ＋[Ｔ]＋0.4ＳｄＷＥ＋1.0ＳｄＵＤ 

1-13 Ｇ＋Ｐ＋[Ｔ]＋0.4ＳｄＳＮ－1.0ＳｄＵＤ 

1-14 Ｇ＋Ｐ＋[Ｔ]－0.4ＳｄＳＮ－1.0ＳｄＵＤ 

1-15 Ｇ＋Ｐ＋[Ｔ]－0.4ＳｄＷＥ－1.0ＳｄＵＤ 

1-16 Ｇ＋Ｐ＋[Ｔ]＋0.4ＳｄＷＥ－1.0ＳｄＵＤ 

注：[ ]は応力状態 2 に対する荷重を示す。 
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表 3－17(2) 荷重の組合せケース 

外力の状態 ケースNo. 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 

2-1 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＵＤ 

2-2 Ｇ＋Ｐ－1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＵＤ 

2-3 Ｇ＋Ｐ－1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＵＤ 

2-4 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＵＤ 

2-5 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＳＮ－0.4ＳｓＵＤ 

2-6 Ｇ＋Ｐ－1.0ＳｓＳＮ－0.4ＳｓＵＤ 

2-7 Ｇ＋Ｐ－1.0ＳｓＷＥ－0.4ＳｓＵＤ 

2-8 Ｇ＋Ｐ＋1.0ＳｓＷＥ－0.4ＳｓＵＤ 

2-9 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＵＤ 

2-10 Ｇ＋Ｐ－0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＵＤ 

2-11 Ｇ＋Ｐ－0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＵＤ 

2-12 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＵＤ 

2-13 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＳＮ－1.0ＳｓＵＤ 

2-14 Ｇ＋Ｐ－0.4ＳｓＳＮ－1.0ＳｓＵＤ 

2-15 Ｇ＋Ｐ－0.4ＳｓＷＥ－1.0ＳｓＵＤ 

2-16 Ｇ＋Ｐ＋0.4ＳｓＷＥ－1.0ＳｓＵＤ 
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(3) 荷重の入力方法 

a. 地震荷重 

水平地震力については，燃料プール及びキャスク置場の位置する階のせん断

力及び曲げモーメントを各床レベルに対応した節点に離散化して節点荷重とし

て入力する。 

鉛直地震力については，モデル上の各節点における鉛直震度により支配面積

に応じた節点荷重として入力する。 

 

b. 運転時温度荷重 

Ｓｄ地震時における熱応力については，「ＣＣＶ規格」に基づき，部材の剛

性を一律に低減する一律低減法により評価する。 

 

c. 地震荷重及び温度荷重以外の荷重 

地震荷重及び温度荷重以外の荷重については，モデル上の各節点又は各要素

に，集中荷重又は分布荷重として入力する。 
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3.5.2 断面の評価方法 

燃料プール及びキャスク置場の断面の評価に用いる応力は，3 次元ＦＥＭモデル

を用いた応力解析により得られた各荷重による応力（軸力，曲げモーメント及び

せん断力）とする。壁及び底面スラブの断面力成分を図 3－3 に示す。 

 

  

(a) 壁 

 

 

(b) 底面スラブ 

図 3－3 壁及び底面スラブの断面力成分 

  

Mｘ，Mｙ ：曲げモーメント  kN・m/m 

Qｘ，Qｙ ：せん断力   kN/m 

Nｘ，Nｙ ：軸力    kN/m 

Nxy  ：面内せん断力  kN/m 

 

応力の符号（矢印の方向を正とする。） 

Mｘ，Mｙ ：曲げモーメント  kN・m/m 

Qｘ，Qｙ ：せん断力   kN/m 

Nｘ，Nｙ ：軸力    kN/m 

 

応力の符号（矢印の方向を正とする。） 
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(1) Ｓｄ地震時 

a. 壁 

軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による引張応力度及び圧縮応力度，

面内せん断力並びに面外せん断力を算定し，「ＣＣＶ規格」に準拠して設定し

た各許容値を超えないことを確認する。 

 

(a)  軸力，曲げモーメント及び面内せん断力に対する断面の評価方法 

各断面は，子午線方向及び円周方向各々について，膜力及び曲げモーメン

トを受ける鉄筋コンクリート造長方形仮想柱として算定する。この場合，膜

力は同時に作用する面内せん断力の影響を考慮して，「ＣＣＶ規格」の CVE-

3511-1 及び CVE-3511-2 に示す等価膜力として評価する。 

膜力と面内せん断力の関係図を図 3－4 に示す。 

等価膜力及び曲げモーメントによる引張応力度及び圧縮応力度については，

表 3－12 及び表 3－13 に示す許容応力度を超えないことを確認する。 

 

Ｎφ
＊＝Ｎφ±|Ｎφθ| ·································· (CVE-3511-1) 

Ｎθ
＊＝Ｎθ±|Ｎφθ| ·································· (CVE-3511-2) 

ここで， 

Ｎφ
＊，Ｎθ

＊ ：φ，θ方向の等価膜力 

Ｎφ，Ｎθ ：φ，θ方向の膜力 

Ｎφθ ：面内せん断力 

（φ方向は子午線方向，θ方向は円周方向とする） 

 

上記のうち，「膜力」は「軸力」に読み替えることとする。また，「子午

線方向」は「縦方向」に，「円周方向」は「横方向」にそれぞれ読み替える

こととする。 

 

図 3－4 膜力と面内せん断力の関係図  

子
午
線
方
向

円周方向

Ｎφ

Ｎφθ

Ｎφθ

Ｎθ

Ｎθ

Ｎφθ

Ｎφθ

Ｎφ
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(b) 面内せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「ＣＣＶ規格」の CVE-3512.1 に準拠して行う。 

面内せん断応力度が，CVE-3512.2-1 及び CVE-3512.2-2 より計算した終局面

内せん断応力度のいずれか小さい方の値の 0.75 倍の値を超えないことを確認

する。 

 

τ
ｕ
＝0.5 {(ｐ

ｔφ
∙ｆ

ｙ
－σ

０φ
)+ (ｐ

ｔθ
∙ｆ

ｙ
－σ

０θ
)} ·· (CVE-3512.2-1) 

τ
ｕ
＝1.10√Ｆｃ ···································· (CVE-3512.2-2) 

ここで， 

τ
ｕ
 ：終局面内せん断応力度（N/mm2） 

ｐ
ｔφ

 ：子午線方向主筋の鉄筋比 

ｐ
ｔθ

 ：円周方向主筋の鉄筋比 

σ
０φ  ：外力により生じる子午線方向の膜応力度（N/mm2）（引張の場 

合のみを考慮し，符号を正とする） 

σ
０θ

 ：外力により生じる円周方向の膜応力度（N/mm2）（引張の場合 

のみを考慮し，符号を正とする） 

ｆ
ｙ
 ：鉄筋の許容引張応力度及び許容圧縮応力度であり，表3－13 

に示す値（N/mm2） 

Ｆｃ ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2） 

 

上記のうち，「子午線方向主筋」は「縦方向主筋」に，「円周方向主筋」

は「横方向主筋」にそれぞれ読み替えることとする。また，「子午線方向の

膜応力度」は「縦方向の軸応力度」に，「円周方向の膜応力度」は「横方向

の軸応力度」にそれぞれ読み替えることとする。 
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(c) 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「ＣＣＶ規格」の CVE-3513.1 に準拠して行う。 

面外せん断応力度が，CVE-3513.2-1 及び CVE-3513.2-2 より計算した終局面

外せん断応力度のいずれか小さい方の値の 0.75 倍の値を超えないことを確認

する。 

 

τ
Ｒ
＝Φ {0.1 (ｐ

ｔ
・ｆ

ｙ
－σ

０
)＋0.5・ｐ

ｗ
・ｆ

ｙ
＋0.235√Ｆｃ}  (CVE-3513.2-1) 

τ
Ｒ
＝1.10√Ｆｃ  ···································· (CVE-3513.2-2) 

ここで， 

τ
Ｒ
 ：終局面外せん断応力度（N/mm2） 

ｐ
ｔ
 ：主筋の鉄筋比 

σ
０
 ：外力による膜応力度（N/mm2）（引張の符号を正とする） 

ｐ
ｗ
 ：面外せん断力に対する補強筋の鉄筋比であって，次の計算式に

より計算した値 

ｐｗ＝ａｗ／（ｂ・ｘ） ························ (CVE-3513.2-3) 

ａｗ ：面外せん断力に対する補強筋の断面積（mm2） 

ｂ ：断面の幅（mm） 

ｘ ：面外せん断力に対する補強筋の間隔（mm） 

Φ ：低減係数であり，次の計算式により計算した値 

（1を超える場合は1，0.58未満の場合は0.58とする） 

Φ＝1／√Ｍ／(Ｑ・ｄ) ························ (CVE-3513.2-4) 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 

ｆ
ｙ
 ：鉄筋の許容引張応力度及び許容圧縮応力度であり，表3－13に示

す値（N/mm2） 

Ｆｃ ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2） 

 

上記のうち，「外力による膜応力度」は「外力による軸応力度」に読み替

えることとする。 
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b. 底面スラブ 

軸力及び曲げモーメントによる引張応力度及び圧縮応力度並びに面外せん断

力を算定し，「ＣＣＶ規格」に準拠して設定した各許容値を超えないことを確

認する。 

 

(a) 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

各断面は，軸力及び曲げモーメントを受ける鉄筋コンクリート造長方形仮

想柱として算定する。 

軸力及び曲げモーメントによる引張応力度及び圧縮応力度については，表 3

－12 及び表 3－13 に示す許容応力度を超えないことを確認する。 
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(b) 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「ＣＣＶ規格」の CVE-3522 に準拠して行う。 

面外せん断力が，CVE-3522-1 又は CVE-3522-2 より計算した許容面外せん断力

を超えないことを確認する。 

 

ＱＡ＝ｂ・ｊ・ｃｆｓ  ································ (CVE-3522-1) 

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ ：断面の幅（mm） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの7/8倍の値（mm） 

ｃｆｓ ：コンクリートの許容せん断応力度で，表3－12に示すＳｄ地震時

の値（N/mm2） 

 

ＱＡ＝ｂ・ｊ・{α・ｃｆｓ＋0.5・ｗｆｔ（ｐｗ－0.002）} ·· (CVE-3522-2) 

ここで， 

ｐｗ ：面外せん断力に対する補強筋の鉄筋比であり，次の計算式によ

り計算した値（0.002以上とし，0.012を超える場合は0.012とし

て計算する） 

ｐｗ＝ａｗ／（ｂ・ｘ） ·························· (CVE-3522-3) 

ａｗ ：面外せん断力に対する補強筋の断面積（mm2） 

ｘ ：面外せん断力に対する補強筋の間隔（mm） 

ｗｆｔ ：面外せん断力に対する補強筋の許容引張応力度であり，表3－13

に示す値（N/mm2） 

α ：割増し係数であり，次の計算式により計算した値 

（2を超える場合は2，1未満の場合は1とする。また，引張軸力

が2N/mm2を超える場合は1とする） 

4
α＝

Ｍ/(Ｑ・ｄ)＋1
 ···························· (CVE-3522-4) 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 
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(2) Ｓｓ地震時 

a. 壁 

軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による鉄筋及びコンクリートのひず

み，軸力による圧縮応力度，面内せん断力並びに面外せん断力を算定し，「Ｃ

ＣＶ規格」に準拠して設定した各許容値を超えないことを確認する。 

 

(a)  軸力，曲げモーメント及び面内せん断力に対する断面の評価方法 

軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による鉄筋及びコンクリートのひ

ずみは，「ＣＣＶ規格」の CVE-3511.2 に準拠して，表 3－14 に示す許容ひず

みを超えないことを確認する。 

 

(b) 軸力に対する断面の評価方法 

軸力による圧縮応力度については，CVE-3511.3 に準拠してコンクリートの

設計基準強度の 2/3 倍を超えないことを確認する。 

 

(c) 面内せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「ＣＣＶ規格」の CVE-3512.2 に準拠して行う。 

面内せん断応力度が，CVE-3512.2-1 及び CVE-3512.2-2 より計算した終局面

内せん断応力度のいずれか小さい方の値を超えないことを確認する。このと

き，鉄筋の許容引張応力度及び許容圧縮応力度ｆｙは，表 3－13 に示すＳｄ地

震時の値とする。 

 

(d) 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「ＣＣＶ規格」の CVE-3513.2 に準拠して行う。 

面外せん断応力度が，CVE-3513.2-1 及び CVE-3513.2-2 より計算した終局面

外せん断応力度のいずれか小さい方の値を超えないことを確認する。このと

き，鉄筋の許容引張応力度及び許容圧縮応力度ｆｙは，表 3－13 に示すＳｄ地

震時の値とする。 
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b. 底面スラブ 

軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面外せ

ん断力を算定し，「ＣＣＶ規格」に準拠して設定した各許容値を超えないこと

を確認する。 

 

(a) 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみが，「ＣＣ

Ｖ規格」の CVE-3521.2 に準拠して，表 3－14 に示す許容ひずみを超えないこ

とを確認する。 

 

(b) 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，「ＣＣＶ規格」の CVE-3522 に準拠して行う。 

面外せん断力が，CVE-3522-1 又は CVE-3522-2 より計算した許容面外せん断

力を超えないことを確認する。 
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4. 評価結果 

「3.5.2 断面の評価方法」に基づいた断面の評価結果を以下に示す。また，3 次元Ｆ

ＥＭモデルの配筋領域図を図 4－1 に，配筋一覧を表 4－1 に示す。 

 

4.1 Ｓｄ地震時 

断面の評価結果を記載する要素を以下のとおり選定する。  

壁については，軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による引張応力度及び圧縮

応力度，面内せん断応力度並びに面外せん断応力度に対する評価において，発生値に

対する許容値の割合が最小となる要素をそれぞれ選定する。 

底面スラブについては，軸力及び曲げモーメントによる引張応力度及び圧縮応力度

並びに面外せん断応力度に対する評価において，発生値に対する許容値の割合が最小

となる要素をそれぞれ選定する。 

選定した要素の位置を図 4－2 に，評価結果を表 4－2 に示す。 

Ｓｄ地震時において，壁について，軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による

引張応力度及び圧縮応力度，面内せん断応力度並びに面外せん断応力度が，各許容値

を超えないことを確認した。また，底面スラブについて，軸力及び曲げモーメントに

よる引張応力度及び圧縮応力度並びに面外せん断応力度が，各許容値を超えないこと

を確認した。 

 

4.2 Ｓｓ地震時 

断面の評価結果を記載する要素を以下のとおり選定する。  

壁については，軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による鉄筋及びコンクリー

トのひずみ，軸力による圧縮応力度，面内せん断応力度並びに面外せん応力度に対す

る評価において，発生値に対する許容値の割合が最小となる要素をそれぞれ選定する。 

底面スラブについては，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひ

ずみ並びに面外せん断応力度に対する評価において，発生値に対する許容値の割合が

最小となる要素をそれぞれ選定する。 

選定した要素の位置を図 4－3 に，評価結果を表 4－3 に示す。 

Ｓｓ地震時において，壁について，軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による

鉄筋及びコンクリートのひずみ，軸力による圧縮応力度，面内せん断応力度並びに面

外せん応力度が，各許容値を超えないことを確認した。また，底面スラブについて，

軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面外せん断応力

度が，各許容値を超えないことを確認した。 
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(a) 主筋 

図 4－1(1) 配筋領域図 
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底面スラブ 

 

(b) せん断補強筋 

図 4－1(2) 配筋領域図 
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表 4－1 配筋一覧 

(a) 南側壁主筋 

領域 タテ方向 ヨコ方向 

Ａ 
（内側）D38@200＋D38@400 

（外側）3-D38@200 

（内側）2-D38@200 

（外側）3-D38@200 

Ｂ 
（内側）D38@200＋D38@400 

（外側）2-D38@200 

（内側）2-D38@200 

（外側）2-D38@200＋D38@400 

Ｃ 
（内側）2-D38@200 

（外側）2-D38@200 

（内側）2-D38@200 

（外側）2-D38@200＋D38@400 

Ｄ 
（内側）2-D38@200 

（外側）2-D38@200＋D38@400 

（内側）2-D38@200 

（外側）2-D38@200＋D38@400 

 

(b) 西側壁主筋 

領域 タテ方向 ヨコ方向 

Ｅ 
（内側）D38@200＋D38@400 

（外側）D38@200＋D38@400 

（内側）D38@200＋D38@400 

（外側）D38@200＋D38@400 

 

(c) 底面スラブ主筋 

領域 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

Ｆ 
（上ば筋）D38@200＋D38@400 

（下ば筋）2-D38@200 

（上ば筋）2-D38@200 

（下ば筋）2-D38@200＋D38@400 

Ｇ 
（上ば筋）D38@200＋D38@400 

（下ば筋）2-D38@200＋D38@400 

（上ば筋）2-D38@200 

（下ば筋）2-D38@200＋D38@400 

 

(d) 底面スラブせん断補強筋 

領域 配筋 

ａ D19@400×200 
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(a) 南側壁 

 

 

(b) 西側壁 

 

図 4－2(1) 選定した要素の位置 Ｓｄ地震時 
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(c) 底面スラブ 

 

図 4－2(2) 選定した要素の位置 Ｓｄ地震時 
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表 4－2 評価結果 Ｓｄ地震時 

部位 評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
発生値 許容値 

南側壁 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

コンクリート圧縮応力度 

（N/mm2） 
鉛直 117 1-4 4.59 17.6 

鉄筋引張応力度 

（N/mm2） 
鉛直 83 1-12 216 345 

面内せん断力 
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
― 107 1-4 2.10 3.29 

面外せん断力 
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
鉛直 74 1-9 0.405 1.09 

西側壁 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

コンクリート圧縮応力度 

（N/mm2） 
鉛直 449 1-11 3.27 15.6 

鉄筋引張応力度 

（N/mm2） 
水平 469 1-1 310 345 

面内せん断力 
面内せん断応力度 

（N/mm2） 
― 476 1-10 1.04 2.31 

面外せん断力 
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
水平 469 1-3 0.656 1.06 

底面 

スラブ 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

コンクリート圧縮応力度 

（N/mm2） 
ＥＷ 332 1-11 9.74 17.6 

鉄筋引張応力度 

（N/mm2） 
ＥＷ 332 1-11 259 345 

面外せん断力 
面外せん断応力度 

（N/mm2） 
ＥＷ 317 1-11 1.48 2.16 
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(a) 南側壁 

 

 

(b) 西側壁 

 

図 4－3(1) 選定した要素の位置 Ｓｓ地震時 
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(c) 底面スラブ 

 

図 4－3(2) 選定した要素の位置 Ｓｓ地震時 
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表 4－3 評価結果 Ｓｓ地震時 

部位 評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
発生値 許容値 

南側壁 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

コンクリート圧縮ひずみ 

（×10-3） 
鉛直 128 2-12 0.170 3.00 

鉄筋引張ひずみ 

（×10-3） 
鉛直 85 2-10 1.40 5.00 

軸力 
圧縮応力度 

（N/mm2） 
鉛直 139 2-4 3.31 15.6 

面内せん断力 
面内せん断応力度

（N/mm2） 
― 107 2-12 2.37 4.39 

面外せん断力 
面外せん断応力度

（N/mm2） 
鉛直 74 2-9 0.550 1.42 

西側壁 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

コンクリート圧縮ひずみ 

（×10-3） 
鉛直 449 2-11 0.261 3.00 

鉄筋引張ひずみ 

（×10-3） 
鉛直 449 2-11 1.68 5.00 

軸力 
圧縮応力度 

（N/mm2） 
水平 469 2-6 1.38 15.6 

面内せん断力 
面内せん断応力度

（N/mm2） 
― 475 2-9 1.31 3.02 

面外せん断力 
面外せん断応力度

（N/mm2） 
鉛直 440 2-11 0.694 1.22 

底面 

スラブ 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

コンクリート圧縮ひずみ 

（×10-3） 
ＥＷ 332 2-11 0.540 3.00 

鉄筋引張ひずみ 

（×10-3） 
ＥＷ 332 2-11 1.54 5.00 

面外せん断力 
面外せん断応力度

（N/mm2） 
ＥＷ 317 2-11 2.01 2.16 
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別紙 1 鉄筋コンクリート構造物の重大事故等時の高温による影響 

（燃料プール及びキャスク置場） 
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1. 概要 

原子炉建物の燃料貯蔵設備である燃料プール及びキャスク置場は，主要構造体を鉄筋

コンクリート造の壁と床で構成する。燃料プール及びキャスク置場の冷却機能や注水機

能を喪失する重大事故等時において，燃料プール及びキャスク置場の水温は高温状態が

一定期間継続すると推定される。 

よって，燃料プール及びキャスク置場について，既往の文献・規格等に基づき，高温

時の健全性を確認する。 

 

2. コンクリート及び鉄筋の温度の影響に関する調査 

2.1 鉄筋コンクリートの高温時の特性 

鉄筋コンクリートは，コンクリートと鉄筋で構成され，「構造材料の耐火性ガイド

ブック（（社）日本建築学会，2017 改訂）」（以下「耐火性ガイドブック」という。）

によると，一般に，コンクリート・鉄筋は，温度の上昇と共に強度・剛性は劣化し，

ひずみが大きくなる傾向にあるとされている。 

コンクリートについては，セメント水和物及びその吸着水，水和物で構成される細

孔内に存在する毛管水，毛管より大きな空隙に存在する自由水から成る多孔体である。

一般的にコンクリートの温度が 70℃程度では，コンクリートの基本特性に大きな影響

を及ぼすような自由水の逸散は生じず，100℃以下では圧縮強度の低下は小さいとされ

る。また，コンクリートの温度が大気圧において 100℃を超すと自由水が脱水し始め，

その温度作用時間が長期間になると結晶水も脱水し始める。コンクリート温度が 190℃

付近では結晶水が解放され始め，更に高温になると脱水現象が著しくなるため，コン

クリートの特性に影響が出始めるとされる。 

鉄筋については，「耐火性ガイドブック」によると，強度及び剛性は，おおむね

200℃から 300℃までは常温時の特性を保持するとされている。 
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2.2 既往の文献による高温時のコンクリートの特性 

燃料プール及びキャスク置場は，ステンレス鋼によりライニングされており，また，

重大事故等時には，代替注水設備によりプール部への注水が行われるため，高温によ

るコンクリートからの水分逸散のないシール状態にある。それを踏まえ，シール状態

で高温加熱を受けたコンクリートの文献収集を行った。高温を受けたコンクリートの

圧縮強度に関する文献を表 2－1 に示す。 

文献 No.1 及び No.2 では，加熱温度 175℃のコンクリートへの影響について検討され

ている。文献 No.1 では，シール状態において強度は熱水反応により一様な変化は示さ

ないとされており，加熱期間 91 日までは，おおむね加熱前と強度は同等と考えられる。

アンシール状態では加熱期間 28 日までの低下率は 10％以内に収まるとされている。文

献 No.2 では，シール状態においては，加熱期間 91 日まで強度の低下は認められない

とされている。 

また，文献 No.3～No.7 では，加熱温度 110℃のコンクリートへの影響について検討

されている。No.4 では加熱期間 50 日について検討されており，強度低下は認められな

い。また，No.3 では加熱期間 3.5 年間，No.5～No.7 では加熱期間 2 年間について検討

され，いずれも強度の低下傾向は認められないとされている。 

それぞれの加熱温度における剛性に着目すると，加熱温度 175℃において，アンシー

ルの条件下では，加熱期間 1 日でも急激に低下する場合があるとされており，水分の

逸散と高い相関があると考えられる。一方，シール状態では大きな低下はなく，加熱

温度 110℃では加熱後ごく初期に剛性の変化は収束するとされている。 

以上より，175℃程度までの高温環境ではコンクリート強度への影響は小さい。また，

コンクリートの剛性については，高温環境による水分逸散の影響が大きく，シール状

態においても剛性の低下の傾向は認められるが，加熱後ごく初期に収束するため影響

はない。 
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表 2－1 高温を受けたコンクリートの圧縮強度に関する文献一覧 

No. 
文献名 

（出典） 
著者 

試験条件 

温度 加熱期間 水分 

1 
高温（175℃）を受けたコンクリートの強度性状 

（セメント・コンクリート No.449，1984 年 7 月） 
川口 徹，高橋久雄 175℃ 1～91 日 

シール 

アンシール 

2 
高温履歴を受けるコンクリートの物性に関する実験的研究 

（日本建築学会構造系論文集 第 457 号，1994 年 3 月） 
長尾覚博，中根 淳 

40 ， 65 ， 110 ， 175 ，

300，600℃ 

1～91 日（40～175℃） 

7 日（300，600℃） 

シール 

アンシール 

3 
熱影響場におけるコンクリートの劣化に関する研究 

（第 48 回セメント技術大会講演集，1994） 

長尾覚博，鈴木智巳，

田渕正昭 

① 65， 90， 110℃の一

定加熱 

② 20～ 110℃のサイク

ル加熱 

①1 日～3.5 年間 

②1～120 サイクル（1

サイクル：4 日） 

シール 

アンシール 

4 
長期高温加熱がコンクリートの力学特性に及ぼす影響の検討 

（日本建築学会大会学術講演梗概集（北陸），2010 年 9 月） 

木場将雄，山本知弘，

久野通也，島本 龍，

一瀬賢一，佐藤 立 

① 20， 110℃の一定加

熱 

② 20～ 110℃のサイク

ル加熱 

①50 日 

②1～50 サイクル（1サ

イクル：1 日，110℃

の保持時間：9 時間/

サイクル） 

シール 

アンシール 

5 

長期間加熱を受けたコンクリートの物性変化に関する実験的

研究（その 1 実験計画と結果概要） 

（日本建築学会大会学術講演梗概集（中国），1999 年 9 月） 

薗田 敏，長尾覚博，

北野剛人，守屋正裕，

池内俊之，大池 武 

① 20 ， 110 ， 180 ，

325℃の一定加熱 

② 20 ～ 110℃ ， 20 ～

180℃，20～325℃の

サイクル加熱 

①1 日～24 ヶ月 

②1～180 サイクル（1

サイクル：72 時間，

高温保持時間：24 時

間/サイクル） 

シール 

アンシール 
6 

長期間加熱を受けたコンクリートの物性変化に関する実験的

研究（その 2 普通コンクリートの力学特性試験結果） 

（日本建築学会大会学術講演梗概集（中国），1999 年 9 月） 

池内俊之，長尾覚博，

北野剛人，守屋正裕，

薗田 敏，大池 武 

7 

長期間加熱を受けたコンクリートの物性変化に関する実験的

研究（その 3 耐熱コンクリートの力学特性試験結果） 

（日本建築学会大会学術講演梗概集（中国），1999 年 9 月） 

大池 武，池内俊之，

北野剛人，長尾覚博，

薗田 敏，守屋正裕 
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3. 施設を構成する部材の構造特性 

鉄筋コンクリート構造物における部材内の温度差及び拘束により発生する熱応力は，

燃料プール及びキャスク置場の壁が周囲の壁，床に比べて厚く，さらに取り付く床が少

ないため，拘束応力のレベルが低いことに加え，「ＣＣＶ規格」では，自己拘束的な応

力であることから，十分な塑性変形能力がある場合，終局耐力に影響しないこととされ

ている。 

以上を踏まえ，施設を構成する部材の構造特性については，高温時においても設計基

準状態との相違は小さい。 

 

4. まとめ 

鉄筋コンクリート構造物の高温時の健全性について，既往の文献・規格等に基づき評

価を行い，燃料プール及びキャスク置場の重大事故等時における高温状態に対しても，

鉄筋コンクリート構造物の強度及び剛性への影響は小さいことを確認した。 
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Ⅵ-2-4-2-4 燃料プール水位・温度（ＳＡ）の耐震性についての計算書
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，燃料プール水位・温度（ＳＡ）が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，

電気的機能を維持できることを説明するものである。 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止

設備以外の常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対

処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，７個の熱電対

で構成されており，熱電

対は保護管に内蔵され，

圧縮継手により架構に固

定する。 

架構は，基礎ボルトによ

り床面に設置され，水中

サポートブロックを壁面

のワークテーブルフック

に引掛けて設置する。 

熱電対 

検出器固定部

検出器固定部詳細

圧縮継手

基礎ボルト

(ケミカルアンカ) 

架構基礎部詳細

（3 か所）

基礎部

（3 か所）

検出器

保護管

架構

（壁面） 

（床面）

水中サポート

ブロック

（単位：mm） 
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2.2 評価方針 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定し

た荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す燃料プール水位・

温度（ＳＡ）の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で

算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構

造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，燃料プール水位・温度（ＳＡ）

の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基

づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて

示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

図 2－1 燃料プール水位・温度（ＳＡ）の耐震評価フロー 

解析モデルの設定

設計用地震力

機能維持評価用加速度

燃料プールの
三次元流動解析 

固有値解析

流体速度の算出

燃料プール水位・温度

（ＳＡ）の機能維持評価

地震時における応力

燃料プール水位・温度

（ＳＡ）の構造強度評価

スロッシング荷重の算出

地震応答解析
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｍ 

Ａｂ

Ａｓ

Ｃｄ

ＣＨ

ＣＶ 

ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｂ 

Ｆｓ 

ƒｂｍ

ƒｃｍ

ƒｓｂ

ƒｓｍ

ƒｔｍ

ƒｔｏ

ƒｔｓ

g 

Ｉ 

ｉ 

ｋ

Ｌ

Ｑｂ 

Ｓｕ 

Ｓｙ

Ｓｙ(ＲＴ) 

Ｖ 

Ｗ 

Ｚｐ 

Ｚｘ 

Ｚｙ 

π 

架構の断面積 

基礎ボルトの軸断面積 

スロッシングにおける架構の投影面積

架構の抗力係数 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133に定める値 

基礎ボルトに作用する引張力 

スロッシングにより架構に生じる抗力

架構の許容曲げ応力 

架構の許容圧縮応力 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

架構の許容せん断応力 

架構の許容引張応力（許容組合せ応力） 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

（許容組合せ応力） 

重力加速度（＝9.80665） 

架構の断面2次モーメント 

座屈軸についての断面2次半径 

圧縮材の座屈長さ 

材長 

基礎ボルトに作用するせん断力（1本当たり） 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

スロッシングによる流速

計器の荷重 

架構の断面におけるねじり断面係数 

架構の断面におけるｘ軸方向の断面係数 

架構の断面におけるｙ軸方向の断面係数 

円周率 

mm2 

mm2 

mm2 

― 

― 

― 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm4 

mm 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s 

N 

mm3 

mm3 

mm3 

― 

＊
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記号 記号の説明 単位 

σｂ 

τｂ

σｂｘ 

σｂｙ 

σｔ(ｃ) 

τｘ 

τｙ

τｐ 

ρ 

ρｂ 

ρｍ 

ρｓ 

ρｔ(ｃ) 

ν 

νｃ 

Λ 

λ 

基礎ボルトに生じる引張応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

架構に生じるｘ方向の曲げ応力 

架構に生じるｙ方向の曲げ応力 

架構に生じる軸応力 

架構に生じるｘ方向のせん断応力 

架構に生じるｙ方向のせん断応力 

架構に生じるねじり応力 

水の密度 

架構に生じる曲げ応力 

架構に生じる組合せ応力 

架構に生じるせん断応力 

架構に生じる引張（圧縮）応力 

ポアソン比 

圧縮材の座屈安全率 

限界細長比 

圧縮材の細長比 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

kg/m3 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

― 

― 

― 

― 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

力 N 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，＊3 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：計算機プログラム固有の桁処理により算出値が有効数字 4 桁以下となる場合は，

計算機プログラム保有の最大桁数表示とする。 

＊4：設計・建設規格  付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値

とする。 
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3. 評価部位

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づ

き，耐震評価上厳しくなる基礎ボルト部及び架構について実施する。燃料プール水位・温度（Ｓ

Ａ）の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期

4.1 固有値解析方法 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 燃料プール水位・温度（ＳＡ）は，「4.2 解析モデル及び諸元」に示す三次元はりモデル

として考える。 

4.2 解析モデル及び諸元 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の解析モデルを図 4－1 に，解析モデルの概要を以下に示

す。また，機器の諸元を本計算書の【燃料プール水位・温度（ＳＡ）（L/TE216-1，2，3，4，

5，6，TE216-4）の耐震性についての計算結果】のその他の機器要目に示す。 

(1) 燃料プール水位・温度（ＳＡ）の計器の質量は，計器自身の質量のほか，内包水の質量及

び水の付加質量＊を考慮する。 

(2) 燃料プール水位・温度（ＳＡ）の計器の質量は，重心に集中するものとする。

(3) 燃料プール水位・温度（ＳＡ）の計器の重心位置については，計算条件が厳しくなる位置

に重心位置を設定するものとする。 

(4) 拘束条件として，基礎ボルト部の並進方向を固定する。また，水中サポートブロック部の

水平方向及び鉛直方向のうち下向き方向を固定する。なお，基礎ボルト部は剛体として評価

する。 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

(6) 解析コードは，「ＮＳＡＦＥ」を使用し，固有値及び荷重を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

注記＊：機器が流体中で加速度を受けた場合に質量が増加したような効果を模擬した質量 
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図 4－1 解析モデル 

サポート鋼材

（角形鋼）

保護管

（鋼管） 

サポート鋼材

（角形鋼）

サポート鋼材

（角形鋼）

サポート鋼材

（角形鋼）

検出器荷重点

水中サポート

ブロック

サポート鋼材

（角形鋼）

支持点

（基礎ボルト部） 

支持点

（ワークテーブルフック部）

X Z 

Y 

仮想鋼材
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4.3 固有値解析結果 

固有値解析の結果を表 4－1，振動モード図を図 4－2，図 4－3，図 4－4，図 4－5 及び図 4

－6 に示す。固有周期は，0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認した。また，鉛直方

向は 5 次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であることを確認した。 

表 4－1 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊
Ｘ方向 Ｚ方向 

1 次 水平 -0.007 0.081 -0.043

2 次 水平 0.136 -0.014 0.017 

3 次 水平 0.105 0.525 0.023 

4 次 水平 -0.526 0.064 0.005 

5 次 鉛直 -0.010 -0.084 0.131 

 注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から算出

した値を示す。 

図 4－2 振動モード（1次モード 水平方向 ｓ）
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図 4－3 振動モード（2次モード 水平方向 ｓ）
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図 4－4 振動モード（3次モード 水平方向 ｓ）
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図 4－5 振動モード（4次モード 水平方向 ｓ）
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図 4－6 振動モード（5次モード 鉛直方向 ｓ）
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

4.2 項(1)～(6)のほか，次の条件で計算する。 

(1) 燃料プール水位・温度（ＳＡ）の質量は，計器の質量，内包水の質量及び水の付加質量の

ほか，更に精緻に評価するため，排除水質量（水中に設置される機器が排除する水の質量）

の減算を考慮する。 

(2) 地震力は，燃料プール水位・温度（ＳＡ）に対して，水平方向及び鉛直方向から作用する

ものとする。また，水平方向及び鉛直方向の組み合わせには，ＳＲＳＳ法を適用する。 

(3) スロッシング力は，燃料プール水位・温度（ＳＡ）に対して，水平方向から作用するもの

とする。 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処

設備の評価に用いるものを表 5－1に示す。 

5.2.2 許容応力 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き表 5－2 のとおりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設

備の評価に用いるものを表 5－3 に示す。
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設 

使用済燃料

貯蔵設備 
燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

常設／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3，＊4 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ＊4 

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。）

注記＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊4：地震荷重にはプール水のスロッシングによる荷重を含む。 
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表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ
ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊
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表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 
SS400 

（径≦16mm） 
周囲環境温度 100 221 373 - 

架構 SUS304 周囲環境温度 100 171 441 205 
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5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－4 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用

いる。 

表 5－4 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

床面高さ(m) 
原子炉建物 EL 42.8＊1 

固有周期(s) 水平：  ＊2 鉛直：  ＊2

減衰定数(％) 水平：1.0 鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊3
固有周期

(s) 

応答水平震度 応答鉛直

震度 

応答水平震度＊4 応答鉛直

震度＊3 NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

1 次 ― ― ― 27.69 27.69 ―

2 次 ― ― ― 13.96 13.96 ―

3 次 ― ― ― 15.88 15.88 ―

4 次 ― ― ― 21.61 21.61 ―

5 次 ― ― ― ― ― ― 

動的震度＊5 ― ― ― 3.42 3.42 2.46 

静的震度＊6 ― ― ― ― ― ―

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1 次固有周期について記載（水平），5 次固有周期について記載（鉛直） 

＊3：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s 未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより

得られる震度

＊5：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊6：3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶより定めた震度 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

(1) 地震力及びスロッシング力に対してそれぞれ三次元はりモデルによる個別解析を実施

し，地震力及びスロッシング力による応力を合算することにより，図4－1に示す解析モ

デルに生じる応力を算出する。 

(2) スロッシングにおける応力の算出においては，Ⅵ-1-1-9-3「溢水評価条件の設定」2.3

「地震起因による溢水」に示す基準地震動Ｓｓ（Ｓｓ－Ｄ）による燃料プールの三次元

流体速度時刻歴データを用いる。 

(3) 流体速度時刻歴データより水平方向における水深ごとの最大流速を用い，サポート架

構に生じる抗力を算出する。 

(4) 抗力の算出には以下の式を用い，抗力係数Ｃｄは機械工学便覧 日本機械学会編

（2007）よりサポート架構が正方形形状であるため2.0とする。なお，抗力の算出におい

ては，流体速度時刻歴データより燃料プール内の高さレベルごとの流体速度の最大値Ｖ

を抽出し，以下の式を用いて抗力Ｆｓを算出する。流体速度時刻歴データはサポート架

構に対し支配的となる水平方向のデータを適用するものとする。 

Ｆｓ ＝ 
1

2
・Ｃｄ・ρ・Ａｓ・Ｖ2

(5) 抗力の算出から得られた高さレベルごとの抗力によりサポート架構に生じる動水圧荷

重を付加し，図4－1に示す解析モデルに生じる応力を算出する。 



22 

S
2 

補
 
Ⅵ
-
2-
4
-2

-4
 R

0 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，三次元はりモデルによる個別解析から基礎ボルト 1 本当たり

の発生力を求めて，その結果を用いて手計算にて計算する。

図 5－1 計算モデル（基礎ボルト） 

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）

架構の基礎部詳細

（3 か所）

計器荷重点

架構の基礎部

サポート評価点

 

 

Y 

X 

Y 

Z 

Z 

X 
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個別解析によって得られた基礎ボルト部の評価点の最大発生力を表 5－5 に示す。 

表 5－5 基礎ボルト（1本当たり）発生反力

対象部位 ケース

反力(N) 

Ｆb Ｑb 

基礎ボルト 

地震力 

スロッシング

地震力＋スロッシング 

(1) 引張応力

基礎ボルト（1本当たり）に対する引張応力は，下式により計算する。

引張応力

ｂ

ｂ
ｂ

Ａ

Ｆ
＝σ ··············································  (5.4.1.1.1) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

 Ａｂ＝ 
π

4
・ｄ2  ··········································  (5.4.1.1.2) 

(2) せん断応力

基礎ボルト（1本当たり）に対するせん断応力は，下式により計算する。

せん断応力

ｂ

ｂ
ｂ

Ａ

Ｑ
＝τ ··············································  (5.4.1.1.3) 
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5.4.1.2 架構の応力 

架構の応力は，三次元はりモデルによる個別解析から各節点に生じる応力を求めて，

その結果を用いて手計算にて計算する。 

図 5－2 計算モデル（架構） 

計器荷重点 

 

Y 

X 

Y 

Z 

Z 

X 

サポート鋼材
断面

水中サポートブロック
断面（最小断面）

x 

y 

サポート鋼材

水中サポート

保護管

保護管
断面

x 

y 

水中サポート詳細

X 

Y 
Ａ

Ａ
Ａ矢視

水中サポート
ブロック

Y 

Z 

x 

y 

ワークテーブル
フック
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組合せ応力が最大となる架構の評価点の最大発生応力を表 5－6 に示す。 

表 5－6 発生応力  (単位：MPa) 

対象部位 ケース
軸力 せん断 ねじり 曲げ 

σｔ(c) τｘ τｙ τｐ σｂx σｂｙ 

架構 

地震力 

スロッシング

地震力＋スロッシング 

注記＊：軸力マイナスは圧縮応力を示す。 

(1) 引張（圧縮）応力

架構に対する引張（圧縮）応力は，下式により計算する。

引張（圧縮）応力（ρｔ（ｃ））

  ρｔ（ｃ） ＝|σｔ（ｃ）| ···································  (5.4.1.2.1)

(2) せん断応力

架構に対するせん断応力は，下式により計算する。

せん断応力（ρｓ）

ρｓ ＝MAX（τｘ＋τｐ，τｙ＋τｐ） ······················  (5.4.1.2.2)

(3) 曲げ応力

架構に対する曲げ応力は，下式により計算する。

曲げ応力（ρｂ）

ρｂ ＝σｂｘ ＋ σｂｙ  ····································  (5.4.1.2.3)

(4) 組合せ応力

架構に対する組合せ応力は，下式により計算する。

組合せ応力（ρｍ）

ρｍ ＝  (ρｔ（ｃ）＋ρｂ)2 ＋3ρｓ
2   ······················  (5.4.1.2.4)
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルト及び架構の応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【燃料プール水位・温度（ＳＡ）（L/TE216-1，

2，3，4，5，6，TE216-4）の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

5.6 応力の評価 

5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

5.4.1.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力ƒｔｓ以下で

あること。ただし，ƒｔｏは下表による。

 ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ･･･････････････････････ (5.6.1.1)

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂは下表による。

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合

許容引張応力
ƒｔｏ 

 Ｆ 

2
・1.5

許容せん断応力
ƒｓｂ 

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

＊
＊
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5.6.2 架構の応力評価 

5.4.1.2 項で求めた架構の引張（圧縮）応力ρｔ（ｃ），せん断応力ρｓ，曲げ応力ρｂ及

び組合せ応力ρｍは，架構の許容引張応力 ƒｔ ｍ，許容圧縮応力 fｃｍ，許容せん断応力

ƒｓ ｍ，許容曲げ応力 ƒｂ ｍ及び許容組合せ応力 ƒｔ ｍ以下であること。ただし，ƒ
ｔｍ，ƒｃｍ，ƒｓｍ及び ƒｂｍは下表による。

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合

許容引張応力

fｔｍ 
 Ｆ 

1.5
・1.5

許容圧縮応力

fｃｍ 



1-0.4





λ

 Λ 

2  Ｆ 

 νc 
・1.5

許容せん断応力

fｓｍ 
 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5

許容曲げ応力

fｂｍ 
 Ｆ 

1.5
・1.5

許容組合せ応力

fｔｍ 
 Ｆ 

1.5
・1.5

ただし，ｋ，Λ，λ，νｃ，ｉは次式より求める。 

νc ＝ 1.5 + 
 2 

 3 



 λ 

 Λ 

2
 ······································  (5.6.2.1) 

Λ ＝ 
π2 ・Ｅ

0.6・Ｆ
 ···········································  (5.6.2.2)

λ ＝ 
k
 i 

···················································  (5.6.2.3)

ｋ ＝ 2.1・Ｌ  ················································  (5.6.2.4) 

ｉ ＝ 
 Ｉ 

 Ａｍ 
··············································  (5.6.2.5) 

＊

＊

＊

＊
＊

＊
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6. 機能維持評価

6.1 電気的機能維持評価方法 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，

基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又は地震応答解析で評価した検出器に生じる最大の応答加

速度のいずれか大きい値とする。 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価

部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1 に示す。 

表 6－1 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-1） 

水平 

鉛直 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-2） 

水平 

鉛直 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-3） 

水平 

鉛直 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-4） 

水平 

鉛直 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-5） 

水平 

鉛直 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-6） 

水平 

鉛直 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（TE216-4） 

水平 

鉛直 
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7. 評価結果

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下

に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電

気的機能を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【燃料プール水位・温度（ＳＡ）（L/TE216-1， 2，3，4，5，6，TE216-4）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-1，2，3，4，5，6，

TE216-4） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建物 

EL 42.8＊1 ― ― 
ＣＨ＝3.42＊2 

又は＊3

ＣＶ＝2.46＊2

又は＊3
100 

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ 

(N) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

基礎ボルト 
221 

（径≦16mm） 

373 

（径≦16mm） 
― 261 

部材 
Ａｍ 

(mm2) 

Ｉ 

(mm4) 

Ｌ

(mm) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

架構 171 441 205 ― 205 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

＊

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力  (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― ―

1.3.2 架構の発生応力   （単位：MPa） 

部材 
軸力 せん断 ねじり 曲げ 

σｔ(ｃ) τｘ τｙ τｐ σｂｘ σｂｙ

架構 

注記＊：軸力マイナスは圧縮応力を示す。 
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1.4 結論

1.4.1 基礎ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張 ― ― σｂ＝12 ƒｔｓ＝156＊

せん断 ― ― τｂ＝7 ƒｓｂ＝120

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]

1.4.2 架構の応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

架構 SUS304 

引張（圧縮） ― ― ρｔ(ｃ)＝2＊ ƒｃｍ＝201

せん断 ― ― ρｓ＝22 ƒｓｍ＝118

曲げ ― ― ρｂ＝154 ƒｂｍ＝205

組合せ ― ― ρｍ＝160 ƒｔｍ＝205

すべて許容応力以下である。 注記＊：発生応力は圧縮応力を示す。 
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1.4.3 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2)
機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-1） 

水平方向 10.0 

鉛直方向 10.0 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-2） 

水平方向 10.0 

鉛直方向 10.0 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-3） 

水平方向 10.0 

鉛直方向 10.0 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-4） 

水平方向 10.0 

鉛直方向 10.0 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-5） 

水平方向 10.0 

鉛直方向 10.0 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（L/TE216-6） 

水平方向 10.0 

鉛直方向 10.0 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（TE216-4） 

水平方向 10.0 

鉛直方向 10.0 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる評価部位における応答加速度又は 1.2・DAS のいずれか大きい値とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 100 

縦弾性係数 Ｅ MPa 190000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

架構の基礎部詳細

（3 か所）

計器荷重点

サポート評価点

Y 

X 

Y 

X 

Z 

Z 

基礎ボルト

（ケミカルアンカ）
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(2) 断面性状

部材 要素 材質 
Ａｍ 

(mm2) 

Ｚｘ 

(mm3) 

Ｚｙ 

(mm3) 

Ｚｐ 

(mm3) 

サポート鋼材

① SUS304 

② SUS304 

③ SUS304 

④ SUS304 

保護管 ⑤ SUS304TP 

水中サポート 

ブロック 
⑥ SUS304 

X Z 

Y 

①
①

①
② 

⑥

③

④

② ⑤

⑤
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Ⅵ-2-4-2-5 燃料プール水位（ＳＡ）の耐震性についての計算書 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，燃料プール水位（ＳＡ）が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的

機能を維持できることを説明するものである。 

燃料プール水位（ＳＡ）は，重大事故等対処設備においては，常設耐震重要重大事故防止設備

以外の常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設

備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

燃料プール水位（ＳＡ）の構造計画を表 2－1に示す。 
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2 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器保護管は，

を検出器架台梁先端

の に接続す

る。 

また，検出器架台は，

取付ボルトによりベー

スプレートに固定さ

れ，ベースプレート

は，基礎ボルトにより

基礎（床面）に設置す

る。 

ガイドパルス式水位

検出器（検出器保護

管は検出器架台に固

定する構造） 
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2.2 評価方針 

燃料プール水位（ＳＡ）の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重

及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す燃料プール水位（Ｓ

Ａ）の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，検出器保護管については

「4.3 検出器保護管の解析モデル及び諸元」及び「4.4 検出器保護管の固有周期」で算出し

た固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 検出器保

護管の地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施し，検出器架台

については「5.3  検出器架台の解析モデル及び諸元」及び「5.4 検出器架台の固有周期」で

算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 検

出器架台の地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，

燃料プール水位（ＳＡ）は，電気信号を伝搬する機能のみであり，検出器保護管が変形・破損

しなければ，その機能を維持できる。よって，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」の電気的機能

維持の方針に基づき，検出器保護管が解析による最大発生応力が許容応力以下にあることによ

り，機能維持を満足することを「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施す

る。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

燃料プール水位（ＳＡ）の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 燃料プール水位（ＳＡ）の耐震評価フロー 

検出器の電気的 

機能維持評価 

検出器保護管及び 

検出器架台の構造強度評価 

地震時における応力 

スロッシング荷重の算出

解析モデル設定 

固有値解析 

燃料プールの 

３次元流動解析 

地震応答解析 

設計用地震力 

流体速度の算出 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ａ 

Ａｂ 

Ａｐ 

Ａｓ 

Ｃｄ 

ＣＨ 

ＣＶ

ｄ１ 

ｄｏ

ｄｉ 

ｄｒ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆ ＊

Ｆｂ 

Ｆｓ 

Ｆｘ 

Ｆｘ１ 

Ｆｘ１１ 

Ｆｘ１２ 

Ｆｘ２ 

Ｆｘ２１ 

Ｆｘ２２ 

Ｆｙ

ＦｘＢ 

ＦｙＢ 

fｓｂ 

fｔｏ 

fｔｓ

g 

ｈ１

ｈ２ 

ℓ１１

ℓ１２

ℓ２１

ℓ２２

ℓｂ 

ℓｐ 

Ｍｘ 

Ｍｚ

ｍｂ１

ｍｂ２ 

ｍｐ 

ｍｗ 

ｎ 

配管（検出器保護管）外半径 

基礎ボルトの軸断面積 

検出器保護管の軸断面積 

スロッシングにおける検出器保護管の投影面積

検出器保護管の抗力係数

水平方向設計震度

鉛直方向設計震度

基礎ボルトの呼び径

検出器保護管外径

検出器保護管内径

検出器芯棒外径

縦弾性係数

設計・建設規格 SSB-3131 に定める値

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値

基礎ボルトに作用する引張力（1本当たり）

スロッシングにより検出器保護管に生じる抗力

検出器保護管取付部における水平方向荷重

地震力における水平方向荷重

地震力におけるＸ方向荷重

地震力におけるＹ方向荷重

スロッシングにおける水平方向荷重

スロッシングにおけるＸ方向荷重

スロッシングにおけるＹ方向荷重

検出器保護管取付部における鉛直方向荷重

検出器保護管取付部に作用する力（水平方向）

検出器保護管取付部に作用する力（鉛直方向）

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力（許

容組合せ応力）

重力加速度(＝9.80665)

検出器架台の据付面から重心までの距離

検出器保護管取付部から検出器架台の重心までの鉛直方向距離

検出器架台の重心と基礎ボルト間の水平方向距離＊１

検出器架台の重心と基礎ボルト間の水平方向距離＊１

検出器架台の重心と基礎ボルト間の水平方向距離＊２

検出器架台の重心と基礎ボルト間の水平方向距離＊２

検出器保護管取付部中心から重心までの水平方向距離

検出器保護管長さ

検出器架台の重心における検出器取付部から作用するモーメント

（Ｘ軸回り）

検出器架台の重心における検出器取付部から作用するモーメント

（Ｚ軸回り）

検出器架台質量

検出器架台梁質量

検出器保護管質量

検出器保護管内包水質量

基礎ボルトの本数

mm 

mm2 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

－ 

㎜ 

㎜ 

㎜ 

㎜ 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

N・mm 

N・mm 

kg 

kg 

kg 

kg 

－
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記号 記号の説明 単位 

ｎｆ 

Ｑｂ 

Ｓｕ 

Ｓｙ

Ｓｙ（ＲＴ） 

ｔ 

Ｖ 

γ 

π 

σｂ

σｐ 

σｐ１ 

σｐ１１

σｐ１２

σｐ２ 

σｐ３ 

τｂ 

ρ 

ρ０ 

ν 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 

基礎ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値 

検出器保護管の厚さ 

スロッシングによる流速

低減係数

円周率

基礎ボルトに生じる引張応力

検出器保護管に生じる曲げ応力

地震力における曲げ応力

地震力における軸応力

地震力における組み合わせ応力

スロッシングにおける曲げ応力

自重における軸応力

基礎ボルトに生じるせん断応力

水の密度

検出器保護管材の密度

ポアソン比

ＮＳ方向

鉛直方向

ＥＷ方向

－ 

N 

MPa

MPa 

MPa 

mm 

m/s 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

kg/m3 

kg/m3 

－ 

－ 

－ 

－ 

＊１：図5－3参照

＊２：図5－2参照 

注記
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2位＊2 四捨五入 小数点以下第 1位＊3 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3 位の場合は，小数点以下第 3位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2 位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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3. 評価部位

燃料プール水位（ＳＡ）の耐震評価は，検出器保護管の

を考慮し，検出器保護管と検出器架台についてそれぞれ評価を行う。検出

器保護管については，「4. 検出器保護管の地震応答解析及び構造強度評価」に示す条件に基づ

き評価を実施する。また，検出器架台については，「5. 検出器架台の地震応答解析及び構造強

度評価」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトについて評価を実施する。燃料

プール水位（ＳＡ）の耐震評価部位については，表2－1の概略構造図に示す。 

4. 検出器保護管の地震応答解析及び構造強度評価

4.1 検出器保護管の地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 地震応答解析時の検出器保護管の質量には，検出器保護管自身の質量のほか，検出器保護

管に含まれる水の質量及び検出器保護管外形の付加質量＊を考慮する。また，精緻に評価

するため，排除水質量（水中に設置される機器が排除する水の質量）の減算を考慮する。

(2) 地震力は，検出器保護管に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用させる。また，水

平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を適用する。

(3) スロッシング荷重は，検出器保護管に対して水平方向から作用させる。

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

注記＊：付加質量とは，機器が流体中で加速度を受けた場合に質量が増加したような効果を模

擬した，機器の形状により定まる仮想質量をいう。 

4.2 検出器保護管の荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

検出器保護管の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 4－1に示す。 

4.2.2 検出器保護管の許容応力 

検出器保護管の評価に用いる許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表

4－2に示す。 

4.2.3 検出器保護管の使用材料の許容応力評価条件 

検出器保護管の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 4－3に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の 

取扱施設及び 

貯蔵施設 

使用済燃料 

貯蔵設備 
燃料プール水位（ＳＡ） 

常設／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ＊4 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ＊4 

ⅤＡＳ

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。)

注記 ＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊4：地震荷重にはプール水のスロッシングによる荷重を含む。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外） 

一次応力 

引張 

ⅣＡＳ 

1.5・ft ⅤＡＳ
(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省

略する。 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

検出器保護管 周囲環境温度 171 － － 

*
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4.3 検出器保護管の解析モデル及び諸元 

検出器保護管の解析モデルを図 4－1に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器の諸

元を本計算書の【燃料プール水位（ＳＡ）の耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) 検出器保護管は，3次元はり要素でモデル化する。

(2) 拘束条件は，検出器保護管上端の取付部で，

検出器保護管中間部及び下部サポート点で

とする。 

(3) 検出器保護管質量は，検出器保護管自身の質量，検出器保護管に含まれる水の質量及び付

加質量を考慮

(4) 解析コードは，「ＡＮＳＹＳ」を使用し，固有値と各要素に発生する荷重及びモーメント

を求める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，

「Ⅵ-5 計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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図4－1 検出器保護管の解析モデル 
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4.4 検出器保護管の固有周期 

検出器保護管の固有値解析の結果を表 4－4，振動モード図を図 4－2 に示す。水平方向の固

有周期は，0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認した。 

表4－4 検出器保護管の固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期

（s） 

水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ Ｘ方向 Ｚ方向 

1次 

2次 

3次 

4次 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から算出した値を示す。 

図4－2 検出器振動モード図 
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4.5 検出器の設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－5に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付資料「Ⅵ-2-1-7 設計用床応答スペクトルの作成

方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減

衰定数を用いる。 

表 4－5 検出器の評価に用いる設計用地震力（重大事故等対処施設） 
据付場所及び 
床面高さ(m) 

EL.42.80＊１ 

固有周期(s) 水平：   鉛直：

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊3
固有周期

(s) 

応答水平震度 応答鉛直

震度＊4 

応答水平震度＊4 応答鉛直

震度＊4 NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

1 次 － － － 

2 次 － － － 

3 次 － － － 

4 次 － － － 

動的震度＊5，＊6 － － 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s 未満のモードに対

しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊5：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊6：最大応答加速度を 1.2 倍した震度 



15 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
4-
2-
5 
R0
 

4.6 検出器保護管の計算方法 

4.6.1 地震力における応力の算出 

(1) 図4－1に示す解析モデルによりスペクトルモーダル解析を実施する。

(2) スペクトルモーダル解析によりＸ及びＺ方向における各節点の曲げモーメントを

算出する。また，Ｘ及びＺ方向の曲げモーメントは，ＳＲＳＳ法を用いて組み合

わせる。

(3) 組み合わせた曲げモーメントを用いて，検出器保護管の水平方向に発生する曲げ

応力を算出する。算出結果を表4－6に示す。

表4－6 地震力における曲げ応力 

曲げ応力 

σｐ１[MPa] 

(4) 地震力及び自重により検出器保護管のＹ方向に発生する軸応力を静的解析により

算出する。

(5) 水平方向の曲げ応力にＹ方向の軸応力を絶対値和することにより組み合わせる。

4.6.2 スロッシングにおける応力の算出 

(1) スロッシングにおける応力の算出においては，添付書類「Ⅵ-1-1-9-3 溢水評価条

件の設定」に示す基準地震動Ｓｓ（Ｓｓ－Ｄ）による燃料プールの 3 次元流動解

析により得られた流体速度時刻歴データを用いる。

(2) 流体速度時刻歴データより，水平方向における水深ごとの最大流速を用い，検出

器保護管に生じる抗力を算出する。

(3) 抗力の算出には以下の式を用い，抗力係数Ｃｄは機械工学便覧 日本機械学会編

（2007）より検出器保護管が円柱形状であるため 1.2 とする。

Ｆ
ｓ

=
１

２
・Ｃ

ｄ
・ρ・Ａ

ｓ
・Ｖ

２

(4) 算出されたスロッシングによるＸ及びＺ方向の曲げモーメントはベクトル和にて

組み合わせる。

(5) 組み合わせた曲げモーメントを用いて，検出器保護管に発生する曲げ応力を算出

する。曲げ応力の算出結果を表4－7示す。

表4－7 スロッシングにおける曲げ応力 

スロッシングにおける曲げ応力

σｐ２[MPa] 
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4.6.3 地震力及びスロッシングによる応力の算出 

地震力及びスロッシングによる発生応力を合算することにより，燃料プール水位（ＳＡ）

検出器保護管に生じる曲げ応力を算出する。算出結果を表 4－8に示す。 

表4－8 検出器保護管に生じる曲げ応力 

曲げ応力 

σｐ[MPa] 

4.7 検出器保護管の計算条件 

応力解析に用いる計算条件は，本計算書の【燃料プール水位（ＳＡ）の耐震性についての計

算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

4.8 検出器保護管の応力の評価 

4.6.3項で求めた検出器保護管に生じる応力が，表4－2に示す許容応力1.5・ft ＊よりも保守

的な使用材料の設計降伏点Ｓｙ以下であることを確認する。 
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5. 検出器架台の地震応答解析及び構造強度評価

5.1 検出器架台の地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 固有値解析は 3次元ＦＥＭモデルによる評価を実施し，基礎ボルトの耐震計算は１質

点系による評価を実施する。

(2) 地震力は，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。

(3) 検出器架台の質量は，重心に集中するものとする。

(4) 検出器架台の重心位置については，計算条件が厳しくなる位置に重心を設定するもの

とする。

(5) 検出器架台の転倒方向は，図 5－2及び図 5－3に示す左右方向及び前後方向について

検討し，計算書には計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう）を記載

する。

(6) 「4.6 検出器保護管の計算方法」に示す検出器保護管の解析により得られた検出器保

護管取付部における荷重を，基礎ボルトの応力計算において組み合わせて評価するも

のとする。

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

5.2 検出器架台の荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

検出器架台の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 4－1に示す。 

5.2.2 検出器架台の許容応力 

検出器架台の評価に用いる許容応力は，添付資料「Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針」に

基づき表 5－1に示す。 

5.2.3 検出器架台の使用材料の許容応力評価条件 

検出器架台の使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 5－2に示す。 
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表 5－1 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ

＊ 1.5・ｆｓ

＊ⅤＡＳ
(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合

は評価を省略する。 

表 5－2 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

SUS316 周囲環境温度 176 476 205 205 
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5.3 検出器架台の解析モデル及び諸元 

検出器架台の固有値解析モデルを図 5－1に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器

の諸元を本計算書の【燃料プール水位（ＳＡ）の耐震性についての計算結果】の機器要目に示

す。 

(1) 燃料プール水位（ＳＡ）検出器架台は，3次元はり要素及びシェル要素でモデル化す

る。

(2) 拘束条件として，基礎ボルト位置をＸＹＺ方向並進及び回転を固定とする。

(3) 解析コードは，「ＳＴＡＡＤ．Ｐｒｏ」を使用し，固有値を求める。なお，評価に用い

る解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅴ-5 計算機プログラム

（解析コード）の概要」に示す。

図 5－1 検出器架台の解析モデル 
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5.4 検出器架台の固有周期 

検出器架台の固有値解析の結果を表 5－3に示す。 

1 次モードは 方向に卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛構造であることを確認

した。また， 方向は 2次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛構造で

あることを確認した。 

表5－3 検出器架台の固有値解析結果 

モード 固有周期（ｓ） 卓越方向 

1次 

2次 
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5.5 検出器架台の設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－4に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7 「設計用床応答スペクトルの作成方針」に

基づき設定する。 

表 5－4 検出器架台の評価に用いる設計用地震力（重大事故等対処施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向

設計震度 

鉛直方向

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

EL.42.80＊１ 
－ － 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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5.6 検出器架台の計算方法 

5.6.1 地震力における応力の算出 

(1) 検出器保護管の地震応答解析により得られた検出器保護管取付部におけるＸ及び

Ｚ方向の荷重を用いる。

(2) 地震力及びスロッシングにおける

水平方向荷重を算出する。算出結果を表5－5及び表5－6に示す。 

表5－5 地震力における水平方向荷重 

Ｘ方向荷重 

Ｆｘ１１[N] 

Ｚ方向荷重 

Ｆｘ１２[N] 

水平方向荷重 

Ｆｘ１[N] 

表5－6 スロッシングにおける水平方向荷重 

Ｘ方向荷重 

Ｆｘ２１[N] 

Ｚ方向荷重 

Ｆｘ２２[N] 

水平方向荷重 

Ｆｘ２[N] 

(3) 地震力における水平方向荷重及びスロッシングにおける水平方向荷重の

することにより，検出器保護管取付部における水平方向荷重を算出する。 

(4) 検出器保護管は

算出する。検出器保護管取付部における荷重の算出結

果を表5－7に示す。 

表5－7 検出器保護管取付部における荷重 

水平方向荷重 

Ｆｘ[N] 

鉛直方向荷重 

Ｆｙ[N] 



23 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
4-
2-
5 
R0
 

5.6.2 基礎ボルトの計算方法 

(1) 引張応力

基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図5－2及び図5－3で最外列

の基礎ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の基礎ボルトで受ける

ものとして計算する。 

引張力（Ｆｂ） 

左右方向 

Ｆ
ｂ
＝

ｍ
ｂ１

・g・Ｃ
Ｈ
・ｈ

１
－ｍ

ｂ１
・g・ (１－Ｃ

Ｖ)・ℓ２１
＋Ｍ

ｘ

ｎ
ｆ
・ (ℓ２１

＋ℓ２２)

‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (5.2.4.2.1) 

前後方向 

Ｆ
ｂ
＝

ｍ
ｂ１

・g・Ｃ
Ｈ
・ｈ

１
－ｍ

ｂ１
・g・ (１－Ｃ

Ｖ
)・ℓ１２＋Ｍ

ｚ

ｎ
ｆ
・ (ℓ１１＋ℓ１２)

‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (5.2.4.2.2) 

ここで，水平及び鉛直方向の検出器保護管取付部に作用する力ＦｘＢ及びＦｙＢは次

式で求める。 

Ｆ
ｘＢ

＝Ｃ
Ｈ
・g・ｍ

ｂ２
＋Ｆ

ｘ

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (5.2.4.2.3) 

Ｆ
ｙＢ

＝ (Ｃ
Ｖ

− １)・g・ｍ
ｂ２

＋Ｆ
ｙ

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (5.2.4.2.4) 

また，検出器架台の重心における検出器保護管取付部から作用するＸ軸及びＺ軸

周りのモーメントＭｘ及びＭｚは次式で求める。 

Ｍ
ｘ
＝Ｆ

ｙＢ
・ℓ２１＋Ｆ

ｘＢ
・ (ｈ

１
＋ｈ

２
)

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (5.2.4.2.5) 

Ｍ
ｚ
＝Ｆ

ｙＢ
・ (ℓｂ＋ℓ１２)＋Ｆ

ｘＢ
・ (ｈ

１
＋ｈ

２
)

‥‥‥‥‥‥‥‥ (5.2.4.2.6) 
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引張応力（σｂ） 

σ
ｂ
＝

Ｆ
ｂ

Ａ
ｂ

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (5.2.4.2.7) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式で求める。 

Ａ
ｂ
＝

π

４
・ｄ

２

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (5.2.4.2.8) 

(2) せん断応力

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。

せん断力（Ｑｂ） 

Ｑ
ｂ
＝ｍ

ｂ１
・g・Ｃ

Ｈ
＋Ｆ

ｘＢ

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (5.2.4.2.9) 

せん断応力（τｂ） 

τ
ｂ
＝

Ｑ
ｂ

ｎ・Ａ
ｂ

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (5.2.4.2.10) 
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図 5－2 計算モデル（左右方向転倒） 

図 5－3 計算モデル（前後方向転倒） 
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5.7 検出器架台の計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【燃料プール水位（ＳＡ）の耐震性についての計

算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

5.8 検出器架台の応力の評価 

5.8.1 基礎ボルトの応力評価 

5.6.2項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは，次式より求めた許容組合せ応力引張応

力fｔｓ以下であること。ただし，fｔｏは下表による。 

𝑓
ｔｓ

＝Ｍｉｎ [1.4・𝑓
ｔｏ

− 1.6・τ
ｂ
，𝑓

ｔｏ
]

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (5.2.6.1.1) 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 fｓｂ以下であるこ

と。ただし，fｓｂは下表による。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔo 
・1.5
2

Ｆ

許容せん断応力 

fｓb 
・1.5
31.5・

Ｆ

＊
＊
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6. 機能維持評価

6.1 電気的機能維持評価方法 

燃料プール水位（ＳＡ）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

燃料プール水位（ＳＡ）は，電気信号を伝搬する機能のみであり，検出器保護管が変形・破

損しなければ，その機能を維持できる。したがって，燃料プール水位（ＳＡ）の機能維持評価

は，検出器保護管が健全であることの確認により行う。 
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7. 評価結果

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

燃料プール水位（ＳＡ）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有

していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

構造強度評価の結果をもって評価に代える。
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【燃料プール水位（ＳＡ）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 検出器保護管

1.1.1 設計条件

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 
（℃） 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

燃料プール水位 

（ＳＡ） 

常設／防止 

常設／緩和 EL.42.80＊１
― ― 

注記 ＊１：基準床レベルを示す。 

＊２：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊３：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

1.1.2 機器要目 

部  材 材料 
ｍｐ 
(kg) 

ｍｗ 
(kg) 

ｄｏ 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

ｄｒ 
(mm) 

ℓｐ 
(mm) 

Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

検出器保護管 171 － － － 

1.1.3 固有周期 

モード 固有周期 卓越方向 

1 次 

2 次 

3 次 

4 次 
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1.1.4 計算数値 

1.1.4.1 検出器保護管に生じる応力 （単位：MPa） 

方向 地震における曲げ応力 地震における軸応力 
スロッシングにおける

曲げ応力 
自重における軸応力 

検出器保護管に生じる 
曲げ応力 

検出器保護管に生じる 
組み合わせ応力 

Ｘ方向 

Ｙ方向 

Ｚ方向 

水平方向 

３方向 
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1.2 検出器架台 

1.2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(ｓ) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

燃料プール水位 

（ＳＡ） 

常設／防止 

常設／緩和 EL.42.80＊１

0.05 

以下 

0.05 

以下 
― ― 

注記 ＊１：基準床レベルを示す。 

＊２：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

1.2.2 機器要目 

ｍｂ１ 
(kg) 

ｍｂ２ 
(kg) 

ｈ１ 
(mm) 

ｈ２ 
(mm) 

ℓ１１
＊ 

(mm) 
ℓ１２

＊ 
(mm) 

ℓ２１
＊ 

(mm) 
ℓ２２

＊ 
(mm) 

ℓｂ 
(mm) 

Ａｂ 
(㎜ 2) 

ｎ ｎｆ 

1 

注記 ＊：前後左右方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

部  材 材料 
Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 176 476 ― 205 ― 前後方向 

部  材 材料 
Ｔ 

（℃） 
Ｅ 

（MPa） 

検出器架台 
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1.2.3 計算数値 

1.2.3.1 検出器保護管取付部における荷重 （単位：N） 

方向 地震における荷重 スロッシングにおける荷重
検出器保護管取付部 

における荷重 

Ｘ方向 

Ｚ方向 

水平方向 

鉛直方向 

1.2.3.2 基礎ボルトに作用する力 （単位：N） 

部  材 

ＦｘＢ ＦｙＢ Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト ― ― ― ― 

1.2.3.3 基礎ボルトに作用するモーメント （単位：N・mm） 

部  材 

Ｍｘ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト ― ― 
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1.3 結論 

1.3.1 燃料プール水位（ＳＡ）の応力 （単位：MPa） 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

検出器保護管 
曲げ ― ― 

組合せ ― ― 

基礎ボルト 
引張 ― ― 

せん断 ― ― 

すべて許容値応力以下である。 注記＊：fｔｓ＝Ｍｉｎ［1.4・fｔｏ－1.6・τｂ，fｔｏ］より算出 

側面（前後方向） 正面（左右方向） 
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Ⅵ-2-4-3-1 燃料プール冷却系の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-4-3-1-2 燃料プール冷却ポンプの耐震性についての計算書 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，燃料プール冷却ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能

を維持できることを説明するものである。 

燃料プール冷却ポンプは，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備に分

類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

なお，燃料プール冷却ポンプは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の横

形ポンプであるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-1 横形ポンプの

耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき剛構造として評価を実施する。また，燃料プ

ール冷却ポンプは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の横形単段遠心式ポンプであり，機

能維持評価において機能維持評価用加速度が機能確認済加速度を上回ることから，原子力発電所

耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 

平成 3年 6月）（以下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）に定められた評価部位の健全性を詳細評価

することで動的機能維持の確認を行う。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

燃料プール冷却ポンプの構造計画を表 2－1から表 2－3に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプ等はポンプ取付ボ

ルト及び原動機取付ボル

トでポンプベースに固定

され，ポンプベースは基

礎ボルトで基礎に据え付

ける。 

ターボ形 

（横形単段遠心式ポン

プ） 

（単位：mm） 

ポンプ取付ボルト 原動機取付ボルト 

基礎ボルト 

ポンプベース 

ポンプ 原動機 

2250 

8
80
 

基礎 

（全体図） 

（平面図） 
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表 2－2 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプのケーシング内の

ロータは軸に支持され，

軸は軸受に支持される。 

ターボ形 

（横形単段遠心式ポン

プ） 

（ポンプ構造図） 

軸 

ケーシング

ロータ

軸受 
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表 2－3 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原動機の軸（回転子）は

軸受に支持され，軸受及

び固定子はモータフレー

ムに支持される。端子箱

は端子箱取付ボルトでモ

ータフレームに固定す

る。 

ターボ形 

（横形単段遠心式ポン

プ） 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

  

（原動機構造図） 

 

 

 

端子箱 

固定子

 

軸（回転子） 

軸受 
モータフレーム 

端子箱取付ボルト 

（正面図） （側面図） 



 

 5 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-4

-3
-1
-2
 R
0 

3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

燃料プール冷却ポンプの構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 

添付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に

基づき行う。また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法

を適用する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

燃料プール冷却ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評

価に用いるものを表 3－1に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

燃料プール冷却ポンプの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 3－

2のとおりとする。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

燃料プール冷却ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 3－3に示す。 

 

3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【燃料プール冷却ポンプの耐震性についての計算

結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設 

使用済燃料貯

蔵槽冷却浄化

設備 

燃料プール冷却ポンプ 常設耐震／防止 
重大事故等 

クラス２ポンプ＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ  

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 3－2 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

    ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

     

＊
 

 

        

＊
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表 3－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 周囲環境温度 685 847 ― 

ポンプ取付ボルト 周囲環境温度 685 847 ― 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 194 373 ― 

注記＊：SS400 相当
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4. 機能維持評価

4.1 基本方針 

燃料プール冷却ポンプ及び原動機は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の横形単段遠

心式ポンプ及び横形ころがり軸受電動機であり，機能維持評価において機能維持評価用加速度

が機能確認済加速度を上回ることから，ＪＥＡＧ４６０１に定められた評価部位の健全性を詳

細評価することで動的機能維持の確認を行う。また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力によ

る荷重の組合せには，絶対値和を適用する。 

詳細評価に用いる応答加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づ

き，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 
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4.2 ポンプの動的機能維持評価 

燃料プール冷却ポンプは，地震後機能維持が要求される設備であるが，ポンプの動的機能維

持評価は保守的に動作時の評価を実施する。 

4.2.1 評価対象部位 

ＪＥＡＧ４６０１に記載の横形ポンプの動的機能維持評価に従い，以下の部位について

評価を実施する。 

a. 軸

b. 摺動部（ロータとケーシングのクリアランス）

c. 基礎ボルト

d. ポンプ取付ボルト

e. 軸受

f. メカニカルシール

g. ケーシング吐出配管

h. 軸継手

このうち「c. 基礎ボルト」及び「d. ポンプ取付ボルト」については，「3. 構造強

度評価」に従い評価を行った「5. 評価結果」にて設計用地震力に対して十分な構造強度

を有していることを確認している。「e. 軸受」，「f. メカニカルシール」及び「g. ケ

ーシング吐出配管」については，ＪＥＡＧ４６０１において「既往研究において，耐震性

が十分確認されたため，評価は省略できる」との記載があることから評価を省略する。

「h. 軸継手」については，地震荷重については軸受で負担するため軸継手部には有意な

応力が発生しないことから評価を省略する。 

以上より，本計算書においては，軸，摺動部（ロータとケーシングのクリアランス）を

評価対象部位とする。 

4.2.2 評価基準値 

軸の許容応力は，クラス２支持構造物の許容応力状態ⅢＡＳに準拠し設定する。摺動部

（ロータとケーシングのクリアランス）は，変位可能寸法を評価基準値として設定する。

評価基準値を表 4－1に示す。 

表 4－1 評価基準値 

評価対象部位 材料 単位 評価基準値 

軸 MPa 298 

摺動部（ロータとケーシングのクリアランス） － mm 
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4.2.3 記号の説明 

燃料プール冷却ポンプの動的機能維持評価に使用する記号を表 4－2に示す。 

表 4－2 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

  Ａｓ 軸の断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＰ ポンプ振動による震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

  Ｄｂ 軸の直径（羽根車側軸受部） mm 

  Ｄｃ 軸の直径（羽根車部） mm 

  Ｄｓ 軸の直径 mm 

  Ｅｓ 軸の縦弾性係数 MPa 

  g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ＨＰ 予想最大両振幅 μm 

  Ｉｂ 軸の断面二次モーメント（羽根車側軸受部） mm4 

  Ｉｃ 軸の断面二次モーメント（羽根車部） mm4 

  ｉｂ 等分布荷重による羽根車側軸受部の傾斜 rad 

  ｉｃ1 等分布荷重による羽根車部軸段付部の傾斜 rad 

  ｉｃ2 羽根車側軸端部荷重による羽根車部軸段付部の傾斜 rad 

  ℓｓ 軸の長さ mm 

  ℓｓ1 羽根車側軸端から羽根車側軸受までの距離 mm 

  ℓｓ2 軸継手側軸受から軸継手側軸端までの距離 mm 

  ℓｓ3 軸受間の距離 mm 

  ℓｓ4 羽根車側軸端から羽根車部軸段付部までの距離 mm 

  Ｍｃ 地震力を考慮した羽根車側軸端部荷重による羽根車側軸受

部での曲げモーメント 

N･mm 

  Ｍｃｐ 地震力を考慮した軸継手側軸端部荷重による軸継手側軸受

部での曲げモーメント 

N･mm 

  ＭＰ ポンプ回転により作用するモーメント N･mm 

  Ｍｓ 軸に作用する最大曲げモーメント N･mm 

  Ｍｓ1 地震力を考慮した軸等分布荷重による羽根車側軸受部での

曲げモーメント 

N･mm 

  Ｍｓ2 地震力を考慮した軸等分布荷重による軸継手側軸受部での

曲げモーメント 

N･mm 

  ｍｃ 羽根車の質量 kg 

  ｍｃｐ 軸継手の質量 kg 

  ｍｒ 回転体の全質量 kg 
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） 

記号 記号の説明 単位 

  ｍｓ 軸の質量 kg 

  Ｎ 回転数（原動機の同期回転数） rpm 

  Ｐ 原動機出力 kW 

  Ｑｓ 回転体の全質量によるスラスト荷重 N 

  Ｗｃ 地震力を考慮した羽根車側軸端部荷重 N 

  Ｗｃｐ 地震力を考慮した軸継手側軸端部荷重 N 

  Ｗｓ 地震力を考慮した軸等分布荷重 N/mm 

  Ｚｓ 軸の断面係数 mm3 

  Ｚｓｐ 軸の極断面係数 mm3 

  δ 地震力を考慮した軸等分布荷重及び羽根車側軸端部荷重に

よる変位量 

mm 

  δＷ 地震力を考慮した羽根車側軸端部荷重による変位量 mm 

  δＷ1 羽根車側軸端部荷重による羽根車部軸段付部のたわみ量 mm 

  δＷ2 傾斜ｉｃ2による羽根車側軸端部のたわみ量 mm 

  δＷ3 羽根車側軸端部荷重による羽根車側軸端部のたわみ量 mm 

  δｗ 地震力を考慮した軸等分布荷重による変位量 mm 

  δｗ1 傾斜ｉｂによる羽根車部軸段付部のたわみ量 mm 

  δｗ2 等分布荷重による羽根車部軸段付部のたわみ量 mm 

  δｗ3 傾斜ｉｂ及び傾斜ｉｃ1による羽根車側軸端部のたわみ量 mm 

  δｗ4 等分布荷重による羽根車側軸端部のたわみ量 mm 

  π 円周率（＝3.141593） ― 

σｓ 組合せ応力 MPa 

σｓ1 軸に生じる最大引張応力 MPa 

τｐ ポンプの回転モーメントにより発生する捻じり応力 MPa 
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4.2.4 評価方法 

(1) 軸

図 4－1に示す計算モデルにて，軸に生じる荷重とモーメントから軸に生じる応力を算

出し，軸に生じる組合せ応力を求め，許容応力以下であることを確認する。 

図 4－1 軸の計算モデル 

ポンプ振動による震度 

ＣＰ＝

1
2・

ＨＰ

1000・(2・π・
Ｎ
60)

2

g・1000

ポンプ回転により作用するモーメント 

ＭＰ＝(
60

2・π・Ｎ
)・106・Ｐ 

軸の断面係数 

Ｚｓ＝
π・Ｄｓ3

32

地震力を考慮した軸等分布荷重 

Ｗｓ＝
ｍｓ・g・√ＣＨ2＋（ＣＶ＋1）2＋ＣＰ

ｓ

地震力を考慮した軸等分布荷重による羽根車側軸受部での曲げモーメント 

Ｍｓ1＝
Ｗｓ・ｓ12

2

地震力を考慮した羽根車側軸端部荷重 

Ｗｃ＝ｍｃ・g・（√ＣＨ2＋（ＣＶ＋1）2＋ＣＰ） 

････････････････････････････････････････  (4.2.4.5) 

･････････････････････････  (4.2.4.1) 

･････････････････････････････  (4.2.4.2) 

･････････････････････････････････････････  (4.2.4.3) 

････････････････  (4.2.4.4) 

･････････････  (4.2.4.6) 

 

 

 

  

羽根車側 軸継手側

ｓ1 ｓ2 

ｓ 

Ｗｓ

Ｗｃ Ｗｃｐ
Ｑｓ
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地震力を考慮した羽根車側軸端部荷重による羽根車側軸受部での曲げモーメント 

Ｍｃ＝Ｗｃ・ｓ1 

地震力を考慮した軸等分布荷重による軸継手側軸受部での曲げモーメント 

Ｍｓ2＝
Ｗｓ・ｓ22

2

地震力を考慮した軸継手側軸端部荷重 

Ｗｃｐ＝ｍｃｐ・g・（√ＣＨ2＋（ＣＶ＋1）2＋ＣＰ） 

地震力を考慮した軸継手側軸端部荷重による軸継手側軸受部での曲げモーメント 

Ｍｃｐ＝Ｗｃｐ・ｓ2 

軸に作用する最大曲げモーメント 

Ｍｓ＝Ｍａｘ（Ｍｓ1＋Ｍｃ，Ｍｓ2＋Ｍｃｐ） 

回転体の全質量によるスラスト荷重 

Ｑｓ＝ｍｒ・g・（ＣＨ＋ＣＰ） 

軸の断面積 

Ａｓ＝
π

4
・Ｄｓ2

軸に生じる最大引張応力 

σｓ1＝
Ｍｓ

Ｚｓ
＋

Ｑｓ

Ａｓ

軸の極断面係数 

Ｚｓｐ＝
π・Ｄｓ3

16

ポンプの回転モーメントにより発生する捻じり応力 

τｐ＝
ＭＰ

Ｚｓｐ

組合せ応力 

σｓ＝√σｓ12＋3・τｐ2 

･････････････････････････････････････････  (4.2.4.7) 

･･････････････････････････････････････  (4.2.4.10) 

･･･････････････････  (4.2.4.11) 

･･･････････････････････････････  (4.2.4.12) 

･･･････････････････････････････････････  (4.2.4.13) 

･･･････････････････････････････････････  (4.2.4.14) 

･･････････････････････････････････････  (4.2.4.15) 

････････････････････････････････････････････  (4.2.4.16) 

･････････････････････････････････  (4.2.4.17) 

････････････････････････････････････････  (4.2.4.8) 

････････････  (4.2.4.9) 
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(2) 摺動部（ロータとケーシングのクリアランス）

図 4－2に示す計算モデルにて，軸に生じる変位量を求め，変位可能寸法以下であるこ

とを確認する。 

図 4－2 摺動部（ロータとケーシングのクリアランス）の計算モデル 

ポンプ振動による震度 

ＣＰ＝

1
2・

ＨＰ

1000・(2・π・
Ｎ
60)

2

g・1000

軸の断面二次モーメント（羽根車側軸受部） 

Ｉｂ＝
π・Ｄｂ4

64

軸の断面二次モーメント（羽根車部） 

Ｉｃ＝
π・Ｄｃ4

64

地震力を考慮した軸等分布荷重 

Ｗｓ＝
ｍｓ・g・√ＣＨ2＋（ＣＶ＋1）2＋ＣＰ

ｓ

等分布荷重による羽根車側軸受部の傾斜 

ｉｂ＝
Ｗｓ

24・Ｅｓ・Ｉｂ
・（4・ｓ12・ｓ3－ｓ33） 

傾斜ｉｂによる羽根車部軸段付部のたわみ量 

δｗ1＝ｉｂ・（ｓ1－ｓ4） 

･･･････････････････････  (4.2.4.18) 

･･････････････  (4.2.4.21) 

･･････････････  (4.2.4.22) 

････････････････････････････････････････  (4.2.4.19) 

････････････････････････････････････････  (4.2.4.20) 

･････････････････････････････････  (4.2.4.23) 

羽根車側 

  

 

ｓ1 ｓ3 

ｓ4 

Ｗｃ

Ｗｓ

δ

軸継手側
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等分布荷重による羽根車部軸段付部のたわみ量 

δｗ2＝
Ｗｓ・ｓ14

8・Ｅｓ・Ｉｂ
・（1－

4・ｓ4

3・ｓ1
＋

ｓ44

3・ｓ14
） 

等分布荷重による羽根車部軸段付部の傾斜 

ｉｃ1＝
Ｗｓ・ｓ13

6・Ｅｓ・Ｉｂ
・（1－

ｓ43

ｓ13
） 

傾斜ｉｂ及び傾斜ｉｃ1による羽根車側軸端部のたわみ量 

δｗ3＝（ｉｂ＋ｉｃ1）・ｓ4 

等分布荷重による羽根車側軸端部のたわみ量 

δｗ4＝
Ｗｓ・ｓ44

8・Ｅｓ・Ｉｃ

地震力を考慮した軸等分布荷重による変位量 

δｗ＝δｗ1＋δｗ2＋δｗ3＋δｗ4 

地震力を考慮した羽根車側軸端部荷重 

Ｗｃ＝ｍｃ・g・（√ＣＨ2＋（ＣＶ＋1）2＋ＣＰ） 

羽根車側軸端部荷重による羽根車部軸段付部のたわみ量 

δＷ1＝
Ｗｃ・ｓ13

3・Ｅｓ・Ｉｂ
・（

ｓ1＋ｓ3

ｓ1
－（

3

2
＋

ｓ3

ｓ1
）・

ｓ4

ｓ1
＋

ｓ43

2・ｓ13
） 

羽根車側軸端部荷重による羽根車部軸段付部の傾斜 

ｉｃ2＝
Ｗｃ・ｓ12

2・Ｅｓ・Ｉｂ
・（1＋

2・ｓ3

3・ｓ1
－

ｓ42

ｓ12
） 

傾斜ｉｃ2による羽根車側軸端部のたわみ量 

δＷ2＝ｉｃ2・ｓ4 

羽根車側軸端部荷重による羽根車側軸端部のたわみ量 

δＷ3＝
Ｗｃ・ｓ43

3・Ｅｓ・Ｉｃ

････････････････････････････････････  (4.2.4.27) 

･････････････  (4.2.4.24) 

･･････････････････････････  (4.2.4.25) 

･･･････････････････････････････  (4.2.4.26) 

･･････････････････････････  (4.2.4.28) 

･･････････････  (4.2.4.29) 

･･･････････  (4.2.4.30) 

･････････････････  (4.2.4.31) 

････････････････････････････････････････  (4.2.4.32) 

････････････････････････････････････  (4.2.4.33) 
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地震力を考慮した羽根車側軸端部荷重による変位量 

δＷ＝δＷ1＋δＷ2＋δＷ3 

 

地震力を考慮した軸等分布荷重及び羽根車側軸端部荷重による変位量 

δ＝δｗ＋δＷ 

 

 

･････････････････････････････････  (4.2.4.34) 

･････････････････････････････････････････  (4.2.4.35) 
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4.3 原動機の動的機能維持評価 

燃料プール冷却ポンプ用原動機は，地震後機能維持が要求される設備であるが，原動機の動

的機能維持評価は保守的に動作時の評価を実施する。 

 

4.3.1 評価対象部位 

ＪＥＡＧ４６０１に記載の原動機の動的機能維持評価に従い，以下の部位について評価

を実施する。 

a. 固定子 

b. 軸（回転子） 

c. 端子箱 

d. 軸受 

e. 固定子と回転子間のクリアランス 

f. モータフレーム 

g. 基礎ボルト 

h. 原動機取付ボルト 

i. 冷却ファン，クーラユニット 

このうち「g. 基礎ボルト」及び「h. 原動機取付ボルト」については，「3. 構造強

度評価」に従い評価を行った「5. 評価結果」にて設計用地震力に対して十分な構造強度

を有していることを確認している。「i. 冷却ファン，クーラユニット」については，冷

却ファンは遠心直動式ファンであり，インペラ・ケーシング間の接触が回転機能の喪失に

関わるが，原動機においては，固定子と回転子のクリアランスが最も小さく，当該クリア

ランスで回転機能維持の評価を実施することから，冷却ファンの評価を省略する。 

以上より，本計算書においては，固定子，軸（回転子），端子箱，軸受，固定子と回転

子間のクリアランス及びモータフレームを評価対象部位とする。 
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4.3.2 評価基準値 

端子箱及びモータフレームの許容応力は，クラス２支持構造物の許容応力状態ⅣＡＳに

準拠し設定する。固定子及び軸（回転子）の許容応力は，クラス２支持構造物の許容応力

状態ⅢＡＳに準拠し設定する。また，軸受については，メーカ規定の軸受の定格荷重を，

固定子と回転子間のクリアランスは，変位可能寸法を評価基準値として設定する。 

評価基準値を表 4－3に示す。 

表 4－3 評価基準値 

評価対象部位 材料 単位 評価基準値 

固定子 MPa 104 

軸（回転子） MPa 265 

端子箱 
引張 MPa 174 

せん断 MPa 134 

軸受 
軸継手側 － N 

反軸継手側 － N 

固定子と回転子間のクリアランス － mm 

モータフレーム MPa 232 



 

 20 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-4

-3
-1
-2
 R
0 

4.3.3 記号の説明 

燃料プール冷却ポンプ用原動機の動的機能維持評価に使用する記号を表 4－4に示す。 

 

表 4－4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｋ キーの断面積 mm2 

Ａｍｆ モータフレームの断面積 mm2 

Ａｍｓ 軸の断面積 mm2 

Ａｔ 端子箱取付ボルトの断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＰ ポンプ振動による震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｍｓ 軸の直径 mm 

ｄｔ 端子箱取付ボルトの呼び径 mm 

Ｅｍｓ 軸の縦弾性係数 MPa 

Ｆ1 回転子質量による荷重 N 

Ｆ2 軸継手質量による荷重 N 

ＦＢ1 軸継手側軸受のラジアル荷重 N 

ＦＢ1’ 軸継手側軸受の静等価荷重 N 

ＦＢ2 反軸継手側軸受のラジアル荷重 N 

ＦＢ2’ 反軸継手側軸受の静等価荷重 N 

ＦＨ 水平方向に発生する荷重 N 

ＦＫ キーに発生する荷重の合計 N 

ＦＭ 原動機回転によりキーに発生する荷重 N 

Ｆｍｓ 軸（回転子）質量によるラジアル荷重 N 

Ｆｔ 端子箱取付ボルト 1本あたりの引張力（軸方向） N 

Ｆｔ 端子箱取付ボルト 1本あたりの引張力（軸直角方向） N 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ＨＰ 予想最大両振幅 μm 

ｈｍ 原動機取付面から重心までの距離 mm 

ｈｔ 端子箱取付面から重心までの距離 mm 

Ｉｍｓ 軸（回転子）の断面二次モーメント mm4 

Ｌ1 重心と端子箱取付ボルト間の水平方向距離 mm 

Ｌ2 端子箱取付ボルト間の距離 mm 

ＬＢ 軸受間の距離 mm 

ℓｍｓ1 反軸継手側軸受から軸受間距離の 1/2 までの距離 mm 

ℓｍｓ2 軸継手側軸受から軸受間距離の 1/2 までの距離 mm 

ＭＭ 原動機回転により作用するモーメント N･mm 
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記号 記号の説明 単位 

ＭＰ ポンプ回転により作用するモーメント N･mm 

  ｍ 原動機の質量（軸継手含む） kg 

ｍａ 回転子コア・アーム等の質量 kg 

ｍｃｐ 軸継手の質量 kg 

ｍｊ 軸の質量 kg 

ｍｋ 固定子の質量 kg 

ｍｍｒ 回転子の質量 kg 

ｍｔ 端子箱の質量 kg 

  Ｎ 回転数（原動機の同期回転数） rpm 

  ｎｔ 端子箱取付ボルトの本数 ― 

ｎｔｆ 引張力を受けるとして期待するボルトの本数 ― 

  Ｐ 原動機出力 kW 

  ＱＢ スラスト荷重 N 

  Ｑｍｓ 軸（回転子）質量によるスラスト荷重 N 

Ｑｔ 端子箱取付ボルトのせん断力 N 

  Ｒ 固定子の半径 mm 

Ｔｍａ 原動機最大トルク ％ 

  ｙ 軸（回転子）の変位量 mm 

  Ｚｍｆ モータフレームの断面係数 mm3 

  Ｚｍｓ 軸の断面係数 mm3 

Ｚｍｓｐ 軸の極断面係数 mm3 

  π 円周率（＝3.141593） ― 

  σｍｆ モータフレームに作用する組合せ応力 MPa 

  σｍｆ1 水平方向の荷重による曲げ応力（圧縮） MPa 

  σｍｆ2 自重及び鉛直方向の荷重による圧縮応力 MPa 

  σｍｆ3 原動機回転により作用するモーメントによる圧縮応力 MPa 

  σｍｓ 軸（回転子）に作用する組合せ応力 MPa 

  σｍｓ1 軸に生じる最大引張応力 MPa 

  σｔ 端子箱取付ボルトに発生する引張応力 MPa 

τｋ キーに発生するせん断応力 MPa 

τｍｆ1 水平方向の荷重によるせん断応力 MPa 

  τｍｍｓ 原動機の回転モーメントにより発生する捻じり応力 MPa 

τｔ 端子箱取付ボルトに発生するせん断応力 MPa 
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4.3.4 評価方法 

(1) 固定子 

   図 4－3 に示す計算モデルにて，キーに生じるせん断力を算出し，キーに生じるせん断

応力を求め，許容応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3 固定子の計算モデル 

 

ポンプ振動による震度 

ＣＰ＝

1
2
・

ＨＰ

1000
・(2・π・

Ｎ
60
)

2

g・1000
 

 

原動機回転により作用するモーメント 

ＭＭ＝(
60

2・π・Ｎ
)・106・Ｐ・

Ｔｍａ

100
 

 

原動機回転によりキーに発生する荷重 

ＦＭ＝
ＭＭ

Ｒ
 

 

水平方向に発生する荷重 

ＦＨ＝ｍｋ・g・（ＣＨ＋ＣＰ） 

 

キーに発生する荷重の合計 

ＦＫ＝ＦＭ＋ＦＨ 

 

キーに発生するせん断応力 

τｋ＝
ＦＫ

Ａｋ
 

  

･･････････････････････････  (4.3.4.1) 

･･････････････････････  (4.3.4.2) 

･････････････････････････････････････････････  (4.3.4.3) 

･････････････････････････････  (4.3.4.4) 

････････････････････････････････････････  (4.3.4.5) 

･･････････････････････････････････････････････  (4.3.4.6) 

 

モータフレーム 

固定子 

キー 

 

 ＦＫ 

Ｒ 
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(2) 軸（回転子） 

図 4－4に示す計算モデルにて，軸に生じる荷重とモーメントから軸に生じる応力を算

出し，軸に生じる組合せ応力を求め，許容応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－4 軸（回転子）の計算モデル 

 

ポンプ振動による震度 

ＣＰ＝

1
2・

ＨＰ

1000・(2・π・
Ｎ
60)

2

g・1000
 

 

ポンプ回転により作用するモーメント 

ＭＰ＝(
60

2・π・Ｎ
)・106・Ｐ 

 

軸の断面係数 

Ｚｍｓ＝
π・Ｄｍｓ3

32
 

 

軸（回転子）質量によるラジアル荷重 

Ｆｍｓ＝（ｍｊ＋ｍａ＋ｍｃｐ）・g・（√ＣＨ2＋（ＣＶ＋1）2＋ＣＰ） 

 

 

軸（回転子）質量によるスラスト荷重 

Ｑｍｓ＝（ｍｊ＋ｍａ＋ｍｃｐ）・g・（ＣＨ＋ＣＰ） 

 

軸の極断面係数 

Ｚｍｓｐ＝
π・Ｄｍｓ3

16
 

  

･････････････････････････  (4.3.4.7) 

･････････････････････････････  (4.3.4.8) 

･････････････････････････････････････  (4.3.4.9) 

･･････  (4.3.4.10) 

･････････････  (4.3.4.11) 

･･･････････････････････････････････  (4.3.4.12) 

Ｆｍｓ 

Ｑｍｓ 

ｍｓ1 ｍｓ2 

軸継手側軸受 反軸継手側軸受  

Ｍｐ 
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原動機の回転モーメントにより発生する捻じり応力 

τｍｍｓ＝
ＭＰ

Ｚｍｓｐ
 

 

軸の断面積 

Ａｍｓ＝
π

4
・Ｄｍｓ2 

 

軸に生じる最大引張応力 

σｍｓ1＝
ｍｓ1・ｍｓ2

Ｚｍｓ・（ｍｓ1＋ｍｓ2）
・Ｆｍｓ＋

Ｑｍｓ

Ａｍｓ
 

 

組合せ応力 

σｍｓ＝√σｍｓ12＋3・τｍｍｓ2 

 

(3) 端子箱 

   図 4－5 に示す計算モデルにて，端子箱取付ボルトに生じる荷重を算出し，端子箱取付

ボルトに生じる応力を求め，許容応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－5 端子箱の計算モデル 

 

ポンプ振動による震度 

ＣＰ＝

1
2・

ＨＰ

1000・(2・π・
Ｎ
60)

2

g・1000
 

  

･･････････････････････････････････････  (4.3.4.13) 

･････････････････････････････････････  (4.3.4.14) 

･･････････  (4.3.4.15) 

･･･････････････････････････  (4.3.4.16) 

････････････････････････  (4.3.4.17) 

軸直角方向 

 

ｍｔ・g・ 

(1－ＣＶ－ＣＰ) ｍｔ・g・(ＣＨ＋ＣＰ) 

転倒方向 

ｈｔ 

Ｌ2/2 Ｌ2/2 

転倒支点 

端子箱 

軸方向 

 

ｍｔ・g・(ＣＨ＋ＣＰ) 

ｍｔ・g・ 

(ＣＰ＋ＣＶ－1) 

転倒方向 

ｈｔ 

Ｌ2 

Ｌ1 転倒支点 

端子箱 
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端子箱取付ボルトの断面積 

Ａｔ＝
π

4
・ｄｔ2 

 

端子箱取付ボルト１本あたりの引張力 

軸方向 

Ｆｔ＝
ｍｔ・g・（ＣＨ＋ＣＰ）・ｈｔ＋ｍｔ・g・（ＣＰ＋ＣＶ－1）・Ｌ1

ｎｔｆ・Ｌ2
 

 

 

軸直角方向 

Ｆｔ＝
ｍｔ・g・（ＣＨ＋ＣＰ）・ｈｔ－ｍｔ・g・（1－ＣＶ－ＣＰ）・

Ｌ2

2

ｎｔｆ・Ｌ2
 

 

 

端子箱取付ボルトに発生する引張応力 

σｔ＝
Ｆｔ

Ａｔ
 

 

端子箱取付ボルトのせん断力 

Ｑｔ＝ｍｔ・g・（ＣＨ＋ＣＰ） 

 

端子箱取付ボルトに発生するせん断応力 

τｔ＝
Ｑｔ

ｎｔ・Ａｔ
 

 

  

･･･････････････････････････････････････  (4.3.4.18) 

･･････  (4.3.4.19) 

･･････  (4.3.4.20) 

････････････････････････････････････････････  (4.3.4.21) 

･･･････････････････････････  (4.3.4.22) 

･･･････････････････････････････････････  (4.3.4.23) 
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(4) 軸受 

   図 4－6 に示す計算モデルにて，地震力が加わる場合に発生する全荷重を軸受が受ける

ものとし，軸受に生じる静等価荷重を求め，メーカ規定の許容値以下であることを確認す

る。 

 

 

 

 

 

図 4－6 軸受の計算モデル 

 

ポンプ振動による震度 

ＣＰ＝

1
2・

ＨＰ

1000・(2・π・
Ｎ
60)

2

g・1000
 

 

回転子質量による荷重 

Ｆ1＝ｍｍｒ・g・（√ＣＨ2＋（ＣＶ＋1）2＋ＣＰ） 

 

軸継手質量による荷重 

Ｆ2＝ｍｃｐ・g・（√ＣＨ2＋（ＣＶ＋1）2＋ＣＰ） 

 

軸継手側軸受のラジアル荷重 

ＦＢ1＝Ｆ1＋Ｆ2 

 

反軸継手側軸受のラジアル荷重 

ＦＢ2＝Ｆ1＋Ｆ2 

 

スラスト荷重 

ＱＢ＝（ｍｍｒ＋ｍｃｐ）・g・（ＣＨ＋ＣＰ） 

 

軸継手側軸受の静等価荷重 

ＦＢ1’＝Ｍａｘ（0.6・ＦＢ1＋0.5・ＱＢ，ＦＢ1） 

 

反軸継手側軸受の静等価荷重 

ＦＢ2’＝Ｍａｘ（0.6・ＦＢ2＋0.5・ＱＢ，ＦＢ2）  

････････････････････････  (4.3.4.24) 

･････････････  (4.3.4.25) 

･････････････  (4.3.4.26) 

･･･････････････････････････････････････  (4.3.4.27) 

･･･････････････････････････････････････  (4.3.4.28) 

･････････････････  (4.3.4.29) 

････････････  (4.3.4.30) 

････････････  (4.3.4.31) 

Ｆ1＋Ｆ2 

ＱＢ 

反軸継手側軸受 軸継手側軸受 

Ｆ1＋Ｆ2 
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(5) 固定子と回転子間のクリアランス 

   図 4－7 に示す計算モデルにて，軸（回転子）に生じる変位量を求め，変位可能寸法以

下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－7 固定子と回転子間のクリアランスの計算モデル 

 

ポンプ振動による震度 

ＣＰ＝

1
2・

ＨＰ

1000・(2・π・
Ｎ
60)

2

g・1000
 

 

軸（回転子）質量によるラジアル荷重 

Ｆｍｓ＝（ｍｊ＋ｍａ＋ｍｃｐ）・g・（√ＣＨ2＋（ＣＶ＋1）2＋ＣＰ） 

 

 

軸（回転子）の断面二次モーメント 

Ｉｍｓ＝
π・Ｄｍｓ4

64
 

 

軸（回転子）の変位量 

ｙ＝
Ｆｍｓ・ｍｓ1・（ＬＢ2－ｍｓ12）3/2

9・√3・Ｅｍｓ・Ｉｍｓ・ＬＢ
 

  

････････  (4.3.4.33) 

･････････････････････････････････････  (4.3.4.34) 

･･･････････････････  (4.3.4.35) 

･････････････････････････  (4.3.4.32) 

 

 

 

 

 

 
ＬＭ 

Ｆｍｓ 

ｙ 

ＬＢ 

軸継手側 反軸継手側 

ｍｓ1 
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(6) モータフレーム 

   図 4－8 に示す計算モデルにて，モータフレームに生じる応力を算出し，モータフレー

ムに生じる組合せ応力を求め，許容応力以下であることを確認する。なお，モータフレー

ムの評価は，構造上厳しくなる軸直角方向について評価を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－8 モータフレームの計算モデル 

 

ポンプ振動による震度 

ＣＰ＝

1
2
・

ＨＰ

1000
・(2・π・

Ｎ
60
)

2

g・1000
 

 

ポンプ回転により作用するモーメント 

ＭＰ＝(
60

2・π・Ｎ
)・106・Ｐ 

 

水平方向の荷重によるせん断応力 

τｍｆ1＝
ｍ・g・（ＣＨ＋ＣＰ）

Ａｍｆ
 

 

水平方向の荷重による曲げ応力（圧縮） 

σｍｆ1＝
ｍ・g・（ＣＨ＋ＣＰ）・ｈｍ

Ｚｍｆ
 

 

自重及び鉛直方向の荷重による圧縮応力 

σｍｆ2＝
ｍ・g・（1＋ＣＶ＋ＣＰ）

Ａｍｆ
 

 

 

 

････････････････････････････  (4.3.4.37) 

･･･････････････････････････  (4.3.4.38) 

･･････････････････････  (4.3.4.39) 

･･････････････････････  (4.3.4.40) 

･･･････････････････････  (4.3.4.36) 

 

 

 

 

 
  

 
  

 

ｈｍ 

Ｍｐ 

Ａ Ａ 

ｍ・g・(ＣＨ＋ＣＰ) 

ｍ・g・(1＋ＣＶ＋ＣＰ) 
Ａ－Ａ断面 

Ａｍｆ，Ｚｍｆ 
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原動機回転により作用するモーメントによる圧縮応力 

σｍｆ3＝
ＭＰ

Ｚｍｆ
 

 

組合せ応力 

σｍｆ＝√（σｍｆ1＋σｍｆ2＋σｍｆ3）2＋3・τｍｆ12 

 

･････････････････････････････････････････  (4.3.4.41) 

･････････  (4.3.4.42) 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

燃料プール冷却ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を

維持できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【燃料プール冷却ポンプの耐震性についての計算結果】 
1. 重大事故等対処設備
1.1 構造強度評価

  1.1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 
による震度 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 水平方向 鉛直方向 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

燃料プール冷却ポンプ 
常設耐震 

／防止 

原子炉建物 

EL 30.5＊1 
―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝3.61＊3 ＣＶ＝2.23＊3 ＣＰ＝0.29 ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
  1.1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

１ｉ＊1

(mm)

２ｉ＊1

(mm)
ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ ｎｆｉ＊1 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

6 
3 

2 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

4 
2 

2 

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) 

4 
2 

2 

部材 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ

(N・mm) 弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

― 軸直角 ― 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

― 軸 ― 

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) 

― 軸 ― 

ＨＰ 
(μm) 

Ｎ（ポンプ） 
(rpm) 

Ｎ（原動機） 
(rpm) 

＊
 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の 
要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 
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  1.1.3 計算数値  

1.1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

― ― 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

― ― 

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
― ― 

  1.1.4 結論 

1.1.4.1 ボルトの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

引張 ― ― σb1＝28 ƒts1＝444＊ 

せん断 ― ― τb1＝22 ƒsb1＝342 

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 

引張 ― ― σb2＝40 ƒts2＝444＊ 

せん断 ― ― τb2＝12 ƒsb2＝342 

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) 

引張 ― ― σb3＝33 ƒts3＝174＊ 

せん断 ― ― τb3＝23 ƒsb3＝134 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓⅰ ＝Min[1.4・ƒｔｏⅰ－1.6・τｂⅰ，ƒｔｏⅰ] 
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1.2 動的機能維持評価 
  1.2.1 設計条件 

機器名称 形式 
定格容量 
(m3/h) 

据付場所及び床面高さ 
(m) 

固有周期 
(s) 

基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 
による震度 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

燃料プール冷却ポンプ 
横形単段遠心式 

ポンプ 
198 

原子炉建物 

EL 30.5＊1 
―＊2 ―＊2 ＣＨ＝2.63＊3 ＣＶ＝2.08＊3 ＣＰ＝0.29 66 ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 
＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

機器名称 形式 
出力 
(kW) 

据付場所及び床面高さ 
(m) 

固有周期 

(s) 
基準地震動Ｓｓ 

ポンプ振動 
による震度 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

燃料プール冷却ポンプ用 

原動機 

横形ころがり 

軸受電動機 
110 

原子炉建物 

EL 30.5＊1 
―＊2 ―＊2 ＣＨ＝2.63＊3 ＣＶ＝2.08＊3 ＣＰ＝0.29 150 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 
＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

  1.2.2 機器要目 
1.2.2.1 横形単段遠心式ポンプの機器要目 
(1) 軸

部材 
ｍｒ 
(kg) 

ｍｓ 
(kg) 

ｍｃｐ 
(kg) 

ｍｃ 
(kg) 

Ｄｓ 
(mm)

ｓ
(mm) 

ｓ1

(mm)
ｓ2

(mm)
Ｎ 

(rpm) 
Ｐ 
(kW) 

軸 110 

(2) 摺動部（ロータとケーシングのクリアランス）

部材 
ｍｓ 
(kg) 

ｍｃ 
(kg) 

Ｄｂ 
(mm)

Ｄｃ 
(mm)

ｓ
(mm) 

ｓ1

(mm)
ｓ3

(mm)
ｓ4

(mm)
Ｎ 

(rpm) 

摺動部（ロータとケーシングのクリアランス） 
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1.2.2.2 横形ころがり軸受電動機の機器要目 
(1) 固定子

(2) 軸（回転子）

部材 
Ｄｍｓ 
(mm) 

ｍｓ1

(mm) 

ｍｓ2

(mm) 

ｍａ 
(kg) 

ｍｃｐ 
(kg) 

ｍｊ 
(kg) 

Ｎ 
(rpm) 

Ｐ 
(kW) 

Ｚｍｓ 
(mm3)

軸（回転子） 50 385.75 385.75 194 5.1 57 3600 110 1.227×104 

(3) 端子箱

部材 
Ａｔ 
(mm2) 

ｈｔ 
(mm) 

Ｌ1 
(mm) 

Ｌ2＊ 
(mm) 

ｍｔ 
(kg) 

ｎｔ ｎｔｆ 

端子箱 78.54 300 187 
130 

22 4 2 
130 

(4) 軸受

部材 
ｍｃｐ 
(kg) 

ｍｍｒ 
(kg) 

軸受 5.1 251 

(5) 固定子と回転子間のクリアランス

部材 
Ｄｍｓ 
(mm) 

Ｅｍｓ 
(MPa)

ＬＢ 
(mm) 

ｍｓ1

(mm) 

固定子と回転子間
のクリアランス 

50 193000 771.5 385.75 

(6) モータフレーム

部材 
Ａｍｆ 
(mm2) 

ｈｍ 
(mm)

ｍ 
(kg) 

Ｚｍｆ 
(mm3) 

モータフレーム 15500 315 1055.1 2844312 

部材 
Ａｋ 
(mm2) 

ｍｋ 
(kg) 

Ｎ 
(rpm) 

Ｐ 
(kW)

Ｒ 
(mm) 

Ｔｍａ 
(％)

固定子 2240 397 3600 110 265 240 

注記＊：端子箱の機器要目における上段は軸直角方向に対する評価時の 
要目を示し，下段は軸方向に対する評価時の要目を示す。 
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  1.2.3 結論 
1.2.3.1 機能確認済加速度との比較  (×9.8m/s2) 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度により定まる加速度 
ポンプは，水平，鉛直方向ともに機能維持評価用加速度が機能確認済加速度を超えるため，以下の項目について評価する。 
原動機は，鉛直方向の機能維持評価用加速度が機能確認済加速度を超えるため，以下の項目について評価する。 

1.2.3.2 横形単段遠心式ポンプの動的機能維持評価 
1.2.3.2.1 代表評価項目の評価 

基礎ボルト，ポンプ取付ボルトについては，構造強度評価にて設計用地震力に対して十分な構造強度を有しているため，計算は省略する。 

1.2.3.2.2 上記以外の基本評価項目の評価 
1.2.3.2.2.1 軸の評価 (単位：MPa) 

評価部位 算出応力 許容応力 

軸 37 298 

すべて許容応力以下である。 

  1.2.3.2.2.2 ロータとケーシングのクリアランスの評価  (単位：mm) 

評価部位 変位量 許容変位量 

ロータとケーシングのクリアランス 0.11 

すべて許容変位量以下である。 

1.2.3.3 横形ころがり軸受電動機の動的機能維持評価 
1.2.3.3.1 代表評価項目の評価 

原動機取付ボルトについては，構造強度評価にて設計用地震力に対して十分な構造強度を有しているため，計算は省略する。 

1.2.3.3.2 上記以外の基本評価項目の評価 
1.2.3.3.2.1 固定子の評価   (単位：MPa) 

評価部位 算出応力 許容応力 

固定子 7 104 

すべて許容応力以下である。 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向 2.63 1.4 

鉛直方向 2.08 1.0 

原動機 
水平方向 2.63 4.7 

鉛直方向 2.08 1.0 
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1.2.3.3.2.2 軸（回転子）の評価   (単位：MPa) 

評価部位 算出応力 許容応力 

軸（回転子） 177 265 

すべて許容応力以下である。 

1.2.3.3.2.3 端子箱の評価  (単位：MPa) 

評価部位 応力 算出応力 許容応力 

端子箱 
引張 12 174 

せん断 2 134 

すべて許容応力以下である。 

1.2.3.3.2.4 軸受の評価  (単位：N) 

評価部位 算出荷重 許容荷重 

軸継手側 1.090×104 

反軸継手側 1.090×104 

すべて許容荷重以下である。 

1.2.3.3.2.5 固定子と回転子間のクリアランスの評価  (単位：mm) 

評価部位 変位量 許容変位量 

固定子と回転子間のクリアランス 1.77 

すべて許容変位量以下である。 

1.2.3.3.2.6 モータフレームの評価  (単位：MPa) 

評価部位 算出応力 許容応力 

モータフレーム 7 232 

すべて許容応力以下である。 
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軸
直
角
方
向

 

軸方向 

Ｂ Ｂ 

（基礎ボルト） 
（ポンプ取付ボルト） 

（原動機取付ボルト） 

１１ ２１ 

１２ 

２２ 

１３ ２３ 

１
１

２
１ ２

２
１

２

１
３

２
３

転 倒 方 向 

ｈ
２

 

ｍ1･g 

１１ ２１ 

ｈ
１

 

ｍ2･g ｍ3･g 

ｈ
３

 

１２ 

２２ 

１３ ２３ 

転 倒 方 向 

転 倒 方 向 

原動機取付ボルト 
ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 

（1i≦2i）
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1. 燃料プール監視カメラ（ＳＡ） 

1.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，燃料プール監視カメラ（ＳＡ）が設計用地震力に対して十分な構造強度を有

し，電気的機能を維持できることを説明するものである。 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）は，重大事故等対処設備においては，常設耐震重要重大事故

防止設備以外の常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事

故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

1.2 一般事項 

1.2.1 構造計画 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の構造計画を表 1－1 に示す。 
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表 1－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

燃料プール監視カメラ

（ＳＡ）は，取付ボルト

にてサポート鋼材に設置

する。 

赤外線カメラ 【燃料プール監視カメラ（ＳＡ）】 

 

 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ） 

3
0
2 

527 

取付ボルト 

123 

（単位：mm） 

(長辺方向) (短辺方向) 

側面 正面 

基礎 

(壁面) 
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1.2.2 評価方針 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設

定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「1.2.1 構造計画」にて示す燃料

プール監視カメラ（ＳＡ）の部位を踏まえ「1.3 評価部位」にて設定する箇所におい

て，「1.4 固有周期」で測定した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界

内に収まることを，「1.5 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。ま

た，燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度

以下であることを，「1.6 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確

認結果を「1.7 評価結果」に示す。 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の耐震評価フローを図 1－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－1 燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の耐震評価フロー 

 
 

燃料プール監視カメラ（Ｓ

Ａ）の電気的機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

燃料プール監視カメラ（Ｓ

Ａ）の構造強度評価 

地震時における応力 

固有周期 

設計用地震力 
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1.2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。） 
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1.2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ２ ボルトの軸断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄ２ ボルトの呼び径 mm 

Ｆ２ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ２
  設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 MPa 

Ｆｂ２ ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

ƒｓｂ２ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ２ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ２ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（許容組

合せ応力） 

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ２ 据付面又は取付面から重心までの距離 mm 

１２ 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

２２ 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

ｍ２ 燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の質量 kg 

ｎ２ ボルトの本数 ― 

ｎｆ２ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 ― 

Ｑｂ２ ボルトに作用するせん断力 N 

Ｓｕ２ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ２ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

Ｓｙ２(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂ２ ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ２ ボルトに生じるせん断応力 MPa 

注記＊：１２≦２２ 

＊  
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1.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 1－2に示すとおりである。 

 

表 1－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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1.3 評価部位 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の耐震評価は，「1.5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基

づき，耐震評価上厳しくなる取付ボルトについて実施する。 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の耐震評価部位については，表 1－1の概略構造図に示す。 

 

1.4 固有周期 

1.4.1 基本方針 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の固有周期は，振動試験（加振試験）にて求める。 

 

1.4.2 固有周期の確認方法 

正弦波掃引試験により固有周期を確認する。燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の外形図を

表 1－1 の概略構造図に示す。 

 

1.4.3 固有周期の確認結果 

固有周期の確認結果を表 1－3に示す。試験の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛

構造であることを確認した。 

 

表 1－3 固有周期        （単位：s） 

水平 0.036 

鉛直 0.021 
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1.5 構造強度評価 

1.5.1 構造強度評価方法 

(1) 燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は燃料プール監視カメラ（ＳＡ）に対して，水平方向及び鉛直方向から作用す

るものとする。 

(3) 燃料プール監視カメラ（ＳＡ）は取付ボルトでサポート鋼材に固定されており，固定

端とする。 

(4) 転倒方向は，長辺方向及び短辺方向について検討し，計算書には結果の厳しい方（許

容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条

件が厳しくなる位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

1.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

1.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等

対処設備の評価に用いるものを表 1－4に示す。 

 

1.5.2.2 許容応力 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

基づき表 1－5のとおりとする。 

 

1.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対

処設備の評価に用いるものを表 1－6に示す。 

 

 

 



 

 

9
 

S2 補 Ⅵ-2-4-4-1 R0 

表 1－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設 

その他の核燃

料物質の取扱

施設及び貯蔵

施設 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ） 
常設／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

 



 

 

1
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表 1－5 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

＊
 

＊
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表 1－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト SUS304 周囲環境温度 100 171 441 205 
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1.5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 1－7 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。 

表 1－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

0.036 0.021 ― ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

原子炉建物 

EL ＊1

(EL ＊1) ＣＨ＝ ＊2 ＣＶ＝ ＊2
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1.5.4 計算方法 

1.5.4.1 応力の計算方法 

1.5.4.1.1 取付ボルトの計算方法 

取付ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じ

る引張力とせん断力について計算する。 

 

 

図1－2 計算モデル（短辺方向転倒） 

 

 

図1－3 計算モデル（長辺方向転倒） 

 

 12 
 22 

 22- 12

転倒方向 

ｍ2･ＣＨ･g 

ｍ2･(ＣＶ－1)･g 転倒支点となる 
ボルト列 

引張を受ける

ボルト列 

（ 12≦ 22) 

転倒支点 

ｍ2･ＣＨ･g

ｍ2･(1＋ＣＶ)･g 

ｈ
2
 

転倒方向 

 12 
 22 

（ 12≦ 22) 

 22- 12

引張を受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 
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(1) 引張応力 

取付ボルトに対する引張力は，図1－2及び図1－3でそれぞれのボルトを支点とす

る転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ2（短辺） ＝ 
ｍ2・ＣＨ・ｈ2・g ＋ ｍ2・(ＣＶ－１)・ 22・g 

 ｎf 2・( 22－ 12)
  

 ·························· (1.5.4.1.1.1) 

 

Ｆｂ2（長辺） ＝ 
ｍ2・ＣＨ・ｈ2・g ＋ ｍ2・(ＣＶ＋１)・ 12・g 

 ｎf 2・( 22－ 12)
  

 ·························· (1.5.4.1.1.2) 

 

引張応力 

σｂ2 ＝ 
Ｆｂ2

Ａｂ2
  ····································· (1.5.4.1.1.3) 

ここで，取付ボルトの軸断面積Ａｂ2は次式により求める。 

Ａｂ2 ＝ 
π

4
・ｄ2 

2  ································· (1.5.4.1.1.4) 

 

(2) せん断応力 

取付ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

Ｑｂ2 ＝ ｍ2・ＣＨ・g  ····························· (1.5.4.1.1.5) 

 

せん断応力 

τｂ2 ＝ 
Ｑｂ2

ｎ2・Ａｂ2
  ································ (1.5.4.1.1.6) 
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1.5.5 計算条件 

1.5.5.1 取付ボルトの応力計算条件 

取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【燃料プール監視カメラ

（ＳＡ）の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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1.5.6 応力の評価 

1.5.6.1 ボルトの応力評価 

1.5.4.1 項で求めたボルトの引張応力σｂ２は次式より求めた許容組合せ応力 

ƒｔｓ２以下であること。ただし，ƒｔｏ２は下表による。 

 

ƒｔｓ２＝Min[1.4・ƒｔｏ２－1.6・τｂ２，ƒｔｏ２]  ············· (1.5.6.1.1) 

 

せん断応力τｂ２は，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ２以下で

あること。ただし，ƒｓｂ２は下表による。 

 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
ƒｔｏ２ 

 Ｆ２
  

2
・1.5 

許容せん断応力 
ƒｓｂ２ 

 Ｆ２
  

1.5・ 3
・1.5 

 
 
 
 

＊
 

 

＊
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1.6 機能維持評価 

1.6.1 電気的機能維持評価方法 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づ

き，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき，実機の据付状態を模擬したうえで，当該機器が設置される床における設計

用床応答スペクトルを包絡する模擬地震波による加振試験において電気的機能の健全性を

確認した加振台の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 1－8 に示す。 

 

表 1－8 機能確認済加速度             (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ） 

水平 4.73 

鉛直 2.16 
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1.7 評価結果 

1.7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を

以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を

有し，電気的機能を維持できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【燃料プール監視カメラ（ＳＡ）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

燃料プール監視カメラ 

（ＳＡ）

常設／防止 

常設／緩和 
0.036 0.021 ― ― 100 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ２ 

(kg) 

ｈ２ 

(mm) 

ｄ２ 

(mm) 

Ａｂ２ 

(mm2) 
ｎ２ 

Ｓｙ２ 

(MPa) 

Ｓｕ２ 

(MPa) 

Ｓｙ２(ＲＴ)

(MPa)

取付ボルト 19 
8 

(M8) 
50.27 4 171 441 205 

部材
１２＊2

(mm)

２２＊2

(mm)
ｎｆ２

＊2 
Ｆ２ 

(MPa) 

Ｆ２ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

2 

― 205 ― 長辺方向 

2 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 

  ＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

 

＊
 

原子炉建物 

EL ＊1

(EL ＊1) 

ＣＨ＝ ＊2 ＣＶ＝ ＊2

＊1

＊1

＊1

＊1

＊1



2
0
 

S2 補 Ⅵ-2-4-4-1 R0

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部材 

Ｆｂ２ Ｑｂ２ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト ― 3.244×103 ― 916.7 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト SUS304 
引張 ― ― σｂ２＝65 

せん断 ― ― τｂ２＝5 ƒｓｂ２＝118 

すべて許容応力以下である。    注記＊：ƒｔｓ２＝Min[1.4・ƒｔｏ２－1.6・τｂ２，ƒｔｏ２]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

燃料プール監視カメラ

（ＳＡ） 

水平方向 2.93 4.73 

鉛直方向 2.06 2.16 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。

ƒｔｓ２＝ ＊
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 22 
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取付ボルト 
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転倒方向 

 
22
- 

12

取付ボルト 

正面 

(短辺方向) 

Ａ～Ａ矢視図 

側面 
(長辺方向) 

（ 12≦ 22) （ 12≦ 22)
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2. 燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポート 

2.1 概要 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポートは，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重

大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，

重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2.2 一般事項 

2.2.1 構造計画 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポートの構造計画を表 2－1 に示す。 

 

 



 

 

S2 補 Ⅵ-2-4-4-1 R0 

2
3
 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

燃料プール監視カメラ

（ＳＡ）サポートは，基

礎ボルトにて壁に設置す

る。 

支持構造物 【燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポート】 

 

 

基礎ボルト 

(ケミカルアンカ) 

650 

5
0
0 

300 

（単位：mm） 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポート 

基礎 

(壁面) 

側面 正面 

(前後方向) (左右方向) 
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2.2.2 評価方針 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポートの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2.1 構造計画」に

て示す燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポートの部位を踏まえ「2.3 評価部位」にて設

定する箇所において，「2.4 固有周期」で測定した固有周期に基づく設計用地震力による

応力等が許容限界内に収まることを，「2.5 構造強度評価」にて示す方法にて確認するこ

とで実施する。確認結果を「2.6 評価結果」に示す。 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポートの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポートの耐震評価フロー 

 

 

燃料プール監視カメラ（Ｓ

Ａ）サポートの構造強度評

価 

地震時における応力 

固有周期 

設計用地震力 
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2.2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。） 
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2.2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ１ ボルトの軸断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄ１ ボルトの呼び径 mm 

Ｆ１ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ１
  設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 MPa 

Ｆｂ１ ボルトに作用する引張力（1 本当たり） N 

Ｆｂ１１ 鉛直方向地震及び壁取付機器取付面に対し左右方向の水平方向地震

によりボルトに作用する引張力（1本当たり） 

N 

Ｆｂ２１ 鉛直方向地震及び壁取付機器取付面に対し前後方向の水平方向地震

によりボルトに作用する引張力（1本当たり） 

N 

ƒｓｂ１ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ１ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ１ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（許容組合

せ応力） 

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ１ 据付面又は取付面から重心までの距離 mm 

 １１ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離 mm 

 ２１ 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離 mm 

 ３１ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離 mm 

ｍ１ 燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポート（カメラ本体含む）の質量 kg 

ｎ１ ボルトの本数 ― 

ｎｆＶ１ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（前後方向） ― 

ｎｆＨ１ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（左右方向） ― 

Ｑｂ１ ボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｂ１１ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｂ２１ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力 N 

Ｓｕ１ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ１ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

Ｓｙ１(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂ１ ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ１ ボルトに生じるせん断応力 MPa 

  

＊ 
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2.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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2.3 評価部位 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポートの耐震評価は，「2.5.1 構造強度評価方法」に示す

条件に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトについて実施する。 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポートの耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図

に示す。 

 

2.4 固有周期 

2.4.1 基本方針 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポートの固有周期は，振動試験（加振試験）にて求め

る。 

 

2.4.2 固有周期の確認方法 

正弦波掃引試験により固有周期を確認する。燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポートの

外形図を表 2－1 の概略構造図に示す。 

 

2.4.3 固有周期の確認結果 

固有周期の確認結果を表 2－3に示す。試験の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛

構造であることを確認した。 

 

表 2－3 固有周期        （単位：s） 

水平 0.036 

鉛直 0.021 
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2.5 構造強度評価 

2.5.1 構造強度評価方法 

(1) 燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポートの質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポートに対して，水平方向及び鉛直方向か

ら作用するものとする。 

(3) 燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポートは基礎ボルトで壁に固定されており，固定端

とする。 

(4) 転倒方向は，左右方向及び前後方向について検討し，計算書には結果の厳しい方（許

容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポートの重心位置については，転倒方向を考慮し

て，計算条件が厳しくなる位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

2.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

2.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポートの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重

大事故等対処設備の評価に用いるものを表 2－4に示す。 

 

2.5.2.2 許容応力 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポートの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本

方針」に基づき表 2－5のとおりとする。 

 

2.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポートの使用材料の許容応力評価条件のうち重大

事故等対処設備の評価に用いるものを表 2－6 に示す。 
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表 2－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設 

その他の核燃

料物質の取扱

施設及び貯蔵

施設 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）

サポート 

常設／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 2－5 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

＊
 

＊
 



3
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表 2－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 100 194 373 ― 
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2.5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 2－7 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。 

表 2－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

0.036 0.021 ― ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

原子炉建物 

EL ＊1

(EL ＊1) ＣＨ＝ ＊2 ＣＶ＝ ＊2
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2.5.4 計算方法 

2.5.4.1 応力の計算方法 

2.5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じ

る引張力とせん断力について計算する。 

 

 
 

図2－2 計算モデル（左右方向転倒） 

 

 

 
 

図2－3 計算モデル（前後方向転倒） 

引張を受ける 
ボルト列 

転倒方向

ｍ1･ＣＨ･g

ｍ1･(ＣＶ＋1)･g 

転倒支点となる 
ボルト列 

 1
1
 

 2
1
 

ｈ1 

 31

 31

引張を受ける

ボルト列 

転倒方向

ｍ1･ＣＨ･g 

ｍ1･(ＣＶ＋1)･g 

転倒支点となる 
ボルト列 

 1
1

 2
1
 

ｈ1 



 

 35 

S
2 
補

 Ⅵ
-
2-
4
-
4-
1
 
R0
 

(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，図2－2及び図2－3でそれぞれのボルトを支点とす

る転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ11 ＝ 
ｍ１・(1＋ＣＶ)・ｈ１・g

ｎf V1・ 21
 ＋ 

ｍ１・ＣＨ・ｈ１・g
ｎf H1・ 31

  

 ·························· (2.5.4.1.1.1) 

Ｆｂ21 ＝ 
ｍ１・(1＋ＣＶ)・ｈ１・g＋ｍ１・ＣＨ・ 11・g

ｎf V1・ 21
  

 ·························· (2.5.4.1.1.2) 

Ｆｂ1 ＝ Max (Ｆｂ11，Ｆｂ21)  ························ (2.5.4.1.1.3) 

引張応力 

σｂ1 ＝ 
Ｆｂ1

Ａｂ1
  ····································· (2.5.4.1.1.4) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂ1は次式により求める。 

Ａｂ1 ＝ 
π

4
・ｄ1

 2  ································· (2.5.4.1.1.5) 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

Ｑｂ11 ＝ ｍ1・ＣＨ・g  ····························· (2.5.4.1.1.6) 

Ｑｂ21 ＝ ｍ1・(1＋ＣＶ)・g  ························ (2.5.4.1.1.7) 

Ｑｂ1 ＝ (Ｑｂ11)2＋(Ｑｂ21)2   ······················· (2.5.4.1.1.8) 

 

せん断応力 

τｂ1 ＝
Ｑｂ1

ｎ1・Ａｂ1
  ································· (2.5.4.1.1.9) 
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2.5.5 計算条件 

2.5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【燃料プール監視カメラ

（ＳＡ）サポートの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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2.5.6 応力の評価 

2.5.6.1 ボルトの応力評価 

2.5.4.1 項で求めたボルトの引張応力σｂ１は次式より求めた許容組合せ応力 

ƒｔｓ１以下であること。ただし，ƒｔｏ１は下表による。 

 

ƒｔｓ１＝Min[1.4・ƒｔｏ１－1.6・τｂ１，ƒｔｏ１]  ············· (2.5.6.1.1) 

 

せん断応力τｂ１は，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ１以下で

あること。ただし，ƒｓｂ１は下表による。 

 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ１ 

 Ｆ１
  

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂ１ 

 Ｆ１
  

1.5・ 3
・1.5 

 

 

 

 

  

＊
 

 

＊
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2.6 評価結果 

2.6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポートの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評

価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構

造強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【燃料プール監視カメラ（ＳＡ）サポートの耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

燃料プール監視カメラ 

（ＳＡ）サポート

常設／防止 

常設／緩和 
0.036 0.021 ― ― 100 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ１ 

(kg) 

ｈ１ 

(mm) 

ｄ１ 

(mm) 

Ａｂ１ 

(mm2) 
ｎ１ 

Ｓｙ１ 

(MPa) 

Ｓｕ１ 

(MPa) 

基礎ボルト 49 
16 

(M16) 
201.1 4 

194 

（40mm＜径≦100mm） 

373 

（40mm＜径≦100mm） 

部材
１１

＊2

(mm)

２１
＊2

(mm)

３１
＊2

(mm) 
ｎｆＶ１

＊2 ｎｆＨ１
＊2 

Ｆ１ 

(MPa) 

Ｆ１ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

― 420 220 2 2 

― 232 ― 前後方向 

420 ― 2 ― 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 

＊2：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は前後方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊
 

原子炉建物 

EL ＊1

(EL ＊1) 

ＣＨ＝ ＊2 ＣＶ＝ ＊2

＊1

＊1
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力     (単位：N) 

部材 

Ｆｂ１ Ｑｂ１ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― 5.763×103 ― 2.954×103 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張 ― ― σｂ１＝29 

せん断 ― ― τｂ１＝4 ƒｓｂ１＝107

すべて許容応力以下である。    注記＊：ƒｔｓ１＝Min[1.4・ƒｔｏ１－1.6・τｂ１，ƒｔｏ１]

ƒｔｓ１＝ ＊
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h1 

 2
1
 

 1
1
 

ｍ1･g 

転倒方向 

正面 

(左右方向) 

側面 
(前後方向) 

 31 

基礎ボルト 
（ケミカルアンカ） 

基礎ボルト 
(ケミカルアンカ) 
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3. 監視カメラ制御盤（中央制御室） 

3.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，監視カメラ制御盤（中央制御室）が設計用地震力に対して十分な構造強度を

有し，電気的機能を維持できることを説明するものである。 

監視カメラ制御盤（中央制御室）は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事

故等対処設備においては，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備及び常

設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての

構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，監視カメラ制御盤（中央制御室）は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方

法」に記載の直立形盤であるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-

9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

3.2 一般事項 

3.2.1 構造計画 

監視カメラ制御盤（中央制御室）の構造計画を表 3－1に示す。 
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表 3－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

監視カメラ制御盤（中央

制御室）は，取付ボルト

にてチャンネルベースに

設置する。 

チャンネルベースは基礎

ボルトで基礎に設置す

る。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立開放型の

盤） 

【監視カメラ制御盤（中央制御室）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

8
00

 

800 800 
正面 

床 

(長辺方向) 

チャンネルベース 

取付ボルト 

監視カメラ制御盤（中央制御室） 

基礎ボルト 

(ケミカルアンカ) 
(短辺方向) 

側面 
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3.3 固有周期 

3.3.1 固有周期の確認 

監視カメラ制御盤（中央制御室）の固有周期は，振動試験（加振試験）により確認す

る。試験の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛構造であることを確認した。固有

周期の確認結果を表 3－2に示す。 

 

表 3－2 固有周期            （単位：s） 

監視カメラ制御盤 

（中央制御室） 

水平 0.032 

鉛直 0.05 以下 
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3.4 構造強度評価 

3.4.1 構造強度評価方法 

監視カメラ制御盤（中央制御室）の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算

書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震

計算方法に基づき行う。 

 

3.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

監視カメラ制御盤（中央制御室）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準

対象施設の評価に用いるものを表 3－3に，重大事故等対処設備の評価に用いるもの

を表 3－4に示す。 

 

3.4.2.2 許容応力 

監視カメラ制御盤（中央制御室）の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に基づき表 3－5 のとおりとする。 

 

3.4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

監視カメラ制御盤（中央制御室）の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対

象施設の評価に用いるものを表 3－6に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを

表 3－7 に示す。 

 

3.4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【監視カメラ制御盤（中央制御室）の耐震性

についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 



 

 

S2 補 Ⅵ-2-4-4-1 R0 

4
6
 

表 3－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質

の取扱施設

及び 

貯蔵施設 

その他の核

燃料物質の

取扱施設及

び貯蔵施設 

監視カメラ制御盤 

（中央制御室） 
Ｓ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅢＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 3－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質

の取扱施設

及び 

貯蔵施設 

その他の核

燃料物質の

取扱施設及

び貯蔵施設 

監視カメラ制御盤 

（中央制御室） 

常設／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 3－5 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
  ＊
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表 3－6 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

取付ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

 

表 3－7 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

取付ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 50 211 394 ― 
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3.5 機能維持評価 

3.5.1 電気的機能維持評価方法 

監視カメラ制御盤（中央制御室）の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系

の計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載

の評価方法に基づき行う。 

監視カメラ制御盤（中央制御室）の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき，実機の据付状態を模擬したうえで，当該機器が設置される床における設計

用床応答スペクトルを包絡する模擬地震波による加振試験において電気的機能の健全性を

確認した加振台の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 3－8 に示す。 

 

表 3－8 機能確認済加速度          (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

監視カメラ制御盤（中央制御室） 

水平 3.63 

鉛直 1.39 
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3.6 評価結果 

3.6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

監視カメラ制御盤（中央制御室）の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電

気的機能を維持できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

3.6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

監視カメラ制御盤（中央制御室）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度

を有し，電気的機能を維持できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【監視カメラ制御盤（中央制御室）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

監視カメラ制御盤 

（中央制御室） 
Ｓ 0.032 0.05 以下 ― ― 50 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
256 475

12 

（M12） 
113.1 4

211 

(40mm＜径≦100mm) 

394 

(40mm＜径≦100mm) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
226 375 

12 

（M12） 
113.1 4 

211 

(40mm＜径≦100mm) 

394 

(40mm＜径≦100mm) 

部材
１ｉ＊

(mm)

２ｉ＊

(mm)
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

287 313 2 

211 ― ― 短辺方向 

368 372 2 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

287 313 2 

211 ― ― 短辺方向 

368 372 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

制御室建物 

EL ＊1
ＣＨ＝ ＊2 ＣＶ＝ ＊2
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― 3.768×103 ― 8.561×103

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
― 2.697×103 ― 7.558×103

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張 ― ― σｂ１＝34 

せん断 ― ― τｂ１＝19 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張 ― ― σｂ２＝24 

せん断 ― ― τｂ２＝17 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果    (×9.8m/s2) 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

監視カメラ制御盤 

（中央制御室） 

水平方向 2.84 3.63 

鉛直方向 1.32 1.39 

ƒｔｓ１＝ ＊

ƒｓｂ１＝

ƒｔｓ２＝ ＊

ƒｓｂ２＝
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

監視カメラ制御盤 

（中央制御室） 

常設／防止 

常設／緩和 
0.032 0.05 以下 ― ― 50 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
256 475

12 

（M12） 
113.1 4

211 

(40mm＜径≦100mm) 

394 

(40mm＜径≦100mm) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
226 375

12 

（M12） 
113.1 4

211 

(40mm＜径≦100mm) 

394 

(40mm＜径≦100mm) 

部材
１ｉ＊

(mm)

２ｉ＊

(mm)
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

287 313 2 

― 253 ― 短辺方向 

368 372 2 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

287 313 2 

― 253 ― 短辺方向 

368 372 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊

制御室建物

EL ＊1
ＣＨ＝ ＊2 ＣＶ＝ ＊2
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― 3.768×103 ― 8.561×103

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
― 2.697×103 ― 7.558×103

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張 ― ― σｂ１＝34 

せん断 ― ― τｂ１＝19 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張 ― ― σｂ２＝24 

せん断 ― ― τｂ２＝17 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]

2.4.2 電気的機能維持の評価結果    (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

監視カメラ制御盤 

（中央制御室） 

水平方向 2.84 3.63 

鉛直方向 1.32 1.39 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。

ƒｔｓ１＝ ＊

ƒｓｂ１＝

ƒｔｓ２＝ ＊

ƒｓｂ２＝
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転倒方向 
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） 

Ａ Ａ 

 11  21  21  11 
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） 

側面 

（短辺方向） 
正面 

（長辺方向） 
転倒方向 

（ 
12
≦ 

22
） 

B B 

 12  22  22  12 

（ 
12
≦ 

22
） 

ｈ
2
 

側面 

（短辺方向） 
正面 

（長辺方向） 

B～B矢視図 Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 基礎ボルト 
(ケミカルアンカ) 

ｍ
1
･g ｍ

2
･g 

ｈ
1
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4. 表示（監視モニタ）（緊急時対策所） 

4.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，表示（監視モニタ）（緊急時対策所）が設計用地震力に対して十分な構造強

度を有し，電気的機能を維持できることを説明するものである。 

表示（監視モニタ）（緊急時対策所）は，重大事故等対処設備においては，常設耐震重要重

大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，

重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

4.2 一般事項 

4.2.1 構造計画 

表示（監視モニタ）（緊急時対策所）の構造計画を表 4－1 に示す。 
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表 4－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

監視モニタ（ノート

PC）を固縛用ベルトにて

表示（監視モニタ）（緊

急時対策所）に固縛す

る。 

表示（監視モニタ）（緊

急時対策所）は，基礎ボ

ルトにて壁に設置する。 

監視モニタ（ノート

PC） 

 
 
 

 

 

正面 
側面 

平面 

4
0
4
.
5 

【表示（監視モニタ）（緊急時対策所）】 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ） 

400 700 

基礎 
（壁面） 

基礎（壁面） 

表示（監視モニタ）（緊急時対策所） 

（単位：mm） 

固縛用ベルト 

監視モニタ（ノート PC） 
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4.2.2 評価方針 

表示（監視モニタ）（緊急時対策所）の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「4.2.1 構造計画」にて示

す表示（監視モニタ）（緊急時対策所）の部位を踏まえ「4.3 評価部位」にて設定する箇

所において，「4.4 固有周期」で測定した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が

許容限界内に収まることを，「4.5 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施

する。また，表示（監視モニタ）（緊急時対策所）の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機

能確認済加速度以下であることを，「4.6 機能維持評価」にて示す方法にて確認すること

で実施する。確認結果を「4.7 評価結果」に示す。 

表示（監視モニタ）（緊急時対策所）の耐震評価フローを図 4－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 表示（監視モニタ）（緊急時対策所）の耐震評価フロー 

 
 

固有周期 

設計用地震力 

地震時における応力 機能維持評価用加速度 

表示（監視モニタ）（緊急

時対策所）の電気的機能維

持評価 

表示（監視モニタ）（緊急

時対策所）の構造強度評価 
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4.2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。） 
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4.2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ ボルトの軸断面積 mm2 
ＣＨ 水平方向設計震度 ― 
ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 
ｄ ボルトの呼び径 mm 
Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 
Ｆ  設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 MPa 
Ｆｂ ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

Ｆｂ１ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震に

よりボルトに作用する引張力（1 本当たり） 
N 

Ｆｂ２ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震に

よりボルトに作用する引張力（1 本当たり） 

N 

ƒｓｂ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（許容組

合せ応力） 
MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 
ｈ 据付面から重心までの距離 mm 
 １ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離 mm 
 ２ 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離 mm 
 ３ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離 mm 

ｍ 表示（監視モニタ）（緊急時対策所）の質量 kg 
ｎ ボルトの本数 ― 
ｎｆＶ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（前後方向） ― 
ｎｆＨ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（左右方向） ― 

Ｑｂ ボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｂ１ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力 N 
Ｑｂ２ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 
Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値 
MPa 

π 円周率 ― 
σｂ ボルトに生じる引張応力 MPa 
τｂ ボルトに生じるせん断応力 MPa 

＊ 
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4.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 4－2に示すとおりである。 

 

表 4－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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4.3 評価部位 

表示（監視モニタ）（緊急時対策所）の耐震評価は，「4.5.1 構造強度評価方法」に示す条

件に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトについて実施する。 

表示（監視モニタ）（緊急時対策所）の耐震評価部位については，表 4－1の概略構造図に示

す。 

 

4.4 固有周期 

4.4.1 基本方針 

表示（監視モニタ）（緊急時対策所）の固有周期は，振動試験（加振試験）にて求め

る。 

4.4.2 固有周期の確認方法 

正弦波掃引試験により固有周期を確認する。表示（監視モニタ）（緊急時対策所）の外

形図を表 4－1の概略構造図に示す。 

 

4.4.3 固有周期の確認結果 

固有周期の確認結果を表 4－3に示す。試験の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛

構造であることを確認した。 

 

表 4－3 固有周期        （単位：s） 

水平 0.020 

鉛直 0.05 以下 
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4.5 構造強度評価 

4.5.1 構造強度評価方法 

(1) 表示（監視モニタ）（緊急時対策所）の質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は表示（監視モニタ）（緊急時対策所）に対して，水平方向及び鉛直方向から

作用するものとする。 

(3) 表示（監視モニタ）（緊急時対策所）は基礎ボルトで壁に固定されており，固定端と

する。 

(4) 転倒方向は，左右方向及び前後方向について検討し，計算書には結果の厳しい方（許

容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 表示（監視モニタ）（緊急時対策所）の重心位置については，転倒方向を考慮して，

計算条件が厳しくなる位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

表示（監視モニタ）（緊急時対策所）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大

事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－4 に示す。 

 

4.5.2.2 許容応力 

表示（監視モニタ）（緊急時対策所）の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき表 4－5 のとおりとする。 

 

4.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

表示（監視モニタ）（緊急時対策所）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事

故等対処設備の評価に用いるものを表 4－6に示す。 
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表 4－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設 

その他の核燃

料物質の取扱

施設及び貯蔵

施設 

表示（監視モニタ） 

（緊急時対策所） 

常設／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－5 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

＊
 

＊
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表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 50 211 394 ― 
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4.5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－7に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方

針」に基づき設定する。 

表 4－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

0.020 0.05 以下 ― ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

緊急時対策所 

EL 

（EL ＊1） ＣＨ＝ ＊2 ＣＶ＝ ＊2
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4.5.4 計算方法 

4.5.4.1 応力の計算方法 

4.5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じ

る引張力とせん断力について計算する。 

 

 
 

図4－2 計算モデル（左右方向転倒） 

 

 
 

図4－3 計算モデル（前後方向転倒） 

引張を受ける 
ボルト列 

転倒方向 

 3 

転倒支点 

 2
 

ｍ･ＣＨ･g 

ｍ･(ＣＶ＋1)･g 

転倒支点となる 
ボルト列 

 1
 

ｈ
 

転倒支点となる
ボルト列 

引張を受ける 
ボルト列 

転倒方向 

ｍ･ＣＨ･g 

ｍ･(ＣＶ＋1)･g 

転倒 
支点 

ｈ 
 1

 

 2
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，図4－2及び図4－3でそれぞれのボルトを支点とす

る転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ1 ＝ 
ｍ・(1＋ＣＶ)・ｈ・g

ｎfｖ・ 2
 ＋ 

ｍ・ＣＨ・ｈ・g
ｎｆＨ・ 3

   

 ·························· (4.5.4.1.1.1) 

Ｆｂ2 ＝ 
ｍ・(1＋ＣＶ)・ｈ・g ＋ ｍ・ＣＨ・ １・g

ｎfｖ・ 2
   

 ·························· (4.5.4.1.1.2) 

Ｆｂ ＝ Max (Ｆｂ1，Ｆｂ2)   ························ (4.5.4.1.1.3) 

引張応力 

σｂ ＝ 
Ｆｂ

Ａｂ
   ····································· (4.5.4.1.1.4) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ ＝ 
π

4
・ｄ2  ·································· (4.5.4.1.1.5) 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

Ｑｂ1 ＝ ｍ・ＣＨ・g   ····························· (4.5.4.1.1.6) 

Ｑｂ2 ＝ ｍ・(1＋ＣＶ)・g   ························ (4.5.4.1.1.7) 

Ｑｂ ＝ (Ｑｂ1)2 ＋ (Ｑｂ2)2   ······················ (4.5.4.1.1.8) 

せん断応力 

τｂ ＝ 
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ
   ································· (4.5.4.1.1.9) 
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4.5.5 計算条件 

4.5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【表示（監視モニタ）（緊

急時対策所）の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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4.5.6 応力の評価 

4.5.6.1 ボルトの応力評価 

4.5.4.1 項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力 

ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ··················· (4.5.6.1.1) 

 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であ

ること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
ƒｔｏ 

 Ｆ  

2
・1.5 

許容せん断応力 
ƒｓｂ 

 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5 

 
 
 
 

＊
 

 

＊
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4.6 機能維持評価 

4.6.1 電気的機能維持評価方法 

表示（監視モニタ）（緊急時対策所）の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づ

き，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

表示（監視モニタ）（緊急時対策所）の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基

本方針」に基づき，実機の据付状態を模擬したうえで，当該機器が設置される床における

設計用床応答スペクトルを包絡する模擬地震波による加振試験において電気的機能の健全

性を確認した加振台の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 4-8 に示す。 

 

表 4-8 機能確認済加速度             (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

表示（監視モニタ） 

（緊急時対策所） 

水平 2.61 

鉛直 1.22 
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4.7 評価結果 

4.7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

表示（監視モニタ）（緊急時対策所）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価

結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造

強度を有し，電気的機能を維持できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【表示（監視モニタ）（緊急時対策所）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

表示（監視モニタ） 

（緊急時対策所）

常設／防止 

常設／緩和 
0.020 0.05 以下 ― ― 50 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

基礎ボルト 37 
12 

(M12) 
113.1 4 

211 

（40mm＜径≦100mm） 

394 

（40mm＜径≦100mm） 

部材
１＊2

(mm)

２＊2

(mm)

３＊2

(mm)
ｎｆＶ

＊2 ｎｆＨ
＊2 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

― 300 620 2 2 

― 253 ― 前後方向 

300 ― 2 ― 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 

  ＊2：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に対する評価時の要目を 

示し，下段は前後方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

緊急時対策所 

EL 

(EL ＊1) 

ＣＨ＝ ＊2 ＣＶ＝ ＊2

＊1

＊1
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― 1.205×103 ― 1.368×103 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張 ― ― σｂ＝11 

せん断 ― ― τｂ＝3 ƒｓｂ＝117 

すべて許容応力以下である。    注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

表示（監視モニタ） 

（緊急時対策所） 

水平方向 2.42 2.61 

鉛直方向 1.17 1.22 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。

ƒｔｓ＝ ＊
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転倒方向 

 3 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，燃料プール監視カメラ用冷却設備が設計用地震力に対して十分な構造強度を有

し，電気的機能を維持できることを説明するものである。 

燃料プール監視カメラ用冷却設備は，重大事故等対処設備においては，常設耐震重要重大事故

防止設備以外の常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故

等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

燃料プール監視カメラ用冷却設備の構造計画を表 2－1に示す。 
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2
 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

コンプレッサーはコン

プレッサー取付ボル

ト，ドライヤーはドラ

イヤー取付ボルト，フ

ローメータ，レギュレ

ータ架台はフローメー

タ，レギュレータ架台

取付ボルトにてチャン

ネルベースに設置す

る。 

チャンネルベースは，

基礎ボルトにて基礎に

設置する。 

コンプレッサー，ドラ

イヤー，フローメー

タ，レギュレータ 

【燃料プール監視カメラ用冷却設備】 

 

機器名称 
燃料プール監視カメラ用冷却設備 

（A-燃料プール監視カメラ用冷却設備） 

燃料プール監視カメラ用冷却設備 

（B-燃料プール監視カメラ用冷却設備） 

たて 1300 1300 

横 1000 1000 

高さ 957.7 957.7 

（単位：mm） 

 

ドライヤー 

チャンネルベース 基礎ボルト(ケミカルアンカ) 

高
さ
 

たて横 

床

コンプレッサー 

コンプレッサー 

取付ボルト 
ドライヤー

取付ボルト

フローメータ，レギュレータ架台

フローメータ，レギュレータ架台取付ボルト 

正面 側面 
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2.2 評価方針 

燃料プール監視カメラ用冷却設備の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定

した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す燃料プール監

視カメラ用冷却設備の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周

期」で測定した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 

構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，燃料プール監視カメラ用冷

却設備の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方

針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」

にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

燃料プール監視カメラ用冷却設備の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 燃料プール監視カメラ用冷却設備の耐震評価フロー 

 
 

燃料プール監視カメラ用冷

却設備の電気的機能維持評

価 

機能維持評価用加速度 

燃料プール監視カメラ用冷

却設備の構造強度評価 

地震時における応力 

固有周期 

設計用地震力 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 
ＣＨ 水平方向設計震度 ― 
ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 
ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 
Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 
Ｆｉ

  設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 
Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1 本当たり）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（許容組

合せ応力）＊1 
MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 
ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 
 １ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 
 ２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 
ｍｉ 燃料プール監視カメラ用冷却設備の質量＊2 kg 
ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 
ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 
Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 
Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 
Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値＊1 
MPa 

π 円周率 ― 
σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 
τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ
 ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ， １ｉ， ２ｉ，ｎｉ， 

ｎｆｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以

下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：コンプレッサー取付ボルト 

ｉ＝3：ドライヤー取付ボルト 

ｉ＝4：フローメータ，レギュレータ架台取付ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：コンプレッサー取付面 

ｉ＝3：ドライヤー取付面 

＊ 

＊ 
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ｉ＝4：フローメータ，レギュレータ架台取付面 

＊3： １ｉ≦ ２ｉ 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

燃料プール監視カメラ用冷却設備の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づ

き，耐震評価上厳しくなる基礎ボルト及び取付ボルトについて実施する。 

燃料プール監視カメラ用冷却設備の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

 

4. 固有周期 

4.1 基本方針 

燃料プール監視カメラ用冷却設備の固有周期は，振動試験（加振試験）にて求める。 

 

4.2 固有周期の確認方法 

正弦波掃引試験により固有周期を確認する。燃料プール監視カメラ用冷却設備の外形図を表

2－1の概略構造図に示す。 

 

4.3 固有周期の確認結果 

固有周期の確認結果を表 4－1に示す。試験の結果，固有周期は 0.05 秒を超えており，柔構

造であることを確認した。 

 

表 4－1 固有周期      （単位：s） 

燃料プール監視カメラ用冷却設備 

（A-燃料プール監視カメラ用冷却設備） 

水平 0.055 

鉛直 0.021 

燃料プール監視カメラ用冷却設備 

（B-燃料プール監視カメラ用冷却設備） 

水平 0.055 

鉛直 0.021 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 燃料プール監視カメラ用冷却設備の各機器の質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は燃料プール監視カメラ用冷却設備に対して，水平方向及び鉛直方向から作用する

ものとする。 

(3) 燃料プール監視カメラ用冷却設備はチャンネルベースに固定されており，固定端とする。

また，チャンネルベースは基礎に基礎ボルトで設置されており，固定端とする。 

(4) 転倒方向は，長辺方向及び短辺方向について検討し，計算書には結果の厳しい方（許容値

／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 燃料プール監視カメラ用冷却設備の重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件

が厳しくなる位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

燃料プール監視カメラ用冷却設備の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対

処設備の評価に用いるものを表 5－1 に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

燃料プール監視カメラ用冷却設備の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基

づき表 5－2 のとおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

燃料プール監視カメラ用冷却設備の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処

設備の評価に用いるものを表 5－3に示す。 

 

 

 



 

 

1
0
 

S2 補 Ⅵ-2-4-4-2 R0 

表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設 

その他の核燃

料物質の取扱

施設及び貯蔵

施設 

燃料プール監視カメラ用 

冷却設備 

常設／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

 



 

 

1
1
 

S2 補 Ⅵ-2-4-4-2 R0 

 

表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

＊
 

＊
 



 

 

1
2
 

S2 補 Ⅵ-2-4-4-2 R0 

表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

コンプレッサー取付ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

ドライヤー取付ボルト 
SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

フローメータ，レギュレータ

架台取付ボルト 

SS400 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 50 211 394 ― 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－4 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき設定する。 

表 5－4 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

減衰定数 

(％) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

原子炉建物 

EL ＊1

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

― ― ― ＣＨ＝ ＊3 ＣＶ＝ ＊2

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊3：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引

張力とせん断力について計算する。 

 

 
 

図5－1 計算モデル（短辺方向転倒） 

 

 
 

図5－2 計算モデル（長辺方向転倒） 

 21 

引張を受ける

ボルト列 
転倒支点となる

ボルト列 

h
1
 

 21 

転倒方向 
ｍ1･（ＣＶ－1）･g 

ｍ1･ＣＨ･g 

（ 11＝0) 

転倒支点 

 21 

h
1
 

 21 

引張を受ける

ボルト列 
転倒支点となる

ボルト列 

（ 11＝0) 
転倒支点 

ｍ1･（ＣＶ－1）･g 転倒方向 

ｍ1･ＣＨ･g
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，図5－1及び図5－2でそれぞれのボルトを支点とす

る転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ1 ＝
ｍ１・ＣＨ・ｈ１・g ＋ｍ１・(ＣＶ－1)・ 21・g 

 ｎf1・( 11＋ 21)
  

 ···························· (5.4.1.1.1) 

引張応力 

σｂ1 ＝
Ｆｂ1

Ａｂ1
  ········································ (5.4.1.1.2) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂ1は次式により求める。 

Ａｂ1 ＝
π

4
・ｄ1

 2  ···································· (5.4.1.1.3) 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

Ｑｂ1 ＝ ｍ1・ＣＨ・g  ······························· (5.4.1.1.4) 

 

せん断応力 

τｂ1 ＝
Ｑｂ1

ｎ1・Ａｂ1
  ··································· (5.4.1.1.5) 
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5.4.1.2 コンプレッサー取付ボルトの計算方法 

コンプレッサー取付ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントに

よって生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

図5－3 計算モデル（短辺方向転倒） 

 

 

図5－4 計算モデル（長辺方向転倒） 

 

 22  12  22  12 

h
2
 

転倒方向

引張を受ける

ボルト列 
転倒支点となる

ボルト列 

ｍ2･（ＣＶ－1）･g 

ｍ2･ＣＨ･g

転倒支点 

（ 12≦ 22) 

 12  22 
 12  22 

h
2
 

転倒方向

引張を受ける

ボルト列 
転倒支点となる

ボルト列 

ｍ2･ＣＨ･g 

転倒支点 

ｍ2･（ＣＶ－1）･g 

（ 12≦ 22) 
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(1) 引張応力 

コンプレッサー取付ボルトに対する引張力は，図5－3及び図5－4でそれぞれのボ

ルトを支点とする転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ2 ＝ 
ｍ2・ＣＨ・ｈ2・g ＋ ｍ2・(ＣＶ－1)・ 22・g 

 ｎf2・( 12＋ 22)
  

 ···························· (5.4.1.2.1) 

引張応力 

σｂ2＝
Ｆｂ2

Ａｂ2
  ········································ (5.4.1.2.2) 

ここで，コンプレッサー取付ボルトの軸断面積Ａｂ2は次式により求める。 

Ａｂ2 ＝
π

4
・ｄ2 

2  ···································· (5.4.1.2.3) 

 

(2) せん断応力 

コンプレッサー取付ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとし

て計算する。 

せん断力 

Ｑｂ2 ＝ ｍ2・ＣＨ・g  ······························· (5.4.1.2.4) 

 

せん断応力 

τｂ2 ＝ 
Ｑｂ2

ｎ2・Ａｂ2
   ································· (5.4.1.2.5) 
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5.4.1.3 ドライヤー取付ボルトの計算方法 

ドライヤー取付ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによっ

て生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

図5－5 計算モデル（短辺方向転倒） 

 

 

 

図5－6 計算モデル（長辺方向転倒） 

 

転倒支点 
 23  13 

 23  13 

転倒方向 

引張を受ける

ボルト列 
転倒支点となる

ボルト列 

ｍ3･（ＣＶ－1）･g 

ｍ3･ＣＨ･g 

h
3
 

（ 13≦ 23) 

 23  13 

転倒支点 

 23  13 

h
3
 

転倒方向
引張を受ける

ボルト列 
転倒支点となる

ボルト列 

ｍ3･（ＣＶ－1）･g 

ｍ3･ＣＨ･g 

( 13≦ 23) 
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(1) 引張応力 

ドライヤー取付ボルトに対する引張力は，図5－5及び図5－6でそれぞれのボルト

を支点とする転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ3 ＝ 
ｍ3・ＣＨ・ｈ3・g ＋ ｍ3・(ＣＶ－1)・ 23・g 

 ｎf3・( 13＋ 23)
  

 ···························· (5.4.1.3.1) 

引張応力 

σｂ3＝
Ｆｂ3

Ａｂ3
  ········································ (5.4.1.3.2) 

ここで，ドライヤー取付ボルトの軸断面積Ａｂ3は次式により求める。 

Ａｂ3 ＝
π

4
・ｄ3 

2  ···································· (5.4.1.3.3) 

 

(2) せん断応力 

ドライヤー取付ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計

算する。 

せん断力 

Ｑｂ3 ＝ ｍ3・ＣＨ・g  ······························· (5.4.1.3.4) 

 

せん断応力 

τｂ3 ＝ 
Ｑｂ3

ｎ3・Ａｂ3
   ································· (5.4.1.3.5) 
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5.4.1.4 フローメータ，レギュレータ架台取付ボルトの計算方法 

フローメータ，レギュレータ架台取付ボルトの応力は，地震による震度により作用

するモーメントによって生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

図5－7 計算モデル（短辺方向転倒） 

 

 

 

図5－8 計算モデル（長辺方向転倒） 

 

h
4
 

 24 

 24 

転倒方向 
引張を受ける

ボルト列 
転倒支点となる

ボルト列 
ｍ4･（ＣＶ－1）･g ｍ4･ＣＨ･g

転倒支点 

（ 14＝0) 

 24 

h
4
 

転倒支点 

引張を受ける

ボルト列 
転倒支点となる

ボルト列 

 24 

転倒方向 

ｍ4･（ＣＶ－1）･g 
ｍ4･ＣＨ･g 

（ 14＝0) 
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(1) 引張応力 

フローメータ，レギュレータ架台取付ボルトに対する引張力は，図5－7及び図5－

8でそれぞれのボルトを支点とする転倒を考え，これを片側のボルトで受けるもの

として計算する。 

引張力 

Ｆｂ4 ＝ 
ｍ4・ＣＨ・ｈ4・g ＋ ｍ4・(ＣＶ－1)・ 24・g 

 ｎf4・( 14＋ 24)
  

 ···························· (5.4.1.4.1) 

引張応力 

σｂ4＝
Ｆｂ4

Ａｂ4
  ········································ (5.4.1.4.2) 

ここで，フローメータ，レギュレータ架台取付ボルトの軸断面積Ａｂ4は次式によ

り求める。 

Ａｂ4 ＝
π

4
・ｄ4 

2  ···································· (5.4.1.4.3) 

 

(2) せん断応力 

フローメータ，レギュレータ架台取付ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数

で受けるものとして計算する。 

せん断力 

Ｑｂ4 ＝ ｍ4・ＣＨ・g  ······························· (5.4.1.4.4) 

 

せん断応力 

τｂ4 ＝ 
Ｑｂ4

ｎ4・Ａｂ4
   ································· (5.4.1.4.5) 
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【燃料プール監視カメラ用冷却

設備（A-燃料プール監視カメラ用冷却設備）の耐震性についての計算結果】，【燃料プール

監視カメラ用冷却設備（B-燃料プール監視カメラ用冷却設備）の耐震性についての計算結

果】の設計条件及び機器要目に示す。 
 

5.5.2 コンプレッサー取付ボルトの応力計算条件 

コンプレッサー取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【燃料プール監

視カメラ用冷却設備（A-燃料プール監視カメラ用冷却設備）の耐震性についての計算結

果】，【燃料プール監視カメラ用冷却設備（B-燃料プール監視カメラ用冷却設備）の耐震性

についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
 

5.5.3 ドライヤー取付ボルトの応力計算条件 

ドライヤー取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【燃料プール監視カ

メラ用冷却設備（A-燃料プール監視カメラ用冷却設備）の耐震性についての計算結果】，

【燃料プール監視カメラ用冷却設備（B-燃料プール監視カメラ用冷却設備）の耐震性につ

いての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
 

5.5.4 フローメータ，レギュレータ架台取付ボルトの応力計算条件 

フローメータ，レギュレータ架台取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書

の【燃料プール監視カメラ用冷却設備（A-燃料プール監視カメラ用冷却設備）の耐震性に

ついての計算結果】，【燃料プール監視カメラ用冷却設備（B-燃料プール監視カメラ用冷却

設備）の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4.1 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔｓｉ以下

であること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

 

ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]  ··············· (5.6.1.1) 

 

せん断応力τｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂｉ以下である

こと。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
ƒｔｏｉ 

 Ｆi
  

2
・1.5 

許容せん断応力 
ƒｓｂｉ 

 Ｆi
  

1.5・ 3
・1.5 

 
 
 
 
 
 

＊
 

＊
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6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

燃料プール監視カメラ用冷却設備の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づ

き，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

燃料プール監視カメラ用冷却設備の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき，実機の据付状態を模擬したうえで，当該機器が設置される床における設計用

床応答スペクトルを包絡する模擬地震波による加振試験において，電気的機能の健全性を確

認した加振台の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1 に示す。 

 

表 6－1 機能確認済加速度             (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

燃料プール監視カメラ用冷却設備 

（A-燃料プール監視カメラ用冷却設備） 

水平 2.64 

鉛直 3.15 

燃料プール監視カメラ用冷却設備 

（B-燃料プール監視カメラ用冷却設備） 

水平 2.64 

鉛直 3.15 
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7. 評価結果 

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

燃料プール監視カメラ用冷却設備の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以

下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，

電気的機能を維持できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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S2 補 Ⅵ-2-4-4-2 R0 

【燃料プール監視カメラ用冷却設備（A-燃料プール監視カメラ用冷却設備）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

燃料プール監視カメラ用 

冷却設備 

（A-燃料プール監視カメラ

用冷却設備） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建物 

EL ＊１
― ― ＣＨ＝ ＊3 ＣＶ＝ ＊2

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

＊1

コンプレッサー取付ボルト

(ｉ＝2) 

ドライヤー取付ボルト 

(ｉ＝3) 

フローメータ，レギュレータ架台

取付ボルト 

(ｉ＝4) 

＊1

注記＊1：基準床レベルを示す 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）

＊3：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度
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部材
１ｉ＊2

(mm)

２ｉ＊2

(mm)
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 

＊1 ＊1

― ― 長辺方向 
＊1 ＊1

コンプレッサー取付ボルト

(ｉ＝2) 
― ― 短辺方向 

ドライヤー取付ボルト 

(ｉ＝3) 
― ― 短辺方向 

フローメータ，レギュレータ架台

取付ボルト 

(ｉ＝4) 

＊1 ＊1

― ― 短辺方向 
＊1 ＊1

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 

  ＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
― 1.039×104 ― 1.904×104 

コンプレッサー取付ボルト 

(ｉ＝2) 
― 3.277×103 ― 5.497×103 

ドライヤー取付ボルト 

(ｉ＝3) 
― 1.275×103 ― 1.772×103 

フローメータ，レギュレータ架台 

取付ボルト 

(ｉ＝4) 

― 1.226×103 ― 704.2 
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1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力     (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
SS400 

引張 ― ― σｂ１＝52 

せん断 ― ― τｂ１＝10 

コンプレッサー取付ボルト

(ｉ＝2) 
SS400 

引張 ― ― σｂ２＝29 

せん断 ― ― τｂ２＝13 

ドライヤー取付ボルト 

(ｉ＝3) 
SS400 

引張 ― ― σｂ3＝17 

せん断 ― ― τｂ3＝6 

フローメータ，レギュレータ架台

取付ボルト 

(ｉ＝4) 

SS400 
引張 ― ― σｂ4＝11 

せん断 ― ― τｂ4＝2 

すべて許容応力以下である。    注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果   (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

燃料プール監視カメラ用冷却設備 

（A-燃料プール監視カメラ用冷却設備）

水平方向 1.73 2.64 

鉛直方向 1.98 3.15 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。

ƒｔｓ１＝ ＊

ƒｓｂ１＝

ƒｔｓ２＝ ＊

ƒｓｂ２＝

ƒｔｓ3＝ ＊

ƒｓｂ3＝

ƒｔｓ4＝ ＊

ƒｓｂ4＝
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【燃料プール監視カメラ用冷却設備（B-燃料プール監視カメラ用冷却設備）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

燃料プール監視カメラ用 

冷却設備 

（B-燃料プール監視カメラ

用冷却設備） 

常設／防止 

常設／緩和 

原子炉建物 

EL ＊１
― ― ＣＨ＝ ＊3 ＣＶ＝ ＊2

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

＊1

コンプレッサー取付ボルト

(ｉ＝2) 

ドライヤー取付ボルト 

(ｉ＝3) 

フローメータ，レギュレータ架台

取付ボルト 

(ｉ＝4) 

＊1

注記＊1：基準床レベルを示す 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）

＊3：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度
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部材
１ｉ＊2

(mm)

２ｉ＊2

(mm)
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 

3 

― 253 ― 長辺方向 

2 

コンプレッサー取付ボルト

(ｉ＝2) 

163.5 217.5 2 

― 253 ― 短辺方向 

370 430 2 

ドライヤー取付ボルト 

(ｉ＝3) 

127.5 137.5 2 

― 253 ― 短辺方向 

315 335 2 

フローメータ，レギュレータ架台

取付ボルト 

(ｉ＝4) 

2 

― 253 ― 短辺方向 

2 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 

  ＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊

＊1

＊1

＊1

＊1

＊1

＊1

＊1

＊1
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
― 1.039×104 ― 1.904×104 

コンプレッサー取付ボルト 

(ｉ＝2) 
― 3.277×103 ― 5.497×103 

ドライヤー取付ボルト 

(ｉ＝3) 
― 1.275×103 ― 1.772×103 

フローメータ，レギュレータ架台 

取付ボルト 

(ｉ＝4) 

― 1.226×103 ― 704.2 
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1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力     (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
SS400 

引張 ― ― σｂ１＝52 

せん断 ― ― τｂ１＝10 

コンプレッサー取付ボルト

(ｉ＝2) 
SS400 

引張 ― ― σｂ２＝29 

せん断 ― ― τｂ２＝13 

ドライヤー取付ボルト 

(ｉ＝3) 
SS400 

引張 ― ― σｂ3＝17 

せん断 ― ― τｂ3＝6 

フローメータ，レギュレータ架台

取付ボルト 

(ｉ＝4) 

SS400 
引張 ― ― σｂ4＝11 

せん断 ― ― τｂ4＝2 

すべて許容応力以下である。    注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果   (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

燃料プール監視カメラ用冷却設備 

（B-燃料プール監視カメラ用冷却設備）

水平方向 1.73 2.64 

鉛直方向 1.98 3.15 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。

ƒｔｓ１＝ ＊

ƒｓｂ１＝

ƒｔｓ２＝ ＊

ƒｓｂ２＝

ƒｔｓ3＝ ＊

ƒｓｂ3＝

ƒｔｓ4＝ ＊

ƒｓｂ4＝
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1. 概要 

本資料は，原子炉冷却系統施設の耐震計算の手法及び条件の整理について説明するも

のである。 

 

2. 耐震評価条件整理 

原子炉冷却系統施設に対して，設計基準対象施設の耐震重要度分類，重大事故等対処

設備の設備分類を整理した。既設の設計基準対象施設については，耐震評価における手

法及び条件について，既に認可を受けた実績との差異の有無を整理した。また，重大事

故等対処設備のうち，設計基準対象施設であるものについては，重大事故等対処設備の

評価条件と設計基準対象施設の評価条件の差異の有無を整理した。結果を表 2－1 に示

す。 

原子炉冷却系統施設の耐震計算は表 2－1 に示す計算書に記載することとする。 
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2 

表 2－1 耐震評価条件整理一覧表(1/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

再
循
環
設
備 

原
子
炉
冷
却
材 

原
子
炉
再
循
環
系 

ポンプ Ｓ 有 Ⅵ-2-5-2-1-1 ― ― ― 

主配管 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-2-1-1 ― ― ― 

原
子
炉
冷
却
材
の
循
環
設
備 

主
蒸
気
系 

逃がし安全弁逃がし弁

機能用アキュムレータ 
Ｓ 無 Ⅵ-2-5-3-1-1 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅵ-2-5-3-1-1 

逃がし安全弁自動減圧

機能用アキュムレータ 
Ｓ 無 Ⅵ-2-5-3-1-1 ― ― ― 

逃がし安全弁 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-3-1-2 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅵ-2-5-3-1-2 

主要弁 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-3-1-2 ― ― ― 

主配管 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-3-1-2 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅵ-2-5-3-1-2 

主配管 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-3-1-2 ― ― ― 

主配管 Ｂ ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-5-3-1-2 

主配管 ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-5-3-1-2 
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表 2－1 耐震評価条件一覧表(2/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

の
循
環
設
備 

原
子
炉
冷
却
材 

給
水
系 

主要弁 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-3-2-1 ― ― ― 

主配管 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-3-2-1 ― ― ― 

残
留
熱
除
去
設
備 

残
留
熱
除
去
系 

残留熱除去系熱交換器 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-4-1-1 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
有 Ⅵ-2-5-4-1-1 

残留熱除去ポンプ Ｓ 有 Ⅵ-2-5-4-1-2 
常設／防止＊3 

（ＤＢ拡張） 
有 Ⅵ-2-5-4-1-2 

残留熱除去系 

ストレーナ 
Ｓ 有 

Ⅵ-2-5-4-1-3 

Ⅵ-2-5-4-1-5 

Ⅵ-2-5-4-1-6 

Ⅵ-2-5-4-1-7 

常設／防止＊4 

（ＤＢ拡張） 
有 

Ⅵ-2-5-4-1-3 

Ⅵ-2-5-4-1-5 

Ⅵ-2-5-4-1-6 

Ⅵ-2-5-4-1-7 

主要弁 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-4-1-4 ― ― ― 

主配管 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-4-1-4 ― ― ― 

主配管 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-4-1-4 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
有 Ⅵ-2-5-4-1-4 

主配管 ― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-5-4-1-4 
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表 2－1 耐震評価条件一覧表(3/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

残
留
熱
除
去
設
備 

残
留
熱
除
去
系 

主配管 

（原子炉冷却材再循環

設備 原子炉再循環系

に記載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-5-2-1-1 

炉心支持構造物 

（原子炉本体に記載） 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― 

Ⅵ-2-3-2-2-2 

Ⅵ-2-3-2-2-3 

Ⅵ-2-3-2-2-4 

Ⅵ-2-3-2-2-5 

Ⅵ-2-3-2-2-6 

Ⅵ-2-3-2-2-7 

原子炉圧力容器 

（原子炉本体に記載） 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-3-3-1-2 

ジェットポンプ 

（原子炉本体に記載） 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-3-3-3-5 
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表 2－1 耐震評価条件一覧表(4/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

残
留
熱
除
去
設
備 

残
留
熱
除
去
系 

原子炉格納容器 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-9-2-1 

原子炉格納容器（サプ

レッションチェンバ） 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-9-2-2 

原子炉格納容器配管貫

通部 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-9-2-11 

主配管（A-ドライウェ

ルスプレイ管） 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-9-4-4-1-1 

主配管（B-ドライウェ

ルスプレイ管） 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-9-4-4-1-1 
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表 2－1 耐震評価条件一覧表(5/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

残
留
熱
除
去
設
備 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系 

主配管（サプレッショ

ンチェンバスプレイ

管） 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-9-4-4-1-2 

原子炉格納容器 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-9-2-1 

原子炉格納容器配管貫

通部 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-9-2-11 

主配管 

（原子炉格納施設 放

射性物質濃度制御設備

及び可燃性ガス濃度制

御設備並びに格納容器

再循環設備 非常用ガ

ス処理系に記載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-9-4-5-1-1 
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表 2－1 耐震評価条件一覧表(6/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

残
留
熱
除
去
設
備 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系 

主要弁 

（原子炉格納施設 原

子炉格納容器調気設備

窒素ガス制御系に記

載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-9-4-6-1-1 

主配管 

（原子炉格納施設 原

子炉格納容器調気設備

窒素ガス制御系に記

載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-9-4-6-1-1 

主要弁 

（原子炉格納施設 圧

力逃がし装置 格納容

器フィルタベント系に

記載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-9-4-7-1-1 
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表 2－1 耐震評価条件一覧表(7/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

残
留
熱
除
去
設
備 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系 

圧力開放板 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-9-4-7-1-1 

主配管 

（原子炉格納施設 圧

力逃がし装置 格納容

器フィルタベント系に

記載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-9-4-7-1-1 

第 1 ベントフィルタス

クラバ容器 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-9-4-7-1-2 

第 1 ベントフィルタ銀

ゼオライト容器 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-9-4-7-1-3 
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表 2－1 耐震評価条件一覧表(8/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備
そ
の
他
原
子
炉
注
水
設
備 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系 

高圧炉心スプレイポン

プ 
Ｓ 有 Ⅵ-2-5-5-1-1 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
有 Ⅵ-2-5-5-1-1 

高圧炉心スプレイ系 

ストレーナ 
Ｓ 有 

Ⅵ-2-5-5-1-2 

Ⅵ-2-5-5-1-4 

Ⅵ-2-5-5-1-5 

Ⅵ-2-5-5-1-6 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
有 

Ⅵ-2-5-5-1-2 

Ⅵ-2-5-5-1-4 

Ⅵ-2-5-5-1-5 

Ⅵ-2-5-5-1-6 

主要弁 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-5-1-3 ― ― ― 

主配管 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-5-1-3 ― ― ― 

主配管 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-5-1-3 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
 Ⅵ-2-5-5-1-3 

炉心支持構造物 

（原子炉本体に記載） 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― 

Ⅵ-2-3-2-2-2 

Ⅵ-2-3-2-2-3 

Ⅵ-2-3-2-2-4 

Ⅵ-2-3-2-2-5 

Ⅵ-2-3-2-2-6 

Ⅵ-2-3-2-2-7 

原子炉圧力容器 

（原子炉本体に記載） 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-3-3-1-2 
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S2 補 Ⅵ-2-5-1 R0 

表 2－1 耐震評価条件一覧表(9/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備
そ
の
他
原
子
炉
注
水
設
備 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系 

高圧炉心スプレイスパ

ージャ 

（原子炉本体に記載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-3-3-3-7 

高圧炉心スプレイ系配

管（原子炉圧力容器内

部） 

（原子炉本体に記載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-3-3-3-9 

原子炉格納容器（サプ

レッションチェンバ） 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-9-2-2 

原子炉格納容器配管貫

通部（X-35，X-210） 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-9-2-11 

  



 

 

11
 

S2 補 Ⅵ-2-5-1 R0 

表 2－1 耐震評価条件一覧表(10/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備
そ
の
他
原
子
炉
注
水
設
備 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系 

低圧炉心スプレイポン

プ 
Ｓ 有 Ⅵ-2-5-5-2-1 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
有 Ⅵ-2-5-5-2-1 

低圧炉心スプレイ系 

ストレーナ 
Ｓ 有 

Ⅵ-2-5-5-2-2 

Ⅵ-2-5-5-2-4 

Ⅵ-2-5-5-2-5 

Ⅵ-2-5-5-2-6 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
有 

Ⅵ-2-5-5-2-2 

Ⅵ-2-5-5-2-4 

Ⅵ-2-5-5-2-5 

Ⅵ-2-5-5-2-6 

主要弁 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-5-2-3 ― ― ― 

主配管 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-5-2-3 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
有 Ⅵ-2-5-5-2-3 

炉心支持構造物 

（原子炉本体に記載） 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― 

Ⅵ-2-3-2-2-2 

Ⅵ-2-3-2-2-3 

Ⅵ-2-3-2-2-4 

Ⅵ-2-3-2-2-5 

Ⅵ-2-3-2-2-6 

Ⅵ-2-3-2-2-7 

原子炉圧力容器 

（原子炉本体に記載） 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-3-3-1-2 
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S2 補 Ⅵ-2-5-1 R0 

表 2－1 耐震評価条件一覧表(11/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備
そ
の
他
原
子
炉
注
水
設
備 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系 

低圧炉心スプレイスパ

ージャ 

（原子炉本体に記載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-3-3-3-7 

低圧炉心スプレイ系配

管（原子炉圧力容器内

部） 

（原子炉本体に記載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-3-3-3-9 

原子炉格納容器（サプ

レッションチェンバ） 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-9-2-2 

原子炉格納容器配管貫

通部 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-9-2-11 
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S2 補 Ⅵ-2-5-1 R0 

表 2－1 耐震評価条件一覧表(12/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備
そ
の
他
原
子
炉
注
水
設
備 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系 

高圧原子炉代替注水ポ

ンプ 
― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-5-5-3-1 

主配管 ― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-5-5-3-2 

主配管 

（原子炉冷却材の循環

設備 主蒸気系に記

載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-5-3-1-2 

主配管 

（原子炉冷却材の循環

設備 給水系に記載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-5-3-2-1 

C-残留熱除去系ストレ

ーナ 

（残留熱除去設備 残

留熱除去系に記載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― 

Ⅵ-2-5-4-1-3 

Ⅵ-2-5-4-1-5 

Ⅵ-2-5-4-1-6 

Ⅵ-2-5-4-1-7 

主配管 

（残留熱除去設備 残

留熱除去系に記載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-5-4-1-4 
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S2 補 Ⅵ-2-5-1 R0 

表 2－1 耐震評価条件一覧表(13/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備
そ
の
他
原
子
炉
注
水
設
備 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系 

主配管 

（原子炉冷却材補給設

備 原子炉隔離時冷却

系に記載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-5-6-1-3 

主配管 

（原子炉冷却材浄化設

備 原子炉浄化系に記

載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-5-8-1-1 

炉心支持構造物 

（原子炉本体に記載） 
― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― 

Ⅵ-2-3-2-2-2 

Ⅵ-2-3-2-2-3 

Ⅵ-2-3-2-2-4 

Ⅵ-2-3-2-2-5 

Ⅵ-2-3-2-2-6 

Ⅵ-2-3-2-2-7 

原子炉圧力容器 

（原子炉本体に記載） 
― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-3-3-1-2 

給水スパージャ 

（原子炉本体に記載） 
― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-3-3-3-6 
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S2 補 Ⅵ-2-5-1 R0 

表 2－1 耐震評価条件一覧表(14/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備
そ
の
他
原
子
炉
注
水
設
備 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系 

原子炉格納容器（サプ

レッションチェンバ） 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-9-2-2 

原子炉格納容器配管貫

通部 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-9-2-11 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系 

原子炉隔離時冷却系 

ストレーナ 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― 

Ⅵ-2-5-5-4-1 

Ⅵ-2-5-6-1-4 

主配管 

（原子炉冷却材の循環

設備 主蒸気系に記

載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-5-3-1-2 

主配管 

（原子炉冷却材の循環

設備 給水系に記載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-5-3-2-1 
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S2 補 Ⅵ-2-5-1 R0 

表 2－1 耐震評価条件一覧表(15/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備
そ
の
他
原
子
炉
注
水
設
備 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系 

原子炉隔離時冷却ポン

プ（駆動用蒸気タービ

ン含む。） 

（原子炉冷却材補給設

備 原子炉隔離時冷却

系に記載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― 

Ⅵ-2-5-6-1-1 

Ⅵ-2-5-6-1-2 

主配管 

（原子炉冷却材補給設

備 原子炉隔離時冷却

系に記載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-5-6-1-3 

主配管 

（原子炉冷却材浄化設

備 原子炉浄化系に記

載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-5-8-1-1 
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S2 補 Ⅵ-2-5-1 R0 

表 2－1 耐震評価条件一覧表(16/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備
そ
の
他
原
子
炉
注
水
設
備 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系 

炉心支持構造物 

（原子炉本体に記載） 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― 

Ⅵ-2-3-2-2-2 

Ⅵ-2-3-2-2-3 

Ⅵ-2-3-2-2-4 

Ⅵ-2-3-2-2-5 

Ⅵ-2-3-2-2-6 

Ⅵ-2-3-2-2-7 

原子炉圧力容器 

（原子炉本体に記載） 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-3-3-1-2 

給水スパージャ 

（原子炉本体に記載） 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-3-3-3-6 

原子炉格納容器（サプ

レッションチェンバ） 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-9-2-2 

原子炉格納容器配管貫

通部 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-9-2-11 
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S2 補 Ⅵ-2-5-1 R0 

表 2－1 耐震評価条件一覧表(17/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備
そ
の
他
原
子
炉
注
水
設
備 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系 

低圧原子炉代替注水ポ

ンプ 
― ―＊2 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-5-5-5-1 

低圧原子炉代替注水槽 ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-27 

主配管 ― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-5-5-5-2 

主配管 

（残留熱除去設備 残

留熱除去系に記載） 

― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-5-4-1-4 

炉心支持構造物 

（原子炉本体に記載） 
― ―＊2 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― 

Ⅵ-2-3-2-2-2 

Ⅵ-2-3-2-2-3 

Ⅵ-2-3-2-2-4 

Ⅵ-2-3-2-2-5 

Ⅵ-2-3-2-2-6 

Ⅵ-2-3-2-2-7 

原子炉圧力容器 

（原子炉本体に記載） 
― ―＊2 ― 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-3-3-1-2 
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S2 補 Ⅵ-2-5-1 R0 

表 2－1 耐震評価条件一覧表(18/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備
そ
の
他
原
子
炉
注
水
設
備 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系 

低圧注水系配管（原子

炉圧力容器内部） 

（原子炉本体に記載） 

― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-3-3-3-8 

原子炉格納容器配管貫

通部 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-9-2-11 

残
留
熱
除
去
系 

残留熱除去系熱交換器 

（残留熱除去設備 残

留熱除去系に記載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-5-4-1-1 

残留熱除去ポンプ 

（残留熱除去設備 残

留熱除去系に記載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-5-4-1-2 

残留熱除去系ストレー

ナ 

（残留熱除去設備 残

留熱除去系に記載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― 

Ⅵ-2-5-4-1-3 

Ⅵ-2-5-4-1-5 

Ⅵ-2-5-4-1-6 

Ⅵ-2-5-4-1-7 
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S2 補 Ⅵ-2-5-1 R0 

表 2－1 耐震評価条件一覧表(19/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備
そ
の
他
原
子
炉
注
水
設
備 

残
留
熱
除
去
系 

主配管 

（残留熱除去設備 残

留熱除去系に記載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-5-4-1-4 

炉心支持構造物 

（原子炉本体に記載） 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― 

Ⅵ-2-3-2-2-2 

Ⅵ-2-3-2-2-3 

Ⅵ-2-3-2-2-4 

Ⅵ-2-3-2-2-5 

Ⅵ-2-3-2-2-6 

Ⅵ-2-3-2-2-7 

原子炉圧力容器 

（原子炉本体に記載） 
― ―＊2 ― 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-3-3-1-2 

原子炉格納容器（サプ

レッションチェンバ） 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-9-2-2 

原子炉格納容器配管貫

通部 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
― Ⅵ-2-9-2-11 
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表 2－1 耐震評価条件一覧表(20/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備
そ
の
他
原
子
炉
注
水
設
備 

ほ
う
酸
水
注
入
系 

炉心支持構造物 

（原子炉本体に記載） 
― ―＊2 ― 常設／緩和 ― 

Ⅵ-2-3-2-2-2 

Ⅵ-2-3-2-2-3 

Ⅵ-2-3-2-2-4 

Ⅵ-2-3-2-2-5 

Ⅵ-2-3-2-2-6 

Ⅵ-2-3-2-2-7 

原子炉圧力容器 

（原子炉本体に記載） 
― ―＊2 ― 常設／緩和 ― Ⅵ-2-3-3-1-2 

差圧検出・ほう酸水注

入系配管（ティーより

N11 ノズルまでの外管） 

（原子炉本体に記載） 

― ―＊2 ― 常設／緩和 ― Ⅵ-2-3-3-2-5 

差圧検出・ほう酸水注

入系配管（原子炉圧力

容器内部） 

（原子炉本体に記載） 

― ―＊2 ― 常設／緩和 ― Ⅵ-2-3-3-3-10 
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表 2－1 耐震評価条件一覧表(21/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備
そ
の
他
原
子
炉
注
水
設
備 

ほ
う
酸
水
注
入
系 

ほう酸水注入ポンプ 

（計測制御系統施設 

に記載） 

― ―＊2 ― 常設／緩和 ― Ⅵ-2-6-4-1-1 

ほう酸水貯蔵タンク 

（計測制御系統施設 

に記載） 

― ―＊2 ― 常設／緩和 ― Ⅵ-2-6-4-1-2 

主配管 

（計測制御系統施設 

に記載） 

― ―＊2 ― 常設／緩和 ― Ⅵ-2-6-4-1-3 

原子炉格納容器配管貫

通部 

（原子炉格納施設に記

載） 

― ―＊2 ― 常設／緩和 ― Ⅵ-2-9-2-11 
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表 2－1 耐震評価条件一覧表(22/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

そ
の
他
原
子
炉
注
水
設
備 

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備 

水
の
供
給
設
備 

ほう酸水貯蔵タンク 

（計測制御系統施設 

に記載） 

― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-6-4-1-2 

低圧原子炉代替注水槽 

（非常用炉心冷却設備

その他原子炉注水設備 

低圧原子炉代替注水系

に記載） 

― ―＊2 ― 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
― Ⅵ-2-2-27 

原
子
炉
冷
却
材
補
給
設
備 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系 

原子炉隔離時冷却ポン

プ（駆動用蒸気タービ

ン含む。） 

Ｓ 無 
Ⅵ-2-5-6-1-1 

Ⅵ-2-5-6-1-2 
― ― ― 

主要弁 Ｓ 無 Ⅵ-2-5-6-1-3 ― ― ― 

主配管 Ｓ 無 Ⅵ-2-5-6-1-3 ― ― ― 
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表 2－1 耐震評価条件一覧表(23/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
（
原
子
炉
補
機
海
水
系
を
含
む
。
） 

原子炉補機冷却系熱交

換器 
Ｓ 有 Ⅵ-2-5-7-1-1 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
有 Ⅵ-2-5-7-1-1 

原子炉補機冷却水ポン

プ 
Ｓ 有 Ⅵ-2-5-7-1-2 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
有 Ⅵ-2-5-7-1-2 

原子炉補機海水ポンプ Ｓ 有 Ⅵ-2-5-7-1-3 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
無 Ⅵ-2-5-7-1-3 

原子炉補機冷却系サー

ジタンク 
Ｓ 有 Ⅵ-2-5-7-1-4 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
有 Ⅵ-2-5-7-1-4 

原子炉補機海水ストレ

ーナ 
Ｓ 無 Ⅵ-2-5-7-1-5 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
無 Ⅵ-2-5-7-1-5 

主要弁 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-7-1-6 ― ― ― 

主配管 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-7-1-6 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
有 Ⅵ-2-5-7-1-6 

主配管 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-7-1-6 ― ― ― 
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表 2－1 耐震評価条件一覧表(24/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備 

（
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
補
機
海
水
系
を
含
む
。
） 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
補
機
冷
却
系 

高圧炉心スプレイ補機

冷却系熱交換器 
Ｓ 有 Ⅵ-2-5-7-2-1 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
有 Ⅵ-2-5-7-2-1 

高圧炉心スプレイ補機

冷却水ポンプ 
Ｓ 有 Ⅵ-2-5-7-2-2 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
有 Ⅵ-2-5-7-2-2 

高圧炉心スプレイ補機

海水ポンプ 
Ｓ 無 Ⅵ-2-5-7-2-3 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
無 Ⅵ-2-5-7-2-3 

高圧炉心スプレイ補機

冷却系サージタンク 
Ｓ 有 Ⅵ-2-5-7-2-4 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
有 Ⅵ-2-5-7-2-4 

高圧炉心スプレイ補機

海水ストレーナ 
Ｓ 無 Ⅵ-2-5-7-2-5 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
無 Ⅵ-2-5-7-2-5 

主配管 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-7-2-6 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
有 Ⅵ-2-5-7-2-6 
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表 2－1 耐震評価条件一覧表(25/25) 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震重要度 

分類 

新規制基準 

施行前に認 

可された実 

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系 

主配管 ― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-5-7-3-1 

残留熱除去系熱交換器 

（残留熱除去設備 残

留熱除去系に記載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-5-4-1-1 

A-原子炉補機冷却系サ

ージタンク（原子炉補

機冷却系（原子炉補機

海水系を含む。）に記

載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-5-7-1-4 

主配管 

（原子炉補機冷却設備

原子炉補機冷却系（原

子炉補機海水系を含

む。）に記載） 

― ―＊2 ― 常設耐震／防止 ― Ⅵ-2-5-7-1-6 

浄
化
設
備 

原
子
炉
冷
却
材 

原
子
炉
浄
化
系 

主要弁 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-8-1-1 ― ― ― 

主配管 Ｓ 有 Ⅵ-2-5-8-1-1 ― ― ― 
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注記＊1 ：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事 

故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備，「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡

張）を示す。 

＊2 ：本工事計画で新規に申請する設備であることから，差異比較の対象外 

＊3 ：C-残留熱除去ポンプは低圧注水モードのみで使用するためＤＢ設備とする。 

＊4 ：C-残留熱除去系ストレーナは低圧注水モードのみで使用するためＤＢ設備とする。 

 



Ⅵ-2-5-3 原子炉冷却材の循環設備の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-3-1 主蒸気系の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-3-2 給水系の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-3-2-1　管の耐震性についての計算書

（給水系）
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法　添付資料-6　管の耐震性に

　ついての計算書作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，給水系の管，支

　持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持できること

　を説明するものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

(1) 管

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全3モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果を4.2.4に記載する。

(2) 支持構造物

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評価

  結果を代表として記載する。

(3) 弁

機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求

　　弁を代表として，弁型式別に評価結果を記載する。
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（重大事故等対処設備）

（太破線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設）

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

　のうち他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

アンカ

　　[管クラス]

DB1 クラス１管

DB2 クラス２管

DB3 クラス３管

DB4 クラス４管

SA2 　重大事故等クラス２管

SA3 　重大事故等クラス３管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管

DB3/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス３管

DB4/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス４管
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給水系概略系統図

A

A

DB2/SA2 DB1/SA2

 FW-PD-1

DB2

 FW-PD-2

V204-101A

注記＊1：高圧原子炉代替注水系の申請範囲であるが,計算結果は本系統に含めて示す。

　＊2：原子炉隔離時冷却系の申請範囲であるが,計算結果は本系統に含めて示す。

 ＊3：原子炉浄化系の申請範囲であるが,計算結果は本系統に含めて示す。

　＊4：高圧原子炉代替注水系との兼用範囲である。

　＊5：原子炉隔離時冷却系との兼用範囲である。

 FW-T-8

X-12A

原子炉隔離時冷却系より

原子炉浄化系より

給水系より

DB2

DB2/SA2 DB1/SA2

原子炉建物 原子炉格納容器

高圧原子炉代替注水系より

DB2DB2/SA2

M

M

M

V204-101B

X-12B

給水系より

＊2＊1,＊2

＊4,＊5

 FW-T-8

＊
1
,
＊
2,
＊
3

 FW-T-8

N4A

N4B

N4C

N4D

原
子
炉
圧

力

容

器
＊4,＊5

＊3＊1,＊2,＊3

AV204-101A

AV204-101B

＊
1
,＊

2,
＊
3

A

3

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0



 2.2　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」，設

　計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」とする。）

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

　範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち他系

　統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　質点

アンカ

レストレイント

レストレイント（斜め拘束の場合）

スナッバ

スナッバ（斜め拘束の場合）

ハンガ

リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に変

　位量を記載する。なお，Ｓｓ機能維持の範囲はＳｓ地震動による

　変位量のみを記載する。）

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊

Ｓs

Ｓd

Ｓd

Ｓs

Ｓd

Ｓs
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鳥瞰図 FW-PD-1(DB)(1/3)

5

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 FW-PD-1(DB)(2/3)

6

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 FW-PD-1(DB)(3/3)

7

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 FW-PD-1(SA)(1/3)

8

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 FW-PD-1(SA)(2/3)

9

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 FW-PD-1(SA)(3/3)

1
0

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 FW-PD-2(DB)(1/2)

1
1

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 FW-PD-2(DB)(2/2)

1
2

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 FW-PD-2(SA)(1/2)

1
3

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 FW-PD-2(SA)(2/2)

1
4

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 FW-T-8(DB)(1/3)

1
5

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 FW-T-8(DB)(2/3)

1
6

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 FW-T-8(DB)(3/3)

1
7

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 FW-T-8(SA)(1/3)

1
8

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 FW-T-8(SA)(2/3)

1
9

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 FW-T-8(SA)(3/3)

2
0

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0

70714860
多角形



3. 計算条件

 3.1　計算方法

管の構造強度評価は，基本方針に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは

   「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要について

    は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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施設名称 設備名称 系統名称
施設

　分類
＊1 設備分類

＊2 機器等
の区分

耐震
重要度
分類

荷重の組合せ
＊3，＊4 許容応力

状態
＊5

ⅠＬ＋Ｓｄ

ⅡＬ＋Ｓｄ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅣＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6

ⅠＬ＋Ｓｄ

ⅡＬ＋Ｓｄ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅠＬ＋Ｓｄ

ⅡＬ＋Ｓｄ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

クラス２管 Ｓ

ⅢＡＳ

ⅣＡＳ

原子炉冷却材
浄化設備

原子炉浄化系 ＤＢ ― クラス２管 Ｓ

ⅢＡＳ

ⅣＡＳ

ⅢＡＳ

ⅣＡＳ

 3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

原子炉冷却
系統施設

原子炉冷却材
の循環設備

給水系 ＤＢ ―
クラス１管
クラス２管

Ｓ

原子炉冷却材
補給設備

原子炉隔離時
冷却系

ＤＢ ―

2
2

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0



施設名称 設備名称 系統名称
施設

　分類
＊1 設備分類

＊2 機器等
の区分

耐震
重要度
分類

荷重の組合せ
＊3，＊4 許容応力

状態
＊5

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅣＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6

ⅤＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6，＊7，＊8，＊9

ⅤＬ(ＬＬ)＋Ｓｓ
＊6，＊7，＊10

ⅤＬ＋Ｓｓ
＊11

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅣＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6

ⅤＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6，＊7，＊8，＊9

ⅤＬ(ＬＬ)＋Ｓｓ
＊6，＊7，＊10

ⅤＬ＋Ｓｓ
＊11

ＳＡ
常設／防止

（ＤＢ拡張）
重大事故等
クラス２管

―

ⅣＡＳ

ⅤＡＳ

　　荷重の組合せ及び許容応力状態

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

原子炉冷却
系統施設

非常用炉心
冷却設備

その他原子炉
注水設備

高圧原子炉
代替注水系

ＳＡ 常設耐震／防止
重大事故等
クラス２管

―

ⅣＡＳ

ⅤＡＳ

原子炉隔離時
冷却系

2
3

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0



施設名称 設備名称 系統名称
施設

　分類
＊1 設備分類

＊2 機器等
の区分

耐震
重要度
分類

荷重の組合せ
＊3，＊4 許容応力

状態
＊5

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅣＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6

ⅤＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6，＊7，＊8，＊9

ⅤＬ(ＬＬ)＋Ｓｓ
＊6，＊7，＊10

ⅤＬ＋Ｓｓ
＊11

　いことから，重大事故等時の最大荷重とＳｓ地震力の組合せを考慮する。

　「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。

　　荷重の組合せ及び許容応力状態

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

注記＊1 ：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2 ：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張），

  用する。

　　＊11：原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器バウンダリを除く設備は必ずしも重大事故等時の荷重の時間履歴を詳細に評価しな

　　＊3 ：運転状態の添字Ｌは荷重，(Ｌ)は荷重が長期間作用している状態，(ＬＬ)は(Ｌ)より更に長期的に荷重が作用している状態を示す。

　　＊4 ：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。

　　＊5 ：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。

　　＊9 ：原子炉格納容器バウンダリにおいては，原子炉格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用しない場合）における荷重条件を

  適用する。

　　＊10：原子炉格納容器バウンダリにおいては，原子炉格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合）における荷重条件を適

　　＊6 ：原子炉冷却材圧力バウンダリにおいて考慮する。

　　＊7 ：原子炉格納容器バウンダリにおいて考慮する。

　　＊8 ：原子炉格納容器バウンダリは，事象の進展によっては，重大事故等時の最大荷重の発生タイミングが遅くなる可能性があることから，

  保守的に重大事故等時の最大荷重とＳｄ地震力の組合せを考慮する。

原子炉格納
施設

原子炉格納容器
安全設備

高圧原子炉
代替注水系

ＳＡ 常設／緩和
重大事故等
クラス２管

―

ⅣＡＳ

ⅤＡＳ2
4

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　FW-PD-1

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

 3.3　設計条件

   1A～2,10～12
   13～17

   17～21,23～32
   34～35

  1

  2

  3    21～23,32～34

  4    22～36,33～46

  5    36～45N,46～54N
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　FW-PD-1

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震

重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

   1A～2,10～12

   13～17

   17～21,23～32

   34～35

  3    21～23,32～34  489.6  40.0 SFVC2B Ｓ 190360

  4    22～36,33～46  318.5  21.4 SFVC2B Ｓ 190360

  5    36～45N,46～54N  318.5  21.4 STS42 Ｓ 190360

188720

Ｓ 190360

STS49

 457.2  23.8 SFVC2B

Ｓ

設計条件

  1

  2

 457.2  23.8
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　配管の付加質量

　鳥  瞰  図　FW-PD-1

質量 対応する評価点

   1A～2,1401～1601,1701～1801,2401～2502,2801～3101

   10～12,13～1401,1601～1701,1801～21,23～2401

 2502～2801,3101～32,34～35

   21～23,32～34

   22～3601,3803～3901,4101～4200,4400～45N,33～4601

 4702～4801,5011～5102,5300～54N

 3601～3803,3901～4101,4601～4702,4801～5011

 4200～4400,5102～5300
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　弁部の質量

　鳥  瞰  図　FW-PD-1

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

    2～3     9～10

   12～13
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　弁部の寸法

　鳥  瞰  図　FW-PD-1

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

2～3 9～10

12～13
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　支持点及び貫通部ばね定数

 鳥　瞰　図　FW-PD-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1A

4

 **   11 **

 **   11 **

    1301

 **   16 **

 **   16 **

 ** 1702 **

 ** 1703 **

 ** 2101 **

    2101

 ** 2402 **

 ** 2403 **

 ** 2403 **

 ** 2501 **

 ** 2503 **

 ** 2503 **

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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　支持点及び貫通部ばね定数

 鳥　瞰　図　FW-PD-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 **   28 **

 **   30 **

 ** 3102 **

    3801

    3801

39   

    N458

 ** 4602 **

 ** 4602 **

    4701

48   

    N548

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　FW-PD-2

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

設計条件

   1A～2,10～12
   13～17

   17～21,23～32
   34～35

  1

  2

  3    21～23,32～34

  4    22～36,33～46

  5    36～45N,46～54N
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　FW-PD-2

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震

重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

   1A～2,10～12

   13～17

   17～21,23～32

   34～35

  3    21～23,32～34  489.6  40.0 SFVC2B Ｓ 190360

  4    22～36,33～46  318.5  21.4 SFVC2B Ｓ 190360

  5    36～45N,46～54N  318.5  21.4 STS42 Ｓ 190360

設計条件

  1

  2

 457.2  23.8 188720

Ｓ 190360

STS49

 457.2  23.8 SFVC2B

Ｓ
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　配管の付加質量

　鳥  瞰  図　FW-PD-2

質量 対応する評価点

   1A～2,1501～1601,1701～1801,2402～2501,2801～3101

   10～12,13～1501,1601～1701,1801～21,23～2402

 2501～2801,3101～32,34～35

   21～23,32～34

   22～3601,3803～3901,4101～4200,4400～45N,33～4601

 4701～4801,5011～5102,5302～54N

 3601～3803,3901～4101,4601～4701,4801～5011

 4200～4400,5102～5302
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　弁部の質量

　鳥  瞰  図　FW-PD-2

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

    2～3     9～10

   12～13
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　弁部の寸法

　鳥  瞰  図　FW-PD-2

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

2～3 9～10

12～13

36
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　支持点及び貫通部ばね定数

 鳥　瞰　図　FW-PD-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1A

4

 **   11 **

 **   11 **

    1301

 **   16 **

 **   16 **

    1702

 ** 1703 **

 ** 2101 **

    2101

 ** 2401 **

 ** 2403 **

 ** 2404 **

 **   26 **

 **   26 **

 **   28 **

 **   30 **

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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　支持点及び貫通部ばね定数

 鳥　瞰　図　FW-PD-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 **   30 **

 ** 3801 **

 ** 3801 **

39   

     N18

 ** 4602 **

 ** 4602 **

48   

     N28

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　FW-T-8

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

設計条件

  160～161,255～256

  161～162,256～257

  1

  2

  6   301～312,451～454

  7   313～315

  3   162～163,257～258

  4   163～165A,258～260A

  5   162～301,454～257
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　FW-T-8

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

 13   403～406

 14  419S～424A

 10   318～319

 11   317～401

 12
  401～403,406～407
  408～419S

設計条件

  315～317

  317～318

  8

  9
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　FW-T-8

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

設計条件

  314～451 15
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　FW-T-8

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震

重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

  1   160～161,255～256  457.2  23.8 SFVAF11A Ｓ 191280

  2   161～162,256～257  457.2  23.8 STPA23 Ｓ 191280

  3   162～163,257～258  457.2  23.8 STPA23 Ｓ 191280

  4   163～165A,258～260A  457.2  23.8 STS49 Ｓ 188560

  5   162～301,454～257  114.3  11.1 SFVAF11A Ｓ 190440

  6   301～312,451～454  114.3  11.1 STPT42 Ｓ 188880

  7   313～315  216.3  18.2 STS42 Ｓ 188880

  8   315～317  216.3  18.2 STPA23 Ｓ 190440

  9   317～318  216.3  18.2 STPA23 Ｓ 190440

 10   318～319  216.3  18.2 SFVAF11A Ｓ 190440

 11   317～401  114.3  11.1 SFVAF11A Ｓ 202200

  401～403,406～407

  408～419S

 13   403～406  114.3  11.1 STPT410 Ｓ 200600

 14  419S～424A  114.3  11.1 STPT42 Ｓ 201667

 15   314～451  114.3  11.1 STS42 Ｓ 188880

Ｓ 200600

設計条件

 12  114.3  11.1 STPT42
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　配管の付加質量

　鳥  瞰  図　FW-T-8

質量 対応する評価点

  160～165A,255～260A

  162～312,314～257

  313～319

  317～407,408～424A
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　弁部の質量

　鳥  瞰  図　FW-T-8

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

  159～160,254～255   319～320

  407～408
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　弁部の寸法

　鳥  瞰  図　FW-T-8

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

159～160 254～255

319～320 407～408
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　支持点及び貫通部ばね定数

 鳥　瞰　図　FW-T-8

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

    165A

    260A

 **  302 **

     307

     309

     311

     318

    4081

    4081

     413

     422

    424A

     453

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.4　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓ

STS49 302 138 209 423 ―

SFVC2B 302 125 ― ― ―

STS42 302 122 182 404 ―

SFVAF11A 302 ― 218 427 ―

STPA23 302 ― 163 400 ―

STPT42 302 ― 182 404 ―

STPT410 302 ― 182 404 ―

材    料
 許容応力（MPa）
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　3.5　設計用地震力

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答スペクトル及び

     等価繰返し回数を下表に示す。

　なお，設計用床応答スペクトルは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

     に基づき策定したものを用いる。減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に

     記載の減衰定数を用いる。等価繰返し回数は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

　　 き策定したものを用いる。

Ｓｄ Ｓｓ

FW-PD-1 ガンマ線遮蔽壁

FW-PD-2 ガンマ線遮蔽壁

原子炉建物

タービン建物

等価繰返し回数

FW-T-8

鳥瞰図 建物・構築物 標高
減衰定数

(％)
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4. 解析結果及び評価

 4.1　固有周期及び設計震度

   鳥  瞰  図　FW-PD-1

応答鉛直
震度

応答鉛直
震度

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

   ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

  ＊2：設計用震度Ⅰ(弾性設計用地震動Ｓｄ)及び設計用震度Ⅰ(基準地震動Ｓｓ)

  ＊3：最大応答加速度を1.2倍した震度

  ＊4：3.6・ＣＩ及び1.2・ＣＶより定めた震度

動 的 震 度
＊2，＊3

静 的 震 度
＊4

適用する地震動等
弾性設計用地震動Ｓｄ

及び静的震度
基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度 応答水平震度
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図
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鳥瞰図 ＦＷ－ＰＤ－１

代表的振動モード図 (1次)

5
1

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0

70714860
多角形



　固有周期及び設計震度

   鳥  瞰  図　FW-PD-2

応答鉛直
震度

応答鉛直
震度

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

   ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

  ＊2：設計用震度Ⅰ(弾性設計用地震動Ｓｄ)及び設計用震度Ⅰ(基準地震動Ｓｓ)

  ＊3：最大応答加速度を1.2倍した震度

  ＊4：3.6・ＣＩ及び1.2・ＣＶより定めた震度

動 的 震 度
＊2，＊3

静 的 震 度
＊4

適用する地震動等
弾性設計用地震動Ｓｄ

及び静的震度
基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度 応答水平震度
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図

53
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鳥瞰図 ＦＷ－ＰＤ－２

代表的振動モード図 (1次)

5
4

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0

70714860
多角形



　固有周期及び設計震度

   鳥  瞰  図　FW-T-8

応答鉛直

震度
＊2

応答鉛直

震度
＊3

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 19 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

   ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

  ＊2：設計用床応答スペクトルⅠ(弾性設計用地震動Ｓｄ)により得られる震度

  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ(基準地震動Ｓｓ)により得られる震度

  ＊4：設計用震度Ⅰ(弾性設計用地震動Ｓｄ)及び設計用震度Ⅰ(基準地震動Ｓｓ)

  ＊5：最大応答加速度を1.2倍した震度

  ＊6：3.6・ＣＩ及び1.2・ＣＶより定めた震度

動 的 震 度
＊4，＊5

静 的 震 度
＊6

適用する地震動等
弾性設計用地震動Ｓｄ

及び静的震度
基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
＊2

応答水平震度
＊3
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　　各モードに対応する刺激係数

　　鳥  瞰  図　FW-T-8

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 19 次

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数
＊
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図
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鳥瞰図 ＦＷ－Ｔ－８

代表的振動モード図 (1次)
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鳥瞰図 ＦＷ－Ｔ－８

代表的振動モード図 (2次)

5
9

S2 補 Ⅵ-2-5-3-2-1 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 ＦＷ－Ｔ－８

代表的振動モード図 (3次)
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4.2  評価結果

　4.2.1　管の応力評価結果

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

クラス１管

疲労評価

計算応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

疲労累積係数

 膜＋曲げ　Ｓｐｒｍ(2.25・Ｓｍ) FW-PD-2   19 ELBOW    78 281 ―

 ねじり　Ｓｔ(0.55・Ｓｍ) FW-PD-2 1801 ELBOW       8  68 ―

 ねじり＋曲げ　Ｓｔ＋Ｓｂ(1.8・Ｓｍ) FW-PD-2 ― ― ― ― ―

FW-PD-1 1401 ELBOW    129 414 ―

FW-PD-1   33 TEE ― ― 0.0890

 膜＋曲げ　Ｓｐｒｍ(3・Ｓｍ) FW-PD-2   19 ELBOW    78 375 ―

 ねじり　Ｓｔ(0.73・Ｓｍ) FW-PD-2   19 ELBOW      10  91 ―

 ねじり＋曲げ　Ｓｔ＋Ｓｂ(2.4・Ｓｍ) FW-PD-2 ― ― ― ― ―

FW-PD-2   14 ELBOW    237 414 ―

FW-PD-1   33 TEE ― ― 0.0890

応力評価

ⅢＡＳ

一次
応力

一次＋二次応力　Ｓｎ(3・Ｓｍ)

疲労累積係数　Ｕ＋ＵＳｄ

鳥瞰図
番号

最大応力
評価点

配管要素
名称

ⅣＡＳ

一次
応力

一次＋二次応力　Ｓｎ(3・Ｓｍ)

疲労累積係数　Ｕ＋ＵＳｓ

許容応力
状態

最大応力区分(許容応力)

6
1
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     評価結果

　管の応力評価結果

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

重大事故等クラス２管

疲労評価

計算応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

疲労累積係数

 膜＋曲げ　Ｓｐｒｍ(3・Ｓｍ) FW-PD-2   19 ELBOW    78 375 ―

 ねじり　Ｓｔ(0.73・Ｓｍ) FW-PD-2   19 ELBOW      10  91 ―

 ねじり＋曲げ　Ｓｔ＋Ｓｂ(2.4・Ｓｍ) FW-PD-2 ― ― ― ― ―

FW-PD-2   14 ELBOW    237 414 ―

FW-PD-1   33 TEE ― ― 0.0890

 膜＋曲げ　Ｓｐｒｍ(3・Ｓｍ) FW-PD-2   19 ELBOW    78 375 ―

 ねじり　Ｓｔ(0.73・Ｓｍ) FW-PD-2   19 ELBOW      10  91 ―

 ねじり＋曲げ　Ｓｔ＋Ｓｂ(2.4・Ｓｍ) FW-PD-2 ― ― ― ― ―

FW-PD-2   14 ELBOW    237 414 ―

FW-PD-1   33 TEE ― ― 0.0890

応力評価
鳥瞰図
番号

最大応力
評価点

配管要素
名称

ⅤＡＳ

一次
応力

一次＋二次応力　Ｓｎ(3・Ｓｍ)

疲労累積係数　Ｕ＋ＵＳｓ

許容応力
状態

最大応力区分(許容応力)

ⅣＡＳ

一次
応力

一次＋二次応力　Ｓｎ(3・Ｓｍ)

疲労累積係数　Ｕ＋ＵＳｓ
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下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

クラス２以下の管

疲労評価

計算応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

疲労累積係数
ＵＳｄ
ＵＳｓ

一次応力　Ｓｐｒｍ(Ｓｙ
＊
)  FW-T-8  255 76 218 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  FW-T-8  255 59 436 ―

一次応力　Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)  FW-T-8  255 101 384 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  FW-T-8  255 108 436 ―

注記＊：オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金については，Ｓｙと1.2・Ｓのうち大きい方とする。

ⅣＡＳ

     評価結果

管の応力評価結果

許容応力
状態

最大応力区分(許容応力)

応力評価

ⅢＡＳ

鳥瞰図
番号

最大応力
評価点
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下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

重大事故等クラス２管

疲労評価

計算応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

疲労累積係数
ＵＳｓ

一次応力　Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)  FW-T-8 260A 87 380 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  FW-T-8  317 99 326 ―

一次応力　Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)  FW-T-8 260A 87 380 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  FW-T-8  317 99 326 ―

     評価結果

管の応力評価結果

応力評価

ⅤＡＳ

許容応力
状態

最大応力区分(許容応力)
鳥瞰図
番号

最大応力
評価点

ⅣＡＳ
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　4.2.2　支持構造物評価結果

　　　　 下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

支持構造物評価結果（荷重評価）

― メカニカルスナッバ ―

SNO-FW-3 オイルスナッバ SN-25

― ロッドレストレイント ―

SH-FW-21 スプリングハンガ VS4B-19×2
＊3

― コンスタントハンガ ―

― リジットハンガ ―

注記＊1：あらかじめ設定した設計上の基準値を許容荷重として実施する評価

　　＊2：計算荷重があらかじめ設定した設計上の基準値を超過した箇所に対して，ＪＥＡＧ４６０１に定める許容限界を満足する範囲内で

　　　　 新たに設定した設計上の基準値を許容荷重として実施する評価。なお，一次評価を満足する場合は「―」と記載する。

　　＊3：2台の支持装置を用いて同一支持点，同一方向を支持（2本引き）

支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

RE-FW-202 レストレイント パイプバンド SKTR400 302 0 151 167 ― ― ― 圧縮 30 99

AN-FW-803 アンカ ラグ SGV480 302 939 105 74 32 78 152 組合せ 49 137

 Ⅵ-2-1-12「配
 管及び支持構造
 物の耐震計算に
 ついて」参照

― ― ―

302 375 ―

― ― ―

124

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度
(℃)

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度
(℃)

評価結果

計算荷重
(kN)

許容荷重(kN)

一次評価
＊1

二次評価
＊2

支持点荷重 評価結果

144

― ―

― ―

反力(kN) モーメント(kN･m) 応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

6
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　4.2.3　弁の動的機能維持の評価結果

下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は機能維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以下かつ

計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 評価部位
応力
分類

計算
応力

許容
応力

AV204-101A 空気作動逆止弁 α（Ｓｓ） 2.7 1.4 6.0 6.0 ― ― ― ― ― ―

AV204-101B 空気作動逆止弁 α（Ｓｓ） 2.7 1.4 6.0 6.0 ― ― ― ― ― ―

V204-101A 逆止弁 α（Ｓｓ） 2.7 1.4 6.0 6.0 ― ― ― ― ― ―

V204-101B 逆止弁 α（Ｓｓ） 2.7 1.4 6.0 6.0 ― ― ― ― ― ―

注記＊1：弁に要求される機能に応じて以下を記載する。
α（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの
α（Ｓｄ）：弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの
β（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの
β（Ｓｄ）：弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの

　　＊2：機能維持評価用加速度が機能確認済加速度を超過する場合は詳細評価を実施し，機能維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以
下かつ計算応力が許容応力以下であることを確認する。なお，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下の場合は「―」と記
載する。

構造強度評価結果
＊2

(MPa)
弁番号 形式

要求

機能
＊1

機能維持評価用
加速度

(×9.8m/s
2
)

機能確認済
加速度

(×9.8m/s
2
)

動作機能確認済

加速度
＊2

(×9.8m/s
2
)

6
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　4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

　　図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス１管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
疲労累積

係数
代
表

1 FW-PD-1   19 77 281 3.64 － 1401 129 414 3.20 ○   33 0.0890 ○

2 FW-PD-2   19 78 281 3.60 ○   14 129 414 3.20 －   33 0.0890 －

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅢＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価
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       　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

 　　　　代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

　 　　図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス１管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
疲労累積

係数
代
表

1 FW-PD-1   19 76 375 4.93 － 1401 236 414 1.75 －   33 0.0890 ○

2 FW-PD-2   19 78 375 4.80 ○   14 237 414 1.74 ○   33 0.0890 －

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価
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       　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

 　　　　代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

　 　　図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
疲労累積

係数
代
表

1 FW-PD-1   19 76 375 4.93 － 1401 236 414 1.75 －   33 0.0890 ○

2 FW-PD-2   19 78 375 4.80 ○   14 237 414 1.74 ○   33 0.0890 －

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価
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　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

　　図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
疲労累積

係数
代
表

1 FW-PD-1   19 76 375 4.93 － 1401 236 414 1.75 －   33 0.0890 ○

2 FW-PD-2   19 78 375 4.80 ○   14 237 414 1.74 ○   33 0.0890 －

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅤＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価
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代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス２以下の管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  FW-PD-1    2 65 209 3.21 －    2 20 418 20.90 ― －

2  FW-PD-2    2 65 209 3.21 －    2 20 418 20.90 ― －

3  FW-T-8  255 76 218 2.86 ○  255 59 436 7.38 ― ○

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅢＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価
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代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス２以下の管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  FW-PD-1    2 65 380 5.84 －    2 34 418 12.29 ― －

2  FW-PD-2    2 66 380 5.75 －    2 35 418 11.94 ― －

3  FW-T-8  255 101 384 3.80 ○  255 108 436 4.03 ― ○

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

7
2
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 　　　　代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

　　　 図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  FW-PD-1    2 65 380 5.84 －    2 34 418 12.29 ― －

2  FW-PD-2    2 66 380 5.75 －    2 35 418 11.94 ― －

3  FW-T-8 260A 87 380 4.36 ○  317 99 326 3.29 ― ○

         代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

7
3
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代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  FW-PD-1    2 65 380 5.84 －    2 34 418 12.29 ― －

2  FW-PD-2    2 66 380 5.75 －    2 35 418 11.94 ― －

3  FW-T-8 260A 87 380 4.36 ○  317 99 326 3.29 ― ○

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅤＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

7
4
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Ⅵ-2-5-4 残留熱除去設備の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-4-1 残留熱除去系の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-4-1-4　管の耐震性についての計算書

（残留熱除去系）

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
5
-
4
-
1
-
4
 
R
0



目　　次

1. 概要　･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 1

2. 概略系統図及び鳥瞰図　･････････････････････････････････････････････････････････ 2

 2.1　概略系統図　･････････････････････････････････････････････････････････････････ 2

 2.2　鳥瞰図　･････････････････････････････････････････････････････････････････････ 7

3. 計算条件　･････････････････････････････････････････････････････････････････････ 30

 3.1　計算方法　･･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 30

 3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態　･･･････････････････････････････････････････････ 31

 3.3　設計条件　･･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 36

 3.4　材料及び許容応力　･･･････････････････････････････････････････････････････････ 79

 3.5　設計用地震力　･･･････････････････････････････････････････････････････････････ 80

4. 解析結果及び評価　･････････････････････････････････････････････････････････････ 81

 4.1　固有周期及び設計震度　･･･････････････････････････････････････････････････････ 81

 4.2　評価結果　･･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 116

   4.2.1　管の応力評価結果　･･･････････････････････････････････････････････････････ 116

   4.2.2　支持構造物評価結果　･････････････････････････････････････････････････････ 120

   4.2.3　弁の動的機能維持の評価結果　･････････････････････････････････････････････ 121

   4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果　･････････････････････････････ 123

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
5
-
4
-
1
-
4
 
R
0
 
 
 



1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法　添付資料-6　管の耐震性に

　ついての計算書作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，残留熱除去系の

　管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持でき

　ることを説明するものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

(1) 管

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全26モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果を4.2.4に記載する。

(2) 支持構造物

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評価

　  結果を代表として記載する。

(3) 弁

機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求

　　弁を代表として，弁型式別に評価結果を記載する。
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（重大事故等対処設備）

（太破線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設）

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

　のうち他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

アンカ

　　[管クラス]

DB1 クラス１管

DB2 クラス２管

DB3 クラス３管

DB4 クラス４管

SA2 　重大事故等クラス２管

SA3 　重大事故等クラス３管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管

DB3/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス３管

DB4/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス４管
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M

A

M

M

MV222-13

MV222-4A

RHR-R-8

MV222-14

RHR-PD-8
RHR-PD-7

バルクヘッドプレート

M
MV222-5A RHR-PD-4AV222-1A

X-39

X-30A

X-31A

DB2/SA2 DB1/SA2

RHR-R-8RHR-R-5
R
HR
-
R-
5

R
HR
-
R-
6 残留熱除去系概略系統図

（その４）へ

M

M

X-32A

A-残留熱

除去系

熱交換器

M

ドレン移送系

トーラス水

受入タンクへMV222-15A RHR-R-6
＊5

X-200A

RHR-R-4

残留熱除去系概略系統図（その３）より

注記＊1：低圧原子炉代替注水系との兼用範囲である。
　　＊2：格納容器代替スプレイ系との兼用範囲である。
　　＊3：ペデスタル代替注水系との兼用範囲である。
　　＊4：残留熱代替除去系との兼用範囲である。
　　＊5：計算結果は原子炉再循環系に含めて示す。
　　＊6：サプレッションプール水pH制御系より

サプレッションチェンバ

RHR-R-5

復水輸送系より

残留熱除去系概略系統図（その２）へ

D
B2
/
SA
2

D
B2

RHR-R-5

低圧原子炉

代替注水系より

M

MV222-16A

R
HR
-
R-
7

RHR-R-7 RHR-PS-9

X-204

ドレン移送系より

DB2/SA2 DB1/SA2

DB2 DB1

原子炉格納容器

M

RHR-R-17RHR-R-5

復水輸送系より

M

RHR-R-5RHR-R-5

原子炉建物

MV222-11A

RHR-R-5B

RHR-R-5A

＊1,＊4

D
B2
/
SA
2

D
B2

V222-7

MV222-3A

格納容器代替スプレイ系より

残留熱除去系概略系統図（その１）

＊2,＊3

＊2,＊3

N6A

N7

原
子
炉
圧
力

容
器

＊6

A-ドライウェル

スプレイ管

サプレッションチェンバスプレイ管

MV222-2A
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A

残留熱除去系

概略系統図

（その４）へ

RHR-R-15

RHR-R-16RHR-R-13

X-200B

M

M

M

M

RHR-R-11

RHR-R-16

MMV222-16B

X-32B

RHR-R-12

MV222-11B

復水輸送系より

MV222-5C

MV222-5B

MV222-4B

AV222-1C

AV222-1B

X-31C

X-31B

X-30B

RHR-PD-6

DB1/SA2 DB2/SA2
RHR-PD-5

原子炉格納容器

MMV222-15B

RHR-R-11

RHR-R-12

RHR-R-11
燃料プール冷却系へ

原子炉建物

M

低圧原子炉

代替注水系より

RHR-R-11

＊2

DB2/SA2DB1/SA2
RHR-R-16

＊5

B-残留熱

 除去系

  熱交換器

M

M

 RHR-R-14

高圧炉心スプレイ系より

補給水より

RHR-R-9

R
HR
-
R-
10

R
HR
-
R-
10

X-205

DB2/SA2 DB2

M

残留熱除去系

概略系統図（その１）より

RHR-R-17

RHR-R-17

DB2 DB3

RHR-R-5

サプレッションチェンバ

MV222-2B

DB1/
SA2

DB2/
SA2

RHR-PS-10

MV222-3B
＊3,＊4

＊1

残留熱除去系概略系統図（その２）

残留熱除去系

概略系統図

（その３）より

残留熱除去系概略系統図

（その３）より

M

＊4

＊
4

M

M

＊
4

＊4
＊4

＊4

＊
4

格納容器代替スプレイ系より 低圧原子炉代替注水系へ

N6C

原
子
炉
圧
力

容
器

N6B

A

サプレッションチェンバスプレイ管

B-ドライウェル

スプレイ管

注記＊1：燃料プール冷却系の申請範囲であるが，計算結果は本系統に含めて示す。

    ＊2：低圧原子炉代替注水系との兼用範囲である。
    ＊3：格納容器代替スプレイ系との兼用範囲である。
    ＊4：残留熱代替除去系との兼用範囲である。
    ＊5：計算結果は原子炉再循環系に含めて示す。

復水輸送系より
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残留熱除去系

概略系統図

（その４）より

M

RHR-R-1

R
HR
-
R-
4

A-残留熱

除去ポンプ

R
HR
-
R-
5

RHR-R-4

MX-201

M
V2
2
2-
7

R
HR
-
R-
1

＊
4

復水輸送系より

RHR-R-1 RHR-R-2

燃料プール冷却系より

RHR-R-1

C-残留熱

除去ポンプ

サプレッション
チェンバ

B-残留熱

除去ポンプ

原子炉格納容器

X
-3
3

原子炉建物

残
留
熱
除
去
系
概
略
系
統
図
（
そ
の
１
）
へ

残
留
熱
除
去
系
概
略

系
統
図
（
そ
の
２
）
へ

復水輸送系
より

残
留
熱
除
去
系

概
略
系
統
図

（
そ
の
１
）
へ

M M

RHR-R-9RHR-R-2

R
HR
-
R-
15

残
留
熱
除
去
系

概
略
系
統
図

（
そ
の
２
）
へ

R
HR
-
R-
3

R
HR
-
R-
10

R
HR
-
R-
16

DB3
DB2 DB3

DB2/SA2DB2

MM

M

M

サプレッション
チェンバ

D
B1
/
SA
2

D
B2
/
SA
2

M

DB2/SA2

残留熱除去系概略系統図（その３）

＊8＊8

＊8

＊8

＊5

＊
1

R
HR
-
R-
8

＊7

＊2

＊2 ＊
2

＊2

＊6

＊3

X-203X-202

A-残留熱除去系
ストレーナ

B-残留熱除去系
ストレーナ

C-残留熱除去系
ストレーナ

注記＊1：高圧原子炉代替注水系との兼用範囲である。

    ＊2：残留熱代替除去系との兼用範囲である。

    ＊3：計算結果は燃料プール冷却系に含めて示す。

    ＊4：計算結果は原子炉再循環系に含めて示す。

    ＊5：高圧原子炉代替注水系へ

    ＊6：残留熱代替除去系より

    ＊7：残留熱代替除去系へ

    ＊8：RHRフラッシング用サンプタンクへ

復水輸送系より
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原子炉圧力容器

N2FN2A

N2GN2B

N2HN2C

N2JN2D

N2KN2E

N1BN1A
AV222-3A

MV222-6

AV222-3B

A-原子炉

再循環ポンプ

B-原子炉

再循環ポンプ

原子炉浄化系へ 原子炉浄化系へ

原子炉格納容器 原子炉建物

残留熱

除去系

概略系統図

（その３）へ

残留熱

除去系

概略系統図

（その１）より
残留熱

除去系

概略系統図

（その２）
より

＊2

注記＊1：原子炉再循環系との兼用範囲である。

　　＊2：計算結果は原子炉再循環系に含めて示す。

A

M

M M M M

A

＊1,＊2

＊2 ＊1,＊2

＊2＊1,＊2

RHR-R-6
＊2

＊2
RHR-R-1

X-33

X-32A RHR-R-12

X-32B

＊2

残留熱除去系概略系統図（その４）
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 2.2　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」，設

　計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」とする。）

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

　範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち他系

　統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　質点

アンカ

レストレイント

レストレイント（斜め拘束の場合）

スナッバ

スナッバ（斜め拘束の場合）

ハンガ

リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に変

　位量を記載する。なお，Ｓｓ機能維持の範囲はＳｓ地震動による

　変位量のみを記載する。）

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊

Ｓs

Ｓd

Ｓd

Ｓs

Ｓd

Ｓs
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鳥瞰図 RHR-PD-4(DB)

8

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-PD-4(SA)

9

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-PD-7(DB)

1
0

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-R-2(DB)(1/6)

1
1

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-R-2(DB)(2/6)

1
2

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-R-2(DB)(3/6)

1
3

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-R-2(DB)(4/6)

1
4

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-R-2(DB)(5/6)

1
5

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-R-2(DB)(6/6)

1
6

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-R-2(SA)(1/6)

1
7

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-R-2(SA)(2/6)

1
8

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-R-2(SA)(3/6)

1
9

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-R-2(SA)(4/6)

2
0

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-R-2(SA)(5/6)

2
1

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-R-2(SA)(6/6)

2
2

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-R-8(DB)(1/2)

2
3

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-R-8(DB)(2/2)

2
4

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-R-16(DB)(1/2)

2
5

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-R-16(DB)(2/2)

2
6

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-R-16(SA)(1/2)

2
7

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-R-16(SA)(2/2)

2
8

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 RHR-R-17(DB)

2
9

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



3. 計算条件

 3.1　計算方法

管の構造強度評価は，基本方針に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは

   「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要について

    は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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施設名称 設備名称 系統名称
施設

　分類
＊1 設備分類

＊2 機器等
の区分

耐震
重要度
分類

荷重の組合せ
＊3，＊4 許容応力

状態
＊5

ⅠＬ＋Ｓｄ

ⅡＬ＋Ｓｄ

ⅣＬ(Ｌ)＋Ｓｄ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅣＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6

ⅤＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6，＊7，＊8，＊9

ⅤＬ(ＬＬ)＋Ｓｓ
＊6，＊7，＊10

ⅤＬ＋Ｓｓ
＊11

 3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

原子炉冷却
系統施設

残留熱除去設備 残留熱除去系

ＤＢ ―
クラス１管
クラス２管
クラス３管

Ｓ

ⅢＡＳ

ⅣＡＳ

ＳＡ
常設／防止

（ＤＢ拡張）
重大事故等
クラス２管

―

ⅣＡＳ

ⅤＡＳ

3
1

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   



施設名称 設備名称 系統名称
施設

　分類
＊1 設備分類

＊2 機器等
の区分

耐震
重要度
分類

荷重の組合せ
＊3，＊4 許容応力

状態
＊5

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅣＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6

ⅤＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6，＊7，＊8，＊9

ⅤＬ(ＬＬ)＋Ｓｓ
＊6，＊7，＊10

ⅤＬ＋Ｓｓ
＊11

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅤＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊7，＊8，＊9

ⅤＬ(ＬＬ)＋Ｓｓ
＊7，＊10

ⅤＬ＋Ｓｓ
＊11

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅣＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6

ⅤＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6，＊7，＊8，＊9

ⅤＬ(ＬＬ)＋Ｓｓ
＊6，＊7，＊10

ⅤＬ＋Ｓｓ
＊11

―

ⅣＡＳ

ⅤＡＳ

低圧原子炉
代替注水系

ＳＡ
常設耐震／防止
常設／緩和

重大事故等
クラス２管

―

ⅣＡＳ

ⅤＡＳ

荷重の組合せ及び許容応力状態

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

原子炉冷却
系統施設

非常用炉心
冷却設備

その他原子炉
注水設備

残留熱除去系 ＳＡ
常設／防止

（ＤＢ拡張）
重大事故等
クラス２管

―

ⅣＡＳ

ⅤＡＳ

高圧原子炉
代替注水系

ＳＡ 常設耐震／防止
重大事故等
クラス２管

3
2

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   



施設名称 設備名称 系統名称
施設

　分類
＊1 設備分類

＊2 機器等
の区分

耐震
重要度
分類

荷重の組合せ
＊3，＊4 許容応力

状態
＊5

ⅠＬ＋Ｓｄ

ⅡＬ＋Ｓｄ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅤＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊7，＊8，＊9

ⅤＬ(ＬＬ)＋Ｓｓ
＊7，＊10

ⅤＬ＋Ｓｓ
＊11

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅤＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊7，＊8，＊9

ⅤＬ(ＬＬ)＋Ｓｓ＊7，＊10

ⅤＬ＋Ｓｓ
＊11

重大事故等
クラス２管

―

ⅣＡＳ

ⅤＡＳ

高圧原子炉
代替注水系

ＳＡ 常設／緩和
重大事故等
クラス２管

―

ⅣＡＳ

ⅤＡＳ

原子炉格納
施設

原子炉格納容器
安全設備

残留熱除去系 ＳＡ
常設／防止

（ＤＢ拡張）

荷重の組合せ及び許容応力状態

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

核燃料物質
の取扱施設
及び貯蔵施設

使用済燃料
貯蔵槽冷却
浄化設備

燃料プール
冷却系

ＤＢ ― クラス３管 Ｓ

ⅢＡＳ

ⅣＡＳ

3
3

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   



施設名称 設備名称 系統名称
施設

　分類
＊1 設備分類

＊2 機器等
の区分

耐震
重要度
分類

荷重の組合せ
＊3，＊4 許容応力

状態
＊5

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅣＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6

ⅤＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6，＊7，＊8，＊9

ⅤＬ(ＬＬ)＋Ｓｓ
＊6，＊7，＊10

ⅤＬ＋Ｓｓ
＊11

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅤＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊7，＊8，＊9

ⅤＬ(ＬＬ)＋Ｓｓ
＊7，＊10

ⅤＬ＋Ｓｓ
＊11

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅤＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊7，＊8，＊9

ⅤＬ(ＬＬ)＋Ｓｓ
＊7，＊10

ⅤＬ＋Ｓｓ
＊11

荷重の組合せ及び許容応力状態

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

原子炉格納
施設

原子炉格納容器
安全設備

低圧原子炉
代替注水系

ＳＡ 常設／緩和
重大事故等
クラス２管

―

ⅣＡＳ

ⅤＡＳ

格納容器
代替スプレイ系

ＳＡ
常設耐震／防止
常設／緩和

重大事故等
クラス２管

―

ⅣＡＳ

ⅤＡＳ

ペデスタル
代替注水系

ＳＡ 常設／緩和
重大事故等
クラス２管

―

ⅣＡＳ

ⅤＡＳ

3
4

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   



施設名称 設備名称 系統名称
施設

　分類
＊1 設備分類

＊2 機器等
の区分

耐震
重要度
分類

荷重の組合せ
＊3，＊4 許容応力

状態
＊5

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅣＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6

ⅤＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6，＊7，＊8，＊9

ⅤＬ(ＬＬ)＋Ｓｓ
＊6，＊7，＊10

ⅤＬ＋Ｓｓ
＊11

いことから，重大事故等時の最大荷重とＳｓ地震力の組合せを考慮する。

「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。

荷重の組合せ及び許容応力状態

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

注記＊1 ：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2 ：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張），

用する。

　　＊11：原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器バウンダリを除く設備は必ずしも重大事故等時の荷重の時間履歴を詳細に評価しな

　　＊3 ：運転状態の添字Ｌは荷重，(Ｌ)は荷重が長期間作用している状態，(ＬＬ)は(Ｌ)より更に長期的に荷重が作用している状態を示す。

　　＊4 ：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。

　　＊5 ：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。

　　＊9 ：原子炉格納容器バウンダリにおいては，原子炉格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用しない場合）における荷重条件を

適用する。

　　＊10：原子炉格納容器バウンダリにおいては，原子炉格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合）における荷重条件を適

　　＊6 ：原子炉冷却材圧力バウンダリにおいて考慮する。

　　＊7 ：原子炉格納容器バウンダリにおいて考慮する。

　　＊8 ：原子炉格納容器バウンダリは，事象の進展によっては，重大事故等時の最大荷重の発生タイミングが遅くなる可能性があることから，
保守的に重大事故等時の最大荷重とＳｄ地震力の組合せを考慮する。

原子炉格納
施設

原子炉格納容器
安全設備

残留熱代替
除去系

ＳＡ 常設／緩和
重大事故等
クラス２管

―

ⅣＡＳ

ⅤＡＳ3
5

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　RHR-PD-4

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

 3.3　設計条件

    7～27,28～29

   29～31N

  1

  2
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　RHR-PD-4

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震
重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

  1     7～27,28～29  267.4  18.2 STS42 Ｓ 200400

  2    29～31N  267.4  18.2 STS42 Ｓ 186920

設計条件

37
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R
0
 
 
 



　配管の付加質量

鳥  瞰  図　RHR-PD-4

質量 対応する評価点

    7～901,13～15,17～1901,24～2502,26～27

   28～3101,3102～31N

  901～13,15～17,1901～24,2502～26

 3101～3102

38

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
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-
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-
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-
4
 
R
0
 
 
 

70714860
長方形



　弁部の質量

鳥  瞰  図　RHR-PD-4

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

    6～7    27～28

39
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0
 
 
 

70714860
長方形

70714860
長方形



　弁部の寸法

鳥  瞰  図　RHR-PD-4

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

6～7 27～28

40
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0
 
 
 

70714860
長方形

70714860
長方形



　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　RHR-PD-4

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1A

 **    9 **

 ** 1201 **

14

19

 **   23 **

29   

N1

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)

41
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70714860
長方形

70714860
長方形



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　RHR-PD-7

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ ― ―

  3    28～29N

設計条件

    1～21

   22～27

  1

  2
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　RHR-PD-7

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震
重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

  1     1～21  114.3  11.1 STS42 Ｓ 200400

  2    22～27  114.3  11.1 STS42 Ｓ 185880

  3    28～29N  165.2  14.3 STS42 Ｓ 185880

設計条件
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　RHR-PD-7

質量 対応する評価点

    1～101,302～801,901～121,141～171

  101～302,801～901,121～141,171～21

   22～27

   28～29N

44
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フランジ部の質量

鳥  瞰  図　RHR-PD-7

質量 対応する評価点

   3F,24F

  29N

45

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
5
-
4
-
1
-
4
 
R
0
 
 
 

70714860
長方形



　弁部の質量

鳥  瞰  図　RHR-PD-7

質量 対応する評価点

   21～22
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　RHR-PD-7

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

21～22

47

S
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補
 
Ⅵ
-
2
-
5
-
4
-
1
-
4
 
R
0
 
 
 

70714860
長方形



　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　RHR-PD-7

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1

6

13

15   

 **   15 **

18

N1

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　RHR-R-2

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ 0.427 104

ⅣＡＳ 0.427 104

ⅤＡＳ 0.853 178

ⅢＡＳ 1.37 185

ⅣＡＳ 1.37 185

ⅤＡＳ 1.37 185

ⅢＡＳ 1.37 185

ⅣＡＳ 1.37 185

ⅤＡＳ 1.37 185

ⅢＡＳ 1.37 185

ⅣＡＳ 1.37 185

ⅤＡＳ 1.37 185

ⅢＡＳ 1.37 185

ⅣＡＳ 1.37 185

ⅤＡＳ 1.37 185

ⅢＡＳ 1.37 185

ⅣＡＳ 1.37 185

ⅤＡＳ 1.37 185

ⅢＡＳ 1.37 185

ⅣＡＳ 1.37 185

ⅤＡＳ 1.37 185

  6    37～39,43～67A

  7    38～7001

  3  2601～2701

  4    27～3601

  5  3601～37

設計条件

    2～14

   18～2601,2701～35N

  1

  2
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　RHR-R-2

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ 1.37 185

ⅣＡＳ 1.37 185

ⅤＡＳ 1.37 185

ⅢＡＳ 1.37 185

ⅣＡＳ 1.37 185

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ 1.37 185

ⅣＡＳ 1.37 185

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ 1.37 66

ⅣＡＳ 1.37 66

ⅤＡＳ ― ―

  10  7102～72

  11    73～92A

設計条件

 7001～7002

 7002～7102

  8

  9

50

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
5
-
4
-
1
-
4
 
R
0
 
 
 



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　RHR-R-2

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震
重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

  1     2～14  508.0   9.5 SM41C Ｓ 201667

  2    18～2601,2701～35N  508.0   9.5 SM41C Ｓ 201667

  3  2601～2701  517.6  14.3 SM41C Ｓ 201667

  4    27～3601  416.0  14.3 SM41C Ｓ 201667

  5  3601～37  406.4   9.5 SM41C Ｓ 201667

  6    37～39,43～67A  406.4   9.5 STPT42 Ｓ 201667

  7    38～7001  216.3   8.2 STPT42 Ｓ 201667

  8  7001～7002  216.3   8.2 STPT410 Ｓ 201667

  9  7002～7102  216.3   8.2 STPT410 Ｓ 201667

  10  7102～72  216.3   8.2 STPT42 Ｓ 201667

  11    73～92A  216.3   8.2 STPT42 Ｓ 201667

設計条件
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　RHR-R-2

質量 対応する評価点

   18～23

   23～2601,2701～341,342～35N

 2601～2701

  341～342

   27～39,43～4401,4601～491,521～53,551～571

  600～611,621～631,661～67A

 4401～4601,491～521,53～551,571～600,611～621

  631～661

   38～72

52

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
5
-
4
-
1
-
4
 
R
0
 
 
 

70492315
長方形



フランジ部の質量

鳥  瞰  図　RHR-R-2

質量 対応する評価点

  34F

  35N
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　弁部の質量

鳥  瞰  図　RHR-R-2

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   14,18    15

   16    17

   39～40,40～43    39,43

   40    41

   42    72～73

54
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　RHR-R-2

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

14～15 15～16

16～1601 1601～17

15～18 39～40

40～41 41～4101

4101～42 40～43

72～73

55
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　RHR-R-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 **   1N **

 **   1N **

 **   1N **

9

 **   12 **

    1601

    1601

19

 ** 1901 **

25

     35N

    4101

    4301

49

52   

56

57

    5901

 **  610 **

     622

63

    6501

     67A

71

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　RHR-R-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 ** 7101 **

83

 **   83 **

 **   83 **

88

     92A

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　RHR-R-8

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ 1.37 66

ⅣＡＳ 1.37 66

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ 1.37 66

ⅣＡＳ 1.37 66

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ 1.37 66

ⅣＡＳ 1.37 66

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ 3.92 185

ⅣＡＳ 3.92 185

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ ― ―

設計条件

   1A～6S,22S～560

   6S～22S

  1

  2

  3   560～60A

  4
  109～111,113～136A
  109～139

  5   141～144
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　RHR-R-8

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震
重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

  1    1A～6S,22S～560  216.3   8.2 STPT42 Ｓ 201667

  2    6S～22S  216.3   8.2 STPT42 Ｓ 200800

  3   560～60A  216.3   8.2 STPT410 Ｓ 201667

  109～111,113～136A

  109～139

  5   141～144  114.3  11.1 STPT42 Ｓ 200400

Ｓ 201667

設計条件

  4  114.3   8.6 STPT42
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　RHR-R-8

質量 対応する評価点

  109～111,113～136A,109～139

  141～142

  142～144
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　弁部の質量

鳥  瞰  図　RHR-R-8

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

  111,113   112

 1120  1121

  139,141   140

 1400  1402
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　RHR-R-8

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

111～112 112～1120

1120～1121 112～113

139～140 140～1400

1400～1401 1401～1402

140～141
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　RHR-R-8

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1A

12

17

25

33

43

52

    5601

     60A

     118

 **  128 **

     128

 **  128 **

    136A

 ** 1401 **

 ** 1401 **

    145A

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　RHR-R-16

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ 3.92 100

ⅣＡＳ 3.92 100

ⅤＡＳ 3.92 116

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 3.92 104

ⅣＡＳ 3.92 104

ⅤＡＳ 3.92 178

  3    75～97A,75～99A

設計条件

   1A～40

   46～50

  1

  2
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　RHR-R-16

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震
重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

  1    1A～40  355.6  15.1 STS42 Ｓ 201667

  2    46～50  267.4  18.2 STS42 Ｓ 200400

  3    75～97A,75～99A  267.4  12.7 STPT42 Ｓ 201667

設計条件
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　RHR-R-16

質量 対応する評価点

   46～47

   47～50
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フランジ部の質量

鳥  瞰  図　RHR-R-16

質量 対応する評価点

   26

   93
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　弁部の質量

鳥  瞰  図　RHR-R-16

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   41,46    42

   43    45
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　RHR-R-16

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

41～42 42～43

43～44 44～45

42～46
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　RHR-R-16

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1A

    4001

8

11

13

20

    2401

 **   27 **

27

 **   31 **

 **   35 **

35

 **   35 **

 **   44 **

 **   44 **

     51A

    7601

    7801

81

 **   87 **

87

 **   91 **

91

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　RHR-R-16

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

     97A

     99A

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　RHR-R-17

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ 3.92  185

ⅣＡＳ 3.92  185

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ 1.37  66

ⅣＡＳ 1.37  66

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ 1.37  66

ⅣＡＳ 1.37  66

ⅤＡＳ ― ―

  3    29～54A

設計条件

   1A～14,15～25
   17～101,102～121A

   26～28

  1

  2
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　RHR-R-17

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震
重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

   1A～14,15～25

   17～101,102～121A

  2    26～28  216.3   8.2 STPT42 Ｓ 201667

  3    29～54A  216.3   8.2 SUS304TP Ｓ 193400

Ｓ 201667

設計条件

  1  216.3  10.3 STPT42
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　RHR-R-17

質量 対応する評価点

   1A～2,13S～14

    2～13S,102～121A

   15～25,17～101
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フランジ部の質量

鳥  瞰  図　RHR-R-17

質量 対応する評価点

 115F
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　弁部の質量

鳥  瞰  図　RHR-R-17

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   14～15    25～26

   28～29   101～102

76
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　RHR-R-17

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

14～15 25～26

28～29 101～102
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　RHR-R-17

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1A

5

10

19

27

37

39

48

     54A

     103

     104

     112

    121A

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)

78

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
5
-
4
-
1
-
4
 
R
0
 
 
 

70714860
長方形



 3.4　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓ

STS42 302 122 ― ― ―

SM41C 104 ― 219 373 ―

SM41C 178 ― 199 373 ―

SM41C 185 ― 197 373 ―

STPT42 185 ― 209 404 ―

STPT410 185 ― 209 404 ―

STPT42  66 ― 231 407 ―

STPT410  66 ― 231 407 ―

STPT42 302 ― 182 404 ―

STS42 100 ― 220 405 ―

STS42 116 ― 218 404 ―

STPT42 104 ― 219 404 ―

STPT42 178 ― 210 404 ―

SUS304TP  66 ― 188 479 126

材    料
 許容応力（MPa）
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　3.5　設計用地震力

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答スペクトル及び

     等価繰返し回数を下表に示す。

なお，設計用床応答スペクトルは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

     に基づき策定したものを用いる。減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に

     記載の減衰定数を用いる。等価繰返し回数は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

　　 き策定したものを用いる。

Ｓｄ Ｓｓ

RHR-PD-4 ガンマ線遮蔽壁

RHR-PD-7 原子炉格納容器

RHR-R-2 原子炉建物

RHR-R-8 原子炉建物

RHR-R-16 原子炉建物

RHR-R-17 原子炉建物

鳥瞰図 建物・構築物 標高
減衰定数
(％)

等価繰返し回数
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4. 解析結果及び評価

 4.1　固有周期及び設計震度

鳥  瞰  図　RHR-PD-4

応答鉛直

震度
＊2

応答鉛直

震度
＊3

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：設計用床応答スペクトルⅠ(弾性設計用地震動Ｓｄ)により得られる震度

　  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ(基準地震動Ｓｓ)により得られる震度

　  ＊4：設計用震度Ⅰ(弾性設計用地震動Ｓｄ)及び設計用震度Ⅰ(基準地震動Ｓｓ)

　  ＊5：最大応答加速度を1.2倍した震度

　  ＊6：3.6・ＣＩ及び1.2・ＣＶより定めた震度

動 的 震 度
＊4，＊5

静 的 震 度
＊6

適用する地震動等
弾性設計用地震動Ｓｄ

及び静的震度
基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
＊2

応答水平震度
＊3
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　　各モードに対応する刺激係数

鳥  瞰  図　RHR-PD-4

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数＊
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図
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鳥瞰図 ＲＨＲ－ＰＤ－４

代表的振動モード図 (1次)

8
4

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 ＲＨＲ－ＰＤ－４

代表的振動モード図 (2次)

8
5

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 ＲＨＲ－ＰＤ－４

代表的振動モード図 (3次)

8
6

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



固有周期及び設計震度

鳥  瞰  図　RHR-PD-7

応答鉛直

震度
＊2

応答鉛直

震度
＊3

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：設計用床応答スペクトルⅠ(弾性設計用地震動Ｓｄ)により得られる震度

　  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ(基準地震動Ｓｓ)により得られる震度

　  ＊4：設計用震度Ⅰ(弾性設計用地震動Ｓｄ)及び設計用震度Ⅰ(基準地震動Ｓｓ)

　  ＊5：最大応答加速度を1.2倍した震度

　  ＊6：3.6・ＣＩ及び1.2・ＣＶより定めた震度

動 的 震 度
＊4，＊5

静 的 震 度
＊6

適用する地震動等
弾性設計用地震動Ｓｄ

及び静的震度
基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
＊2

応答水平震度
＊3
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　　各モードに対応する刺激係数

鳥  瞰  図　RHR-PD-7

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数
＊
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図
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鳥瞰図 ＲＨＲ－ＰＤ－７

代表的振動モード図 (1次)

9
0

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 ＲＨＲ－ＰＤ－７

代表的振動モード図 (2次)

9
1

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



固有周期及び設計震度

鳥  瞰  図　RHR-R-2

応答鉛直

震度
＊2

応答鉛直

震度
＊3

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 16 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：設計用床応答スペクトルⅠ(弾性設計用地震動Ｓｄ)により得られる震度

　  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ(基準地震動Ｓｓ)により得られる震度

　  ＊4：設計用震度Ⅰ(弾性設計用地震動Ｓｄ)及び設計用震度Ⅰ(基準地震動Ｓｓ)

　  ＊5：最大応答加速度を1.2倍した震度

　  ＊6：3.6・ＣＩ及び1.2・ＣＶより定めた震度

動 的 震 度
＊4，＊5

静 的 震 度
＊6

適用する地震動等
弾性設計用地震動Ｓｄ

及び静的震度
基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
＊2

応答水平震度
＊3
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　　各モードに対応する刺激係数

鳥  瞰  図　RHR-R-2

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 16 次

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数＊
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図
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鳥瞰図 ＲＨＲ－Ｒ－２

代表的振動モード図 (1次)

9
5

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 ＲＨＲ－Ｒ－２

代表的振動モード図 (2次)

9
6

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 ＲＨＲ－Ｒ－２

代表的振動モード図 (3次)

9
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S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   
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多角形



固有周期及び設計震度

鳥  瞰  図　RHR-R-8

応答鉛直

震度
＊2

応答鉛直

震度
＊3

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：設計用床応答スペクトルⅡ(弾性設計用地震動Ｓｄ)により得られる震度

　  ＊3：設計用床応答スペクトルⅡ(基準地震動Ｓｓ)により得られる震度

　  ＊4：設計用震度Ⅱ(弾性設計用地震動Ｓｄ)及び設計用震度Ⅱ(基準地震動Ｓｓ)

　  ＊5：最大応答加速度を1.2倍した震度

　  ＊6：3.6・ＣＩ及び1.2・ＣＶより定めた震度

動 的 震 度
＊4，＊5

静 的 震 度
＊6

適用する地震動等
弾性設計用地震動Ｓｄ

及び静的震度
基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
＊2

応答水平震度
＊3
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　　各モードに対応する刺激係数

鳥  瞰  図　RHR-R-8

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数＊
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図
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鳥瞰図 ＲＨＲ－Ｒ－８

代表的振動モード図 (1次)

1
0
1

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 ＲＨＲ－Ｒ－８

代表的振動モード図 (2次)

1
0
2

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   
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多角形



鳥瞰図 ＲＨＲ－Ｒ－８

代表的振動モード図 (3次)
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S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   
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多角形



固有周期及び設計震度

鳥  瞰  図　RHR-R-16

応答鉛直

震度
＊2

応答鉛直

震度
＊3

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：設計用床応答スペクトルⅠ(弾性設計用地震動Ｓｄ)により得られる震度

　  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ(基準地震動Ｓｓ)により得られる震度

　  ＊4：設計用震度Ⅰ(弾性設計用地震動Ｓｄ)及び設計用震度Ⅰ(基準地震動Ｓｓ)

　  ＊5：最大応答加速度を1.2倍した震度

　  ＊6：3.6・ＣＩ及び1.2・ＣＶより定めた震度

動 的 震 度
＊4，＊5

静 的 震 度
＊6

適用する地震動等
弾性設計用地震動Ｓｄ

及び静的震度
基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
＊2

応答水平震度
＊3
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　　各モードに対応する刺激係数

鳥  瞰  図　RHR-R-16

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数＊
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図
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鳥瞰図 ＲＨＲ－Ｒ－１６

代表的振動モード図 (1次)

1
0
7

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 ＲＨＲ－Ｒ－１６

代表的振動モード図 (2次)

1
0
8

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 ＲＨＲ－Ｒ－１６

代表的振動モード図 (3次)

1
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S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   
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多角形



固有周期及び設計震度

鳥  瞰  図　RHR-R-17

応答鉛直

震度
＊2

応答鉛直

震度
＊3

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：設計用床応答スペクトルⅡ(弾性設計用地震動Ｓｄ)により得られる震度

　  ＊3：設計用床応答スペクトルⅡ(基準地震動Ｓｓ)により得られる震度

　  ＊4：設計用震度Ⅱ(弾性設計用地震動Ｓｄ)及び設計用震度Ⅱ(基準地震動Ｓｓ)

　  ＊5：最大応答加速度を1.2倍した震度

　  ＊6：3.6・ＣＩ及び1.2・ＣＶより定めた震度

動 的 震 度
＊4，＊5

静 的 震 度
＊6

適用する地震動等
弾性設計用地震動Ｓｄ

及び静的震度
基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
＊2

応答水平震度
＊3
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　　各モードに対応する刺激係数

鳥  瞰  図　RHR-R-17

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数＊
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図
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鳥瞰図 ＲＨＲ－Ｒ－１７

代表的振動モード図 (1次)

1
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S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 ＲＨＲ－Ｒ－１７

代表的振動モード図 (2次)

1
1
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S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 ＲＨＲ－Ｒ－１７

代表的振動モード図 (3次)

1
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S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   
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4.2  評価結果

　4.2.1　管の応力評価結果

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

クラス１管

疲労評価

計算応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

疲労累積係数

 膜＋曲げ　Ｓｐｒｍ(2.25・Ｓｍ) RHR-R-16   49 BUTT WELD 95 274 ―

 ねじり　Ｓｔ(0.55・Ｓｍ) RHR-R-16   50 ELBOW      32  67 ―

 ねじり＋曲げ　Ｓｔ＋Ｓｂ(1.8・Ｓｍ) RHR-R-16 ― ― ― ― ―

RHR-PD-7   27 REDUCER  336 366 ―

RHR-PD-7   27 REDUCER  ― ― 0.0196

 膜＋曲げ　Ｓｐｒｍ(3・Ｓｍ) RHR-PD-4  31N NOZZLE   138 366 ―

 ねじり　Ｓｔ(0.73・Ｓｍ) RHR-PD-4   29 SUP.PT     70  89 ―

 ねじり＋曲げ　Ｓｔ＋Ｓｂ(2.4・Ｓｍ) RHR-PD-4 ― ― ― ― ―

RHR-PD-7   27 REDUCER  558 366 0.1770

RHR-PD-7   27 REDUCER  ― ― 0.1770

ⅣＡＳ

一次
応力

一次＋二次応力　Ｓｎ(3・Ｓｍ)

疲労累積係数　Ｕ＋ＵＳｓ

許容応力
状態

最大応力区分(許容応力)

応力評価

ⅢＡＳ

一次
応力

一次＋二次応力　Ｓｎ(3・Ｓｍ)

疲労累積係数　Ｕ＋ＵＳｄ

鳥瞰図
番号

最大応力
評価点

配管要素
名称

1
1
6

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   



     評価結果

管の応力評価結果

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

重大事故等クラス２管

疲労評価

計算応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

疲労累積係数

 膜＋曲げ　Ｓｐｒｍ(3・Ｓｍ) RHR-PD-4  31N NOZZLE   138 366 ―

 ねじり　Ｓｔ(0.73・Ｓｍ) RHR-PD-4   29 SUP.PT     70  89 ―

 ねじり＋曲げ　Ｓｔ＋Ｓｂ(2.4・Ｓｍ) RHR-PD-4 ― ― ― ― ―

RHR-PD-4  31N NOZZLE   379 366 0.0161

RHR-PD-4  31N NOZZLE   ― ― 0.0161

 膜＋曲げ　Ｓｐｒｍ(3・Ｓｍ) RHR-PD-4  31N NOZZLE   138 366 ―

 ねじり　Ｓｔ(0.73・Ｓｍ) RHR-PD-4   29 SUP.PT     70  89 ―

 ねじり＋曲げ　Ｓｔ＋Ｓｂ(2.4・Ｓｍ) RHR-PD-4 ― ― ― ― ―

RHR-PD-4  31N NOZZLE   379 366 0.0161

RHR-PD-4  31N NOZZLE   ― ― 0.0161

応力評価
鳥瞰図
番号

最大応力
評価点

配管要素
名称

ⅤＡＳ

一次
応力

一次＋二次応力　Ｓｎ(3・Ｓｍ)

疲労累積係数　Ｕ＋ＵＳｓ

許容応力
状態

最大応力区分(許容応力)

ⅣＡＳ

一次
応力

一次＋二次応力　Ｓｎ(3・Ｓｍ)

疲労累積係数　Ｕ＋ＵＳｓ

1
1
7

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   



下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

クラス２以下の管

疲労評価

計算応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

疲労累積係数
ＵＳｄ
ＵＳｓ

一次応力　Ｓｐｒｍ(Ｓｙ
＊
)  RHR-R-17  54A 162 188 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  RHR-R-17  54A 268 376 ―

一次応力　Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)  RHR-R-8  141 253 363 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  RHR-R-8  141 414 364 0.1594

注記＊：オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金については，Ｓｙと1.2・Ｓのうち大きい方とする。

応力評価

ⅢＡＳ

鳥瞰図
番号

最大応力
評価点

ⅣＡＳ

     評価結果

管の応力評価結果

許容応力
状態

最大応力区分(許容応力)

1
1
8

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   



下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

重大事故等クラス２管

疲労評価

計算応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

疲労累積係数
ＵＳｓ

一次応力　Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)  RHR-R-2   27 141 335 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  RHR-R-2   21 294 394 ―

一次応力　Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)  RHR-R-2   27 141 335 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  RHR-R-2   21 294 394 ―

     評価結果

管の応力評価結果

応力評価

ⅤＡＳ

許容応力
状態

最大応力区分(許容応力)
鳥瞰図
番号

最大応力
評価点

ⅣＡＳ

1
1
9

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   



　4.2.2　支持構造物評価結果

　　　　 下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

支持構造物評価結果（荷重評価）

SNM-RHR-30 メカニカルスナッバ SMS-3

SNO-RHR-48 オイルスナッバ SN-25

RE-RHR-50 ロッドレストレイント RSA-25

SH-RHR-209 スプリングハンガ VS1B-19

― コンスタントハンガ ―

― リジットハンガ ―

注記＊1：あらかじめ設定した設計上の基準値を許容荷重として実施する評価

　　＊2：計算荷重があらかじめ設定した設計上の基準値を超過した箇所に対して，ＪＥＡＧ４６０１に定める許容限界を満足する範囲内で

　　　　 新たに設定した設計上の基準値を許容荷重として実施する評価。なお，一次評価を満足する場合は「―」と記載する。

支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

RE-RHR-384 レストレイント パイプバンド SM400B 185 59 137 0 ― ― ― 圧縮 41 119

AN-RHR-221 アンカ ラグ SGV480 302 114 164 312 239 218 145 組合せ 107 137

反力(kN) モーメント(kN･m) 応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

支持点荷重 評価結果

72

― ―

― ―

評価結果

計算荷重
(kN)

許容荷重(kN)

一次評価
＊1

二次評価
＊2

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度
(℃)

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度
(℃)

 Ⅵ-2-1-12「配
 管及び支持構造
 物の耐震計算に
 ついて」参照

22 45 ―

287 375 ―

198 450 ―

70

1
2
0
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4.2.3 弁の動的機能維持の評価結果

 下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は機能維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以下かつ

 計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 評価部位
応力
分類

計算
応力

許容
応力

AV222-3B 空気作動逆止弁 β（Ｓｓ） 8.6 3.9 6.0 6.0 ― ―
操作部本体
取付ボルト

部
組合せ 36 886

AV222-1A 空気作動逆止弁 β（Ｓｓ） 6.0 4.8 6.0 6.0 ― ― ― ― ― ―

MV222-2B 電動グローブ弁 β（Ｓｓ） 3.1 3.7 6.0 6.0 ― ― ― ― ― ―

MV222-6 電動ゲート弁 β（Ｓｓ） 3.7 2.5 6.0 6.0 ― ― ― ― ― ―

注記＊1：弁に要求される機能に応じて以下を記載する。
 α（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの
α（Ｓｄ）：弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの
β（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの
β（Ｓｄ）：弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの

＊2：機能維持評価用加速度が機能確認済加速度を超過する場合は詳細評価を実施し，機能維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以
 下かつ計算応力が許容応力以下であることを確認する。なお，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下の場合は「―」と記
 載する。

構造強度評価結果
＊2

(MPa)
弁番号 形式

要求

機能
＊1

機能維持評価用
加速度

(×9.8m/s
2
)

機能確認済
加速度

(×9.8m/s
2
)

動作機能確認済

加速度
＊2

(×9.8m/s
2
)

1
2
1

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   



     弁の動的機能維持の評価結果

 下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は機能維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以下かつ

 計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 評価部位
応力
分類

計算
応力

許容
応力

MV222-5C 電動ゲート弁 β（Ｓｓ） 2.3 3.5 6.0 6.0 ― ― ― ― ― ―

注記＊1：弁に要求される機能に応じて以下を記載する。
 α（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの
α（Ｓｄ）：弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの
β（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの
β（Ｓｄ）：弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの

＊2：機能維持評価用加速度が機能確認済加速度を超過する場合は詳細評価を実施し，機能維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以
 下かつ計算応力が許容応力以下であることを確認する。なお，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下の場合は「―」と記
 載する。

構造強度評価結果
＊2

(MPa)
弁番号 形式

要求

機能
＊1

機能維持評価用
加速度

(×9.8m/s
2
)

機能確認済
加速度

(×9.8m/s
2
)

動作機能確認済

加速度
＊2

(×9.8m/s
2
)

1
2
2

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   



　4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス１管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
疲労累積

係数
代
表

1 RHR-PD-4  31N 91 274 3.01 －  31N 202 366 1.81 －  31N 0.0041 －

2 RHR-PD-5   11 81 274 3.38 －    8 188 366 1.94 －   41 0.0040 －

3 RHR-PD-6  32N 89 274 3.07 －  32N 187 366 1.95 －  32N 0.0035 －

4 RHR-PD-7   27 61 274 4.49 －   27 336 366 1.08 ○   27 0.0196 ○

5 RHR-PD-8   17 69 274 3.97 －   18 245 366 1.49 －   37 0.0046 －

6 RHR-R-1  109 70 274 3.91 －  109 27 366 13.55 －  110 0.0010 －

7 RHR-R-5A   18 74 274 3.70 －   18 62 366 5.90 －   18 0.0000 －

8 RHR-R-16   49 95 274 2.88 ○   50 111 366 3.29 －   46 0.0000 －

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅢＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価

1
2
3

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   



       　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

 　　　　代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

　 　　図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス１管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
疲労累積

係数
代
表

1 RHR-PD-4  31N 138 366 2.65 ○  31N 379 366 0.96 －  31N 0.0161 －

2 RHR-PD-5   11 106 366 3.45 －    8 351 366 1.04 －   41 0.0040 －

3 RHR-PD-6  32N 129 366 2.83 －  32N 350 366 1.04 －  32N 0.0097 －

4 RHR-PD-7   27 75 366 4.88 －   27 558 366 0.65 ○   27 0.1770 ○

5 RHR-PD-8   17 89 366 4.11 －   18 435 366 0.84 －   18 0.0089 －

6 RHR-R-1  109 77 366 4.75 －  109 51 366 7.17 －  110 0.0010 －

7 RHR-R-5A   18 86 366 4.25 －   18 106 366 3.45 －   18 0.0000 －

8 RHR-R-16   49 132 366 2.77 －   50 232 366 1.57 －   50 0.0008 －

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価

1
2
4
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代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
疲労累積

係数
代
表

1 RHR-PD-4  31N 138 366 2.65 ○  31N 379 366 0.96 ○  31N 0.0161 ○

2 RHR-PD-5   11 106 366 3.45 －    8 351 366 1.04 －   41 0.0040 －

3 RHR-PD-6  32N 129 366 2.83 －  32N 350 366 1.04 －  32N 0.0097 －

4 RHR-R-1  109 77 366 4.75 －  109 51 366 7.17 －  110 0.0010 －

5 RHR-R-5A   18 86 366 4.25 －   18 106 366 3.45 －   18 0.0000 －

6 RHR-R-16   49 132 366 2.77 －   50 232 366 1.57 －   50 0.0008 －

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価

1
2
5

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   



代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
疲労累積

係数
代
表

1 RHR-PD-4  31N 138 366 2.65 ○  31N 379 366 0.96 ○  31N 0.0161 ○

2 RHR-PD-5   11 106 366 3.45 －    8 351 366 1.04 －   41 0.0040 －

3 RHR-PD-6  32N 129 366 2.83 －  32N 350 366 1.04 －  32N 0.0097 －

4 RHR-R-1  109 77 366 4.75 －  109 51 366 7.17 －  110 0.0010 －

5 RHR-R-5A   18 86 366 4.25 －   18 106 366 3.45 －   18 0.0000 －

6 RHR-R-16   49 132 366 2.77 －   50 232 366 1.57 －   50 0.0008 －

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅤＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価

1
2
6

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   



代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス２以下の管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  RHR-PD-8   11 69 182 2.63 －    8 165 364 2.20 ― －

2  RHR-PS-9    7 8 219 27.37 －    7 4 438 109.50 ― －

3  RHR-PS-10    9 10 219 21.90 －    9 8 438 54.75 ― －

4  RHR-R-1   29 102 197 1.93 －   29 124 394 3.17 ― －

5  RHR-R-2   27 95 197 2.07 －   21 179 394 2.20 ― －

6  RHR-R-3   27 69 221 3.20 －    3 93 438 4.70 ― －

7  RHR-R-4   34 78 209 2.67 －  340 71 418 5.88 ― －

8  RHR-R-5  312 136 209 1.53 －  315 185 418 2.25 ― －

9  RHR-R-5A   10 48 209 4.35 －   10 27 418 15.48 ― －

10  RHR-R-5B   25 48 209 4.35 －   24 246 418 1.69 ― －

11  RHR-R-6   24 66 209 3.16 －   80 106 438 4.13 ― －

12  RHR-R-7   43 146 219 1.50 －   44 300 438 1.46 ― －

13  RHR-R-8  141 151 182 1.20 －  141 210 364 1.73 ― －

14  RHR-R-9   35 66 209 3.16 －   35 51 418 8.19 ― －

15  RHR-R-10   30 82 209 2.54 －   30 77 418 5.42 ― －

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅢＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

1
2
7

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   



 　　　　代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

　　　 図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス２以下の管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

16  RHR-R-11  122 90 209 2.32 －  249 136 418 3.07 ― －

17  RHR-R-12 1302 59 209 3.54 －   67 123 438 3.56 ― －

18  RHR-R-13   10 75 219 2.92 －   10 123 438 3.56 ― －

19  RHR-R-14   34 46 219 4.76 －   40 148 438 2.95 ― －

20  RHR-R-15   22 87 220 2.52 －   22 75 440 5.86 ― －

21  RHR-R-16    6 94 220 2.34 －    6 98 440 4.48 ― －

22  RHR-R-17  54A 162 188 1.16 ○  54A 268 376 1.40 ― ○

         代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅢＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

1
2
8
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代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス２以下の管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  RHR-PD-8   11 98 363 3.70 －    8 298 364 1.22 ― －

2  RHR-PS-9    7 9 363 40.33 －    7 6 438 73.00 ― －

3  RHR-PS-10    9 12 363 30.25 －    9 15 438 29.20 ― －

4  RHR-R-1   29 155 335 2.16 －   29 238 394 1.65 ― －

5  RHR-R-2   27 170 335 1.97 －   21 353 394 1.11 ― －

6  RHR-R-3   27 110 335 3.04 －    3 183 438 2.39 ― －

7  RHR-R-4   34 111 363 3.27 －   34 136 418 3.07 ― －

8  RHR-R-5  315 220 363 1.65 －  315 353 418 1.18 ― －

9  RHR-R-5A   10 58 363 6.25 －   10 46 418 9.08 ― －

10  RHR-R-5B   25 56 363 6.48 －   24 359 418 1.16 ― －

11  RHR-R-6   21 108 363 3.36 －   80 225 438 1.94 ― －

12  RHR-R-7   43 131 363 2.77 －   44 302 438 1.45 ― －

13  RHR-R-8  141 253 363 1.43 ○  141 414 364 0.87 0.1594 ○

14  RHR-R-9   35 90 363 4.03 －   35 98 418 4.26 ― －

15  RHR-R-10   30 117 363 3.10 －   30 149 418 2.80 ― －

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

1
2
9
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代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス２以下の管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

16  RHR-R-11  122 131 363 2.77 －  249 264 418 1.58 ― －

17  RHR-R-12   50 89 363 4.07 －   67 257 438 1.70 ― －

18  RHR-R-13   10 126 363 2.88 －   10 225 438 1.94 ― －

19  RHR-R-14   40 69 363 5.26 －   40 304 438 1.44 ― －

20  RHR-R-15   22 125 364 2.91 －   22 150 440 2.93 ― －

21  RHR-R-16    6 142 364 2.56 －    6 195 440 2.25 ― －

22  RHR-R-17  54A 293 431 1.47 －  54A 530 376 0.70 0.0176 －

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

1
3
0

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   



 　　　　代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

　　　 図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  RHR-PS-9    7 9 363 40.33 －    7 6 438 73.00 ― －

2  RHR-PS-10    9 12 363 30.25 －    9 15 438 29.20 ― －

3  RHR-R-1   29 129 335 2.59 －   29 198 394 1.98 ― －

4  RHR-R-2   27 141 335 2.37 ○   21 294 394 1.34 ― ○

5  RHR-R-3   27 110 335 3.04 －    3 183 438 2.39 ― －

6  RHR-R-4   34 111 363 3.27 －   34 136 418 3.07 ― －

7  RHR-R-5   85 132 363 2.75 －   85 189 418 2.21 ― －

8  RHR-R-5A   10 58 363 6.25 －   10 46 418 9.08 ― －

9  RHR-R-5B   25 56 363 6.48 －   24 299 418 1.39 ― －

10  RHR-R-6   21 108 363 3.36 －   80 225 438 1.94 ― －

11  RHR-R-7   43 131 363 2.77 －   44 302 438 1.45 ― －

12  RHR-R-9   35 90 363 4.03 －   35 98 418 4.26 ― －

13  RHR-R-10   30 117 363 3.10 －   30 149 418 2.80 ― －

14  RHR-R-11  122 131 363 2.77 －  249 264 418 1.58 ― －

15  RHR-R-12   50 89 363 4.07 －   67 257 438 1.70 ― －

         代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

1
3
1
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代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

16  RHR-R-13   10 126 363 2.88 －   10 225 438 1.94 ― －

17  RHR-R-14   40 69 363 5.26 －   40 304 438 1.44 ― －

18  RHR-R-15   22 125 364 2.91 －   22 150 440 2.93 ― －

19  RHR-R-16    6 142 364 2.56 －    6 195 440 2.25 ― －

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

1
3
2

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-4 R0   



 　　　　代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

　　　 図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  RHR-PS-9    7 12 363 30.25 －    7 6 420 70.00 ― －

2  RHR-PS-10    9 16 363 22.68 －    9 15 420 28.00 ― －

3  RHR-R-1   29 129 335 2.59 －   29 198 394 1.98 ― －

4  RHR-R-2   27 141 335 2.37 ○   21 294 394 1.34 ― ○

5  RHR-R-3   27 110 335 3.04 －    3 183 398 2.17 ― －

6  RHR-R-4   34 111 363 3.27 －   34 136 418 3.07 ― －

7  RHR-R-5   85 132 363 2.75 －   85 189 418 2.21 ― －

8  RHR-R-5A   10 58 363 6.25 －   10 46 418 9.08 ― －

9  RHR-R-5B   25 56 363 6.48 －   24 299 418 1.39 ― －

10  RHR-R-6   21 108 363 3.36 －   80 225 414 1.84 ― －

11  RHR-R-7   43 135 363 2.68 －   44 302 420 1.39 ― －

12  RHR-R-9   35 90 363 4.03 －   35 98 418 4.26 ― －

13  RHR-R-10   30 117 363 3.10 －   30 149 418 2.80 ― －

14  RHR-R-11  122 131 363 2.77 －  249 264 418 1.58 ― －

15  RHR-R-12   50 89 363 4.07 －   67 257 414 1.61 ― －

         代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅤＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

1
3
3
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代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

16  RHR-R-13   10 130 363 2.79 －   10 225 420 1.86 ― －

17  RHR-R-14   40 72 363 5.04 －   40 304 420 1.38 ― －

18  RHR-R-15   22 125 363 2.90 －   22 150 436 2.90 ― －

19  RHR-R-16    6 142 363 2.55 －    6 195 436 2.23 ― －

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅤＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

1
3
4
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Ⅵ-2-5-5 非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備の 

耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-5-1 高圧炉心スプレイ系の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-5-1-3　管の耐震性についての計算書

（高圧炉心スプレイ系）
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1.　概要

　　本計算書は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法　添付資料-6　管の耐震性に

　ついての計算書作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，高圧炉心スプレ

　イ系の管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維

　持できることを説明するものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

 (1)　管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全3モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果を4.2.4に記載する。

 (2)　支持構造物

　　　工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評価

　  結果を代表として記載する。

 (3)　弁

　　　機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求

　　弁を代表として，弁型式別に評価結果を記載する。
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2.　概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記　　　号 内　　　　容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（重大事故等対処設備）

　　　　　　　　　（太破線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設）

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

　のうち他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

　アンカ

　　[管クラス]

DB1 　クラス１管

DB2 　クラス２管

DB3 　クラス３管

DB4 　クラス４管

SA2 　重大事故等クラス２管

SA3 　重大事故等クラス３管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管

DB3/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス３管

DB4/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス４管
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高圧炉心スプレイ系概略系統図

DB2/SA2 DB1/SA2

原子炉建物 原子炉格納容器

HPCS-PD-1HPCS-R-2

HPCS-R-2

サプレッションチェンバ

HPCS-R-1

復水貯蔵
タンクへ

残留熱除去系へ

復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
よ
り

MV224-2

M M

M

M

M

MV224-3
M

AV224-1
A

X-210

X-35

N16

原
子
炉
圧
力

容
器

DB2/
SA2DB2

高圧炉心

スプレイ系
ストレーナ

残留熱除去系へ

M M

高圧炉心スプレイポンプ

RV224-1

3

 

S2 補 Ⅵ-2-5-5-1-3 R0                                                                 



 2.2　鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記　　　号 内　　　　容

　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」，設

　計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」とする。）

　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

　範囲の管

　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち他系

　統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　レストレイント

　レストレイント（斜め拘束の場合）

　スナッバ

　スナッバ（斜め拘束の場合）

　ハンガ

　リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に変

　位量を記載する。なお，Ｓｓ機能維持の範囲はＳｓ地震動による

　変位量のみを記載する。）

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊

Ｓs

Ｓd

Ｓd

Ｓs

Ｓd

Ｓs
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鳥瞰図 HPCS-PD-1(DB)

5

S2 補 Ⅵ-2-5-5-1-3 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 HPCS-PD-1(SA)
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S2 補 Ⅵ-2-5-5-1-3 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 HPCS-R-1(DB)(1/2)

7

S2 補 Ⅵ-2-5-5-1-3 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 HPCS-R-1(DB)(2/2)
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S2 補 Ⅵ-2-5-5-1-3 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 HPCS-R-1(SA)(1/2)

9

S2 補 Ⅵ-2-5-5-1-3 R0   

70714860
多角形



鳥瞰図 HPCS-R-1(SA)(2/2)

1
0

S2 補 Ⅵ-2-5-5-1-3 R0   

70714860
多角形



3. 計算条件

 3.1　計算方法

管の構造強度評価は，基本方針に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは

   「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要について

    は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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施設名称 設備名称 系統名称
施設

　分類
＊1 設備分類

＊2 機器等
の区分

耐震
重要度
分類

荷重の組合せ
＊3，＊4 許容応力

状態
＊5

ⅠＬ＋Ｓｄ

ⅡＬ＋Ｓｄ

ⅣＬ(Ｌ)＋Ｓｄ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

 3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

原子炉冷却
系統施設

非常用炉心
冷却設備

その他原子炉
注水設備

高圧炉心
スプレイ系

ＤＢ ―
クラス１管
クラス２管

Ｓ

ⅢＡＳ

ⅣＡＳ

1
2

S2 補 Ⅵ-2-5-5-1-3 R0   



施設名称 設備名称 系統名称
施設

　分類
＊1 設備分類

＊2 機器等
の区分

耐震
重要度
分類

荷重の組合せ
＊3，＊4 許容応力

状態
＊5

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅣＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6

ⅤＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6，＊7，＊8，＊9

ⅤＬ(ＬＬ)＋Ｓｓ
＊6，＊7，＊10

ⅤＬ＋Ｓｓ
＊11

　　＊3 ：運転状態の添字Ｌは荷重，(Ｌ)は荷重が長期間作用している状態，(ＬＬ)は(Ｌ)より更に長期的に荷重が作用している状態を示す。

　　＊4 ：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。

　　＊5 ：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。

　　＊6 ：原子炉冷却材圧力バウンダリにおいて考慮する。

　　＊7 ：原子炉格納容器バウンダリにおいて考慮する。

　　＊8 ：原子炉格納容器バウンダリは，事象の進展によっては，重大事故等時の最大荷重の発生タイミングが遅くなる可能性があることから，

保守的に重大事故等時の最大荷重とＳｄ地震力の組合せを考慮する。
　　＊9 ：原子炉格納容器バウンダリにおいては，原子炉格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用しない場合）における荷重条件を

適用する。

荷重の組合せ及び許容応力状態

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

注記＊1 ：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2 ：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。

原子炉冷却
系統施設

非常用炉心
冷却設備

その他原子炉
注水設備

高圧炉心
スプレイ系

ＳＡ
常設／防止

（ＤＢ拡張）
重大事故等
クラス２管

―

ⅣＡＳ

ⅤＡＳ

　　＊11：原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器バウンダリを除く設備は必ずしも重大事故等時の荷重の時間履歴を詳細に評価しな

いことから，重大事故等時の最大荷重とＳｓ地震力の組合せを考慮する。

　　＊10：原子炉格納容器バウンダリにおいては，原子炉格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合）における荷重条件を適

用する。

1
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　HPCS-PD-1

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ 8.62 302

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

 3.3　設計条件

    5～19,20～24
   25～33

   33～36N

  1

  2
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　HPCS-PD-1

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震
重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

    5～19,20～24

   25～33

  2    33～36N  267.4  18.2 STS42 Ｓ 186920

Ｓ 200400

設計条件

  1  267.4  18.2 STS42

15

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
5
-
5
-
1
-
3
 
R
0
 
 
 



　配管の付加質量

鳥  瞰  図　HPCS-PD-1

質量 対応する評価点

    5～5001,1201～1301,1401～1601,1701～19,20～24

   25～2701,3001～3101,35～3501

 5001～1201,1301～1401,1601～1701,2701～3001,3101～33

   33～35,3501～36N
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　弁部の質量

鳥  瞰  図　HPCS-PD-1

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   19～20    24～25
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　HPCS-PD-1

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

19～20 24～25
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　HPCS-PD-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1A

6

 **   16 **

16

 **   16 **

21

 **   26 **

 **   27 **

    2702   

28

    3102

32

N7

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　HPCS-R-1

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ 0.427 104

ⅣＡＳ 0.427 104

ⅤＡＳ 0.853 178

ⅢＡＳ 1.37 100

ⅣＡＳ 1.37 100

ⅤＡＳ 1.37 110

ⅢＡＳ 1.37 100

ⅣＡＳ 1.37 100

ⅤＡＳ ― ―

  3    20～29,30～31

設計条件

    2～10

   14～16,17～27N

  1
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　HPCS-R-1

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震
重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

  1     2～10  508.0   9.5 SM41C Ｓ 201667

  2    14～16,17～27N  508.0   9.5 SM41C Ｓ 201667

  3    20～29,30～31  457.2   9.5 SM41C Ｓ 201667

設計条件
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フランジ部の質量

鳥  瞰  図　HPCS-R-1

質量 対応する評価点

  26F

  27N

22

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
5
-
5
-
1
-
3
 
R
0
 
 
 

70714860
長方形



　弁部の質量

鳥  瞰  図　HPCS-R-1

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   10,14    11

   12    13

   16～17    29～30

   31,35    32

   33    34

23

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
5
-
5
-
1
-
3
 
R
0
 
 
 

70714860
長方形

70714860
長方形



　弁部の寸法

鳥  瞰  図　HPCS-R-1

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

10～11 11～12

12～1200 1200～1201

1201～13 11～14

16～17 29～30

31～32 32～33

33～3301 3301～34

32～35
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　HPCS-R-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 **   1N **

 **   1N **

 **   1N **

7

 **    7 **

    1200

 ** 1201 **

 ** 1400 **

    1401

18

22

     27N

    3301

    3301

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.4　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓ

STS42 302 122 ― ― ―

SM41C 104 ― 219 373 ―

SM41C 178 ― 199 373 ―

SM41C 110 ― 218 373 ―

SM41C 100 ― 221 373 ―

材    料
 許容応力（MPa）
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　3.5　設計用地震力

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答スペクトル及び

     等価繰返し回数を下表に示す。

なお，設計用床応答スペクトルは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

     に基づき策定したものを用いる。減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に

     記載の減衰定数を用いる。等価繰返し回数は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

　　 き策定したものを用いる。

Ｓｄ Ｓｓ

HPCS-PD-1 ガンマ線遮蔽壁

HPCS-R-1 原子炉建物

鳥瞰図 建物・構築物 標高
減衰定数
(％)

等価繰返し回数
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4. 解析結果及び評価

 4.1　固有周期及び設計震度

鳥  瞰  図　HPCS-PD-1

応答鉛直

震度
＊2

応答鉛直

震度
＊3

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：設計用床応答スペクトルⅠ(弾性設計用地震動Ｓｄ)により得られる震度

　  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ(基準地震動Ｓｓ)により得られる震度

　  ＊4：設計用震度Ⅰ(弾性設計用地震動Ｓｄ)及び設計用震度Ⅰ(基準地震動Ｓｓ)

　  ＊5：最大応答加速度を1.2倍した震度

　  ＊6：3.6・ＣＩ及び1.2・ＣＶより定めた震度

動 的 震 度
＊4，＊5

静 的 震 度
＊6

適用する地震動等
弾性設計用地震動Ｓｄ

及び静的震度
基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
＊2

応答水平震度
＊3
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　　各モードに対応する刺激係数

鳥  瞰  図　HPCS-PD-1

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数
＊
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図

30

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
5
-
5
-
1
-
3
 
R
0
 
 
 



鳥瞰図 ＨＰＣＳ－ＰＤ－１

代表的振動モード図 (1次)

3
1

S2 補 Ⅵ-2-5-5-1-3 R0   
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鳥瞰図 ＨＰＣＳ－ＰＤ－１

代表的振動モード図 (2次)

3
2
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固有周期及び設計震度

鳥  瞰  図　HPCS-R-1

応答鉛直

震度
＊2

応答鉛直

震度
＊3

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：設計用床応答スペクトルⅠ(弾性設計用地震動Ｓｄ)により得られる震度

　  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ(基準地震動Ｓｓ)により得られる震度

　  ＊4：設計用震度Ⅰ(弾性設計用地震動Ｓｄ)及び設計用震度Ⅰ(基準地震動Ｓｓ)

　  ＊5：最大応答加速度を1.2倍した震度

　  ＊6：3.6・ＣＩ及び1.2・ＣＶより定めた震度

動 的 震 度
＊4，＊5

静 的 震 度
＊6

適用する地震動等
弾性設計用地震動Ｓｄ

及び静的震度
基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
＊2

応答水平震度
＊3
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　　各モードに対応する刺激係数

鳥  瞰  図　HPCS-R-1

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数
＊
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図
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鳥瞰図 ＨＰＣＳ－Ｒ－１

代表的振動モード図 (1次)

3
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S2 補 Ⅵ-2-5-5-1-3 R0   
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多角形



鳥瞰図 ＨＰＣＳ－Ｒ－１

代表的振動モード図 (2次)
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鳥瞰図 ＨＰＣＳ－Ｒ－１

代表的振動モード図 (3次)

3
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4.2  評価結果

　4.2.1　管の応力評価結果

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

クラス１管

疲労評価

計算応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

疲労累積係数

 膜＋曲げ　Ｓｐｒｍ(2.25・Ｓｍ) HPCS-PD-1 1401 ELBOW    79 274 ―

 ねじり　Ｓｔ(0.55・Ｓｍ) HPCS-PD-1 1401 ELBOW      36  67 ―

 ねじり＋曲げ　Ｓｔ＋Ｓｂ(1.8・Ｓｍ) HPCS-PD-1 ― ― ― ― ―

HPCS-PD-1   11 ELBOW    155 366 ―

HPCS-PD-1  36N NOZZLE   ― ― 0.0041

 膜＋曲げ　Ｓｐｒｍ(3・Ｓｍ) HPCS-PD-1 1701 ELBOW    112 366 ―

 ねじり　Ｓｔ(0.73・Ｓｍ) HPCS-PD-1 1401 ELBOW      64  89 ―

 ねじり＋曲げ　Ｓｔ＋Ｓｂ(2.4・Ｓｍ) HPCS-PD-1 ― ― ― ― ―

HPCS-PD-1   11 ELBOW    286 366 ―

HPCS-PD-1  36N NOZZLE   ― ― 0.0041

応力評価

ⅢＡＳ

一次
応力

一次＋二次応力　Ｓｎ(3・Ｓｍ)

疲労累積係数　Ｕ＋ＵＳｄ

鳥瞰図
番号

最大応力
評価点

配管要素
名称

ⅣＡＳ

一次
応力

一次＋二次応力　Ｓｎ(3・Ｓｍ)

疲労累積係数　Ｕ＋ＵＳｓ

許容応力
状態

最大応力区分(許容応力)

3
9

S2 補 Ⅵ-2-5-5-1-3 R0   



     評価結果

管の応力評価結果

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

重大事故等クラス２管

疲労評価

計算応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

疲労累積係数

 膜＋曲げ　Ｓｐｒｍ(3・Ｓｍ) HPCS-PD-1 1701 ELBOW    112 366 ―

 ねじり　Ｓｔ(0.73・Ｓｍ) HPCS-PD-1 1401 ELBOW      64  89 ―

 ねじり＋曲げ　Ｓｔ＋Ｓｂ(2.4・Ｓｍ) HPCS-PD-1 ― ― ― ― ―

HPCS-PD-1   11 ELBOW    286 366 ―

HPCS-PD-1  36N NOZZLE   ― ― 0.0041

 膜＋曲げ　Ｓｐｒｍ(3・Ｓｍ) HPCS-PD-1 1701 ELBOW    112 366 ―

 ねじり　Ｓｔ(0.73・Ｓｍ) HPCS-PD-1 1401 ELBOW      64  89 ―

 ねじり＋曲げ　Ｓｔ＋Ｓｂ(2.4・Ｓｍ) HPCS-PD-1 ― ― ― ― ―

HPCS-PD-1   11 ELBOW    286 366 ―

HPCS-PD-1  36N NOZZLE   ― ― 0.0041

応力評価
鳥瞰図
番号

最大応力
評価点

配管要素
名称

ⅤＡＳ

一次
応力

一次＋二次応力　Ｓｎ(3・Ｓｍ)

疲労累積係数　Ｕ＋ＵＳｓ

許容応力
状態

最大応力区分(許容応力)

ⅣＡＳ

一次
応力

一次＋二次応力　Ｓｎ(3・Ｓｍ)

疲労累積係数　Ｕ＋ＵＳｓ

4
0
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下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

クラス２以下の管

疲労評価

計算応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

疲労累積係数
ＵＳｄ
ＵＳｓ

一次応力　Ｓｐｒｍ(Ｓｙ
＊
)  HPCS-R-1   20 67 219 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  HPCS-R-1    2 125 438 ―

一次応力　Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)  HPCS-R-1   20 90 335 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  HPCS-R-1    2 267 438 ―

注記＊：オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金については，Ｓｙと1.2・Ｓのうち大きい方とする。

ⅣＡＳ

     評価結果

管の応力評価結果

許容応力
状態

最大応力区分(許容応力)

応力評価

ⅢＡＳ

鳥瞰図
番号

最大応力
評価点

4
1
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下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

重大事故等クラス２管

疲労評価

計算応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

疲労累積係数
ＵＳｓ

一次応力　Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)  HPCS-R-1   20 90 335 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  HPCS-R-1    2 267 438 ―

一次応力　Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)  HPCS-R-1   20 90 335 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  HPCS-R-1    2 267 398 ―

     評価結果

管の応力評価結果

応力評価

ⅤＡＳ

許容応力
状態

最大応力区分(許容応力)
鳥瞰図
番号

最大応力
評価点

ⅣＡＳ

4
2

S2 補 Ⅵ-2-5-5-1-3 R0   



　4.2.2　支持構造物評価結果

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

支持構造物評価結果（荷重評価）

― メカニカルスナッバ ―

SNO-HPCS-293 オイルスナッバ SN-10

RE-HPCS-5 ロッドレストレイント RSA-10

SH-HPCS-225 スプリングハンガ VS1F-14

― コンスタントハンガ ―

― リジットハンガ ―

注記＊1：あらかじめ設定した設計上の基準値を許容荷重として実施する評価

　　＊2：計算荷重があらかじめ設定した設計上の基準値を超過した箇所に対して，ＪＥＡＧ４６０１に定める許容限界を満足する範囲内で

新たに設定した設計上の基準値を許容荷重として実施する評価。なお，一次評価を満足する場合は「―」と記載する。

支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

RE-HPCS-201 レストレイント ビーム STKR400 100 0 172 0 ― ― ― 組合せ 56 135

AN-HPCS-231 アンカ ラグ SGV480 302 124 71 74 28 103 51 組合せ 58 137

 Ⅵ-2-1-12「配
 管及び支持構造
 物の耐震計算に
 ついて」参照

― ― ―

58 150 ―

85 180 ―

15

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度
(℃)

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度
(℃)

評価結果

計算荷重
(kN)

許容荷重(kN)

一次評価
＊1

二次評価
＊2

支持点荷重 評価結果

17

― ―

― ―

反力(kN) モーメント(kN･m) 応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

4
3
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　4.2.3　弁の動的機能維持の評価結果

下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は機能維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以下かつ

計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 評価部位
応力
分類

計算
応力

許容
応力

AV224-1 空気作動逆止弁 β（Ｓｓ） 4.7 1.6 6.0 6.0 ― ― ― ― ― ―

MV224-3 電動ゲート弁 β（Ｓｓ） 1.8 1.4 6.0 6.0 ― ― ― ― ― ―

注記＊1：弁に要求される機能に応じて以下を記載する。
α（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの
α（Ｓｄ）：弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの
β（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの
β（Ｓｄ）：弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの

　　＊2：機能維持評価用加速度が機能確認済加速度を超過する場合は詳細評価を実施し，機能維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以
下かつ計算応力が許容応力以下であることを確認する。なお，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下の場合は「―」と記
載する。

構造強度評価結果
＊2

(MPa)
弁番号 形式

要求

機能
＊1

機能維持評価用
加速度

(×9.8m/s
2
)

機能確認済
加速度

(×9.8m/s
2
)

動作機能確認済

加速度
＊2

(×9.8m/s
2
)

4
4
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　4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス１管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
疲労累積

係数
代
表

1 HPCS-PD-1 1401 79 274 3.46 ○   11 155 366 2.36 ○  36N 0.0041 ○

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅢＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価

4
5

S2 補 Ⅵ-2-5-5-1-3 R0   



代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス１管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
疲労累積

係数
代
表

1 HPCS-PD-1 1701 112 366 3.26 ○   11 286 366 1.27 ○  36N 0.0041 ○

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価

4
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S2 補 Ⅵ-2-5-5-1-3 R0   



       　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

 　　　　代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

　 　　図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
疲労累積

係数
代
表

1 HPCS-PD-1 1701 112 366 3.26 ○   11 286 366 1.27 ○  36N 0.0041 ○

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価

4
7
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代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
疲労累積

係数
代
表

1 HPCS-PD-1 1701 112 366 3.26 ○   11 286 366 1.27 ○  36N 0.0041 ○

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅤＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価

4
8

S2 補 Ⅵ-2-5-5-1-3 R0   



代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス２以下の管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  HPCS-R-1   20 67 219 3.26 ○    2 125 438 3.50 ― ○

2  HPCS-R-2   42 58 220 3.79 －   42 47 440 9.36 ― －

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅢＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

4
9

S2 補 Ⅵ-2-5-5-1-3 R0   



代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス２以下の管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  HPCS-R-1   20 90 335 3.72 ○    2 267 438 1.64 ― ○

2  HPCS-R-2   36 96 364 3.79 －   42 108 440 4.07 ― －

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

5
0

S2 補 Ⅵ-2-5-5-1-3 R0   



代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  HPCS-R-1   20 90 335 3.72 ○    2 267 438 1.64 ― ○

2  HPCS-R-2   36 96 364 3.79 －   42 108 440 4.07 ― －

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

5
1

S2 補 Ⅵ-2-5-5-1-3 R0   



代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

重大事故等クラス２管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  HPCS-R-1   20 90 335 3.72 ○    2 267 398 1.49 ― ○

2  HPCS-R-2   36 96 363 3.78 －   42 108 436 4.03 ― －

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅤＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価
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Ⅵ-2-5-5-3 高圧原子炉代替注水系の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-5-3-2　管の耐震性についての計算書

（高圧原子炉代替注水系）
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法　添付資料-6　管の耐震性に

　ついての計算書作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，高圧原子炉代替

　注水系の管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を

　維持できることを説明するものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

(1) 管

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全9モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果を4.2.4に記載する。

(2) 支持構造物

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評価

　  結果を代表として記載する。

(3) 弁

機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求

　　弁を代表として，弁型式別に評価結果を記載する。
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（重大事故等対処設備）

（太破線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設）

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管

　のうち他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

アンカ

　　[管クラス]

DB1 クラス１管

DB2 クラス２管

DB3 クラス３管

DB4 クラス４管

SA2 　重大事故等クラス２管

SA3 　重大事故等クラス３管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管

DB3/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス３管

DB4/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス４管
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主蒸気系へ

M

X-203

M

M

FW-T-8 HPAC-R-3

RCIC-R-4 HPAC-R-5

高圧原子炉

代替注水

ポンプ

M MX-38

原子炉建物原子炉格納容器

所内蒸気系より

M

HP
AC
-
R-
1

HPAC-R-2

HP
AC
-
R-
5

H
PA
C-
R-
4

(駆動用蒸気

タービン)原子炉浄化系より

A

M

A

A

サプレッション
チェンバ

MM

注記＊1：主蒸気系との兼用範囲である。

　　＊2：給水系との兼用範囲である。

　　＊3：残留熱除去系との兼用範囲である。

　　＊4：原子炉隔離時冷却系との兼用範囲である。

　　＊5：原子炉浄化系との兼用範囲である。

原子炉隔離時冷却ポンプ

駆動用蒸気タービンへ

HP
AC
-
R-
1

R
HR
-R
-
3

C-残留熱除去

ポンプへ

原子炉隔離時冷却

ポンプより

＊2,＊4,＊7

＊4,＊5,＊7

＊
2
,
＊
4,

＊
7

＊
4,
＊
5
,

＊
7

＊
4
,＊

5
,

＊
7

＊4,＊7

原子炉隔離時冷却ポンプ

駆動用蒸気タービンより

＊4,＊9

残留熱除去系へ

給水系より

高圧原子炉代替注水系概略系統図

＊3,＊8

原子炉隔離時冷却系より

＊
4,
＊
9

＊
1,
＊
4
,＊

6

＊6：計算結果は主蒸気系に含めて示す。

＊7：計算結果は給水系に含めて示す。

＊8：計算結果は残留熱除去系に含めて示す。

＊9：計算結果は原子炉隔離時冷却系に含めて示す。

X-213

[注] 太線範囲の管クラス:SA2

X-12A

X-12B

原子炉

圧力容器

N4B

N4C

N4D

N4A

N3B

RCIC-R-3 HPAC-R-4＊4,＊9

3

S2 補 Ⅵ-2-5-5-3-2 R0



 2.2　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」，設

　計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」とする。）

（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記載

　範囲の管

（破線） 　工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち他系

　統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　質点

アンカ

レストレイント

レストレイント（斜め拘束の場合）

スナッバ

スナッバ（斜め拘束の場合）

ハンガ

リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に変

　位量を記載する。なお，Ｓｓ機能維持の範囲はＳｓ地震動による

　変位量のみを記載する。）

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊

Ｓs

Ｓd

Ｓd

Ｓs

Ｓd

Ｓs
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HPAC-R-4(SA)(1/2)鳥瞰図

5

S2 補 Ⅵ-2-5-5-3-2 R0   

70492315
多角形



HPAC-R-4(SA)(2/2)鳥瞰図

6

S2 補 Ⅵ-2-5-5-3-2 R0   

70492315
多角形



HPAC-R-5(SA)鳥瞰図

7

S2 補 Ⅵ-2-5-5-3-2 R0   

70492315
多角形



3. 計算条件

 3.1　計算方法

管の構造強度評価は，基本方針に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは

   「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要について

    は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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施
設

名
称

設
備

名
称

系
統

名
称

施
設

　
分

類
＊

1
設

備
分

類
＊

2
機

器
等

の
区

分

耐
震

重
要
度

分
類

荷
重

の
組

合
せ

＊
3
，

＊
4

許
容

応
力

状
態

＊
5

Ⅰ
Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

Ⅱ
Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

Ⅴ
Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

＊
6

Ⅴ
Ａ
Ｓ

Ⅰ
Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

Ⅱ
Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

Ⅴ
Ｌ
＋

Ｓ
ｓ

＊
6

Ⅴ
Ａ
Ｓ

　
　

＊
3
：

運
転

状
態

の
添

字
Ｌ

は
荷

重
を

示
す

。

　
　

＊
4
：

許
容

応
力

状
態

ご
と

に
最

も
厳

し
い

条
件

又
は

包
絡

条
件

を
用

い
て

評
価

を
実

施
す

る
。

　
　

＊
5
：

許
容

応
力

状
態

Ⅴ
Ａ
Ｓ

は
許

容
応

力
状

態
Ⅳ

Ａ
Ｓ

の
許

容
限

界
を

使
用

し
，

許
容

応
力

状
態

Ⅳ
Ａ
Ｓ

と
し

て
評

価
を

実
施

す
る

。

 
3
.
2
　

荷
重

の
組

合
せ

及
び

許
容

応
力

状
態

本
計

算
書

に
お

い
て

考
慮

す
る

荷
重

の
組

合
せ

及
び

許
容

応
力

状
態

を
下

表
に

示
す

。
 

原
子

炉
冷

却
系

統
施

設

非
常

用
炉

心
冷

却
設

備
そ

の
他

原
子

炉
注

水
設

備

高
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

Ｓ
Ａ

常
設

耐
震

／
防

止
重

大
事

故
等

ク
ラ

ス
２

管
―

Ⅳ
Ａ
Ｓ

Ⅳ
Ａ
Ｓ

注
記

＊
1
：

Ｓ
Ａ

は
重

大
事

故
等

対
処

設
備

を
示

す
。

　
　

＊
2
：

「
常

設
耐

震
／

防
止

」
は

常
設

耐
震

重
要

重
大

事
故

防
止

設
備

，
「

常
設

／
緩

和
」

は
常

設
重

大
事

故
緩
和

設
備

を
示

す
。

　
　

＊
6
：

原
子

炉
冷

却
材

圧
力

バ
ウ

ン
ダ

リ
及

び
原

子
炉

格
納

容
器

バ
ウ

ン
ダ

リ
を

除
く

設
備

は
必

ず
し

も
重

大
事
故

等
時

の
荷

重
の

時
間

履
歴

を
詳

細
に

評
価

し
な

い
こ

と
か

ら
，

重
大

事
故

等
時

の
最

大
荷

重
と

Ｓ
ｓ

地
震

力
の

組
合

せ
を

考
慮

す
る

。

高
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

Ｓ
Ａ

常
設

／
緩

和
重

大
事

故
等

ク
ラ

ス
２

管
―

原
子

炉
格

納
施

設
圧

力
低

減
設

備
そ

の
他

の
安

全
設

備
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　HPAC-R-4

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 8.62 302

ⅤＡＳ 8.62 302

 3.3　設計条件

   1A～2201

 2206～52

  1

  2

  3    53～54N
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　HPAC-R-4

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震
重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

  1    1A～2201  114.3  11.1 STPT410 ― 186040

  2  2206～52  114.3  11.1 STPT410 ― 201667

  3    53～54N   89.1  11.1 STPT410 ― 201667

設計条件
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　HPAC-R-4

質量 対応する評価点

   1A～2201,2206～52

   53～54N
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フランジ部の質量

鳥  瞰  図　HPAC-R-4

質量 対応する評価点

  50F

  54N
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　弁部の質量

鳥  瞰  図　HPAC-R-4

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

 2201,2206  2202

 2203  2205
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　HPAC-R-4

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

2201～2202 2202～2203

2203～2204 2204～2205

2202～2206
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　HPAC-R-4

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1A

5

12

21

    2204

    2207

26

31

36

43

     54N

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　HPAC-R-5

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 0.98 184

ⅤＡＳ 0.98 184

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 0.98 184

ⅤＡＳ 0.98 184

設計条件

   1N～2

    3～36A

  1

  2
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　HPAC-R-5

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震
重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

  1    1N～2  216.3   8.2 STPT410 ― 201667

  2     3～36A  267.4   9.3 STPT410 ― 201667

設計条件
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　配管の付加質量

鳥  瞰  図　HPAC-R-5

質量 対応する評価点

   1N～2

    3～36A
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フランジ部の質量

鳥  瞰  図　HPAC-R-5

質量 対応する評価点

   1N

   6F
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　HPAC-R-5

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

1N

8

15

22

25

29

     36A

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.4　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓ

STPT410 302 ― 182 404 ―

STPT410 184 ― 209 404 ―

材    料
 許容応力（MPa）
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　3.5　設計用地震力

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答スペクトル及び

     等価繰返し回数を下表に示す。

なお，設計用床応答スペクトルは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

     に基づき策定したものを用いる。減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に

     記載の減衰定数を用いる。等価繰返し回数は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

　　 き策定したものを用いる。

Ｓｄ Ｓｓ

HPAC-R-4 原子炉建物

HPAC-R-5 原子炉建物

鳥瞰図 建物・構築物 標高
減衰定数
(％)

等価繰返し回数
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4. 解析結果及び評価

 4.1　固有周期及び設計震度

鳥  瞰  図　HPAC-R-4

応答鉛直

震度
＊2

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：設計用床応答スペクトルⅡ(基準地震動Ｓｓ)より得られる震度

　  ＊3：設計用震度Ⅱ(基準地震動Ｓｓ)

　  ＊4：最大応答加速度を1.2倍した震度

動 的 震 度
＊3，＊4

適用する地震動等 基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
＊2
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　　各モードに対応する刺激係数

鳥  瞰  図　HPAC-R-4

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数＊
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図

26

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
5
-
5
-
3
-
2
 
R
0
 
 
 



鳥瞰図 ＨＰＡＣ－Ｒ－４

代表的振動モード図 (1次)

2
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鳥瞰図 ＨＰＡＣ－Ｒ－４

代表的振動モード図 (2次)
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鳥瞰図 ＨＰＡＣ－Ｒ－４

代表的振動モード図 (3次)
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固有周期及び設計震度

鳥  瞰  図　HPAC-R-5

応答鉛直

震度
＊2

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次 0.111 4.89 5.11 4.66

1.49 1.56 1.16

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：設計用床応答スペクトルⅡ(基準地震動Ｓｓ)より得られる震度

　  ＊3：設計用震度Ⅱ(基準地震動Ｓｓ)

　  ＊4：最大応答加速度を1.2倍した震度

動 的 震 度
＊3，＊4

適用する地震動等 基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
＊2
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　　各モードに対応する刺激係数

鳥  瞰  図　HPAC-R-5

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次 0.111 0.253 0.004 0.004

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数
＊
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図

32
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鳥瞰図 ＨＰＡＣ－Ｒ－５

代表的振動モード図 (1次)

3
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多角形
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る

。
な

お
，

機
能

維
持

評
価

用
加

速
度

が
機

能
確

認
済

加
速

度
以

下
の

場
合

は
「

―
」

と
記

載
す

る
。

構
造

強
度

評
価

結
果

＊
2

(
M
P
a
)

弁
番

号
形

式
要

求

機
能

＊
1

機
能

維
持

評
価

用
加

速
度

(
×
9
.
8
m
/
s
2
)

機
能

確
認

済
加

速
度

(
×
9
.
8
m
/
s
2
)

動
作

機
能

確
認
済

加
速
度

＊
2

(
×
9.
8
m
/
s
2
)
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代
表

モ
デ

ル
は

各
モ

デ
ル

の
最

大
応

力
点

の
応

力
と

裕
度

を
算

出
し

，
応

力
分

類
ご

と
に

裕
度

最
小

の
モ

デ
ル

を
選

定
し

て
鳥

瞰

図
，

計
算

条
件

及
び

評
価

結
果

を
記

載
し

て
い

る
。

下
表

に
，

代
表

モ
デ

ル
の

選
定

結
果

及
び

全
モ
デ

ル
の

評
価

結
果

を
示

す
。

重
大

事
故

等
ク

ラ
ス

２
管

評
価

点
計

算
応

力
(
M
P
a
)

許
容

応
力

(
M
P
a
)

裕
度

代 表
評

価
点

計
算

応
力

(
M
P
a
)

許
容

応
力

(
M
P
a
)

裕
度

疲
労

累
積

係
数

代 表

1
 
H
P
A
C
-
R
-
1

 
 
5
4

6
2

3
6
3

5
.
8
5

－
 
 
5
4

9
0

4
3
4

4
.
8
2

―
－

2
 
H
P
A
C
-
R
-
2

 
 
1
N

1
3
1

3
6
3

2
.
7
7

－
 
 
1
N

1
8
3

4
3
4

2
.
3
7

―
－

3
 
H
P
A
C
-
R
-
3

 
 
3
7

1
1
7

3
6
3

3
.
1
0

－
 
 
3
7

1
5
8

4
3
4

2
.
7
4

―
－

4
 
H
P
A
C
-
R
-
4

 
 
1
7

1
3
2

3
6
3

2
.
7
5

○
 
 
1
7

1
8
1

3
6
4

2
.
0
1

―
－

5
 
H
P
A
C
-
R
-
5

 
 
3
5

1
2
0

3
6
3

3
.
0
2

－
 
 
3
5

2
2
2

4
1
8

1
.
8
8

―
○

6
 
R
C
I
C
-
R
-
3

1
5
6
A

8
6

3
6
3

4
.
2
2

－
1
5
6
A

1
0
2

3
6
4

3
.
5
6

―
－

7
 
R
C
I
C
-
R
-
4

 
1
0
2

2
8

3
6
3

1
2
.
9
6

－
 
1
1
1

1
0
5

4
1
8

3
.
9
8

―
－

8
 
R
H
R
-
R
-
3

 
 
4
4

7
1

3
6
3

5
.
1
1

－
 
 
4
4

9
5

4
3
4

4
.
5
6

―
－

9
 
F
W
-
T
-
8

 
5
0
6

5
7

3
6
3

6
.
3
6

－
 
5
0
6

5
2

3
6
4

7
.
0
0

―
－

 
 
4
.
2
.
4
　

代
表

モ
デ

ル
の

選
定

結
果

及
び

全
モ

デ
ル

の
評

価
結

果

N
o

鳥
瞰

図
番

号

許
容

応
力

状
態

Ⅳ
Ａ
Ｓ

一
次

応
力

評
価

一
次

＋
二

次
応

力
評

価
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代
表

モ
デ

ル
は

各
モ

デ
ル

の
最

大
応

力
点

の
応

力
と

裕
度

を
算

出
し

，
応

力
分

類
ご

と
に

裕
度

最
小

の
モ

デ
ル

を
選

定
し

て
鳥

瞰

図
，

計
算

条
件

及
び

評
価

結
果

を
記

載
し

て
い

る
。

下
表

に
，

代
表

モ
デ

ル
の

選
定

結
果

及
び

全
モ
デ

ル
の

評
価

結
果

を
示

す
。

重
大

事
故

等
ク

ラ
ス

２
管

評
価

点
計

算
応

力
(
M
P
a
)

許
容

応
力

(
M
P
a
)

裕
度

代 表
評

価
点

計
算

応
力

(
M
P
a
)

許
容

応
力

(
M
P
a
)

裕
度

疲
労

累
積

係
数

代 表

1
 
H
P
A
C
-
R
-
1

 
 
5
4

6
2

3
6
3

5
.
8
5

－
 
 
5
4

9
0

4
3
4

4
.
8
2

―
－

2
 
H
P
A
C
-
R
-
2

 
 
1
N

1
3
1

3
6
3

2
.
7
7

－
 
 
1
N

1
8
3

4
3
4

2
.
3
7

―
－

3
 
H
P
A
C
-
R
-
3

 
 
3
7

1
1
7

3
6
3

3
.
1
0

－
 
 
3
7

1
5
8

4
3
4

2
.
7
4

―
－

4
 
H
P
A
C
-
R
-
4

 
 
1
7

1
3
2

3
6
3

2
.
7
5

○
 
 
1
7

1
8
1

3
6
4

2
.
0
1

―
－

5
 
H
P
A
C
-
R
-
5

 
 
3
5

1
2
0

3
6
3

3
.
0
2

－
 
 
3
5

2
2
2

4
1
8

1
.
8
8

―
○

6
 
R
C
I
C
-
R
-
3

1
5
6
A

8
6

3
6
3

4
.
2
2

－
1
5
6
A

1
0
2

3
6
4

3
.
5
6

―
－

7
 
R
C
I
C
-
R
-
4

 
1
0
2

2
8

3
6
3

1
2
.
9
6

－
 
1
1
1

1
0
5

4
1
8

3
.
9
8

―
－

8
 
R
H
R
-
R
-
3

 
 
4
4

7
1

3
6
3

5
.
1
1

－
 
 
4
4

9
5

4
3
4

4
.
5
6

―
－

9
 
F
W
-
T
-
8

 
5
0
6

5
7

3
6
3

6
.
3
6

－
 
5
0
6

5
2

3
6
4

7
.
0
0

―
－

代
表

モ
デ

ル
の

選
定

結
果

及
び

全
モ

デ
ル

の
評

価
結

果

N
o

鳥
瞰

図
番

号

許
容

応
力

状
態

Ⅴ
Ａ
Ｓ

一
次

応
力

評
価

一
次

＋
二

次
応

力
評

価
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